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第１ 要綱策定の趣旨 

 平成12年４月から、地方分権一括法が施行され、また、介護保険制度もスタートす

るなど、地方分権がいよいよ実行の段階となっている。 

 また、日常生活圏の拡大、少子・高齢化の進行、国・地方を通じる財政の著しい悪

化など、市町村行政を取り巻く情勢は大きく変化しており、こうした中にあって、基

礎的地方公共団体として、総合的に住民サービスの提供の責務を負うこととなる市町

村は、その行財政基盤の強化や広域的対応が強く求められている。 

 今後、市町村がこれらの課題に的確に対応していくためには、行財政改革や広域行

政の推進と併せて、市町村合併についても検討する必要がある。 

 もとより、市町村合併は、その市町村の根幹に関わる事柄であり、市町村と住民と

が、地域の現状や課題に関する情報を共有しながら大いに議論していくことが重要

である。 

 この要綱は、市町村や住民の自主的な合併の議論に資する情報の提供や、合併への

取組を支援するために、宮崎県市町村合併懇談会の意見を踏まえつつ、作成したもの

である。 

 

 

 

第２ 市町村合併に関する議論が求められている背景等 

1 背景 

（1）地方分権の推進 

   地方分権がいよいよ実行の段階となり、自己決定・自己責任の原則の下、住

民に身近な行政サービスの提供は、地域の責任ある選択により決定されるべき

であり、個々の市町村が自立することが求められている。 

   そのためには、個々の市町村において、政策を立案し、それを住民に分かり

やすく提示し、理解を求めることができる能力や、自ら選択し推進していく事

業を裏付けるだけの財政基盤など、市町村の行財政基盤の充実・強化が課題と

なっている。 

  

（2）日常生活圏の拡大 

   交通・情報通信手段の発達や経済活動の進展に伴い、住民の日常生活圏は市

町村の区域を越えてますます拡大している。これに伴い、住民の行政ニーズも

広域化しており、現在の行政区域では十分に対処することができなくなってき

ている。 
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    したがって、住民の利便性向上を図るためには、現在の市町村の区域にとら

われることなく、広域的視点からの行政サービスの提供の在り方について検討

する必要がある。 

 

（3）少子・高齢化の進展 

    全国の0歳から14歳までの年少人口の割合は年々減少し、平成7年(1995年)

に16.0％だったものが、平成37年(2025年)には、13.1％まで減少することが見

込まれている。これに対し、65歳以上の老年人口の割合は、平成7年の14.6％

から、平成37年には27.4％まで増加することが予想されている。 

    このような少子・高齢化の進展は、労働力人口の減少を招き、経済成長を低

下させる一方、医療・福祉等の社会保障関係経費などの財政需要をさらに増大

させることとなる。 

    特に中山間地域などにある小規模市町村では、全国平均より早いペースで少

子・高齢化が進展しており、専門的な人材を確保する上で、また、施設の整備

など行政サービスの充実を図る上で、従来の市町村の単位では、適切な対応が

難しい状況になりつつある。 

 

 

図表2－1 少子・高齢化の状況(全国) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)「日本の将来推計人口(平成9年1月推計)」国立社会保障・人口問題研究所編集 
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(4) 国・地方を通じた財政の著しい悪化 

平成5年度頃から国・地方の借入金残高は急増しており、平成12年度の国の

借入金残高は484兆円、地方の借入金残高は184兆円、合わせて642兆円 (交付

税特別会計借入金残高の重複分を除く。) に達する見込みである。これは平成11

年度のＧＤＰ(国内総生産)の約1.3倍に当たる規模であり、国民１人当たりに

換算すると、約500万円となる。 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)大蔵省資料、「地方財政要覧」、「経済白書」等 

  注1：国は内国債残高及び一般会計・特別会計の借入金残高の合計 

  注2：地方は地方債残高、交付税特会借入残高(地方負担分)、企業債残高(普通会計負担分)の合計 

  注3：国と地方の借入金残高の合計は交付税特別会計借入金残高の国と地方の重複分を除く。 

  注4：平成12年11月現在 

 

 

 

 

 以上のような、地方分権の推進に伴う個々の市町村の自立、日常生活圏の拡大に伴

う市町村行政の広域化、少子・高齢社会における行政サービスの水準の確保、極めて

厳しい財政状況における効率的、効果的な行政の展開などに対処するためには、市町

村が行財政基盤の強化、人材育成・確保等の体制整備を図ることが重要であり、市町

村合併により対応することは有効な方策であるといえる。 
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2 市町村合併に関する最近までの動き 

(1)明治の大合併 

明治政府は、明治21年4月、「市制町村制」を公布した。これは、町村を近

代的自治行政の担い手とするため、従前の町村を整理統合して、有力な地方自

治体を組織しようとするものであり、内務大臣訓令により、300戸から500戸

を標準として全国一律に町村合併を推し進めた。その結果、明治21年から22

年の約 1年間で全国の地方自治体数は 71,314町村から 15,859市町村へと約 5

分の1にまで減少した。これを「明治の大合併」と呼んでいる。 

 

(2)昭和の大合併 

第2次世界大戦後に制定された日本国憲法のもとで地方自治の確立が大きな

課題となった。地方自治をさらに進める観点から、六・三・三制による新制中

学校の設置、消防、社会福祉や保健衛生など住民生活に直結する数多くの事務

が住民にとって身近な市町村で行うべきものとされた。しかし、当時の町村の

中には、その規模が著しく小さく、適切にこれらを処理するために必要な行財

政上の基盤を欠くものも見られたことから、新たな事務権限の受入体制の整備

が必要となった。 

こうしたことから、昭和28年に議員立法による「町村合併促進法」が3年間

の時限立法として制定された。 

この「町村合併促進法」は、新制中学校を合理化に運営できる人口規模とい

う点を念頭に人口8千人を標準として、町村合併を進めるというもので、国と

都道府県に町村合併を促進するための本部を設けて、計画的に町村合併を進め

ていこうとするものであった。この法律をさらに発展させ、補完するものとし

て、昭和31年に「新市町村建設促進法」が施行された。 

町村合併促進法が施行された昭和28年 10月に 9,868あった市町村は昭和36

年6月には 3,472と なり、約 3分の 1に再編された。これをいわゆる「昭和

の大合併」と呼んでいる。  

｢昭和の大合併｣ については、いわば上からの合併であり、合併をめぐる強引

な動きが一部でみられたことも否定できず、教訓とすべき事例もあったといわ

れているが、昭和30年代以降の高度経済成長により、激変した情勢に適切に対

応し、市町村に課せられた新たな地域課題に対処していく基盤が整備されたと

評価されている。 
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(3)昭和の大合併以降の状況 

明治の大合併、昭和の大合併が行われた結果、市町村数は大きく減少し、そ

の後、国や都道府県の主導による全国一律の合併は行われていない。 

昭和30年代以降の高度経済成長は、各地で都市化の進展やモータリゼーショ

ンの進行を促し、日常生活圏の拡大に伴う広域行政が意識されるようになった。

そこで、都市の経営を総合的かつ一体的に行おうとする市町村合併を円滑に進

めるために必要な特例を定めた「市の合併の特例に関する法律」が昭和37年に

施行されたが、これは、2つ以上の市が合併を行った場合などの特定の場合に

限って特例措置が講じられるというものであった。 

昭和40年には、市町村合併についての障害を除去するための特例措置を設け

ることを目的とした「市町村の合併の特例に関する法律」が10年間の時限立法

として施行され、昭和50年、60年、平成7年にそれぞれ10年間の期間延長が

行われるなど、市町村の自主的な合併を支援する措置が講じられてきた。 

その後、地方分権の流れの中で、地方分権推進委員会の5次にわたる勧告に

より、国と地方公共団体が対等・協力の新しい関係を築くことの必要性と並ん

で、地方公共団体における行政体制整備の必要性が指摘された。さらに、内閣

総理大臣の諮問機関である地方制度調査会が、平成10年4月の「市町村の合併

に関する答申」において、住民に最も身近な地方公共団体である市町村には、地

域の総合的な行政主体として、格段に高まる自立性を発揮しつつ、分権型社会

における新たな役割を担うことができるよう体質の強化を図るとともに新たな

課題への適切な対応が必要とされており、自主的な市町村の合併を推進するこ

とが必要であるとした。 

こうした流れを受けて、平成10年5月に「地方分権推進計画」が閣議決定さ

れ、平成11年7月に「市町村の合併の特例に関する法律」の一部改正を含んだ

形で「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」が施行さ

れた。 

平成11年7月の「市町村の合併の特例に関する法律」の一部改正では、法律

の有効期限は延長されず、各種財政支援措置の拡充や国・都道府県の役割の明

記等が行われ、自主的な市町村合併を一層推進するものとなった。 

これらの規定を受けて、平成11年8月に国は「市町村の合併の推進について

の指針」を策定し、都道府県知事に対して、合併パターン等を内容とする「市

町村の合併の推進についての要綱」の策定を要請した。 
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また、各政党においては、自由民主党、自由党、公明党・改革クラブが平成

12年度予算編成大綱(平成 11年 12月 )において「市町村を当面 1000程度とす

る」と明記し、また公明党は、公明党基本政策(平成11年7月)において「現在

の3000自治体を300程度への集約を目指す」とし、民主党は民主党政権政策の

基本理念(平成11年 8月 )において「全国10前後の州と1000程度の市に再編す

る」などとし、市町村合併を基本政策の一つとして取り上げている。 

 

平成12年10月25日、地方制度調査会は、市町村合併について地域に住む住

民の意思を問う住民投票制度の導入と、市町村合併の取組を更に積極的に支援

するために税財政面での必要な措置の検討を求めた「地方分権時代の住民自治

制度のあり方及び地方税財源の充実確保に関する答申」を内閣総理大臣に提出

した。 

平成12年11月22日、自治省は、市町村合併をより一層積極的に推進するた

め、都道府県に対して市町村合併のための全庁支援体制や合併重点推進地域の

指定などを求める新たな「指針」を作成するとともに、市町村合併についての

住民投票制度の制度化等の準備を進め、さらに新たな特別交付税措置を講じる

ことなどを内容とした「市町村合併の推進に係る今後の取組」を決定した。 

また、11月27日、地方分権推進委員会は、合併特例法の期限である平成17

年3月までに十分な成果が上がるよう、①政府部内に「支援本部」を設置する

こと、②住民発議の拡充と住民投票制度の導入、③合併協議会設置の知事勧告

の基準や知事を長とする全庁的支援体制の整備の要請を「都道府県への指針」

に追加すること、などを求めた「市町村合併の推進についての意見」を内閣総

理大臣に提出した。 

さらに、政府は、12月1日、与党行財政改革推進協議会における「市町村合

併後の自治体数を1000を目標とする」という方針を踏まえて、自主的な市町村

合併を積極的に推進するために、合併促進のための行財政措置の拡充、住民投

票制度の制度化の準備など、市町村合併の推進を盛り込んだ「行政改革大綱」を

閣議決定した。 

また、平成12年12月6日、「市町村の合併の特例に関する法律」が一部改正

(公布・施行)され、市となるべき要件について、平成16年3月末までに市町村

合併が行われる場合に限り、人口に関する要件を3万人以上とするとともに、連

たん要件等の人口以外の要件が廃止された。  
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第3 市町村の地域の現況と今後の展望 

1 地理的条件 

宮崎県は、北は大分県、西は熊本県、南西は鹿児島県に接し、東部・南部は日

向灘に面している。 

面積は、7,734ｋｍ2で全国で14位、九州では鹿児島県に次ぐ。しかし、森林面

積が、全体の4分の3を占め、可住地面積(総面積から森林と湖沼を除いた面積)

は約23％しかない。 

山地は、県北部から西部にかけての九州山地、南西部の霧島山地、南部の鰐塚

山地に大別される。海岸は北部は九州山地が沈水したリアス式海岸であり、南部

は鰐塚山地が海に接しているため湾入しているが、中部は砂浜海岸が展開して砂

丘が発達している。 

主な河川は九州山地から東に流れ日向灘に注ぎ、県北部から南部にかけて、

五ヶ瀬川、耳川、小丸川、一ツ瀬川、大淀川、広渡川などがあり、県西部では川

内川の上流が県内唯一の西流河川をなしている。 

平野は各河川の下流に沖積地が見られるものの、県北部と南部では地形の関係

から狭い平野しかない。まとまった平野は県中部に各河川に沿う個別の沖積低地

とその間に広く展開する洪積台地からなる宮崎平野のみである。県南西部の霧島

山地の北および東側には都城盆地・小林盆地・加久藤盆地が東西に並んでおり、各

盆地の周辺には火山灰台地が続いている。 
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図表3－1 宮崎県の地勢(標高、主な河川) 

 
 
 



9 

 

 

2 市町村の歴史的形成過程 

(1)旧国域と郡域 

現在の宮崎県は、旧国名でいうとほぼ日向国に一致する。つい130年あまり

前まで公式に用いられていた日向国という名称は、律令制度が形成される過程

で、7世紀末に地方行政区分のひとつとして設定されたもので、8世紀初頭に薩

摩国と大隈国を分出して領域がほぼ定まり、明治維新までほぼ引き継がれるこ

ととなった。8世紀の「律令残篇」によると日向国は5郡であり、10世紀成立

の「延喜式」や「和名抄」では日向国の郡として臼杵、児湯、那珂、宮崎、諸

県の5郡を記している。 

｢和名抄」による日向国の郡名、郷名を挙げると次のとおりである。 

臼杵郡 氷上・智保・英多・刈田 

児湯郡 三納・穂北・大垣・三宅・覩唹・韓家・平群・都野 

那珂郡 夜開・新居・田島・物部 

宮崎郡 飫肥・田辺・島江・江田 

諸県郡 財部・県田・瓜生・山鹿・穆佐・八代・大田・春野 

 

旧郡域の範囲については、臼杵郡は東・西臼杵郡に延岡市、日向市を含む地

域、児湯郡は西都市地域を中心に木城・高鍋・新富の3町にまたがる地域、那

珂郡は佐土原町の上田島・下田島から宮崎市の新名爪に至る地域、宮崎郡は宮

崎市・清武町・南那珂郡・串間市・日南市を含む地域、諸県郡は宮崎市瓜生野・

高岡・国富両町から都城市・小林市・えびの市等に及び、鹿児島県曽於郡の一

部も含まれていた。 
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(2)江戸期における藩領 

16世紀、日向国の支配について豊臣秀吉の介入があり、筑前から秋月氏、豊

前から高橋氏が入封し､それまでの領有図が書き替えられた。それ以来、日向

国は北から、延岡藩、高鍋藩、佐土原藩、飫肥藩、鹿児島藩と、のち幕府の鷹

巣山として人吉藩の領地となった椎葉山と肥後国求摩郡に編入され、人吉藩の

属地とみられた米良山という藩領図が形づけられ、この領域図は、徳川幕府に

引き継がれた。そして、この藩領図の中で、正保元年(1644年 )以降創設され

ていく幕府領と延岡藩領の関連において変遷がみられるものの、おおむね変動

することなく幕末に至っている。 

延岡藩は、現在の延岡市を中心とした臼杵郡全域に加え、宮崎郡、諸県郡に

飛び地を有していたが、高橋氏、有馬氏、三浦氏、牧野氏と藩主が変わり、幕

末は７万石で入封した内藤氏で迎えた。 

高鍋藩は、表高2万７千石の外様であり、藩主秋月氏は10代に及んだ。領域

は、現在の高鍋町を周辺とする児湯郡東部周辺と東諸県郡・宮崎郡の一部、そ

れに串間市が含まれる。 

佐土原藩は、鹿児島藩の親族藩で、表高2万7千石余、藩主は島津氏であっ

た。領域は､現在の佐土原町を中心に新富町、西都市の一部であった。 

飫肥藩は、外様5万1千石余で藩主は伊東氏であった。領域は現在の日南市

を中心に北は宮崎市の大淀川南岸と清武町・田野町､北郷町、南は南郷町に及

ぶ。 

鹿児島藩は薩摩藩とも称され、薩摩国、大隈国、日向国諸県郡の大部分を支

配したが、このうち、現在の宮崎県城となるのは日向国諸県郡である。椎葉山

は一貫して臼杵郡であったが、延岡藩預り、阿蘇宮預りを経て、幕府領で肥後

人吉藩預地となった。米良山は旗本交代寄合衆の米良氏(後に菊地氏と改名)で

の所領であるが、人吉藩領に属した。 
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図表3－2 1747年の領域図 
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(3)近代における市町村再編成 

明治4年7月の廃藩置県によって、日向においては、延岡、高鍋、佐土原、飫

肥、鹿児島、及び人吉の6藩が廃され、新たに6県が設置された。同年11月、

もとの区域にこだわらない県の廃合が行われ、日向には、美々津、都城の2県

が置かれた。 

美々津県の管治するところは、旧延岡県、旧高鍋県、旧佐土原県、旧鹿児島

県、旧人吉県の管する170村であり、都城県の管治するところは旧鹿児島県の

管する諸県郡を中心に、旧延岡県、旧高鍋県、旧飫肥県、旧日田県の管する190

村及び大隈国6郡であった。他に、人吉県に属していた臼杵郡椎葉山諸村4村

を美々津県の所管とし、さらに米良山中14村を球磨郡より分割して児湯郡に合

し、美々津県の管轄とした。 

明治6年太政官布告により美々津県と都城県が廃止され、宮崎県が置かれた。

これは、都城県の中、旧大隈国を除いたものと、美々津県とを合わせたもので、

現在の宮崎県の区域より広く、諸県郡志布志、松山、大崎郷を含むもので、日

向国を包括するものであった。宮崎県はその後、明治9年に鹿児島県に編入さ

れることとなったが、明治13年頃から鹿児島県からの分県運動が起こり、明治

16年諸県郡を南北に分け、そのうち南諸県郡、志布志､松山、大崎郷を鹿児島

県に残し、宮崎県が再置された。ここに、初めて現在の県域が確定するのであ

る。 

市町村においても、従来の庄屋、名主、年寄といった町や村の長に変わり、戸

籍法の規定に基づき、大区小区制がひかれ、大区には区長が、小区には戸長が

置かれ、県令－区長－戸長という地方行政の行政統治系統が確立された。これ

により幕藩時代からほとんど手をつけられることなく引き継がれてきた町村が、

はじめて地方行政機構の末端組織として組み込まれることとなった。 

明治11年に、郡区町村編成法が制定され、従来の大区、小区制を廃し、府県

制の下、郡区町村とし、旧来の名称を復している。大区、小区制が合理的、機

械的な行政系統を目論んで、町村名を廃止するなど歴史的背景を軽視して行わ

れたのに対し、郡区町村編成法は、現実に地域共同体として活動している区域

を行政区域として尊重するものであり、以来、明治22年まで変化していない。 

明治22年から「市制町村制」が施行されることとなり、宮崎県下では、従来

からあった393町村を宮崎、油津、都城、延岡、細島の5町と95村に合併する

こととなった。 
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明治22年の町村大合併から終戦までは、村制から町制、町村制から市制への

移行が図られている。その後も合併が進められ、宮崎市制に伴う合併を含め、終

戦までには88市町村(3市22町63村)に減少している。 

戦後、町村合併促進法施行に至るまでは、野尻村から紙屋村の分村を例外に、

合併が盛んに行われており、町村合併促進法が施行される昭和28年10月まで

に79市町村(6市26町47村)に減少している。 

昭和28年10月町村合併促進法が施行され、本県においても町村合併の推進

に積極的に取り組むこととなり、町村合併促進法が失効する昭和31年 9月 30

日までに 29町村が合併を行い、数において 20の町村が減少し 59市町村 (7市

26町26村)となった。その後も新市町村建設促進法による未合併町村の合併の

促進や、自主的な合併により、合併が進み、昭和44年の高千穂町、上野村の合

併を最後に宮崎県の「昭和の大合併」は事実上の終焉を迎えた。それから、5つ

の町村で市制、町制への移行があり、昭和48年から現在の9市28町7村となっ

ている。 
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(4)県内の市町村の沿革 

①宮崎・東諸県地域 

宮崎市は、明治22年町村制の施行により発足した宮崎町が核となってい

る。その後､大正13年宮崎町、大淀町、大宮村の2町 1村の合併による市制

施行、昭和7年に檍村、昭和18年赤江町と漸次、区域を広げ､戦後昭和 26

年倉岡・瓜生野・木花及び青島の4村を編入し、昭和32年住吉村、昭和38

年生目村を編入して県都としての発展を遂げている。 

宮崎郡では、清武町が明治24年に北清武村と南清武村が合併して清武村に

なり、その後昭和25年に町制施行している。佐土原町は昭和30年に那珂村

と合併し、昭和33年広瀬町と合併しており、田野町は昭和25年に町制を施

行している。 

東諸県郡では、高岡町が昭和30年に穆佐村と合併しており、国富町は、昭

和31年本庄町と八代村と合併して国富町となり､昭和32年木脇村が編入さ

れ、綾町は昭和7年町制を施行して現在に至っている。 

 

②日南・串間地域 

日南市は、飫肥町、吾田町、油津町、東郷村の3町1村が昭和25年に県下

における戦後初の町村合併として発足している。その後､昭和30年に細田町、

鵜戸村と､昭和31年に酒谷村、榎原村の一部(大窪地区の一部)を編入した。 

串間市は、昭和29年に福島町、大束村、本城村、市木村、都井村の1町4

村が合併して、県下では町村合併促進法による最初の合併となった。 

南那珂郡の北郷町は､昭和34年町制施行しており、南郷町は昭和15年町

制施行後、昭和31年榎原村の一部(橋之口及び大窪地区の一部)を編入した。 

 

③都城・北諸県地域 

都城市は、大正13年宮崎市とともに県内初の市制を施行し、昭和11年に

沖水村、五十市村、昭和32年に志和池村、昭和40年に荘内町、昭和42年に

中郷村を編入している。 

北諸県郡は昭和9年に高城町、昭和15年に高崎町、昭和23年に三股町、昭

和27年に山田町、昭和39年に山之口町がそれぞれ町制を施行している。 
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④西諸地域 

小林市は、大正元年に町制を施行、昭和25年に市制を施行した。 

えびの市は、昭和41年に飯野町、真幸町、加久藤町の3町が合併してえび

の町となったが、これら3町の合併は関係町の自主的な合併志向からきたも

のである。その後、昭和45年県内で9番目の市制を施行しているが、これは

地方自治法が一部改正され、市となる要件が3万人以上と緩和された時の市

制施行である。 

西諸県郡の高原町は昭和9年に町制を施行しており、野尻町は、昭和23年

紙屋村が野尻村から分村するものの、昭和30年に野尻村と紙屋村が再合併し

て野尻町となっている。 

 

⑤西都・児湯地域 

西都市は昭和30年に妻町と上穂北村が合併して発足した西都町が核になっ

ている。その後、昭和33年都於郡村、三納村と合併して、同年市制を施行し、

昭和37年三財村､東米良村を編入(中之又地区は分村して木城町と合併)し

て、現在の区域となる。 

児湯郡の高鍋町は、昭和13年上江村と合併して、現在の区域となった。新

富町は昭和34年新田村と富田村が合併して新富町となり、木城町は昭和37

年東米良村中之又地区を編入して昭和48年町制を施行している。 

また、川南町は昭和28年、都農町は大正9年に町制を施行している。 

 

⑥日向・入郷地域 

日向市は、昭和12年細島及び富高両町が合併して富島町となり、昭和26

年町村合併促進法に先だち、富島町及び岩脇村の合併により誕生した。その

後、昭和30年に美々津町を編入して現在の区域となる。 

門川町は昭和10年に、東郷町は昭和44年に町制を施行している。 

 

⑦延岡・三北地域 

延岡市は、昭和5年に延岡町、岡富村及び恒富村が合併して昭和8年県内

で3番目の市制を施行し、昭和11年に伊形村と東海村を編入、昭和30年に

南方村と南浦村を編入して現在の区域となった。 

三北地域については、昭和45年に北方町が、昭和47年に北川町と北浦町

が町制を施行している。 
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⑧西臼杵地域 

西臼杵郡の高千穂町は、昭和31年に高千穂町が岩戸村、田原村と合併した。

このとき岩戸村見立地区は日の影との合併の意向が強く、岩戸村の分村を認

めた形で行われた。昭和44年上野村が高千穂町に編入して現在の区域とな

る。 

日之影町は、七折村と岩井川村が昭和26年合併して日の影町として発足し

ている。その後、昭和31年岩戸村から分村した見立地区を編入して現在の区

域となり日の影町を日之影町とした。 

五ヶ瀬町は、昭和31年に三ヶ所村と鞍岡村が合併して五ヶ瀬町となった。 

 

以上のような変遷を経て、現在の市郡は図表3－3のとおりとなっている。 

 

 

図表3－3 現在の市郡 
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3 人口・面積 

(1)人口・面積の現況 

本県の市町村数は44で、全国では少ない方から7番目である。また、本県の

市町村の人口と面積を1市町村当たりの平均で全国と比較してみると、1市町村

当たりの人口は、27,008人で、全国の36,536人と比べると約1万人ほど少な

く、全国順位も21位となっている。1市町村当たり面積は175.77ｋｍ 2で、全

国の114.92ｋｍ2に比べ大きく、全国順位も4位となっている。 

さらに、市と町村に分けてみると、本県の1市当りの人口は88,947人で、

全国の134,825人にと比較すると約4万6千人の差があり、全国順位は31位と下

位になっている。1町村当たりの人口は本県は11,081人で、全国の10,754人

とほぼ同程度となっている。 

本県の1市当たり面積は、281.74ｋｍ2で全国の156.94ｋｍ2に比べて、約120

ｋｍ2大きくなっており、全国順位も5位である。1町村当たり面積についても、

本県148.52ｋｍ 2に対して、全国103.90ｋｍ2で、全国順位も5位となっている。 

 

図表3－4 1市町村当たり人口・面積 

宮崎県 全国  

 全国順位  
市町村数 44 7 3,229

 1都道府県あたり － － 69

人口 (人 ) 1,188,341 36 117,975,184

 1市町村当たり 27,008 21 36,536

面積(ｋｍ2) 7,733.95 13 371,073.02

 1市町村当たり 175.77 4 114.92

 

宮崎県 全国  宮崎県 全国  

 全国順位   

 

 全国順位  

市数 9 13 671  町村数 35 9 2,558

市部人口(人) 800,519 35 90,467,411  町村部人口(人) 387,822 34 27,507,773

 1市当たり 88,947 31 134,825   1町村当たり 11,081 19 10,754

市部人口比率(％) 67.4 23 76.7  町村部人口比率(％) 32.6 25 21.9

市部面積(ｋｍ2) 2,535.63 12 105,309.04  町村部面積(ｋｍ2) 5,198.32 16 265,763.98

 1市当たり 281.74 5 156.94   1町村当たり 148.52 5 103.90

 

 資料)｢市町村決算状況調(平成10年度)｣(財)地方財務協会 

注1：東京都の特別区は除く。 

注2：人口は平成11年3月31日現在の住民基本台帳人口。 

注3：面積は平成10年10月1日現在。 

注4：市町村数は平成12年4月1日現在。 

注5：平成11年4月1日に合併した篠山市に関連して、旧4町を合算するなど調整している。 

注6：市町村数の全国順位は少ない方から、その他は大きい方からの順位。 
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(2)人口・面積段階別市町村数 

  人口段階別に市町村数をみると、本県には2万人未満の市、1千人未満の町村

はないが、市、町村ともに全国とほぼ同様の分布となっている。 

  また、面積段階別に市町村数をみると、全国では市の46.3％が100ｋｍ2未満

であるのに対して、本県では市はすべて100ｋｍ2以上となっている。町村でも、

100ｋｍ2未満が全国では67.9％であるのに対して、本県は37.1％となっており、

段階別にみても面積規模が大きいといえる。 

 

 

図表3－5 人口段階別市町村数 

①市 

区分 3万人未満 3万人以上 

5万人未満 

5万人以上 

10万人未満

10万人以上

20万人未満

20万人以上

30万人未満

30万人以上

50万人未満

50万人以上 

100万人未満 

100万人以上 合計 

団体数(宮崎県) (22.2) 

2 

(33.3) 

3 

(11.1)

1

(22.2)

2

(0.0)

0

(11.1)

1

(0.0) 

0 

(0.0) 

0 

(100.0)

9

団体数(全国) (10.7) 

72 

(22.5) 

151 

(33.5)

225

(17.9)

120

(5.8)

39

(6.6)

44

(1.5) 

10 

(1.5) 

10 

(100.0)

671

②町村 

区分 1千人未満 1千人以上 

5千人未満 

5千人以上 

1万人未満 

1万人以上 

2万人未満 

2万人以上 

3万人未満 

3万人以上 

4万人未満 

4万人以上 合計 

団体数(宮崎県) (0.0) 

0 

(20.0) 

7 

(34.3)

12

(31.4)

11

(11.4)

4

(2.9)

1

(0.0) 

0 

(100.0)

35

団体数(全国) (1.8) 

47 

(24.9) 

637 

(33.1)

846

(27.3)

698

(8.3)

213

(3.4)

86

(1.2) 

31 

(100.0)

2,558

注1：平成11年4月1日現在の市町村数を平成11年3月31日現在の住民基本台帳人口により集計した。 

注2：各欄の( )書は構成比(各区分毎に計算＜単位未満四捨五入＞しているため、合計に一致しない場合がある｡) 

 

図表3－6 面積段階別市町村数 

①市 

区分 50ｋｍ2未満 50ｋｍ2以上 

100ｋｍ2未満 

100ｋｍ2以上

150ｋｍ2未満

150ｋｍ2以上

200ｋｍ2未満

200ｋｍ2以上

300ｋｍ2未満

300ｋｍ2以上

500ｋｍ2未満

500ｋｍ2以上 

1000ｋｍ2未満 

1000ｋｍ2以上 合計 

団体数(宮崎県) (0.0) 

0 

(0.0) 

0 

(11.1)

1

(0.0)

0

(66.7)

6

(22.2)

2

(0.0) 

0 

(0.0) 

0 

(100.0)

9

団体数(全国) (23.2) 

156 

(23.1) 

155 

(16.2)

109

(10.4)

70

(15.1)

101

(7.9)

53

(3.6) 

24 

(0.4) 

3 

(100.0)

671

②町村 

区分 50ｋｍ2未満 50ｋｍ2以上 

100ｋｍ2未満 

100ｋｍ2以上

150ｋｍ2未満

150ｋｍ2以上

200ｋｍ2未満

200ｋｍ2以上

300ｋｍ2未満

300ｋｍ2以上

500ｋｍ2未満

500ｋｍ2以上 

1000ｋｍ2未満 

1000ｋｍ2以上 合計 

団体数(宮崎県) (5.7) 

2 

(31.4) 

11 

(28.6)

10

(11.4)

4

(20.0)

7

(0.0)

0

(2.9) 

1 

(0.0) 

0 

(100.0)

35

団体数(全国) (41.2) 

1,054 

(26.7) 

683 

(12.8)

327

(6.9)

170

(6.5)

166

(3.8)

96

(2.2) 

57 

(0.2) 

5 

(100.0)

2,558

 

注1：面積は、建設省国土地理院が公表した平成8年10月1日の「全国都道府県市区町村別面積」によるが、 

その後の平成11年4月1日までに合併があった場合については、旧市町村の面積を合算した。 

注2：各欄の( )書は構成比(各区分毎に計算＜単位未満四捨五入＞しているため、合計に一致しない場合がある｡) 
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(3)人口密度 

可住地面積当たりの人口密度をみると、延岡市、日向市、宮崎市、清武町で

1,000人／ｋｍ2以上と高くなっている。 

また、300人／ｋｍ2未満の人口密度が最も低い市町村は中山間地域に多く、こ

れらの市町村では、可住地面積でみても都市部に比べて人口密度が低くなって

いる。 

 

 

 

図表3－7 可住地面積当たり人口密度(平成10年度) 

 

1,000人/ｋｍ2以上

500～1,000人/ｋｍ2

300～500人/ｋｍ2 

300人/ｋｍ2 

可住地面積＝ 

総面積－林野面積－主要湖沼面積 

資料)統計からみた宮崎県のすがた 
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(4)人口の推移と今後の見通し 

県人口の推移をみると、昭和45年(1970年 )から昭和60年(1985年 )にかけて

増加傾向にあったが、昭和60年頃からほぼ横ばいとなっており、平成17年(2005

年)以降は減少に転じることが予想される。 

市町村の人口推移を昭和45年から平成12年(2000年)でみると、宮崎市とそ

の周辺、都城市と三股町、日向市と門川町、高鍋町など15市町村で人口が増加

している。(図表3－12) 

残りの29市町村は人口が減少しているが、特に東臼杵郡、西臼杵郡などで減

少率が大きくなっている。 

また、平成17年 (2005年 )以降、人口減少を反映して5千人未満の町村の数

が大きく増えることが予想される。(図表3－9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表3－9 人口規模別市町村数 
 昭和45年

(1970年)

55年 

(1980年)

平成2年 

(1990年) 

12年 

(2000年) 

22年 

(2010年)

32年 

(2020年)

10万人以上 3 3 3 3 3 3

5万～10万人 1 2 1 1 1 1

3万～5万人 4 2 4 4 5 5

1万～3万人 17 18 17 17 16 13

5千～1万人 13 13 12 9 5 8

3千～5千人 6 4 3 4 8 7

3千人未満 0 2 4 6 6 7

10万人以上

宮崎市、

都城市、

延岡市 

宮崎市、

都城市、

延岡市 

宮崎市、 

都城市、 

延岡市 

宮崎市、 

都城市、 

延岡市 

宮崎市、

都城市、

延岡市 

宮崎市、

都城市、

延岡市 

5万～10万人 日南市 
日南市、

日向市 
日向市 日向市 日向市 日向市 

3万～5万人

小林市、

日向市、

串間市、

西都市 

小林市、

西都市 

日南市、 

小林市、 

西都市、 

佐土原町 

日南市、 

小林市、 

西都市、 

佐土原町 

日南市、

小林市、

西都市、

清武町、

佐土原町

日南市、

小林市、

清武町、

佐土原町､

三股町 

 

1,051

1,085

1,152

1,176 1,169 1,176 1,170 1,162
1,152
1,138
1,117

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

昭和45 50 55 60 平成2 7 12 17 22 27 32

(千人) 

(年)

資料)｢国勢調査｣(平成12年は速報値）、平成17年以降はシンクタ

ンク宮崎による市町村別推計の合計による。 

図表 3－8 宮崎県人口の推移

資料)｢国勢調査｣(平成12年は速報値) 
シンクタンク宮崎による推計(平成22年以降) 
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山田町 

国富町 

宮崎市 

新富町 
高鍋町 

川南町 

都農町 

門川町 

西都市 

串間市 

えびの市 
小林市 

南郷町 

延岡市 

北川町 
北浦町 

北方町 日之影町 

高千穂町

五ヶ瀬町

椎葉村 

諸塚村 
北郷村 

西郷村 

東郷町 

木城町 

南郷村 

西米良村 

須木村 

日南市 

北郷町 
都城市 
三股町 

高崎町 
高城町 

野尻町 
高岡町 

田野町 

高原町 

綾町 

清武町 

30万人以上 

10～30万人 

5～10万人 

3～5万人 

1～3万人 

5千～1万人 

3千～5千人未満 

3千人未満 

図表3－10 平成12年(2000年)人口分布 図表3－11 平成22年(2010年)人口分布 

資料)｢国勢調査｣速報値 

   (平成12年10月1日現在) 
資料)シンクタンク宮崎

による推計。 0    10    20 ｋｍ 0     10    20 ｋｍ 

図表3－12 昭和45年(1970年)～ 

平成12年(2000年)人口増加率 

図表3－13 平成12年(2000年)～ 

平成22年(2010年)人口増加率 

30%～

10～30%

0～10%

-10～0％

-30～-10％

～-30％

30%～ 

10～30% 

0～10% 

-10～0％ 

～-30％ 

0    10    20 ｋｍ 0   10   20 ｋｍ 

資料)｢国勢調査｣ 

   (平成12年は速報値) 
資料)｢国勢調査｣及びシ

ンクタンク宮崎による推

計。 

佐土原町 

日向市 

山之口町 

-30～-10％ 

30万人以上

10～30万人

5～10万人 

3～5万人 

1～3万人 

5千～1万人

3千～5千人未満

3千人未満

山田町 

国富町 

宮崎市 

新富町 
高鍋町 

川南町 

都農町 

門川町 

西都市 

串間市 

えびの市 
小林市 

南郷町 

延岡市 

北川町 
北浦町 

北方町 日之影町 

高千穂町

五ヶ瀬町

椎葉村 

諸塚村 
北郷村 

西郷村 

東郷町 

木城町 

南郷村 

西米良村 

須木村 

日南市 

北郷町 
都城市 
三股町 

高崎町 高城町 

野尻町 
高岡町 

田野町 

高原町 

綾町 

清武町 

佐土原町 

日向市 

山之口町 
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(5)少子・高齢化の状況と今後の見通し 

平成7年の国勢調査によると、本県の14歳以下の年少人口の割合は、17.9％

（同全国16.0％）、65歳以上の老年人口の割合は、17.4％(同全国14.6％)であ

る。 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口(平成9年1月推計)」

等によると、図表3－14の少子・高齢化の将来動向のとおり、本県の年少人口

の割合は、緩やかに減少していくものの、今後も老年人口の割合は、全国平均

を上回り増加し続けていくと予想されている。 

 

 

 

図表3－14 少子・高齢化の将来動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)｢日本の将来推計人口(平成9年1月推計)｣国立社会保障・人口問題研究所編集 

   ｢都道府県別将来推計人口(平成9年5月推計)｣国立社会保障・人口問題研究所編集 

 

 

 

 

 

 

14.6

27.4

14.2

26.9
25.2

22.0

19.617.2
17.4

30.3
29.1

26.8

24.0

22.5
20.5

13.113.714.214.314.314.7

16.0 14.815.015.015.116.0

17.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

全国(65歳以上)

宮崎県(65歳以上)

全国(0～14歳)

宮崎県(0～14歳)

(％) 

(1995 年) (2000 年) (2005 年) (2010 年) (2015 年) (2020 年) (2025 年)
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高齢化の状況を地域的にみると、平成11年(1999年)の段階では、老年人口

割合が30％以上の地域は、東臼杵郡、西臼杵郡、西米良村にみられる。逆に、

延岡市・日向市、宮崎市、都城市を中心とする都市及びその周辺では老年人口

比率が低くなっている。 

平成22年(2010年)には老年人口割合が30％以上の地域は、さらに、串間市、

えびの市、西諸県郡などにもみられるようになり、半数近くの市町村が該当す

るものと予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

図表3-15 平成11年(1999年) 

65歳以上人口割合 
図表3-16 平成22年(2010年) 

65歳以上人口割合 

～20％ 

20～25％ 

25～30％ 

30％以上 

～20％ 

20～25％ 

25～30％ 

30％以上 

0   10  20km
0   10  20km 

資料)｢宮崎県の人口｣ 資料)シンクタンク宮崎

による推計。 
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4 産業 

(1)農林水産業 

本県の総面積7,734ｋｍ2のうち、森林が76.3％、農地が9.5％を占めている。 

本県の農林水産業は、温暖な気候や黒潮踊る太平洋、全国でもトップクラス

の快晴日数・日照時間など、恵まれた自然条件を生かして、我が国の食料・木

材基地として重要な役割を担っている。 

農業粗生産額では、畜産が全体の約52％を占め、以下、野菜(約22％)、米

(約9％)と続いている。これらを地域別にみると、北諸県・東臼杵・西諸県の

畜産の割合は60％を越えており、以下、児湯(48.3％)、南那珂(37.8％)が高い

割合を示している。また、中部(宮崎東諸県)及び児湯では、野菜の割合が高く

(それぞれ約42％・29％)、米は、全地域においてほぼ均等に生産が行われてい

る。本県の農業粗生産額は全国第8位である。 

また、本県は県北地域を中心に人工林等の森林資源が充実してきており、ス

ギの素材生産量が8年連続日本一になるなど、我が国の主要な木材供給基地と

なっている。特に耳川流域では大断面集成材工場が操業を開始するなど木材加

工流通拠点の体制が整いつつある。 

また、恵まれた森林資源や山村固有の生活文化を総合的に活用し、人と森林

の共生するフォレストピアづくりの取組が、高千穂町・日之影町・五ヶ瀬町・

諸塚村・椎葉村の西臼杵3町及び東臼杵2村で進められている。 

水産業においては、県北部沿岸域を中心とした網漁業、養殖業や県南部を中

心とした沖合・遠洋域のかつお・まぐろ漁業等の海面漁業、ウナギ・アユ等の

内水面養殖業等が盛んに行われている。本県の沿岸まぐろ、近海かつおの水揚

げ量は、全国1位である。 

 

本県においては、ＪＡ(農協)の広域合併は昭和40年代後半より進められてお

り、最近では平成12年2月の日南・串間(串間市大束除く)の合併(ＪＡはまゆ

う)が行われている。この結果、現在県内13のＪＡが組織されている。 

また、林業においても、森林組合の経営体質強化などを目的とした県の広域

合併基本方針書(平成3年策定)に基づき、広域合併が進められている。平成10

年に西臼杵、平成11年に宮崎中央、平成12年に8月に耳川流域の8つの森林組

合が広域合併した。この結果、現在、県内15の森林組合が組織されている。さ

らに平成14年には児湯、西米良村及び西都市の3森林組合が広域合併を目標に

具体的な準備作業に入ることを取り決めている。 
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図表3－17 ＪＡの状況 

0     10   20ｋｍ
※( )内は広域合併年月 

図表3－18 森林組合の状況

※( )内は広域合併年月

0     10   20ｋｍ
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(2)工業 

本県工業は、宮崎ＳＵＮテクノポリスにおける基盤整備の進展や企業誘致の

推進等により、電気機械を中心とする加工組立型の集積が進んでおり、工業出

荷額の類型別の構成比も基礎素材型が減少する一方で、加工組立型が増加して

いる。また、食料品に代表される生活関連型については、全国と比較しても高

い構成比を維持している。 

本県の工業の状況を圏域別に見ると、平成10年現在、事業所数、従業員数及

び製造品出荷額で、いずれも延岡市を中心とする北部が最も大きく、それぞれ

県全体の29.3％、30.0％、31.3％を占めている。 

以下、同様に宮崎・東諸県、都城・北諸県、西都・児湯、日南・串間、西諸

の順となっている。 

これらを市郡別にみると、事業所数は、宮崎市が最も多く(14.7％)、以下延

岡市(13.4％)、都城市(12.6％)となっている。従業員数は、延岡市が最も多く

(16.0％)、以下都城市(13.7％ )、宮崎郡(13.5％ )の順である。製造品出荷額

は、延岡市が最も大きく(19.1％)、以下宮崎郡(18.0％)、都城市(16.7％)の順

となっている。 

平成11年現在の本県における工業団地は、66ヶ所が整備済み、あるいは造成

中となっている。大きい開発面積を持つ工業団地は、川南町の塩付工業団地

(75.9ha)、日向市の細島4区工業団地 (72.3ha)、宮崎フリーウェイ工業団地

(51.6ha)等がある。 

工業振興のための地域指定として、県北の延岡市・日向市を中心とする地域

で新産業都市、宮崎市及びその周辺の地域でテクノポリス地域の指定を受けて

いる。 

 

(3)商業 

本県の商業は長引く景気低迷の中、所得水準の向上や余暇時間の増大等に伴

う消費者ニーズの高度化・多様化、販売競争の激化、さらには急速な流通構造

の変化等により著しい環境変化に直面している。 

同時に、モータリゼーションの進展に伴う大型店の郊外進出等により中心市

街地の魅力が相対的に薄れ、空き地・空き店舗が増加するなど空洞化が深刻化

している。 

このような中、地域商業サービス業の活性化及び経営基盤の強化を図るため、

中小小売商業の育成、魅力ある商店街づくり、卸売業機能の強化、商工団体等 
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の育成強化、さらにはサービス産業の育成などの幅広い施策が展開されている。 

本県の商業の特色を圏域別にみると、平成9年度現在、商店数、従業者数、年

間商品販売額のいずれも、宮崎市を中心とする宮崎・東諸県が最も大きくなっ

ており、特に年間商品販売額では県全体の約56％を占めている。 

さらに、これらを市郡別にみると、商店数、従業者数、年間販売額のいずれ

も、宮崎市、都城市、延岡市の順になっており、この3市で商店数の52％、従

業者数の60％、年間商品販売額の74％を占めている。 

また、近年、特に増加が著しいコンビニエンス・ストアの店舗数を市郡別に

みると、宮崎市が77店で最も多く、以下、都城市、宮崎郡、児湯郡の順となっ

ている。増減数を平成6年度との比較でみると、宮崎市(24店増)、都城市(21

店増)、延岡市(17店増)など都市部での増加が著しいほか、宮崎郡や児湯郡な

どで店舗数が伸びている。(資料：「宮崎県の商業」平成9年等) 

 

(4)観光・リゾート 

本県では、シーガイアをはじめとした観光・リゾート地の整備に加え、九州

縦貫自動車道の全線開通、航空路線の充実などの総合交通網の整備の進展によ

り、観光を取り巻く基盤が着実に充実強化されてきている。 

また、サミットをはじめとする大型コンベンション、スポーツ大会・キャン

プ等の積極的な誘致、海外でのＰＲ活動や国際チャーター便の運航拡大等、観

光リゾート宮崎への誘致を図る様々な施策が積極的に展開されてきた。 

この結果、全国的に国内観光が厳しい状況にある中、県内客の堅調な伸びや

外国人観光客の増加などに支えられ、観光客総数は1,200万人台に達している。 

しかしながら、長引く景気の低迷や国内観光地間の競争激化もあって、県外

客数や観光消費額がともに2年連続で減少するなど厳しい状況もある。 

本県の平成 10年の観光客数は 1,231万人で、県外客が 554万人、県内客が

677万人となっている。 

観光客数を広域市町村圏別にみると、宮崎東諸県広域市町村圏が最も多く

なっており、県外客では県全体の41％を占めている。 

また、年間の入り込み客が100万人以上の観光地(観光施設)は県内に4か所

(宮崎市、高千穂町、西都市、綾町)あり、そのうち3つは宮崎市から1時間圏

内となっている。 
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5 日常生活圏 

(1)通勤圏 

国勢調査(平成7年)をもとに通勤圏の状況をみると、宮崎市、都城市、延岡

市、日向市、日南市、小林市、高鍋町、高千穂町を中心とした圏域が認められ

る。 

 

 

図表3－19 通勤圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
通勤圏の矢印は以下の算式により、他の市町村へ通勤している者の割合を図示したものである。 
Ａ町からＢ市へ通勤している者の割合 
＝Ａ町に常住する就業者のうちＢ市へ通勤している就業者数÷Ａ町に常住する就業者数 
※就業者は15歳以上。資料は「平成7年国勢調査」による。 

宮崎市  

佐土原町  

新富町 
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西都市  

串間市  

えびの市 
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北浦町  

北方町  

日之影町  

高千穂町  

五ヶ瀬町 

椎葉村  

諸塚村  

北郷村  

西郷村  

東郷町  

木城町  

南郷村  

西米良村 

須木村  

日南市  

北郷町  
都城市  

山田町  

高崎町  
高城町  

野尻町  

高岡町  

田野町 
山之口町 

高原町  

綾町  国富町  

清武町  

30％以上 

20％以上30％未満 

10％以上20％未満 

5％以上10％未満 

三股町  

蘇陽町  

財部町  

末吉町  

凡 例 
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(2)通学圏 

国勢調査をもとに高等学校等の通学圏の状況をみると、通勤圏とほぼ同じ圏

域が認められるが、通学圏は学校施設の立地によるところが大きいので、通勤

圏の場合よりも学校が所在する市町村を中心とした強い圏域の形成が見られる。 

また、通勤圏では流入がみられない西都市も高鍋町とともに通学圏としては

児湯郡の中心地となっている。 

 

図表3－20 通学圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学圏の矢印は以下の算式により、他の市町村へ通学している者の割合を図示したものである。 
Ａ町からＢ市へ通学している者の割合 
＝Ａ町に常住する通学者のうちＢ市へ通学している通学者数÷Ａ町に常住する通学者数 
※通学者は15歳以上。資料は「平成7年国勢調査」による。 
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財部町  

末吉町  

凡 例 
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(3)商圏 

平成11年度に行った宮崎県広域行政意識調査に基づき、商圏の状況をみる

と、通勤・通学圏と同様に、宮崎市、都城市、延岡市、日向市、日南市、小林

市、西都市、高鍋町、高千穂町が中心地となっている。 

また、県境の市町村では、県外への購買行動もみられる。 

 

 

図表3－21 商圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
商圏の矢印は「宮崎県広域行政意識調査」(平成11年度)における居住市町村以外で最も買い物に出かける市町村の回
答割合を図示したものである。 
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県外 
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県外 

凡 例 
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県外 
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(4)医療圏 

平成11年度に行った宮崎県広域行政意識調査に基づき、医療圏の状況をみる

と、通勤圏の場合とほぼ同じ圏域が認められる。 

 

 

 

図表3－22 医療圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療圏の矢印は「宮崎県広域行政意識調査」(平成11年度)における居住市町村以外で最も診療に出かける市町村の回
答割合を図示したものである。 
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(5)交通基盤 

昭和58年と平成12年の自動車による所要時間を比較してみると、道路交通

網の整備進展により、特に県の北部において大きく所要時間が短縮されている。

このような所要時間の短縮は生活圏の拡大にも寄与しているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表3－23 
昭和58年(1983年)における宮崎市からの自動車 
による所要時間 

図表3－24 
平成12年(2000年)における宮崎市からの自動車 
による所要時間 

図表 3－25 
昭和 58 年(1983 年)における都城市からの自動車 
による所要時間 

図表 3－26 
平成 12 年(2000 年)における都城市からの自動車 
による所要時間 

資料)｢みやざきの市町村｣ 
注)一般道利用による。 

資料)｢みやざきの市町村｣ 
注)一般道利用による。 
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図表3－27 
昭和58年(1983年)における延岡市からの自動車 
による所要時間 

図表3－28 
平成12年(2000年)における延岡市からの自動車 
による所要時間 
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注)一般道利用による。 
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(6)情報化の進展 

高度情報化の進展は、大都市との地理的距離の解消など諸課題を解決する手

段として大いに期待されており、また、本県産業や県民生活など社会のあらゆ

る分野で大きな影響を与えることが予想されている。 

したがって本県では、「情報環境の整備」「県民生活向上のための情報化の推

進」「地域産業振興のための情報化の推進」の3つを柱として、高度情報通信ネッ

トワーク社会の実現に向けた諸施策が総合的に推進されている。 

特に、宮崎情報ネットワークの整備によるインターネット通信料金格差の是

正をはじめ、延岡、宮崎、都城のＣＡＴＶ局の整備、過疎・山村地域における

移動通信サービスエリアの拡大などが進められるとともに、県民が高速・大容

量の情報通信サービスを利用できる情報通信環境を整備するため、現在、「宮崎

情報ハイウェイ21構想」の策定が進められている。 

 

図表3－29 情報化の参考指標 
 

 平成9年度 10年度 11年度 

ＩＳＤＮ(ＩＮＳ64)サービス契約 

回線数 
14,600 25,971 45,960

携帯電話等加入件数 213,190 302,704 382,957

ケーブルテレビ加入世帯数 43,479 46,847 55,327

資料)｢九州における情報通信の現状｣(郵政省電気通信監理局) 
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第4 市町村の行財政の現状と今後の見通し 

1 財政の現状と今後の見通し 

県内市町村の地方債残高は、平成10年度で5,274億円に達し、近年になって特

に増加しており、標準財政規模に比較して、平成4年度には約1.4倍であったも

のが、平成10年度には約1.9倍となっている。このような地方債残高の増加は将

来の財政負担につながり、財政の硬直化を招くことが懸念される。 

財政の硬直度を表す指標である経常収支比率の推移をみても、平成5年度以降

大きく上昇し、市、町村ともに警戒ラインを上回る水準となっている。 

 

図表4－1 県内市町村における地方債残高の推移 

 

資料)｢市町村財政概況｣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料)｢市町村財政概況｣ 

 

図表4－2 県内市町村における経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)｢市町村財政概況｣ 
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県内市町村の財政力指数については、0.4未満であるものが、市では9市のうち

4市、町村では35町村のうち32町村である。図表4－3のとおり、全国と比べて、

財政力が相対的に弱いということができる。 

 

図表4－3 全国と宮崎県における財政力指数別市町村割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)全国は平成10年度末現在、宮崎県は平成11年度末現在 
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次に、県内市町村の財政指標(平成10年度)を人口規模別にみると、財政力指数

と自主財源比率については、市・町村ともに、人口規模が大きいほど数値が高い

傾向にある。 

また、市では、公債費負担比率、公債費比率、起債制限比率、経常収支比率と

もに、人口規模が小さくなるほど悪化する傾向にある。 

町村では特に人口2万人以上の規模において、公債費負担比率、公債費比率、起

債制限比率が他の人口規模に比べて最も低くなっている。 

このことから、人口規模が大きい市町村ほど財政力が高い傾向にあるというこ

とがうかがえる。  

 

 

図表4－4 県内市町村の財政の状況(平成10年度) 
 

  

市町村数 
財政力 

指数 

実質収支

比率 

(％) 

公債費負

担比率

(％) 

公債費

比率 

(％) 

起債制限

比率 

(％) 

経常収支

比率 

(％) 

自主財源

比率(％)

10万人以上 3 0.60 1.9 15.7 15.2 10.9 81.6 41.6

4万人～10万人 3 0.46 3.7 16.9 15.3 10.7 85.4 34.6市 

4万人未満 3 0.28 1.6 20.3 17.4 13.2 88.3 24.6

2万人以上 5 0.46 3.2 12.9 12.6 8.4 79.1 36.0

1万人～2万人 11 0.30 2.9 16.2 14.2 10.3 81.1 26.0

5千人～1万人 10 0.19 2.6 20.1 15.0 10.2 80.6 22.6

町 

村 

5千人未満 9 0.13 3.2 19.8 13.7 9.2 76.6 15.4

資料)｢市町村別決算状況調｣ 
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また、県内市町村の住民1人当たりの歳出額を人口規模別にみると、市におい

ては10万人以上では35.0万円であるが、人口規模の小さい4万人未満では49.4

万円と約14万円高くなっている。 

この傾向は1万人未満の町村で特に顕著であり、2万人以上の町村では34.8万

円、 1万人～2万人の町村では48.2万円であるのに対して、5千人～ 1万人の規

模では87.6万円、5千人未満では、185.5万円にもなっている。 

行政の効率性の観点からすると、提供されている行政サービスの水準をほぼ全

国一律と仮定すれば、住民1人当たりの歳出額が小さくなる人口規模の大きい市

町村の方がより効率的であるということができる。 

 

 

図表4－5 住民1人当たり歳出額(宮崎県) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)｢市町村別決算状況調｣(平成10年度) 
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資料)｢市町村別決算状況調｣(平成10年度)

資料)｢市町村別決算状況調｣(平成10年度)
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全国の市及び町村の人口規模と住民1人当たりの歳出額との関係をみてみると、

図表4－6、図表4－ 7のようになっており、市では人口規模が小さい都市と100

万人以上の都市で住民1人当たり歳出額が高くなっており、Ｕ字に近い分布をし

ているが、町村では、人口規模が大きくなるほど住民1人当たり歳出額が小さく

なる傾向にある。 

 

 

図表4－6 住民1人当たり歳出額と人口規模との関係(全国市) 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図表4－7 住民1人当たり歳出額と人口規模との関係(全国町村) 
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これまでみてきたように、市町村の人口規模が大きいほど財政力があり、行政

も効率良く運営されていると考えられるので、厳しい財政状況の中、現在のサー

ビス水準を維持するとともに、その向上を図るためには、限られた財源の中で、よ

り効率的な行政運営を図ることも必要であるが、既存の市町村の枠組みを見直す

ことにより、財政基盤の強化を図ることも有効であると考えられる。 
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2 専門職員の配置状況 

市町村の人口規模別に専門職員の配置状況をみると、人口規模が大きくなるに

つれて、配置人数も多くなる傾向がみられる。4万人以上の団体では、図表4－8

であげた専門職員は全て配置されている。 

これらの専門職員の配置により、都市計画や保健・福祉の分野などで専門性を

生かした高度な施策の実施が可能となる。 

また、人口規模が大きい市町村では専門職員の人数も多くなり、専門職員相互

の情報交換などが活発化されるとともに、質の向上にもつながると考えられる。 

 

 

   図表4－8 専門職員の配置人数別市町村数(宮崎県) 

保健婦・助産婦 

人口規模 配置なし 1～2名 3～4名 5～7名 8～10名 11名以上 市町村数 

5千人未満  4 3  7 

5千人～1万人  7 5  12 

1万人～2万人  1 9 1  11 

2万人～4万人  1 6 1  8 

4万人～10万人  1 2 3 

10万人以上  3 3 

 
栄養士 

人口規模 配置なし 1～2名 3～4名 5～7名 8～10名 11名以上 市町村数 

5千人未満 1 6  7 

5千人～1万人 4 8  12 

1万人～2万人 1 7 3  11 

2万人～4万人 1 5 2  8 

4万人～10万人  2 1  3 

10万人以上  2 1  3 

 
建築技師 

人口規模 配置なし 1～2名 3～4名 5～7名 8～10名 11名以上 市町村数 

5千人未満 3 4  7 

5千人～1万人 4 8  12 

1万人～2万人 1 8 2  11 

2万人～4万人 1 3 3 1  8 

4万人～10万人  2 1  3 

10万人以上  3 3 

 
土木技師 

人口規模 配置なし 1～2名 3～4名 5～7名 8～10名 11名以上 市町村数 

5千人未満  5 2  7 

5千人～1万人 1 4 5 2  12 

1万人～2万人  1 2 6 2 11 

2万人～4万人  1 1 6 8 

4万人～10万人  3 3 

10万人以上  3 3 

資料)｢給与実態調査等の概要(平成11年度)｣ 
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3 公共施設の整備状況 

主な公共施設の整備状況をみると、特に市町村道、し尿処理、上水道などで、市、

町村ともに、人口規模が小さいほど整備水準が低い傾向が見られる。  

これらの人口規模が小さい市町村は前述のとおり、概して財政力が弱く、今後、

財政状況が厳しくなる中で、公共施設の整備水準を向上させることは、難しく

なってくると考えられる。  

 
図表4－9 公共施設等の整備状況 

 
  

市町村数 
市町村道
改良率 
(％) 

市町村道
舗装率
(％) 

し尿衛生
処理率
(％) 

上水道等
普及率
(％) 

下水道等
普及率 
(％) 

図書館 
設置率 
(％) 

保健セン
ター設置
率(％)

10万人以上 3 54.3 81.0 100.0 97.2 64.9 100.0 66.7

4万人～10万人 3 51.0 88.4 98.9 97.3 30.9 100.0 33.3市 

4万人未満 3 37.6 78.7 98.8 86.0 24.9 100.0 66.7

2万人以上 5 52.2 84.5 99.0 96.5 21.3 20.0 40.0

1万人～2万人 11 42.7 84.4 98.7 97.1 19.4 36.4 27.3

5千人～1万人 10 45.9 78.9 95.6 87.9 30.3 10.0 40.2

町 
村 

5千人未満 9 14.7 56.3 73.1 72.2 51.1 11.1 22.2

 

 

 

資料)｢市町村公共施設状況調査(平成10年度)｣ 

加重平均による 

市町村道改良率＝改良済延長／実延長×100 

市町村道舗装率＝舗装済延長／実延長×100 

し尿衛生処理率＝(処理施設処理＋下水道放流＋し尿浄化槽処理)／年間総排出量×100 

上水道等普及率＝給水人口総合計(上水道＋簡易水道＋その他)／(住民基本台帳人口＋外国人人口)×100 

下水道等普及率＝(公共下水道現在処理区域内人口＋農業集落排水施設現在処理区域内人口＋漁業集落排水施設現在処理区域

内人口＋ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾌﾟﾗﾝﾄ処理人口合併処理浄化槽処理人口)／(住民基本台帳人口＋外国人人口)×100 

図書館設置率＝図書館設置市町村数／市町村数×100(平成12年4月1日現在) 

保健センター設置率＝保健センター設置市町村数／市町村数／100 
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4 広域行政の状況と今後の展望 

(1)広域行政の種類 

地方公共団体間の事務の共同処理方法としては、協議会、機関の共同設置、事

務の委託、一部事務組合、広域連合等があり、それぞれに以下のような特徴を

持っている。 

  

① 協議会 

協議会は、法人格を有しない普通地方公共団体の共同執務組織というべき

ものであり、協議会固有の財産や職員を持つことができない。  

したがって、権利・義務の主体となり得ず、限定された役割しか果たし得

ない。  

 

②   機関の共同設置  

機関の共同設置は、普通地方公共団体の委員会、委員又は執行機関の附属

機関等を共同して設置する制度である。  

共同設置された機関等は、共同設置した各地方公共団体の共通の機関等と

しての性格を有し、共同設置する機関等が管理、執行したことの効果は、そ

れぞれの普通地方公共団体に帰属する。  

したがって、執行組織の簡素化や専門職員の人材の確保に資するが、共同

設置する委員会又は委員の事務を補助する職員は規約で定める団体の吏員を

もって充てるとされていること、共同設置する附属機関の庶務は規約で定め

る団体において処理するとされていることから、規約で定める団体に負担が

かかるという問題点がある。  

 
③ 事務の委託  

事務の委託は、普通地方公共団体の事務の一部を他の普通地方公共団体に

ゆだねる制度であり、事務の委託により、法令上の責任は、受託をした普通

地方公共団体に帰属する。  

したがって、市町村境を含む事業の実施等の場合は非常に有効な手段と考

えられるが、委託をした団体は経費の負担しか行わないこと、委託をした団

体の住民が当該事務に対して不満がある場合など、住民の側からみた責任の

所在が不明確になることなどの問題点がある。  
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④ 一部事務組合 

一部事務組合は、2以上の普通地方公共団体がその事務の一部を共同処理す

るために設ける組合であり、特別地方公共団体として法人格を有する。 

普通地方公共団体の事務であれば、共同処理する事務やその数に制限はな

い。 

一部事務組合の権能は、当該組合を組織する普通地方公共団体の区域を包

括する区域に及ぶが、その構成員は当該組合を構成する普通地方公共団体で

あり、住民は間接的な構成員にとどまる。 

なお、昭和49年に制度化された複合的一部事務組合は、共同処理しようと

する事務がすべての構成団体に共通している必要がなく、議決方法について

特別の方法を定めることができたり、管理者に代えて理事会を設置すること

ができるなどの特例が認められている。 

したがって、権利・義務の主体となり得、責任の所在も明確であるが、以

下のような問題点、制度上の限界が指摘されている。 

・ 事務の共同処理という性格上、市町村の下請けに終始する傾向がある。 

・ 特に昭和49年以前に設立された一部事務組合の場合、その処理する事務

が全ての構成市町村に共通する必要があり、各事務ごとに一部事務組合を

設置せざるを得ない状況があったため、それぞれの組合ごとに議会や管理

者等の組織を設けることとなり、かえって非効率となった。このことは、市

町村にとって前例となり、昭和49年以降に設立された一部事務組合でも見

受けられる。 

・ 住民は間接的な構成員にとどまり、直接請求制度も整備されていないた

め、住民から遠い存在になりやすい。 

・ 共同処理する事務は市町村の事務に限られており、国や県から直接権限

委譲が受けられない。 

・ 共同処理する事務が設立段階で固定されており、設立後、事務を拡大す

るには構成団体の協議を待つほかなく、イニシアティブを発揮できない。 

・ 特に単一の事務を行う一部事務組合では、職員が少ないため、監査機能

など組織として弱い点があり、その強化も困難である。 
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⑤ 広域連合 

広域連合は、地方公共団体が広域にわたり処理することが適当な事務に関

し、広域計画を作成し、その実施のために必要な連絡調整を図り、また、国

等から委任された事務を総合的かつ計画的に処理することを目的に、平成6

年に制度化された特別地方公共団体である。 

事務の共同処理方法という性格にとどまらず、広域計画の作成や広域的な

連絡調整など、事務処理以外の権能を有する弾力的、機動的な広域行政機構

としての性格を持つ。広域連合のメリットは、以下のとおりである。 

 

ア 広域行政の計画的・総合的な推進が可能 

広域連合は広域計画を策定し、その実施のために必要な連絡調整を行

う義務を負う一方で、構成団体に対し広域計画の実施のために必要な措

置を講じるよう勧告する権限を有している。したがって、広域連合が主

体となって地域の広域行政を計画的・総合的に推進していくことができ

る。 

 

イ 国・都道府県からの権限の受任が可能 

広域連合は、国・都道府県からその事務に関連する権限又は権限に属

する事務につき委任を受けることができ、また広域連合の側からも委任

を要請することができる。このため、これまで複雑であった事務手続き

が簡素化される。 

      

ウ 住民が参加した広域行政の実現 

広域連合においては、議員・長の直接選挙や規約の変更の要請や条例

の制定・改廃、議員・長の解職についての住民からの直接請求が認めら

れていることから、広域行政に関する住民の考えを広域連合の施策に十

分に反映させることができ、これにより住民の広域行政に対する関心を

高め、住民参加型の広域行政の推進を図ることができる。 

           

エ 組織の柔軟性 

広域連合を組織する団体間において、共同処理する事務が必ずしもす

べて同一である必要はないため、広域連合を組織する団体の範囲と、処 
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理する事務の内容については地域の事情に応じた様々な組み合わせが可能に

なる。 

 

オ 財政的支援措置 

広域連合を設立する団体に対しては、国から1団体当たり700万円の

特別交付税措置が講じられる。 

また、広域計画に基づき、高度の広域的調整を経て実施される公共施

設の整備事業については、地域総合整備事業債の特別分の充当率が通常

の75％から85％に嵩上げされる。 

 

(2)広域行政の状況 

① 協議会 

協議会は、視聴覚教育に関して6協議会、広域市町村圏計画の策定実施に

関して3協議会、広域最終処分場整備計画の策定実施に関して1協議会があ

る。 

   

② 機関の共同設置 

機関の共同設置は、公平委員会が4機関設置されていたが、平成11年度に

は介護認定審査会が10機関設置された。 

 

③ 事務の委託 

事務の委託については、消防、救急など様々な事務で行われているが、地

域別にみれば、宮崎・東諸県地域、日向・入郷地域、延岡・三北・西臼杵地

域において、利用されている割合が高い。 

 

④ 一部事務組合 

一部事務組合は県内に23組合あるが、そのうち15組合(65.2％ )が単一の

事務を共同処理する組合であり、8組合(34.8％)が複数の事務を共同処理す

る組合である。 

これを地域別にみると(県下全市町村が加入している宮崎県自治会館管理組

合と県下全町村が加入している宮崎県町村総合事務組合を除く。) 、宮崎・東

諸県地域に 2組合 (単一 1、複数 1)、日南・串間地域に 3組合 (単一 2、複数

1)、都城・北諸県地域に 4組合 (単一 3、複数 1)、西諸地域に3組合 (単一 2、 
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複数1)、西都・児湯地域に5組合(単一4、複数1)、日向・入郷地域に3組合

(単一2、複数1)、延岡・三北・西臼杵地域に2組合(単一 1、複数1)となっ

ている。 

 

⑤ 広域連合 

現在、県内には設置されていないが、日向・入郷地域において、平成13年

4月1日の設立を目指して準備が進められている。 

 

(3)広域行政と市町村合併との関係 

本県においても、これまで、協議会方式、機関の共同設置方式、事務の委

託方式、一部事務組合方式により広域行政が行われてきており、一定の成果

を上げている。 

しかし、協議会方式や機関の共同設置方式、事務の委託方式は、法人格が

ないことや責任の所在が不明確であることなどから、制度上限定した役割し

か果たし得ない。 

また、一部事務組合については、県内に23組合あるが、その大半は単一の

事務を処理する組合であり、事務の効率化の面で十分とはいえない。制度的

にも特定の事務を処理する上では有効であるが、住民の関与ができないなど

今後の広域行政需要への対応の上で限界がある。 

広域連合については、これらの問題点を解消できる制度であり、地域にお

ける広域行政の核となり得るものであるが、事務の共同処理方式の一形態で

ある以上、市町村合併と比較すると、国が「市町村の合併の推進についての

指針」で指摘するように、「人材を確保し、地域の課題を総合的に解決する観

点からは、市町村合併により、意思決定、事業実施などを単一の地方公共団

体が行うことがより効果的」である。 

ただし、広域にわたる行政課題に緊急に対応する場合などは広域連合等の

広域行政機構が活用されることになるが、この場合でも、広域行政の実績を

積み重ねることにより、結果的に地域の一体感が醸成され、将来の市町村合

併につながることが期待される。 
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(4)各種圏域の状況 

①広域市町村圏 

広域市町村圏は、住民の日常生活圏の広域化に対応するため、都市と周辺

農山漁村を一体とした広域的・総合的な市町村行政を推進するために概ね10

万人以上を標準として設定されたものである。 

本県では、昭和44年～47年にかけて図表4－10のとおり6圏域が設定され

ているが、宮崎東諸県広域市町村圏と宮崎県北部広域市町村圏では、2つの郡

が圏域に含まれている。 

 

 

 
図表4－10 広域市町村圏 

0  10  20km 
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②その他の圏域 

本県の各種計画等における圏域設定を広域市町村圏と比較すると、次のと

おりである。 

ア 2次医療圏 

2次医療圏は、一般の医療需要に対応するために設定するものであり、地

理的条件や交通事情等の社会的条件を考慮して、入院治療を要するような

比較的専門性の高い医療が概ね完結できる圏域として設定される。 

宮崎県北部広域市町村圏が、延岡・三北・西臼杵地域(宮崎県北部として

設定)と日向・入郷地域とに分かれている。 

イ 高齢者保健福祉圏域 

介護保険施設(高齢者保健福祉施設)は、各市町村の区域を越えた利用が

見込まれるため、広域的な見地から地域の特性や実情に即した整備を図っ

ていく必要があり、2次医療圏や福祉事務所等の所管区域を考慮して高齢者

保健福祉圏域が設定されている。 

2次医療圏において宮崎県北部として設定されている延岡・三北・西臼

杵地域が、さらに延岡・三北地域と西臼杵地域に分かれている。 

ウ 地方拠点都市地域 

地方拠点都市地域は、地域社会の中心となる地方都市及びその周辺の地

域の市町村からなり、自然的経済的社会的条件からみて一体として整備を

図ることが適当と認められる地域で、「地方拠点都市地域の整備及び産業業

務施設の再配置の促進に関する法律」に基づき指定される地域である。 

本県には2地域設定されており、都城北諸県広域市町村圏が都城地方拠

点都市地域として、また、延岡市・三北地域・日向市・門川町・東郷町・

北郷村の8市町村で宮崎県北地方拠点都市地域が設定されている。 

エ 新地方生活圏 

地方生活圏は、都市と周辺の農山漁村を一体的な生活の場としてとらえ､

地域住民の日常生活を重視した地域整備をねらいとして、昭和44年以降､

建設省により設定された。平成2年度からは、新しい時代に対応するため

に新地方生活圏として設定され、新地方生活圏計画の策定とそれに基づく

圏域整備がなされている。 

西都児湯広域市町村圏が宮崎東諸県広域市町村圏とともに、宮崎地方生

活圏として設定されている他は、広域市町村圏と同じである。 
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図表4－11 2次医療圏 図表4－12 高齢者保健福祉圏域

0   10  20km 0   10  20km

図表4－13 地方拠点都市地域 図表4－14 新地方生活圏 

0   10  20km 0   10  20km
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(5)国、県の出先機関の管轄区域等 

国、県の出先機関の管轄区域を広域市町村圏と比較すると、次のとおりであ

る。 

①国の出先機関 

税務署については広域市町村圏と管轄区域が一致しており、公共職業安定

所については、宮崎県北部が延岡と日向の2つの圏域に分けられる以外は広

域市町村圏と一致している。 

社会保険事務所については、大きく4つの管轄区域となっているほか、串

間市が都城の管轄、佐土原町が高鍋の管轄となっており、他の出先機関とく

らべて異なる圏域設定となっている。 
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図表4－17 社会保険事務所 

図表4－15 税務署 図表4－16 公共職業安定所

0   10  20km 0   10  20km

0   10  20km
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②県の出先機関 

県税事務所、保健所、農林振興局、教育事務所は宮崎県北部を除いて、広

域市町村圏とほぼ同じ圏域設定となっている。 

土木事務所は宮崎県北部以外にも、東諸県郡、串間市、西都市・西米良村

が管轄区域として独立している。 

福祉事務所は、宮崎県北部が西臼杵とそれ以外に分かれているとともに、

南那珂郡が宮崎・東諸県郡と同一の、西諸県郡が北諸県郡と同一の圏域と

なっている。 

③その他  

県議会議員の選挙区は、日南・南那珂選挙区、西都・西米良選挙区を除き、

市・郡単位で設定されている。また、衆議院議員の小選挙区については、1区

が宮崎市・宮崎郡・東諸県郡、2区が延岡市・日向市・西都市・東臼杵郡・西

臼杵郡、児湯郡、3区が都城市・日南市・串間市・小林市・えびの市、北諸県

郡、南那珂郡、西諸県郡となっている。 
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図表4－18 農林振興局 図表4－19 県税事務所 

0     10    20km 0     10    20km 

図表4－20 教育事務所 図表4－21 保健所 

0     10    20km
0     10    20km

※中核市である宮崎市は 
独自に保健所を設置  
している 
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図表4－22 土木事務所 図表4－23 福祉事務所 

0     10   20km

※椎葉村の大字大河内は 
 西都土木事務所管内 

0     10   20km

※各市では独自に福祉事 
 務所を設置しいてる。 

図表4－24 県議選挙区 図表4－25 衆議院小選挙区

0     10   20km
0     10   20km
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第5 市町村合併の効果と合併に際して懸念される事項への対処 

1 合併の効果 

「市町村の合併の促進についての指針」(自治省：平成11年8月)や第25次地方

制度調査会の｢市町村の合併に関する答申｣(平成10年 4月 )等の中でも合併の効

果が列挙されているが、「Ｑ＆Ａ市町村合併ハンドブック」(市町村自治研究会 編

集)においては、具体的には以下のようなことがあげられている。 

(1)住民の利便性の向上 

● 利用可能な窓口の増加により、住民票の発行などの窓口サービスが、住

居や勤務地の近くなど多くの場所で利用可能になる。 

● 旧市町村界を越えた見直しにより生活の実態に即した小中学校区が設定

できる。 

● 利用が制限されていた他の市町村の公共施設(図書館、スポーツ施設、保

健福祉センター等)が利用しやすくなる。 

・ 勤務地に近い保育所に預けられるようになった。 

 

(2)サービスの高度化・多様化 

● 小規模市町村では設置困難な男女共同参画や都市計画、国際化、情報化

等の専任の組織・職員を置くことができ、より多様な個性ある行政施策の

展開が可能になる。 

● 従来、採用が困難又は十分に確保できなかった専門職(社会福祉士、保

健婦、理学療法士、土木技師、建築技師等)の採用・増強を図ることができ、

専門的かつ高度なサービスの提供が可能になる。 

● 一般的に、合併の際、福祉サービスなどのサービス水準は高い水準に、

負担は低い水準に調整される。 

・ 旧Ａ村地域で緊急通報システムの導入や生活資金貸付事業等を新たに

実施。また、水道料金は1,300円から690円に、旧Ｂ市地区は不変。 

・  旧3市町村で、サービスの水準は最も高い水準に、公共料金等は最も

低い水準に設定。 

● 行財政基盤の強化による行政サービスの充実や安定が図られる。 

・ 救急車を配備した消防の出張所が設置され、救急車の到着時間が20分

から5分に短縮 

・ 全地区で夜間休日診療が可能に。 

・ 介護保険の安定的運営が期待される。 
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・ 道路などの基盤整備や集会施設等の住民施設の整備等の遅れた地域に

おいて、合併後急速な整備が可能になる。 

● 公共的団体の統合や新設が図られ、多様な事業、広域的な事業等の展開

が可能になる。 

・ 社会福祉協議会の統合、シルバー人材センターの設置により高齢者へ

のサービスが充実。 

・ 観光協会、商工会等の規模拡大により、大規模で広域的なイベントが

実施可能に。 

● 職員の競争が促され、多くの職員から有能な役職員を登用できるととも

に、研修の円滑な実施が可能となり、職員がレベルアップして、行政レベ

ルも向上する。 

 

(3)重点的な投資による基盤整備の推進 

● 重点的な投資が可能となり、地域の中核となるグレードの高い施設の整

備や大規模な投資を必要とするプロジェクトの実施が可能となる。 

・ 都市周辺部における下水道整備が進展。 

・ 男女共同参画社会づくりの中核となる施設の建設。 

・ 旧Ａ村における財政投資が合併前の2.5倍に拡大。 

・ 地域の中核的文化センターなどのシンボル施設の建設など。 

 

(4)広域的観点に立ったまちづくりと施策展開 

● 広域的視点に立って、道路や公共施設の整備、土地利用、地域の個性を

生かしたゾーニングなど、まちづくりをより効果的に実施することができ

る。 

○ 幹線道路以外の道路の連結が旧市町村界を越えてよくなり、渋滞に巻き

込まれずに移動できる。また、隣接する市町村で異なっていた道路の幅や

整備状況が改善される。 

○ 手狭な市街地中心部の文化施設等を、合併した周辺部のゆとりある地域

に移転し、周辺部の活性化を図ることができる。 

○ より広い観点から土地利用を検討・調整し、市町村内で、住居ゾーン、

商業賑わいゾーン、工業ゾーン、健康・福祉・文化ゾーン、自然ふれあい

ゾーンなどをある程度のスケールをもって設定し、魅力あふれるまちづく 
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りができる。 

・ 旧Ａ村地区においても良好な住宅地としてニュータウンを建設。駅周辺

地区の開発も軌道に。 

・ 旧Ｃ町地区に、工業団地、リサーチパーク等新たな産業拠点開発を実

施。 

・ 旧市町村界にとらわれない土地利用構想を立て、県に働きかけ。 

・ 山地、緑地の多い旧Ｄ町区域の特性を生かしながら都市部との機能分

担を図り、バランスのとれた都市経営を推進。 

● 環境問題や水資源問題、観光振興など、広域的な調整、取組等を必要と

する課題に関する施策を有効に展開できる。 

・ 工場からの排煙規制、排出規制を広域的に実施でき、空気や水の浄化

を進めることができた。 

・ 水資源の豊富な市町村との合併により、飲料水や農業用水等の水不足

が解消される。 

・ ごみ処理施設の建設・維持管理等に係る各種調整がより円滑に実施で

きる。また、焼却施設の集約等によるダイオキシン対策の徹底や、統一

化された分別収集方式によるリサイクルの推進など適正な処理体制が確

保される。 

・ 市中心部の名勝と山麓部の温泉を集客拠点施設として連携させ、観光

客、宿泊客の確保に効果。 

     

(5)行財政の効率化 

● 総務、企画等の管理部門の効率化が図られ、相対的にサービス提供や事

業実施を直接担当する部門等を手厚くするとともに、職員数を全体的に少

なくすることができる。 

● 三役や議員、各市町村に置くこととされている委員会や審議会の委員、

事務局職員などの総数が減少し、その分経費も節減される。 

● 広域的観点からスポーツ施設、文化施設等の公共施設が効率的に配置さ

れ、狭い地域で類似施設の重複がなくなる。 

・ 合併前の3市町村がそれぞれ野球場の整備計画を有し、2つが完成し

ていたが、合併後3つ目の整備はとりやめた。  
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(6)地域のイメージアップと総合的な活力の強化 

● より大きな市町村の誕生が、地域の存在感や「格」の向上と地域のイメー

ジアップにつながり、企業の進出や若者の定着、重要プロジェクトの誘致

が期待できる。 

○ 企業進出 

・ 合併年度と6年後を比較すると、旧町村単位のどの地区も、法人の増

加率が県全体の増加率を上回った。 

・ 旧Ａ村地区の法人の増加率は、旧Ｂ市地区を上回り、県内平均も上回っ

た。また、従前にはなかった大資本の法人の進出も見られた。 

○ 重要プロジェクトの誘致 

・ 県下第 2の都市となり、県庁所在地以外では初めてインターハイの主

会場となった。 

・ ワールドカップ開催の会場となることに成功。 

・ 人口等も成長し、重要プロジェクト(テクノポリス、テレトピア等)の

指定を次々に受けることができた。 

・ 大学、新幹線駅等の誘致を行いやすくなる。 

● 指定都市、中核市や特例市の指定を受け、より総合的な行政を展開でき

る。 

● 地域の総合力が向上し、全体的な成長力や苦境を乗り越える力が強くな

る。 

・ 炭坑閉山や北洋漁業協定による漁業不況に総合的に対応することがで

きた。 

・ 人口増加率が増加し県内 1位。工業出荷額の伸び、農業粗生産額の伸

びも県内1位を順調に維持。 
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2 合併に際して懸念される事項への対処 

市町村合併については、「住民の顔がみえるぬくもりのある行政」が展開されに

くくなるのではないか、また、市町村の規模拡大により、行政との距離が遠くな

るのではないかといったことなどが懸念されている。 

第25次地方制度調査会の「市町村の合併に関する答申」でも次のような「合併

を進める上での障害、合併に消極的となる理由」が示されているが、「対処方策の

例」に示すように、合併特例法等の活用など、創意工夫を重ねることにより克服

できるものと考えられる。 

 

(1)合併後の市町村内の中心部と周辺部で地域格差が生じるのではないか。 

◇対処方策の例 

① 合併に際しては、合併後の新しいまちづくりのビジョンを定める市町

村建設計画を策定することとなるが、この計画において、均衡ある発展

を目指すまちづくりのための方針を明確にすることが可能である。 

② 合併特例債を活用することにより、公共施設の整備が遅れている地域

において整備を促進することが可能である。  

③ 合併後においては、合併特例法に基づき合併前の市町村の区域を単位

として「地域審議会」を設置し、市町村建設計画の実施を必要に応じて

チェックするなど、新市町村の均衡ある発展を図っていくことができる。 

 

(2)歴史や文化への愛着や地域の連帯感が薄れるのではないか。 

◇対処方策の例 

① 合併を契機として、旧市町村単位に行政サービスの拠点を整備し、行

政サービスの維持向上を図るなど、地域のコミュニティにより一層目を

向けた施策展開を行う。 

② 市町村建設計画の策定に当たり、住民の意見を十分踏まえながら、旧

市町村ごとの発展の方向についての明確なビジョンを定めることができ

る。 

③ 地域の一体感の醸成や地域の振興を目的として、旧市町村単位に基金

(合併特例債を財源とすることができる合併市町村振興基金)を設け、地

域のコミュニティ活動や伝統文化の伝承、商店街の活性化等への支援を

行うことができる。 
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④ 旧市町村名について、字の名称や小学校などの施設の名称として存続

させうる。 

 

(3)住民の意見の施策への反映やきめ細かなサービスの提供ができにくくなるの

ではないか。 

◇対処方策の例 

① モニター制度や住民相談窓口の設置などにより、住民の意見を聞くた

めの制度を充実していく。 

② 積極的な情報公開に努めることにより、住民と行政が一体となったま

ちづくりを目指す。 

③ 「地域審議会」を設置することにより、地域住民の意見を反映させ、

きめ細かな行政サービスを実現することができる。 

④ 公益法人やＮＰＯ、ボランティア団体等との連携を図り、サービスの

充実を図ることが考えられる。 

⑤ パブリック・コメント制度の導入等、住民参加の新たな方策について

も積極的に進める。 

⑥ 合併特例法において、合併後一定の間は、議員の定員の増加が認めら

れるほか、編入合併の場合は、旧市町村を区域とする選挙区を設け、定

数を配分することが認められている。なお、公職選挙法に基づき、特に

必要があるときには、条例で選挙区を設けることができる。 

 

(4)関係市町村間の行政サービスの水準や住民負担に格差があるので、サービス

水準が下がったり、住民負担が増したりするのではないか。また、財政状況

に著しい格差があるのではないか。 

◇対処方策の例 

① 合併を行う際には、合併協議会により、市町村間で異なる制度につい

て協議を行い、その取扱を決定することになるが、近年の合併例をみる

と、｢サービスは高い水準に、負担は低い水準に統一する｣という考え方

で協議が行われていることが多い。 

② 合併特例法において、合併市町村の相互間に地方税の課税に関して著

しい不均衡がある場合等においては、合併が行われた日の属する年度と

これに続く3年度に限り、不均一な課税を行うことができることとなっ

ている。 
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③ 財政力に一定の格差が生じている場合には、国は、関係市町村間に公

債費負担格差縮減のために財政措置を講じている。 

 

(5)一定期間経過後交付税が減少するのではないか。 

◇対処方策の例 

平成11年の合併特例法改正において｢普通交付税の算定の特例(合併算

定替)｣についても次のとおり改正されている。 

合併後の市町村に交付すべき普通交付税について、合併前の合算額を下

回らないように算定する期間を5年から10年に、その後の激変緩和措置も

従前どおり5年とする。 

この期間において、行政運営の効率化を行い、市町村と住民が一体と

なった新たな地域づくりを行うことができる。 
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3 近年の合併事例 

近年の合併事例について、メリット・デメリットなどの概要は次のようになっ

ている。なお、岩手県北上市についてはヒアリングを行ったが、その他について

は､｢福岡県における市町村の自主的合併等の推進方策に関する調査報告書｣(平成

12年5月 福岡県広域行政研究会)を参照した。(関係市町村名の後の( )内は合併

直前の国勢調査人口) 

 

(1)岩手県北上市 

・合併年月日：平成3年4月1日 

・関係市町村：北上市(58,779人)、和賀町(14,777人)、江釣子村(9,346人) 

・形態：新設合併 

 

①経緯 

北上市・和賀町・江釣子村3市町村は、古くから1つの生活圏を形成して

いたが、昭和61年11月に3市町村の議員全員で構成する「北上市・和賀町・

江釣子村開発協議会」から合併に関する提言を受けて,合併論議が本格化し、

平成2年6月に合併協議会が設置され、平成3年4月に新北上市が誕生した。 

②目的 

広域的な行政課題に対応すること、東北における南北・東西の高速道路の

クロスポイントであることを生かして、北上平野における拠点都市としての

地位を高めるなどを目的としている。  

③合併実現の要因 

・合併は議会からの提言であり、議会との調整が容易であった。 

・旧市町村に配慮し、対等合併を選択した。 

・住民の盛り上がりによる自主的な合併に心がけた。(住民説明会 延べ123回、

広報紙掲載 76回) 

・前向きな論議を行った。(メリット・デメリット論に終始していては前に進ま

ない。デメリットについては、どのように対処していくかという議論を進め

た。) 

④合併の効果 

・人口規模で県内第2位の都市になったことにより、イメージアップ、全国規

模のイベントの誘致成功にもつながっている。 

・人口の増加率上昇 
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・住民サービスの向上 

保健婦、歯科衛生士、建築士などの専門職の相互補完による確保 

専門職員の交流による資質の向上 

住民票等の交付の利便性向上(例えば、旧和賀町在住者が勤務先のある旧北

上市において、住民票等に交付を受けることが可能となった。) 

・議員や行政職員の削減による人件費の削減 

・旧和賀町における廃校舎への誘致関連企業の入居により、地域振興が図られ

た。(北上市に立地している誘致企業の関連下請企業が北上市での立地先を検

討していたところ、旧和賀町の廃校舎へ入居することになった。) 

・合併1年後の住民に対するアンケートを行ったところ、合併前と比べて「変

わらない」約70％、「よくなった」約20％、「悪くなった」約10％というこ

とであった。 

⑤合併時の課題への対処 

・きめ細かな住民サービスの確保に努めた。(1つの市町村が単独で実施してい

た福祉政策等を全市に適用) 

・均衡ある地域の発展に努めた(新市建設事業費は旧和賀町、旧江釣子村に重

点的に投資) 

・行政水準の統一については、合併前の市町村が行っていた行政サービスの中

で水準の高いところに調整するよう努めた。 

・住民負担の調整については、住民負担は低い市町村に合わせることを原則に

調整した。 

・公共的団体や民間の団体については、1年以内に概ね統合されたが、商工団体

の合併が進んでいない。 

 

 

(2)長野県飯田市 

・合併年月日：平成5年7月1日 

・関係市町村：飯田市(91,859人)、上郷町(14,636人) 

・形態：編入合併 

 

①経緯 

昭和12年に市制施行した飯田市は、昭和の大合併以降も周辺町村と合併を

繰り返し、上郷町との合併直前には、人口9万の長野県南部最大の都市となっ 
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ていた。飯田市から上郷町へは、再三合併の申し入れがなされてきたが、産

業構造が異なることや飯田市に編入合併されることに対する上郷町民の抵抗

が強く、長らく実現しなかった。しかしながら、通勤、通学、買い物等日常

生活圏の一体化が進む一方で、上郷町を挟んで飯田市の飛び地が存在するな

ど、広域的、効率的な行政運営に大きな支障が生じていた。その結果、平成

5年7月に遂に両市町の合併は実現した。 

②目的 

上記のとおり、広域的視野に立った総合的・一体的なまちづくりを行うた

めに、両市町間の行政境界の解消が必要とされた。加えて、長野県では、南

北に長い地理的特性から、バランスのとれた県土の発展が求められてきたが、

飯田市では飯田・下伊那地域の中心都市として｢10万都市構想｣を以前から

策定していた。これを実現するためには、単独で人口増加を図ることは困難

であり、合併が不可欠であった。 

③合併に伴う調整 

編入合併される旧上郷町地区の振興を図るため、当地域の伝統芸能である

人形浄瑠璃のシンボルとなる「黒田人形の館」や地域福祉サービスの核とな

る「北部デイサービスセンター」などの施設を建設することとした。 

④メリット 

一体的・広域的なまちづくりの例として、例えば合併前であれば調整が困

難であった旧上郷地区を通過するバイパス道路の建設が具体化した。 

また、長野県で4番目の10万都市となったことで、合併直後の平成5年12

月には、周辺市町村と合わせて地方拠点都市地域の指定を受けた。 

⑤デメリット・今後の課題 

合併前の両市町にそれぞれ存在していた公立病院は、合併後も在続してい

る。飯田市の規模であれば、同時に2ヶ所の病院経営は困難であり、将来的に

は統廃合問題が発生しようが、現時点では、協議が整っておらず、手付かず

の状態である。 

また、旧上郷町地区で優遇されていた国保税負担や各種団体への補助金等

について、平成9年度までに段階的に廃止されたため、一部住民からは不満

の声があがっている。 

さらに、景気低迷の影響もあって地方税収が当初計画したほどには伸びて

おらず、逆に歳出に占める人件費の割合は微増傾向にあるなど、財政の効率

化があまり進んでいない。 
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 (3)茨城県ひたちなか市 

・合併年月日：平成6年11月1日 

・関係市町村：勝田市(109,825人)、那珂湊市(32,577人) 

・形態：新設合併 

 

①経緯 

勝田市、那珂湊市及び東海村の3市村にまたがる海岸部には、かつて米軍

の対地射爆撃地があり、昭和48年の返還後は、国有地として国営ひたち海浜

公園や常陸那珂港などの整備が進められることとなった。返還地の整備に関

して、3市村で連絡協議会を設置したが、原子力発電所などを抱え財政力が豊

かな東海村と2市との足並みは必ずしも一致しておらず、結局東海村は平成

4年に同協議会を脱退した。一方同じ頃、両市の議会では国有地整備のために

は、連絡協議会から一歩踏み込んだ合併が必要との気運が高まり、議論を重

ねた末、平成6年11月に合併が実現した。 

また、その際には、サークル単位のコミュニティレベルでも、合併気運の

醸成が図られた。 

②目的  

上記のとおり、両市にまたがる国有地の一体的な整備を行い、事業の効率

的な推進を図ることを最大の目的としていた。  

③合併に伴う調整 

新市の名称について両市の住民が対立し、住民投票では人口規模の大きい

「勝田市」で決定しかけたが、那珂湊市からの反発を受けたため、最終的には

茨城県知事の仲裁によって「ひたちなか市」に決着した。 

また、職員の給与については、両市の現状を参考にモデル賃金を作成し、そ

れに見合うように支給している（モデルより給与が高い職員は適正額まで据置

き、低い職員は適正額まで順次引き上げ）。 

④メリット 

当初の目的どおり、国有地開発に際して利害調整がスムーズに行われ、地

域間の綱引きが少なくなった。 

また、合併後の人口は約15万人と県内でも有数の都市となったことから、

国や県への発言力が増すとともに、企業誘致などに関する問い合わせが格段

に増加した。 
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さらに、職員数の削減(毎年10人程度ずつ)が可能となる一方、絶対数が増

えたことで、職員に専門性を持たせることができるようになった。 

⑤デメリット・今後の課題 

両市とも、合併以前から既にごみ焼却施設や文化ホールなどをそれぞれ設

置しており、しかも耐用年数が相当残っているため、当面は同目的の2つの

施設を運営していかざるを得ない。 

また、合併時に作成した建設計画は、両市がそれぞれバブル期に策定した

総合計画を基礎としているため、内容が実態と乖離している。最終的には、全

て計画どおり達成する予定であるが、その進捗はかなり遅れる模様である。 

なお、旧勝田市役所を本庁舎、旧那珂湊市役所を総合支所と位置付け、後

者に配置する職員数を100人近く減らしたため、同支所周辺の商店街の地盤

沈下が起こるといった弊害も生じている。 

 

 
(4)東京都あきる野市 

・合併年月日：平成7年9月1日 

・関係市町村：秋川市(50,387人)、五日市町(21,553人) 

・形態：新設合併 

 
①経緯  

秋川流域に位置する秋川市、五日市町、日の出町及び檜原村の4市町村は､

昭和47年に秋川市が単独で市制移行する際、将来的には合併する旨の協定を

締結し、同年合併促進議員連絡協議会を発足させた。当初は昭和50年12月

を合併期日と定めたものの、気運の盛り上がりがないまま期日は何度も更新

されていた。合併に向けて具体的に動き出したのは、協議会設置後20年を経

過した平成4年に、秋川、五日市両首長が合併を基本的に合意したことが契

機となった。一方日の出、檜原両首長は時期尚早であるとして自らは合併し

ないものの、2市町による合併については特段異議を唱えなかった。こうして

同年4月には、2市町による任意の合併協議会が設置され、その後法廷協議会

における議論を経て、平成7年9月に合併が実現した。 
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②目的  

当地域の周辺には、人口50万の八王子市をはじめ比較的大規模な都市が存

在しており、このままでは、地域が埋没してしまうとの危機感があった。ま

た、人口規模が東京都内で最小の都市であった秋川市にとって、優れた人材

の確保、国や都に対する発言力の増大等様々な意味で規模の拡大が求められ

ていた。さらに、東京都が策定した「秋留台地域総合整備計画」の開発を円

滑に進め、その効果を最大限享受するには、合併が必要と考えられた。 

③合併に伴う調整 

合併前から両市町の職員間の積極的な交流を行っており、例えば都市計画

関係に不慣れな五日市町に対して秋川市の職員が協力するなどして、合併

の準備を進めていった。 

なお、新市の名称については、特に五日市町サイドが「五日市」を残すこ

とにこだわりを抱き、決定までには紆余曲折があったが、最終的には、両首

長のトップ会談によって当地域一帯を示す「あきる」を用いることで決着し

た。 

④メリット 

都財政の悪化により、秋留台地域総合整備計画が頓挫しており、今のとこ

ろ大きなメリットは発生していないが、それでも、旧五日市地区には、従来

できなかった在宅サービスセンターの新設や校舎の抜本的改築が行えたと

いった効果があった。 

⑤デメリット・今後の課題 

新市の建設計画が、総花的となり計画額が膨らみすぎたこともあって、そ

の進捗率は、5年計画の3年を経過した時点でも31％にしか達していない。 

行政内部の問題としては、両市町の給与格差、ポスト格差が現在でも完全

には調整しきれていない。 

また、商工会や観光協会など民間の団体の中には、未だ組織が統一されて

いないものがある。 
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(5)兵庫県篠山市 

・合併年月日：平成11年4月1日 

・関係市町村：篠山町(22,229人)、西紀町(4,125人)、丹南町(14,503人)、 

今田町(3,895人) 

・形態：新設合併 

 

①経緯 

兵庫県多紀郡は、昭和30年に6町となった後、市制施行を目指して合併を

模索してきたが、庁舎の位置や財産処分等の問題で調整がつかず、協議は難

航した。漸く昭和50年には、そのうち3町が合併され、引続き全町の一体化

に向けた取組がなされてきた。合併実現の契機となったのは、平成4年に各

町議会が共同で開催した広域行政に関する研修会であった。これをきっかけ

に、議会を中心に合併気運が高まり、任意及び法定協議会の場での議論を経

て、平成11年4月に篠山市が誕生した。 

②目的  

当地域は大阪や神戸のベッドタウンとなりつつあり、現在及び将来とも人

口の増加が見込まれている。通勤・通学者等の増加に伴い、当地域を通るJR

福知山線が複線・電化されたが、併せて駅舎やその周辺整備を地元で行うよ

うに求められていた。一方、人口増に対応した水資源を確保するには、武庫

川下流の三田市から大規模な導水トンネルを建設する必要があった。こうし

たインフラの整備には莫大な費用がかかることから、個々の町での対応は困

難であり、合併による財政規模の拡大が不可欠であった。 

③合併に伴う調整 

過去の合併協議会の際、常に問題となった庁舎の位置等について、今回は

真っ先に協議し、各町の合意を得ることとした。 

また、議員については合併後1年間の身分保障をした。 

④メリット 

合併後、日が浅いため目立った効果があがっているわけではないが、当初

目的としていた課題に対応するための道筋がついたことは確かである。また、

従前なら居住地の役場に限られていた住民票などの交付がどの支所(旧役場)

でも受けられるなど、一部の住民サービスは実質的の向上している。なお、合

併後の人口は4万人台であるが、合併特例法改正によって、合併と同時に市

制移行することができた。 
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⑤デメリット・今後の課題 

新市の建設計画は、4町の総合計画を取りまとめただけで、新市の目玉とな

るような事業が掲げられていないため、新たな総合計画の策定が急がれてい

る。 

また、職員数が大幅に増加し、庁舎が手狭となったため、本庁機能が分散

してしまい、非効率となった部署がある。  
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第6 住民の意向等 

1 宮崎県広域行政意識調査結果 

県において、平成11年10月に県民、有識者を対象としたアンケート調査を実

施し、以下のような回答を得た。 

 

(1)調査の実施状況 

調査対象等 

* 県民意識調査 

調査対象：20歳以上の宮崎県在住者 

抽出方法：選挙人名簿から無作為抽出 

対象数：4,512人 

回収数：2,405(回収率：53.3％) 

* 有識者意識調査 

調査対象：県内全市町村長、市町村議会議長及び総務関係常任委員長、

県内在住の社会科学系大学教授等、各種団体の代表者 

対象数：244人 

回収数：183(回収率：75.0％) 
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(2)調査結果の概要 

①市町村合併 

ア 市町村合併の必要性 

        

～「必要」とする回答割合は、県民、有識者ともに半数を

超えている。 

        

市町村合併の必要性については、県民意識調査では、「すぐにでも必要」、

「近い将来(10年以内)必要」、「いずれは必要」をあわせた「必要」とする割

合は55.4％となり、「不要」とする回答26.3％を約29ポイント上回った。有

識者意識調査でも、「必要」とする割合が77.6％となっており、多くの回答

者が市町村合併の必要性を指摘している。 

 

図表6－1 市町村合併の必要性 

 

10.4

8.4

27.3

15.2

39.9

31.8

15.3

26.3 14.7

0.5

6.6

3.6

0 20 40 60 80 100

有識者

県民

合併はすぐにでも必要だと思う 合併は近い将来(10年以内)必要だと思う

合併はいずれは必要になると思う 合併は不要だと思う

わからない 無回答

必要 55.4 不要 26.3

必要 77.6 不要 15.3 

％  ％  ％  ％  ％  ％  
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イ 市町村合併が必要な理由(複数回答) 

        

～県民、有識者ともに「行財政基盤の強化により行政サー

ビスの充実安定が図られる」が1位となっている。 

        

市町村合併が必要な理由については、県民意識調査では、「行財政基盤の強

化により行政サービスの充実安定が図られる」が57.2％で最も多く、次いで

「行政サービスの効率化が図られる」が49.3％と、市町村合併が「必要」と

回答した人の約半数がこれらの理由を挙げている。有識者意識調査でも、同

じ順序で｢行政サービスの充実安定｣が82.4％、｢行政サービスの効率化｣が

58.5％となっている。 

 

図表6－2 市町村合併が必要な理由 
 

県民意識調査の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有識者意識調査の結果 
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地域のイメージを向上させる 

立派なスポーツ施設、文化施設などが整備できる 

市町村境が日常生活にそぐわない 

狭い地域での類似施設の重複がなくなる 

行政サービスの効率化が図られる 

行財政基盤の強化により行政サービスの充実安定が 
          図られる 

2.1

12.0
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38.7

58.5

7.0

82.4
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1
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その他 

地域のイメージを向上させる 

立派なスポーツ施設、文化施設などが整備できる 

市町村境が日常生活にそぐわない 

狭い地域での類似施設の重複がなくなる 

行政サービスの効率化が図られる 

行財政基盤の強化により行政サービスの充実安定が 
          図られる 

％  

％  
その他 
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ウ 市町村合併が不要な理由(複数回答) 

        

～県民は「区域が広くなり、住民の声が行政に反映されに

くくなる」が1位となっている。 

        

市町村合併が不要な理由については、県民意識調査では、「区域が広くなり、

住民の声が行政に反映されにくくなる」が58.3％で最も多く、次いで「周辺

部が取り残されるおそれがある」が46.9％となっている。有識者意識調査で

は、市町村合併が「不要」と回答した割合はわずかに15.3％であったが、そ

の中では｢広域行政機構で対応できる｣が64.3％と最も多い。 

 

図表6－3 市町村合併が不要な理由 
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市町村の名称が消えるかもしれない 

広域行政機構で対応できる 

地域の個性や特性がなくなるおそれがある 

周辺部が取り残されるおそれがある 

区域が広くなり住民の声が行政に反映されにくくなる 

役場が遠くなり不便になる 

その他

市町村の名称が消えるかもしれない

議員数が減り住民の声が伝わりにくくなる

周辺部が取り残されるおそれがある
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％  

％  
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エ 適正人口規模 

        

～県民、有識者とも「人口10万人程度」、「人口5万人程度」

が上位を占めている。 

        

適正と考える人口規模については、県民意識調査では、「10万人程度」が

25.4％で最も多く、次いで「5万人程度」が23.9％となっている。有識者意

識調査では、「5万人程度」が27.9％で最も多く、次いで「10万人程度」が

27.3％となっている。 

 

図表6－4 適正人口規模 
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14.8
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その他 無回答
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延岡市 

北郷村 
門川町 
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須木村 
えびの市 

小林市 

野尻町 

綾町 国富町 

新富町 

宮崎市 
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山之口町 
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串間市 

互いに選択割合が
｢70％以上の市町村｣ 

 
選択割合が一方で
｢70％以上｣、他方で
｢50％以上70％未満｣
の市町村 
 
互いに選択割合が
｢50％以上70％未満｣
の市町村 

 
矢印の起点の市町村
が｢70％以上｣を示す 

三股町 

 

 

オ 隣接市町村と合併する場合の希望 

隣接市町村と合併する場合、どの市町村がよいかという問に対しては、図

表6－5のような結果が得られた。 

 

 

図表6－5 隣接市町村と合併する場合の希望(県民) 
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2 市町村長面談調査結果 

平成12年6月から8月にかけて、県内全市町村長に対してフリートーキング方

式で面談調査を行った。主な意見は以下のとおりである。 

 

(1)過去の合併の評価 

○ 合併後の旧市町村間のしこりについては、議員が「少し施設が少ない」と

いってくるぐらいで、それも通常の陳情と同じ類であり、ないといってよい

のではないか。 

○ 過去の合併において、問題となったのは庁舎の位置や名前であった。 

○ 合併が、まちの中心へ人の集中を進め、過疎を作りやすくしたことは否め

ない。また、合併そのものが直接の原因という訳ではないが、過疎を促進し

地域によっては、集落を維持できない状況のところもある。しかしながら、合

併しなかったらどうなっていたかはどっちがどうとも言えない。 

○ 現在でも公共施設の整備状況等の資料は旧町村でまとめている。今の若い

人はどうか分からないが、旧町村の意識は50年経た今もある。ただ、市政運

営については支障が出るようなものではない。 

○ 本来の生活圏から離れているのに「市」をつくるための数あわせで合併さ

せられたところがあり、そこでは、道路の整備は今でもあまり進んでおらず、

本来の生活圏であるところと合併していればもっと栄えていただろう。 

○ 合併後のしこりはないが、地域性や地域によるつながりの度合いに違いが

ある。地域性によって、発展しているところと発展していないところがあり、

違いがなくなる努力をしている。 

○ △△町は合併前はにぎやかな町だったが、合併後、廃れた。現在は、道路

をはじめとしておきざりにされている部分が多く、地区住民から合併は失敗

だったという話をよく聞く。△△地区出身の議員が一人だけになり、ますま

すさびれるのではないかと思う。 

○ 合併するに当たり、選挙区を設ける、支所を置くなどの条件が課せられた

が、現在はしこりはほとんどなく、順調に進んできている。 

○ 中心地から離れている△△地区住民は基盤整備が遅れているという不満が

あり、これまで△△地区に気を使った施策をしてきたが、議会にはなぜその

地域ばかりという声がある。 

○ 中心から外れた旧町村は、役場がなくなったことで格差が生じ、市町村内

の均衡ある発展に結びつかなかった。中心一極集中は確かに生じている。財 
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政をにらみながら、均衡ある発展に努力しているつもりだが、国県道は別と

して、市町村道整備の面では遅れたという感じを住民は持っていると思う。 

○ 旧市町村の区域に今も支所があるところがある。必要性が薄れてきている

にも拘らず正職員が△名もいて、行革の観点から廃止したらどうかと議会に

打診したが、合併の時の約束であると反対された。 

○ 中心から外れた旧市町村には重点投資をしているので、公共施設の整備率

等に差はない。ただ中心からはずれているので、商店街後継者がいないとこ

ろが多い。 

○ 合併によって中心都市ができたことにより、圏域全体の発展につながった。 

 

(2)合併に積極的な意見 

○ 大きな組織の方が、研修等を充実させることができたり、職員に責任と自

覚が高まるので、職員の資質が向上する。また、小さな市町村では専門職員

を置くことができない。 

○ 今後とも権限は市町村に委譲されるべきで、そのためには受け皿をきちん

と用意する必要がある。 

○ 合併するにしてもしないにしても、過疎化が進むところはやはり進む。若

者は都市部に魅力を感じており、合併とは関係ない。 

○ 企業を誘致する際には、町よりも市の方が響きがよく、誘致も行いやすい。 

○ 地域にまとまりがあるところは、県が要綱の中でモデル地区として指定し、

合併を推進してもよいのではないか。 

○ 総合文化ホールなど、近隣の市町村で同じようなものをつくっている状況

があり、合併しないと金太郎飴のようなものである。 

○ 合併しても地域の特性を持続していかないとさびれが生じるので、合併後、

投資はバランスを考えてやる必要がある。 

○ 国の合併施策は、今はあめが出ているが、むちもやらないと進まないので

はないか。 

○ 人が中心地に移動するというのは自然な話であり、過疎対策には限界があ

る。したがって、今後は集落の再編が必要であり、役場の周辺に集めること

が必要かもしれない。 

○ 合併には、住民に対して行政区が大きくなることへの抵抗を取り除くこと

が大事である。メリットとして、行政内部の簡素化と今までなかった新たな

ものが創出できる可能性があることなどがあげられる。 
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○ 地方分権に備えるためにも、それぞれの市町村がそれぞれに事業に取り組

んでいるようではダメだ。合併は時代の流れであり、合併したとしたら｢合

併してよかった｣というふうになるだろう。 

○ 合併することで吸収される側のサービスが低下するようなことはない。か

えって吸収する側のマンパワーを分配するのでそちらに影響があるかもしれ

ない。 

○ 合併しても10年間交付税はそのままなので、その間に行財政の基礎固めを

すれば、その後の経済情勢など全てが良くなる。 

○ 基礎的な公共施設整備が終われば、中心地から離れたところでも十分通勤

可能であり、週末は山を守り、平日は中心地で働くことが可能である。 

○ 財政的な安定を図るうえでは合併は考えられる。今後は小規模な市町村で

はやっていけない。 

○ 国の財政は逼迫しており、財政構造にメスを入れていかなければならなく

なるだろう。国の市町村に対する財政の切り込みは必ず近いうちに起こるか

ら、早く考えなければならない。我々は旧態依然としてのんびり構えている

わけにはいかず、真剣に考える時期が来ている。 

○ すぐ合併という話ではなく、前向きに取り組む協議会を設立し、勉強しよ

うということが大事である。 

○ 合併による衰退を心配するのではなく、合併によって発展するような施策

を打たなければならない。 

○ 合併をすれば、介護保険をはじめ、専門的な人材を雇用でき、職員の資質

は向上する。 

○ 少子化が市町村にとってプラスの方向に働くことはないし、交付税や福祉

の問題も考えると、今の市町村単位では厳しい。合併に対しては、他人事で

はなくみんなが真剣に考えていかなければならない。今すぐどうこうすると

いうことはないが、将来的な合併は必要である。 

○ 将来、行政を進めていくためにはある程度の規模は必要である。理想を10

万人と考えるとあまりに面積が大きすぎる。行政を行うには面積が広くなっ

ても大丈夫だが、住民はどうか。 

○ 地方分権と市町村合併をセットで考えなければ、地方分権の意味がない。

合併はきれいごとではできない。法律をもってすべきだ。今の段階では県が

作る合併パターンをもとに積極的に指導して欲しい。 
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○ 合併そのものに反対ではない。自分達の行政を見て、合併すべきと判断す

れば堂々と合併すべきだ。合併がやれそうな地域は早くした方がよい。住民

もその気でいるところはやった方が良い。県がパターンを出せば、路ん切り

もつくだろう。 

○ 県が出すパターンと、我々の考えるところと照らし合わせながら議論を進

めていく。いずれにしても、合併の議論をしなくてはいけないと考えている

ので、県の出すパターンを待っている。 

○ 首長は、「自分」を抜きにして合併について考えていかないといけない。最

終的には、トップ次第だ。首長経験の長いものが音頭を取って、首長の間で

話を持ち出していかないといけない。オープンにしなくても、みんなが集

まった時にでも話をすることが必要である。 

○ 基盤整備が遅れていたので、合併が進まなかったのであろう。今までは、合

併をしない方が恩恵を受けられたが、インフラ整備は進んできたし、今後は

合併の方向に向かうであろう。 

○ 合併は基本的に大いに賛成である。集落の維持、地域の活動に特徴が出せ

るということが条件である。広域的な取組はどんどんやるべきで、森林組合

も合併するし、大きな地域で考えるべきである。交付税のことを考えると今

後は大変であり、連携していかなければやっていけない。それぞれの地域が

役割分担すべきである。 

○ 村づくりは、公民館組織が昔から盛んでよそにはないような組織ができて

いる。納税の取りまとめもやってもらっている。自分たちの活動は全て自分

たちで決めてやっており、道路も自分たちで優先順位を決めてから要望を

持ってくる。 

○ 自治消防組織も合併したし、公民館の合併も検討している。これらの弊害

は全くなく、大変スムーズにいった。単独ではやっていけない時代がきたと

いうことだろう。行政でも同じことである。地理的条件や地形的な話は、問

題ないというより気にしていられない。 

○ 国会議員は全国の市町村数を1000にするといっているが、今の国の状況を

考えるとそうせざるを得ないだろう。国全体で効率化して、そこで浮いたお

金を本当に欲しいところに回してもらう。そのように使えば、住民も反対し

ない。反対をする人は誤解があるので、周辺地域に寂れるのではないかとい

う心配をさせないよう、不安を取り除いてやることだ。そうすればわかる。 
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○ 地方分権時代に入り、好むと好まざるとに拘わらず、市町村に委譲された

権限に対応するため、組織体制を強化しなければならない。権限はきたけど、

こなせないというのではいけない。今後は市町村の姿勢によって差が出てく

るのだから、準備をしておくように職員には言っている。 

○ 最終的には住民の判断であり、我々は住民が判断できるような情報提供が

必要である。議論や検討は必要であり、県でもそういう機会をつくるだろう

から、そういう場を参考に検討しなければならない。 

 

(3)合併に消極的な意見 

○ 合併してひとつの市になると中心市の1部分という意識ができてしまい、

地域の特性がなくなる。 

○ 例えば、ふるさと創生のような市町村一律の制度の場合は配分が受けられ

なくなるなど、公共事業の配分に不利益が生じる。 

○ 卒業した学校や生まれ育った地名に愛着を感じる人が多く、合併すると名

称がなくなるのではないかという不安がある。 

○ 市町村によって負債額に差があり、多額の負債を抱える市町村は、その辺

を整理しないと合併するのは難しい。 

○ 現在、市町村では、現状でもやっていけるという意識をもっており、積極

的なアクションにつながらない。 

○ 合併をすれば、行政の中心は真ん中に集まり、端っこはたとえ道路網が整

備されても過疎化が進むことは歴然である。合併政策は中央集権のミニ版だ。 

○ 合併促進よりも広域的な事業の充実を図るべきであり、国土保全の面から

見ても、合併は明らかにマイナスである。定住策と合併策とは矛盾する。 

○ 他県には、10ｋｍ2にも満たない市がたくさんあり、そういったところから

合併を進めていくべき。宮崎県は、市町村の平均面積が大きく、そもそも合

併を論じること自体がおかしい。合併は進んでいる。 

○ 合併については、地域地域でそれぞれに事情があり、ひとつの物差しで進

めていくことはできない。じっくり時間をかけないと簡単にはいかない。 

○ 交付税額をみると、人口が少ないところが多額の交付税をもらっている。

こういう交付税制度が改まらない限り、合併は進まない。 

○ 合併を促進するというのは、地方よりも国の都合なのだから、合併を促進

するのであれば、まず、国が財源や権限をスリム化すべきである。 
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○ 公共施設を広域的に適正配置していれば、合併というのは難しくなかった。

そういった広域連携により、一体性を図りつつ、自然に合併というのがよい。 

○ 合併をしなくても、広域圏協議会等の広域行政でうまくいっている。 

○ 合併よりも広域連合の方が効果的であり、現実的である。 

○ 現在、市町村は、お互いに切磋琢磨しながらうまくやっている。その町そ

の町ですばらしい歴史、文化財、史跡があり、そういうものが人づくりや地

域の発展につながっている。こういう状況で合併の話を持ち出しても町民は

論議しないだろうし、自分から持ち出すことはできない。 

○ 地図上から町名が消えるのは寂しさがある。 

○ 農協合併は農家がメリットを感じていない。むしろ細かなところまでサー

ビスが行き届かないというデメリットが出ており、これをみていると、合併

したからといってサービスが行き届くようになるとは思えない。 

○ 合併のメリットに専門職員の確保ができるというのがあるが、専門性は行

政サービスには求められておらず、町民にとっては、身近な相談に応じられ

る地域を熟知した職員の方がよい。専門性は委託することにより得られるも

のであり、むしろ委託する方が効率的である。 

○ 消防、ごみ問題もそうだが広域連合などの広域行政で取り組んで行くべき

であり、広域行政を進めていくことで、合併について議論できるような気運

が生まれてくることも考えられる。 

○ 市と町村が合併する場合、職員の勤務条件や給与体系が違いすぎ、かえっ

て行政コストが高くなる。 

○ 合併するかしないかというのは、住民の判断するところであって、県は関

係ない。むしろ県は、国に対して｢宮崎県は合併しない｣と市町村の防波堤

になるべきである。今回はあくまでも自主的な合併であり、合併するとして

も市町村独自でやる。 

○ 合併して、地域の独自性が守られていくのか。経済効率性だけを求めるの

ではなく、住民の生活を守り、ニーズに応えていくため市町村がどうあるべ

きかを真剣に議論した上で、合併に対しては慎重に対応していかないといけ

ない。 

○ ヨーロッパをみてもアメリカをみてもそうだが、基礎的自治体としての機

能を果たしていれば数は関係ない。 

○ 時代が合併を考える方向に進んでいることは間違いないが、今は住民のた 
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めにいろいろまちづくりを行いたい。合併までに住民のために地域のグレー

ドを高めておきたい。 

○ 国会議員が市町村数を1,000にすると言ってるが、これは間違い。1,000と

いうのは感覚的な話であって、数は問題ではない。 

○ 地理的・地形的条件で合併が困難な地域は、広域行政（広域連合）を最大

限に生かし、合併に近い形で進んでいった方が良い。 

○ 合併するまでに辺地のインフラ整備をやっていかなければならない。地域

に集落がある限り、その地域は行政の恩恵を受けなければならない。ある程

度、インフラ整備ができて、後は合併しても計画的にやっていけるように

なって初めてできる話である。 

○ 合併はもちろん反対であり、理由は3つある。①行政経費を考えれば、田

舎に辛抱して国土保全の役割を担ってもらった方が得であること。②中心都

市にリーダーシップがないこと。③インフラ整備がストップすること。これ

だけ歴史・伝統を持っていながら合併なんてとんでもない。 

○ 地域の消防団は、自分たちの町を自分たちで守ろうという意識があるが、

広域消防にはそれがない。それと同じように合併して市町村が大きくなれば、

そういった意識がなくなるのではないか。 

○ 山村地域の合併は極めて難しい。面積ばかりが大きくなり、デメリットば

かりで効果が見えない。合併をやることによって、住民福祉の向上を図れる

のか、若者流出、格差是正に意味があるのか、疑問である。ただ、交付税が

合併をやるところに重点配分されれば、合併しないところは厳しい。 

○ 大きくなればいいというものではない。他県では小さな町村でもうまく

やっている。地方分権についても、国が言うような形でうまくいけるか疑問

に思っている。単独でやっているから病院もできた。広域的にやればいいで

はないかという意見もあるが、ここで生活している人がおり、休日を過ごす

人もいる。合併していたらできなかった。プロスポーツのキャンプについて

も、病院がなかったら困る。効率性からいけば無駄だといわれるかもしれな

いが、ここに住むものにとってはそうではない。 

○ 農協、森林組合の合併は、今のところうまくいってない。いいところは

全部中心都市に持っていかれ、従来培ってきたブランドがなくなった。こう

いうことが住民意識にも影響を与えていると思う。 
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(4)その他の意見 

○ 行政が呼びかけるよりも住民が盛り上がって欲しい。住民が合併に対して

ものを言うという意識が必要である。 

○ 藩という意識はなかなか消えない。九州が道州制で一つになった場合、む

しろ藩の区域でまとまってくるのではないか。 

○ 首長や議員は職を失う人がいるので合併について話をすることが難しいが、

民間であれば自由にものが言えるので、気運づくりは民間がすべきである。 

○ 合併は住民意識が大事であり、県がもっと県民にＰＲしていかないと、市

町村だけでは難しい。 

○ 県の指導の下に合併を推進していかないと、市町村が自ら手を挙げるとこ

ろはないだろう。 

○ 市町村に合併の話をするのと同時に、県の出先機関の管轄区域の検討をし

なければ駄目だ。県の機構改革も必要である。 

○ 市町村も、過去の合併について検証が必要であり、どのような効果があっ

たのかを自ら分析してみる必要があると思う。 

○ 自治体の合併によって、農協、金融機関、森林組合などの公共的団体は影

響を受けるのだから、それは配慮しなければならない。 

 

以上、文責は宮崎県総務部地方課にある。 
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第7 市町村の合併パターン 

1 基本的な考え方 

○ 合併パターンは、地域の現状や今後の地域全体の発展を展望しながら、合併が

想定されるような市町村の組合せを示すものであり、住民や市町村が自主的な合

併について具体的な検討を行う際の参考や目安となるものとして作成するもので

ある。 

○ 合併パターン作成に当たっては、合併パターン作成のための基準に基づいて、

合併を通じて実現すべき目標の類型(本県における市町村合併の類型)を踏ま

え、総合的に考察した。 

○ 本県では、13の市町村が大分県、熊本県、鹿児島県と隣接しているが、本要綱

の合併パターンは県内の市町村のみを対象とする。 

○ 現在の市町村の区域の分割や旧町村単位の組合せについては、考慮しないもの

とする。 

○ 一つの市町村が複数の基準を満たすことによって、複数のパターンに属してい

ることがある。 

○ 3市町村以上で構成されている合併パターンについては、部分的、段階的な合

併の検討など、住民や市町村における、地域の実態に即した他の組合せの検討を

妨げるものではない。合併パターンを「叩き台」とする積極的な議論が望まれる。 

  

 

2 合併パターン作成のための基準 

基準1：客観的にみた市町村の結びつき 

①生活圏の一体性 

通勤・通学や買物などの生活圏の一体性は、住民の連帯意識の形成に大き

く関わっているとともに、生活圏に対応した広域行政も求められている。 

②行政サービスの一体性 

一部事務組合など広域的な行政サービスにおける圏域設定は、日常生活や

経済活動などの地域的結びつきを背景として形成されている。 

③各種計画・政策上の一体性 

広域市町村圏など各種計画・政策上の一体性は、生活圏などの地域的結び

つきを背景として形成されているとともに、地域の一体感の醸成にも影響を

与えていると考えられる。     
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④経済面の一体性 

ＪＡや森林組合の地区など経済活動における結びつきは、住民の日常生活

に影響を与え、生活圏の形成に関わる。 

 

これらの客観的にみた市町村の結びつきについては、客観的手法で定量的に

分析(※クラスター分析)した。(詳細は資料編参照) 

 

※クラスター分析とは 

サンプル間(市町村間)の類似性を距離によって表現し､類似するサン

プル同士が同じグループにまとまるように類型化していく多変量解析手

法である。 

 

 

基準2：主観的にみた市町村の結びつき 

①地域の歴史的な結びつき 

市町村の歴史的な結びつきは、住民の連帯意識の形成に大きく影響を与え

ていると考えられる。 

②広域行政意識調査結果(平成11年度) 

20歳以上の宮崎県在住者2,405人を対象に「合併の組み合わせ」等に関し

てアンケート調査したものであり、住民の帰属意識、連帯意識などの主観的

要素を示すものとなっている。 

③現在の市町村合併の気運 

自主的な市町村合併は、住民の意向が重要であり、現在の市町村合併の気

運を考慮した。 

 

 

基準3：客観的にみた市町村の規模 

①行政サービスの質・量に最も関係の深い人口規模 

人口規模は、行政サービスの高度化・多様化や財政運営の効率化といった

合併後の市町村のあり方に大きく関わる項目である。 

②地方公共団体の規模、能力に応じた組織及び権能の差 

合併後の人口規模に応じて、中核市、特例市、市への移行や移行に伴う権

能の拡大等が目標となる場合も考えられる。 
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基準4：その他 

①地方分権のメリットを発揮できること 

地方分権の推進のためには、市町村がその受け皿となれるよう行財政基盤

の充実が必要である。 

②共通の行政課題を持っていること 

合併の効果として、共通する広域的な行政課題に対して、迅速かつ効率的

に取り組むことができるということが考えられる。 
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3 合併を通じて実現すべき目標の類型(市町村合併の類型) 

(1) 広域連携発展型 

広域連携を密接に行っているなど、結びつきの強い市町村同市が合併し、行

政サービスの充実や行財政基盤の強化を図るとともに、地域全体の活性化を図

る。 

  

(2) 地域拠点充実型 

地域における既存の中心都市を核として、生活圏など、結びつきの強い市町

村が合併することにより、行財政基盤の強化を図るとともに、地域拠点として

の都市機能の充実・強化を図る。 

 

(3) 市制移行型 

合併による市制移行により、行政サービスの充実、行財政基盤の強化等を図

るとともに計画的な都市化による圏域全体の発展を図る。 

  

(4) 行財政基盤強化型 

行財政運営の効率化と行財政基盤の強化を図り、適切かつ効率的な基幹的行

政サービスの確保を図る。  
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図表7－1 宮崎県における市町村合併の類型 

 

類型名 想定される地域 合併を通じて実現すべき目標等 

1 広域連携発展型 ・広域連携を密接に

行っている地域 

・都市部と町村部の機能分担によるバランスのとれたまち

づくり 

 

・広域的な視点に立った公共施設の適正配置 

 

・特例市への移行 

 

・行財政基盤の強化による行政サービスの高度化・多様化

 

・行財政の効率化 

2 地域拠点充実型 ・地域の中心とな 
る都市と周辺の 
町村 

・広域的視点に立った土地利用、地域の個性を生かした 

ゾーニングなど、まちづくりのより効果的な推進 

 

・地域の中核となるグレードの高い施設の整備 

 

・地域の存在感やイメージの向上による重要プロジェクト

の誘致 

 

・行財政基盤の強化による行政サービスの高度化・多様化

 

・行財政の効率化 

3 市制移行型 ・隣接している町村 ・市制への移行 

 

・地域のイメージの向上による企業誘致の促進 

 

・専門職の確保、増強や職員の資質の向上 

 

・行財政基盤の強化による行政サービスの高度化・多様化

 

・行財政の効率化 

4 行財政基盤強化型 ・中山間地域におい

て隣接している市

町村 

・行財政基盤の強化による行政サービスの高度化・多様化

 

・行財政の効率化 
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図表7－3 合併パターンの一覧 
 

類型名 No. 構成市町村 市町柿数 面積(ｋｍ2) 人口(人)

1 延岡市  北方町   北川町   北浦町 1市3町 867.88 139,176

2 高千穂町 日之影町 五ケ瀬町 3町 686.77 26,367

3 
日向市  門川町   東郷町   南郷村 

西郷村   北郷村   諸塚村  椎葉村 
1市2町5村 1629.06 97,154

4 
西都市  高鍋町   新富町   西米良村

木城町  川南町  都農町 
1市5町1村 1154.35 114,381

5 
宮崎市   清武町   田野町   佐土原町

高岡町  国富町  綾町 
1市6町 870.41 422,157

6 
小林市  えびの市 高原町   野尻町 

須木村 
2市2町1村 931.47 87,857

7 
都城市  三股町   山之口町 高城町 

山田町  高崎町 
1市5町 763.32 195,863

1 広域連携発展型 

8 日南市   串間市   北郷町  南郷町 2市2町 831.02 87,068

9 日向市  門川町  東郷町 1市2町 456.55 83,474

10 日向市  門川町 1市1町 237.82 78,284

11 西都市   佐土原町 新富町   西米良村 1市2町I村 828.66 88,420

12 宮崎市  清武町   田野町  佐上原町 1市3町 499.91 379,351

13 小林市  高原町   野尻町  須木村 1市2町1村 648.47 62,951

2 地域拠点充実型 

14 日南市  北郷町   南郷町 1市2町 536.11 63,422

15 
高鍋町  新富町  木城町  川南町 

都農町 
5町 444.23 77,520

16 佐土原町 新富町 2町 118.54 51,559

17 高岡町  国富町   綾町 3町 370.50 42,806

3 市制移行型 

18 清武町  田野町 2町 156.11 41,074

19 
東郷町  南郷村  西郷村  北郷村 

諸塚村  椎葉村 
1町5村 1391.24 18,870

4 行財政基盤強化型 

20 西都市  西米良村 1市1村 710.12 36,861

面積は平成11年10月１日現在 

人口は平成12年10月１日現在の国勢調査速報値 
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第8 合併後のシミュレーション等 

1 シミュレーションの考え方 

市町村や住民の方々の、合併に向けた活発な議論の展開のためには、合併後の

市町村の姿や合併の効果を具体的に示すことが参考になると考えられる。 

市町村合併の効果としては、「第5 市町村合併の効果と合併に際して懸念され

る事項への対処」で記述しているように、一般的には、 

① 住民の利便性の向上 

② サービスの高度化・多様化 

③ 重点的な投資による基盤整備の推進 

④ 広域的観点に立ったまちづくりと施策展開 

⑤ 行財政の効率化 

⑥ 地域のイメージアップと総合的な活力の強化 

などが挙げられているが、これらの効果をパターンごとに具体的に示していく

ことが望まれる。 

本来、このような機能を果たすものが合併協議会の場であるが、ここではそう

した議論の端緒となるよう、合併パターンごとに、合併直後の市町村の姿やある

程度予測可能な合併効果についてシミュレーションを行うこととした。また、併

せて、合併市町村のビジョンや課題について記述した。 

シミュレーションの具体的内容は、次のとおりである。 

(1)合併関係市町村行政区域図(新市町村の行政区域図) 

(2)合併直後の姿 

a）合併関係市町村の人口(年齢構成)、世帯数、面積 

b）合併関係市町村の財政状況 

c）合併関係市町村の議員数 

d）合併関係市町村の職員数 

(3)合併効果シミュレーション 

a）地方交付税に関する財政支援措置の試算 

b）地方債に関する財政支援措置の試算 

c）経常経費の削減効果の試算 

 

なお、合併効果のシミュレーションの結果は、あくまで試算や上限を示すもの

であり、今後、引き続き市町村や住民の方々の間で、詳細な検討が必要である。 
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2 シミュレーションの内容とその手法 

(1)合併関係市町村区域図(新市町村の行政区域図) 

    今回の合併パターンは、合併関係市町村の行政区域の全部をもって合併市町

村を置くものであり、その行政区域を図示した。 

 

(2)合併直後の姿 

ａ)合併関係市町村の人口(年齢構成)、世帯数、面積 

合併市町村の基本的な構成要素として合算し、構成比等を示した。 

人 口：国勢調査速報値(平成12年10月1日) 

ただし、年齢構成については住民基本台帳による。(平成12年

3月31日) 

世帯数：国勢調査速報値(平成12年10月1日) 

面 積：平成11年度全国都道府県市区町村別面積調(平成11年10月1日) 

 

ｂ)合併関係市町村の財政状況 

市町村別決算状況調(平成10年度)により、合併関係市町村の一般会計の歳

入、歳出とその合算額を示し、合併市町村の財政規模等を示した。なお、四

捨五入の関係で、各市町村の合算額と合計とが一致しない場合がある。 

市町村の合併の特例に関する法律(以下「合併特例法」という｡)に基づく財

政支援措置、経常経費の削減効果については、後述の(3)で示した。 

 

ｃ)合併関係市町村の議員数(典拠：各市町村の条例定数[平成12年7月1日現在]) 

合併関係市町村の議員数とその合計数を示した。 

合併後の議員数は､合併特例法第6条以下による定数特例、在任特例期間

経過後は､地方自治法第91条による定数の適用を受けるため､その合併後の

法定上限議員数(平成15年1月1日施行の基準を使用)を示した。 

 

図表8－1 議員定数の法定上限数(平成15年1月1日施行) 
 

人口5万未満の市及び人口2万以上の町村 26人 

人口5万以上10万未満の市 30人 

人口10万以上20万未満の市 34人 

人口20万以上30万未満の市 38人 

人口30万以上50万未満の市 46人  
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ｄ)合併関係市町村の職員数(典拠：平成11年度給与実態調査等の概要) 

合併関係市町村の職員数とその合計を示した。 

合併特例法第9条により、合併関係市町村の職員は、引き続き合併市町村

の身分を保有することとなるが、総務、企画等の管理部門の効率化等が図ら

れ、職員数を全体的に少なくできることや、規模の利益が働き、職務遂行に

当たり住民一人当たりの職員数が節減される効果がでてくるものと考えられ

る。 

その職員数の削減可能数等については、後述の(3)合併効果のシミュレー

ションで人件費を含む経常経費の削減効果の試算を行っているところであり、

その削減率等が参考となるところであるが、地域の実情や合併市町村の運営

方針等に基づき、合併協議会や合併後の市町村で多面的な検討が必要である。    

 

(3)合併効果のシミュレーション 

市町村合併に対しては､合併特例法、「市町村合併の推進のための地方財政措

置の拡充について(平成11年8月19日自治省通知(以下「平成11年自治省通知」

という。))等により、次のような財政上の支援措置がある。 

このため、合併パターンごとにこれらの財政支援措置について試算した(財政

支援措置の具体的内容、計算方法、試算過程については、資料編を参照)。 

なお、数値の四捨五入の関係で、市町村の合算額と合計値とが一致しない場

合がある。 

 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

①普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

合併パターンごとに合併算定替による普通交付税額(A)及び合併関係市町

村を一本とみなして算定した普通交付税額(B)を試算し、両者の差額((A)－

(B))を合併算定替の効果とし、その15年分を示した。 

 

②合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置 

パターンごとに平成11年自治省通知に基づき所定の計算式で試算した。 

 

③市町村合併に対する新たな特別交付税措置 

パターンごとに平成12年11月 22日付自治省通知「市町村合併の推進に

係る今後の取組について」に基づき所定の計算式で試算した。 
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ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

①合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

パターンごとに、平成11年自治省通知に基づき所定の計算式で試算した

標準全体事業費、借入限度額、普通交付税算入率の上限額を示した。 

     

②合併市町村の振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

パターンごとに、平成11年自治省通知に基づき所定の計算式で試算した

標準基金規模の上限額を示した。 

 

ｃ)経常経費の削減効果の試算 

経常経費は、一般的には、人件費、物件費、維持補修費、補助費等、扶助

費、公債費の合計額が用いられる。このうち、扶助費については、町村が市

に移行する場合、生活保護費が増加するなどの要因があり、また、公債費に

ついては、合併後の政策的な要素に左右される可能性がある。 

このため、市町村が恒常的に必要な経費のうち合併効果が想定されやすい

人件費、物件費、維持補修費、補助費等の合計額を経常経費として、合併に

よる経常経費の削減効果のシミュレーションを実施した。 

 

《経常経費が削減可能となる理由》 

合併前の経常経費には、庁舎維持費など合併関係市町村の存立のために

必要となる経費がそれぞれ計上されており、合併によりその重複分が削減

可能となる。また、規模の利益が働き、事務処理や事業遂行に要する経費

が節減できることになる。 

さらに、三役や議員、各市町村に置くこととされている委員会や審議会

の委員、事務局職員などの総数が減少し、さらに長期的には、総務・企画

等の管理部門の効率化が図られ、職員数を全体的に少なくできることで、

人件費も縮減することとなる。 

 

《シミュレーションの手法》 

合併後の経常経費の削減可能額については、基本的には、合併後の市町

村と類似している全国の市町村とを比較することが手がかりとなるが、そ

の手法には次のようなものが考えられる。  
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① 類似団体の経常経費の平均額と直接比較する方法 

  

② 全国の市町村の人口・面積と経常経費の関係を見ると、相関関係が

見られることから、以下のようなモデル式にし、これに合併市町村の人

口・面積を当てはめ、モデル上の経常経費を算出し、合併関係市町村の

経常経費の合計額と比較する方法 

  

③ ②のモデル式に、合併関係市町村の人口・面積を当てはめ、それぞ

れのモデル経常経費を算定した上でその合計額を算出し、また合併市町

村の人口・面積を当てはめ、そのモデル経常経費を算出して両者を比較

し、削減率を求める。その削減率に合併関係市町村の経常経費の合計額

を掛けることにより実際の経常経費削減額を求める方法 

 

①、②については、合併後の市町村が類似団体やモデル上の理論値から

乖離している場合は適当と言えない。③の手法は、合併関係市町村の合併

のモデルを示すものであるので、これを採用し実際の経常経費削減効果を

大まかに算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)経常経費削減効果は、合併後直ちに実現できるものばかりではなく、

全体としての効果が現れるには、ある程度の期間が必要である。 

  

経常経費と人口・面積の重回帰モデル式： 

Ｚ＝0.001333Ｘ ＋ 0.024442Ｙ ＋ 7.009996 

(Ｒ２’＝0.97686、Ｒ’＝0.98836) 

Ｘ：人口(人)、Ｙ：面積(ｋ㎡)、Ｚ：経常経費(億円) 

Ｒ２’:自由度修正済決定係数、Ｒ’：自由度修正済重相関係数 
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3 個別の合併パターンごとのシミュレーション 

(1) 広域連携発展型 

パターン１ 延岡市、北方町、北川町、北浦町  

1) 合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2) 合併直後の姿 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 延岡市 北方町 北川町 北浦町 合併後(合計)

人口         (人) 124,762 4,987 4,823 4,604 139,176

0～14歳   (％) 16.1 13.5 13.8 16.1 15.9

15～64歳  (％) 64.1 57.2 56.1 59.2 63.3

 

65歳以上  (％) 19.9 29.3 30.2 24.7 20.8

世帯数      (世帯) 46,847 1,559 1,494 1,512 51,412

面積        (ｋｍ2) 283.78 200.7 279.91 103.49 867.88

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 

※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 

※面積は平成11年10月1日現在 
   
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 延岡市 北方町 北川町 北浦町 計 

歳入    464.6 63.7 55.8 52.0 636.1

地方税 136.0 2.7 3.0 2.6 144.2

地方交付税 90.7 24.9 23.3 21.9 160.9

国庫支出金 64.7 4.4 5.8 3.1 78.0

地方債 53.6 9.4 8.8 6.3 78.0

 

その他 119.6 22.3 15.0 18.1 175.0

歳出 449.5 62.2 53.0 51.2 616.0

経常経費 157.6 15.8 17.4 12.1 202.9

人件費 106.7 7.6 7.7 5.7 127.7 

物件費 31.4 5.4 6.2 4.3 47.4

維持補修費 2.9 0.1 0.5 0.4 3.9 

補助費等 16.6 2.6 3.0 1.7 23.9

 

扶助費 66.3 3.5 3.0 4.4 77.1

公債費 44.8 7.3 5.5 11.1 68.6

投資的経費 124.4 29.6 25.3 16.9 196.2

 

その他 56.4 6.1 1.8 6.8 71.1

地方債現在高 453.5 59.4 52.6 75.7 641.2

積立金現在高 71.9 10.0 6.2 12.9 101.0

 
ｃ)議員数(平成12年７月１日) 
 延岡市 北方町 北川町 北浦町 計 

議員数(人) 30 14 14 14 72

※合併後の法定上限議員数 34 人 

ｄ)職員数(平成11年４月１日) 
   延岡市 北方町 北川町 北浦町 計 

職員数(人) 1,179 87 84 65 1,415
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

         (単位：億円) 
合併関係市町村 延岡市 北方町 北川町 北浦町 計 
合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

95 23 21 21 160

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

146

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

14

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

141 35 176 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約   12.1 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    4.6 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   293.1 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   278.4 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   194.9 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     32 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                             (単位：億円) 

合併関係市町村 延岡市 北方町 北川町 北浦町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
158 16 17 12 203 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
8.8%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

18 

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 東九州､中九州の東西軸の結節地域として産業､文化交流の中核地域の形成を図る。 

● 延岡地域の工業集積､九州保健福祉大学等､産学官の連携による新産業分野の創出と産業集積      

の拡大を図る。 

● 豊富な森林資源や海洋資源を活用した農林水産業の競争力強化を図る。 

● 過疎化が進行する地域にあっては､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など地域の自主的活性

化を図る。 
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パターン2 高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町 

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 

2) 合併直後の姿 

ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 合併後(合計)
人口    (人) 15,843 5,445 5,079 26,367

0～14歳  (％) 14.5 12.8 16.4 14.5

15～64歳 (％) 57.1 54.1 55.2 56.1
 

 
65歳以上 (％) 28.5 33.1 28.4 29.4

世帯数   (世帯) 5,059 1,789 1,426 8,274

面積      (ｋｍ2) 237.2 277.8 171.77 686.77

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 

 

ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 
(単位：億円) 

 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 計 

歳入    92.7 63.6 59.5 215.8

地方税 10.2 3.3 2.9 16.4

地方交付税 37.6 29.3 26.2 93.1

国庫支出金 8.6 3.9 9.1 21.6

地方債 9.2 9.3 6.5 25.0

 

 

その他 27.1 17.9 14.7 59.6

歳出 90.4 61.9 59.0 211.3

経常経費 36.9 21.9 19.9 78.8

人件費 18.3 11.0 9.3 38.5
 
物件費 10.7 6.2 4.5 21.4

維持補修費 0.3 0.6 0.3 1.2
 
補助費等 7.7 4.2 5.8 17.7

 

扶助費 5.0 3.3 1.4 9.6

公債費 9.7 7.3 10.6 27.6

投資的経費 33.8 27.3 24.7 85.9 

その他 4.9 2.1 2.4 9.4

地方債現在高 68.7 61.9 72.5 203.1

積立金現在高 22.3 14.6 12.4 49.3

 

ｃ)議員数(平成 12年 7月 1日 ) 

 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 計 

議員数(人) 18 14 14 46

※合併後の法定上限議員数 26 人 

ｄ)職員数(平成 11年 4月 1日 ) 

 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 計 

職員数(人) 196 131 105 432
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

   (単位：億円) 

合併関係市町村 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

35 26 24 84

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

   
76

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

   
8

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

85 21 106 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    3.0 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    6.7 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   117.4 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   111.5 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約    78.1 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      18 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                         (単位：億円) 

合併関係市町村 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
37 22 20 79 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
18.9%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

15 

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 標高差と夏期冷涼な気候を生かした立体園芸など､効率性と付加価値を追及する農林水産業の

振興を図る。 

● 神話伝承や歴史､森林､スポーツなど多様で魅力的な文化交流資源を更に充実し､観光施設の

強化を図る。 

● 九州中央山地における県際間連携の中核的機能を果たす。 

● 過疎化に対処するため､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など､地域の自主的活性化を図る。 
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パターン3 日向市、門川町、東郷町、南郷村、西郷村、北郷村、諸塚村、椎葉村 

1) 合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
ａ）合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

 合併関係市町村 日向市 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 合併後(合計)
人口        (人) 58,996 19,288 5,190 2,604 2,836 2,069 2,402 3,769 97,154

0～14歳   (％) 16.9 16.5 13.5 13.6 12.0 12.3 15.4 14.1 16.1

15～64歳  (％) 65.7 63.6 55.7 54.0 53.2 51.1 55.3 56.3 63.0 

65歳以上  (％) 17.4 19.9 30.8 32.4 34.9 36.5 29.3 29.6 20.8

世帯数     (世帯) 21,627 6,547 1,713 947 1,004 751 799 1,319 34,707

面積      (ｋｍ2) 117.34 120.48 218.73 190.23 138.32 120.17 187.59 536.2 1629.06
 
※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ）合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 日向市 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

歳入    236.5 81.8 57.9 61.6 60.1 35.9 61.1 74.9 669.9

地方税 62.0 14.5 3.6 1.7 14.2 1.3 2.3 4.4 93.8

地方交付税 51.9 25.0 22.5 18.6 18.0 17.8 25.4 29.3 208.6

国庫支出金 40.6 6.7 4.0 8.2 6.9 3.2 9.3 17.2 96.1

地方債 33.0 8.0 8.3 8.8 16.4 4.1 6.5 8.6 93.6

 

その他 49.1 27.6 19.5 24.5 14.6 9.6 17.6 15.4 177.8

歳出 225.7 79.8 56.4 60.1 59.4 35.1 60.0 73.8 650.4

経常経費 79.0 30.0 17.1 13.6 13.6 10.4 13.7 21.4 198.6

人件費 44.0 15.5 8.0 6.6 6.9 4.9 5.2 10.0 101.1
 
物件費 20.7 8.7 4.4 3.6 3.8 3.7 4.2 5.5 54.7

維持補修費 1.3 0.7 0.1 0.1 0.2 0.2 0.4 0.9 3.8
 
補助費等 13.0 5.0 4.5 3.2 2.7 1.7 3.9 4.9 39.0

 

扶助費 35.3 4.9 3.4 1.7 2.1 1.6 1.8 2.0 52.8

公債費 25.8 7.1 5.4 4.3 4.6 4.7 7.1 9.1 68.2

投資的経費 67.9 27.3 25.7 36.8 35.7 15.0 31.8 37.2 277.5 

その他 17.8 10.5 4.9 3.7 3.4 3.3 5.6 4.0 53.3

地方債現在高 225.6 62.5 46.6 41.7 55.2 39.8 57.8 76.8 606.0

積立金現在高 44.5 15.7 14.1 4.5 10.9 14.2 10.7 11.6 126.2

 
 
ｃ）議員数(平成12年7月1日) 
 日向市 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

議員数(人) 26 18 14 12 12 12 12 14 120 

※合併後の法定上限議員数 30 人 
ｄ）職員数(平成11年4月1日) 
   日向市 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

職員数(人) 490 173 89 76 80 52 69 125 1,154  
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

                                      (単位：億円) 

合併関係市町村 日向市 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ

50 24 20 16 16 16 23 28 192

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ

 
170

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ

 
23

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

226 57 283 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約   14.8 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    8.4 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   467.0 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   443.7 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   310.6 億円  (借入限度額の70％) 
 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      40 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                                        (単位：億円) 

合併関係市町村 日向市 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ
79 30 17 14 14 10 14 21 199 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ
21.4%

削減効果 Ａ×Ｂ 43 

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 細島港を活用したアジアへの物流拠点として､産業、文化交流の中核的地域の形成を図る。 

● 歴史･民俗､森林､スポーツなど多様で魅力的な文化交流資源を更に充実し､観光施策の強化

を図る。 

● 国土保全奨励制度のモデル地域として農林業の振興を図ると共に、特に林業については､生産

基盤の整備や作業効率化､木材加工業の育成などにより一貫生産･流通体制の確立を図る。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など､地域の自主的活

性化を図る。 

● 面積が広大となるため､コミュニティの育成や地域の情報化､行政の情報化に努める。 
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パターン4 西都市、高鍋町、新富町、西米良村、木城町、川南町、都農町 

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ）合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 合併後(合計)
人口        (人) 35,380 22,749 19,059 1,481 5,759 17,631 12,322 114,381

0～14歳  (％) 15.0 15.1 17.8 11.4 14.9 16.5 15.0 15.7

15～64歳 (％) 61.3 65.2 65.0 53.3 60.7 62.2 61.8 62.7

 

65歳以上 (％) 23.7 19.7 17.1 35.3 24.4 21.2 23.2 21.6

世帯数   (世帯) 12,199 8,778 6,071 675 2,129 5,728 4,136 39,716

面積     (ｋｍ2) 438.56 43.92 61.7 271.56 146.02 90.26 102.33 1154.35

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ）合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 計 

歳入    179.7 75.0 71.6 34.1 60.5 93.3 60.2 574.4

地方税 26.8 19.8 12.6 1.2 6.5 12.4 7.3 86.7

地方交付税 65.4 21.9 22.2 14.8 17.0 27.5 26.2 195.0

国庫支出金 24.7 10.1 9.4 3.2 3.3 5.9 6.0 62.6

地方債 10.9 6.7 9.7 3.2 3.6 21.5 8.9 64.4

 

その他 51.9 16.6 17.6 11.8 30.1 26.0 11.7 165.6

歳出 176.7 72.5 69.1 32.9 59.8 92.0 58.6 561.6

経常経費 66.2 34.1 29.5 11.7 15.7 32.0 25.6 214.8

人件費 34.8 17.9 14.7 5.0 7.6 17.3 13.6 110.8
 
物件費 19.4 7.3 8.0 4.2 4.3 7.1 4.5 54.8

維持補修費 2.3 0.3 0.1 0.1 0.4 0.3 0.4 4.0
 
補助費等 9.8 8.6 6.6 2.4 3.4 7.3 7.2 45.2

 

扶助費 18.7 8.0 8.1 1.6 4.1 6.0 5.0 51.5

公債費 21.6 8.6 6.0 2.0 5.0 6.8 6.7 56.7

投資的経費 43.0 16.5 21.4 12.4 9.4 38.0 17.4 158.2 

その他 27.1 5.2 4.0 5.2 25.7 9.1 3.9 80.2

地方債現在高 162.6 77.3 55.3 17.1 32.9 87.7 66.9 499.8

積立金現在高 56.2 13.7 13.0 12.7 38.0 13.0 8.3 155.0

 
ｃ）議員数(平成12年7月1日) 
 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 計 

議員数(人) 23 20 18 11 14 18 18 122 

※合併後の法定上限議員数 34 人 

ｄ）職員数(平成11年4月1日) 
   西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 計 

職員数(人) 400 195 171 62 85 205 162 1,280 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

                                      (単位：億円) 

合併関係市町村 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 計 

合併算定替後の
普通交付税額 Ａ

58 23 22 11 15 28 24 181

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ

 
158

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ

 
23

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5

合併後15年間の 

合計 

232 58 291 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約   15.2 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約   10.7 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   587.6 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   558.2 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   390.7 億円  (借入限度額の70％) 
 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      40 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                                       (単位：億円) 

合併関係市町村 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ
66 34 29 12 16 32 26 215 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ

 
18.1%

削減効果 Ａ×Ｂ
 

39 

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 西都原古墳群など豊富な歴史資源の活用や､東九州自動車道を生かした都市と農山漁村との交

流を図るグリーンツーリズムの推進など､地域資源を活用した｢歴史ロマンのさとづくり｣を図

る。  

● 延岡･日向地域と宮崎地域の中間に位置する新たな拠点都市の形成を図る。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など､地域の自立的活

性化を図る。 

● 面積が広大となるため､コミュニティの育成や地域の情報化､行政の情報化に努める。 
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パターン5 宮崎市、清武町、田野町、佐土原町、高岡町、国富町、綾町 

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 高岡町 国富町 綾町 合併後(合計)
人口       (人) 305,777 28,755 12,319 32,500 12,844 22,356 7,597 422,157

0～14歳   (％) 16.5 18.7 16.7 16.1 15.2 16.0 14.8 16.5

15～64歳  (％) 67.8 69.6 64.8 67.2 61.8 62.9 61.2 67.2 

65歳以上  (％) 15.7 11.7 18.5 16.7 23.1 21.2 24.0 16.3

世帯数    (世帯) 123,743 11,681 4,222 11,222 4,574 7,699 2,688 165,829

面積       (ｋｍ2) 286.96 47.81 108.3 56.84 144.58 130.71 95.21 870.41

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 高岡町 国富町 綾町 計 

歳入    1,103.8 112.8 65.1 113.9 70.9 87.8 48.8 1,603.0

地方税 381.4 28.5 9.2 27.6 10.6 15.6 5.2 478.1

地方交付税 182.8 16.4 22.0 28.3 24.6 31.8 22.8 328.5

国庫支出金 174.2 14.2 7.9 12.1 6.4 8.4 3.3 226.4

地方債 166.4 23.1 9.6 15.2 12.4 8.5 6.7 242.0

 

その他 198.9 30.6 16.5 30.7 16.9 23.5 10.8 327.9

歳出 1,067.8 105.5 62.4 108.0 68.9 84.3 47.2 1,544.0

経常経費 349.5 36.1 22.6 40.8 23.8 29.1 17.7 519.6

人件費 171.6 12.1 9.3 19.1 11.8 13.2 7.0 244.1
 
物件費 124.2 13.3 6.5 12.1 5.5 8.8 5.6 176.0

維持補修費 11.4 1.6 0.8 1.8 0.2 0.5 0.4 16.7
 
補助費等 42.3 9.1 5.9 7.8 6.3 6.6 4.8 82.8

 

扶助費 174.1 9.6 7.7 11.7 6.4 12.9 4.4 226.9

公債費 115.5 6.5 5.6 10.5 7.3 8.4 8.7 162.4

投資的経費 308.5 43.5 20.0 35.1 23.5 24.7 13.9 469.3 

その他 120.3 9.9 6.5 9.9 7.8 9.1 2.4 165.9

地方債現在高 1,238.8 92.8 58.2 105.1 52.6 87.9 67.6 1,702.9

積立金現在高 174.9 15.7 18.1 22.5 24.1 23.2 11.5 289.9

 
ｃ)議員数(平成12年７月１日) 
 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 高岡町 国富町 綾町 計 

議員数(人) 42 16 16 20 18 20 14 146 

※合併後の法定上限議員数 46 人 

ｄ)職員数(平成11年４月１日) 
   宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 高岡町 国富町 綾町 計 

職員数(人) 1,873 148 106 215 129 145 88 2,704 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

                                       (単位：億円) 

合併関係市町村 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 高岡町 国富町 綾町 計 

合併算定替後の
普通交付税額 Ａ

198 21 22 28 23 32 21 346

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ

 
324

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ

 
22

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5

合併後15年間の 

合計 

218 54 272 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約   30.0 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約   10.0 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   661.9 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   628.8 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   440.2 億円  (借入限度額の70％) 
 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      40 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                                       (単位：億円) 

合併関係市町村 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 高岡町 国富町 綾町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ
349 36 23 41 24 29 18 520 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ
 6.7%

削減効果 Ａ×Ｂ  35 

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 高次都市機能と豊かな自然を併せ持った多自然型居住空間の地域づくりを図る。 

● 国際コンベンション･リゾート機能など国内外との交流の玄関としての機能の充実及び新しい

産業や技術の創造を支援する学術･研究機能の強化を図る。 

● 40万都市として東九州の拠点としてのイメージアップが図られる。 

● 面積が広大となるため､コミュニティの育成や地域の情報化､行政の情報化に努める。 
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パターン6 小林市、えびの市、高原町、野尻町、須木村 

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 小林市 えびの市 高原町 野尻町 須木村 合併後(合計) 
人口      (人) 40,344 24,906 11,255 8,921 2,431 87,857 

0～14歳  (％) 16.4 14.0 14.5 13.8 14.7 15.2 

15～64歳 (％) 61.6 57.1 58.5 59.5 55.1 59.5  

65歳以上 (％) 22.0 28.8 27.0 26.7 30.3 25.3 

世帯数   (世帯) 14,863 9,345 3,988 3,239 897 32,332 

面積    (ｋｍ2) 230.72 283 85.42 88.86 243.47 931.47 

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

小林市 えびの市 高原町 野尻町 須木村 計 

歳入    175.9 132.4 66.3 58.6 33.1 466.2 

地方税 34.0 17.4 6.9 5.5 1.8 65.6 

地方交付税 58.0 59.5 27.9 25.3 16.9 187.6 

国庫支出金 23.6 18.2 7.0 5.5 2.3 56.6 

地方債 19.5 12.1 8.6 9.8 4.0 54.1 

 

その他 40.7 25.2 15.9 12.5 8.1 102.4 

歳出 168.4 127.9 63.6 56.8 32.4 499.1 

経常経費 57.4 56.8 22.9 18.6 12.7 168.5 

人件費 31.4 29.6 12.7 9.9 5.7 89.2 
 
物件費 12.7 15.4 4.6 4.5 3.3 40.5 

維持補修費 0.4 1.2 0.2 0.2 0.0 2.1 
 
補助費等 13.0 10.6 5.4 3.9 3.7 36.7 

 

扶助費 30.8 15.5 6.0 4.7 2.0 59.0 

公債費 18.4 18.1 8.4 6.8 3.4 55.1 

投資的経費 43.0 26.6 19.1 20.0 11.5 120.2  

その他 18.8 10.9 7.1 6.8 2.8 46.4 

地方債現在高 121.9 143.0 69.9 57.6 29.4 421.8 

積立金現在高 25.4 27.5 20.3 30.9 5.0 109.0 
 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 小林市 えびの市 高原町 野尻町 須木村 計 

議員数(人) 25 22 16 16 12 91

※合併後の法定上限議員数 30 人 
ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   小林市 えびの市 高原町 野尻町 須木村 計 

職員数(人) 358 338 141 115 61 1,013
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

                                (単位：億円) 

合併関係市町村 小林市 えびの市 高原町 野尻町 須木村 計 

合併算定替後の
普通交付税額 Ａ

52 50 27 24 15 167 

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ

147 

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ

19 

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

194 49 243 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    9.7 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    9.0 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   444.8 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   422.6 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   295.8 億円  (借入限度額の70％) 
 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      36 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                                 (単位：億円) 

合併関係市町村 小林市 えびの市 高原町 野尻町 須木村 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ
57 57 23 19 13 169  

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ
15.6% 

削減効果 Ａ×Ｂ 26  

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 
 

4)合併後のビジョンや課題 

● 南九州の交通の結節点である地理的特性と恵まれた地域資源などを有効活用した地域振興を図

り､県西地域の拠点都市としての充実を図る。 

● 健康･スポーツ交流による活力ある地域を形成する。 

● 地域のイメージが向上し､宮崎フリーウェイ工業団地等への企業立地の促進が期待される。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者のパワーの発揮など､地域の自主的活

性化を図る。 

● ２つの市を含むため、合併後の均衡ある発展に配慮する必要がある。 

● 面積が広大となるため､コミュニティの育成や地域の情報化､行政の情報化に努める。 
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パターン7 都城市、三股町、山之口町、高城町、山田町、高崎町

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 都城市 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 合併後(合計)
人口        (人) 131,918 24,057 7,321 12,570 8,615 11,382 195,863

0～14歳   (％) 16.3 19.1 15.1 14.5 15.1 14.1 16.3

15～64歳  (％) 63.3 63.4 60.7 60.9 57.7 58.9 62.5 

65歳以上  (％) 20.4 17.5 24.2 24.6 27.2 26.9 21.2

世帯数     (世帯) 51,376 8,590 2,634 4,566 2,947 4,119 74,232

面積     (ｋｍ2) 306.21 110.01 97.5 94.21 62.2 93.19 763.32

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 都城市 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 計 

歳入    476.5 85.2 45.2 63.1 52.2 67.0 789.3 

地方税 133.1 15.6 4.1 9.7 4.8 7.5 174.8 

地方交付税 125.7 32.1 22.6 26.3 21.8 28.5 257.0 

国庫支出金 66.2 9.0 3.8 5.3 4.9 8.6 97.9 

地方債 54.4 5.4 3.6 7.8 7.4 7.6 86.2 

 

その他 97.1 23.0 11.1 14.0 13.3 14.8 173.4 

歳出 461.6 82.0 43.5 61.1 50.0 64.5 762.6 

経常経費 162.1 31.0 17.2 26.0 20.3 23.1 279.6 

人件費 80.5 12.2 9.4 13.5 10.4 11.1 137.1 
 
物件費 38.9 9.8 4.8 7.5 6.2 6.9 73.9 

維持補修費 5.6 0.6 0.3 0.1 0.2 0.3 7.0 
 
補助費等 37.2 8.5 2.8 4.9 3.5 4.7 61.6 

 

扶助費 75.5 13.2 3.6 5.5 3.7 8.1 109.6 

公債費 54.2 6.2 6.9 7.2 6.2 7.5 88.2 

投資的経費 123.3 19.5 10.9 16.9 14.1 20.4 205.1  

その他 46.6 12.0 5.0 5.3 5.7 5.5 80.1 

地方債現在高 443.4 54.5 43.7 51.3 53.3 64.1 710.4 

積立金現在高 91.1 38.9 12.5 13.9 27.7 17.0 201.3 
 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 都城市 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 計 

議員数(人) 32 18 14 18 14 16 112

※合併後の法定上限議員数 34 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   都城市 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 計 

職員数(人) 936 155 104 155 123 128 1,601 



111 

3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

                                     (単位：億円) 

合併関係市町村 都城市 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 計 

合併算定替後の
普通交付税額 Ａ

126 33 21 26 21 26 252

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ

 223

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ

 29

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

294 73 367 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約   21.7 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    8.2 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   535.2 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   508.4 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   355.9 億円  (借入限度額の70％) 
 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      40 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                                     (単位：億円) 

合併関係市町村 都城市 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ
162 31 17 26 20 23 280 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ

 
10.7%

削減効果 Ａ×Ｂ
 

30 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 高次都市機能の充実により､南九州の交流拠点都市としての機能強化を図る。 

● 木材加工･家具製造業や全国有数の農畜産業など､地域の特性を生かした産業の振興を図る。 

● 河川､地下水脈などの水質保全に努め､環境と調和する都市づくりを進める。 

● 面積が広大となるため､コミュニティの育成や地域の情報化､行政の情報化に努める。 
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パターン8 日南市、串間市、北郷町、南郷町

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 

 

2)合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

 合併関係市町村 日南市 串間市 北郷町 南郷町 合併後(合計)
人口         (人) 45,998 23,646 5,360 12,064 87,068

0～14歳   (％) 14.8 14.6 14.7 14.9 14.8

15～64歳  (％) 60.9 56.6 58.8 62.1 59.8 

65歳以上  (％) 24.3 28.8 26.5 23.0 25.5

世帯数      (世帯) 17,552 9,022 1,789 4,012 32,375

面積        (ｋｍ2) 294.46 294.91 178.49 63.16 831.02

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 日南市 串間市 北郷町 南郷町 計 

歳入    191.8 131.2 42.6 58.1 423.7

地方税 43.2 17.5 5.2 9.0 74.8

地方交付税 61.4 58.8 20.0 24.8 165.0

国庫支出金 21.3 15.8 3.2 4.1 44.4

地方債 24.7 12.9 5.1 3.0 45.7

 

その他 41.2 26.3 9.1 17.1 93.8

歳出 186.2 126.9 42.0 57.1 412.2

経常経費 75.9 48.6 18.1 24.6 167.2

人件費 38.5 28.4 8.9 13.3 89.1
 
物件費 18.2 14.7 3.8 5.1 41.7

維持補修費 2.3 0.7 0.4 0.3 3.6
 
補助費等 17.0 4.9 5.0 6.0 32.8

 

扶助費 22.6 16.5 3.2 4.8 47.2

公債費 23.4 20.8 8.1 10.2 62.4

投資的経費 47.5 30.4 9.8 12.3 100.0 

その他 16.8 10.6 2.8 5.2 35.4

地方債現在高 216.5 149.5 62.2 60.8 488.9

積立金現在高 28.6 19.6 11.1 14.8 74.0
 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 日南市 串間市 北郷町 南郷町 計 

議員数(人) 26 21 16 16 77

※合併後の法定上限議員数 30 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   日南市 串間市 北郷町 南郷町 計 

職員数(人) 488 311 95 147 1,041 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

         (単位：億円) 

合併関係市町村 日南市 串間市 北郷町 南郷町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

58 51 19 24 152

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

 
136

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

 
15

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

153 38 192 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    8.3 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    8.6 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   394.0 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   374.3 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   262.0 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     32 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                             (単位：億円) 

合併関係市町村 日南市 串間市 北郷町 南郷町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
76 49 18 25 167 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 
12.4%

削減効果 Ａ×Ｂ 21 

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 黒潮や亜熱帯性気候を生かした個性的な農林水産物づくりや観光スポットの連携により､エコ

ミュージアムづくりを進める。 

● ２つの市を含むため､合併後の均衡ある発展に配慮する。 

● 面積が広大となるため､コミュニティの育成や地域の情報化､行政の情報化に努める。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など､地域の自主的活

性化を図る。 
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(2)地域拠点充実型 

パターン9 日向市、門川町、東郷町

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)合併直後の姿  
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 日向市 門川町 東郷町 合併後(合計)
人口        (人) 58,996 19,288 5,190 83,474

0～14歳  (％) 16.9 16.5 13.5 16.6

15～64歳 (％) 65.7 63.6 55.7 64.6 

65歳以上 (％) 17.4 19.9 30.8 18.9

世帯数    (世帯) 21,627 6,547 1,713 29,887

面積      (ｋｍ2) 117.34 120.48 218.73 456.55

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 日向市 門川町 東郷町 計 

歳入    236.5 81.8 57.9 376.2

地方税 62.0 14.5 3.6 80.0

地方交付税 51.9 25.0 22.5 99.5

国庫支出金 40.6 6.7 4.0 51.3

地方債 33.0 8.0 8.3 49.3

 

その他 49.1 27.6 19.5 96.1

歳出 225.7 79.8 56.4 362.0

経常経費 79.0 30.0 17.1 126.0

人件費 44.0 15.5 8.0 67.5 

物件費 20.7 8.7 4.4 33.9

維持補修費 1.3 0.7 0.1 2.1
 
補助費等 13.0 5.0 4.5 22.5

 

扶助費 35.3 4.9 3.4 43.6

公債費 25.8 7.1 5.4 38.3

投資的経費 67.9 27.3 25.7 120.8 

その他 17.8 10.5 4.9 33.2

地方債現在高 225.6 62.5 46.6 334.7

積立金現在高 44.5 15.7 14.1 74.2

 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 日向市 門川町 東郷町 計 

議員数(人) 26 18 14 58

※合併後の法定上限議員数 30 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 

 日向市 門川町 東郷町 計 

職員数(人) 490 173 89 752  
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

   (単位：億円) 

合併関係市町村 日向市 門川町 東郷町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

50 24 20 94

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

 
82

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

 
12

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

116 29 145 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    6.5 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    6.2 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   263.6 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   250.4 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   175.3 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     24 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                        (単位：億円) 

合併関係市町村 日向市 門川町 東郷町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
79 30 17 126 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
9.6%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

12 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 細島港を核としたアジアの物流拠点としての発展を図る。 

● 細島港や遠見半島地区の開発､豊富な森林資源等を生かした地域振興を図る。 

● 日向･入郷地域の中心都市として､産業･文化交流の中核的地域の形成を図る。 
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パターン10 日向市、門川町 

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

 合併関係市町村 日向市 門川町 合併後(合計)
人口       (人) 58,996 19,288 78,284

0～14歳  (％) 16.9 16.5 16.8

15～64歳 (％) 65.7 63.6 65.2 

65歳以上 (％) 17.4 19.9 18.0

世帯数     (世帯) 21,627 6,547 28,174

面積     (ｋ㎡) 117.34 120.48 237.82

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 日向市 門川町 計 

歳入    236.5 81.8 318.3

地方税 62.0 14.5 76.4

地方交付税 51.9 25.0 77.0

国庫支出金 40.6 6.7 47.3

地方債 33.0 8.0 41.0

 

その他 49.1 27.6 76.6

歳出 225.7 79.8 305.5

経常経費 79.0 30.0 108.9

人件費 44.0 15.5 59.5
 
物件費 20.7 8.7 29.4

維持補修費 1.3 0.7 2.0
 
補助費等 13.0 5.0 18.0

 

扶助費 35.3 4.9 40.2

公債費 25.8 7.1 32.9

投資的経費 67.9 27.3 95.2 

その他 17.8 10.5 28.3

地方債現在高 225.6 62.5 288.1

積立金現在高 44.5 15.7 60.1

 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 日向市 門川町 計 

議員数(人) 26 18 44

※合併後の法定上限議員数 30 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   日向市 門川町 計 

職員数(人) 490 173 663
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

(単位：億円) 

合併関係市町村 日向市 門川町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

50 24 74

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

 
68

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

 
5

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

55 14 69 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    4.9 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    6.0 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   174.9 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   166.2 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   116.3 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     18 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                   (単位：億円) 

合併関係市町村 日向市 門川町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
79 30 109 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
5.6%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

6 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 細島港を核としたアジアの物流拠点としての発展を図る。 

● 細島港や遠見半島地区の開発を生かした地域振興を図る。 

● 日向･入郷地域の中心都市として､産業･文化交流の中核的地域の形成を図る。 
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パターン11 西都市、佐土原町、新富町、西米良村

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 西都市 佐土原町 新富町 西米良村 合併後(合計)
人口       (人) 35,380 32,500 19,059 1,481 88,420 

0～14歳   (％) 17.0 16.1 17.8 13.1 16.0 

15～64歳 (％) 62.2 67.2 65.0 55.0 64.1  

65歳以上 (％) 20.8 16.7 17.1 31.9 19.9 

世帯数    (世帯) 12,199 11,222 6,071 675 30,167 

面積       (ｋｍ2) 438.56 56.84 61.7 271.56 828.66 

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 西都市 佐土原町 新富町 西米良村 計 

歳入    179.7 113.9 71.6 34.1 399.3

地方税 26.8 27.6 12.6 1.2 68.2

地方交付税 65.4 28.3 22.2 14.8 130.7

国庫支出金 24.7 12.1 9.4 3.2 49.4

地方債 10.9 15.2 9.7 3.2 38.9

 

その他 51.9 30.7 17.6 11.8 112.0

歳出 176.7 108.0 69.1 32.9 386.7

経常経費 66.2 40.8 29.5 11.7 148.2

人件費 34.8 19.1 14.7 5.0 73.6
 
物件費 19.4 12.1 8.0 4.2 43.7

維持補修費 2.3 1.8 0.1 0.1 4.3
 
補助費等 9.8 7.8 6.6 2.4 26.6

 

扶助費 18.7 11.7 8.1 1.6 40.1

公債費 21.6 10.5 6.0 2.0 40.3

投資的経費 43.0 35.1 21.4 12.4 111.9 

その他 27.1 9.9 4.0 5.2 46.2

地方債現在高 162.6 105.1 55.3 17.1 340.1

積立金現在高 56.2 22.5 13.0 12.7 104.4
 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 西都市 佐土原町 新富町 西米良村 計 

議員数(人) 23 20 18 11 72

※合併後の法定上限議員数 30 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   西都市 佐土原町 新富町 西米良村 計 

職員数(人) 400 215 171 62 848 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

         (単位：億円) 

合併関係市町村 西都市 佐土原町 新富町 西米良村 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

58 27 22 11 118

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

104

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

14

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

142 36 178 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    8.1 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    9.1 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   413.1 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   392.4 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   274.7 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     33 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                             (単位：億円) 

合併関係市町村 西都市 佐土原町 新富町 西米良村 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
66 41 29 12 148 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 
12.4%

削減効果 Ａ×Ｂ 18 

※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 西都原古墳群など豊富な歴史資源を活用したまちづくりを行う。 

● 東九州自動車道､宮崎テクノリサーチパーク等の工業集積等を生かした新たな産業拠点の形成

を図る。 

● 旧佐土原藩地域という歴史的一体制や流域一体制など､地域住民の連帯感により､一ッ瀬川の

環境保全等共通の行政課題への対処が期待される。 



120 

 
  

パターン12 宮崎市、清武町、田野町、佐土原町

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)合併直後の姿 

    
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 合併後(合計)
人口    (人) 305,777 28,755 12,319 32,500 379,351

0～14歳  (％) 16.5 18.7 16.7 16.1 16.6

15～64歳 (％) 67.8 69.6 64.8 67.2 67.8 

65歳以上 (％) 15.7 11.7 18.5 16.7 15.6

世帯数      (世帯) 123,743 11,681 4,222 11,222 150,868

面積     (ｋｍ2) 286.96 47.81 108.3 56.84 499.91

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 

 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 計 

歳入    1,103.8 112.8 65.1 113.9 1,395.6

地方税 381.4 28.5 9.2 27.6 446.7

地方交付税 182.8 16.4 22.0 28.3 249.4

国庫支出金 174.2 14.2 7.9 12.1 208.4

地方債 166.4 23.1 9.6 15.2 214.3

 

その他 198.9 30.6 16.5 30.7 276.7

歳出 1,067.8 105.5 62.4 108.0 1,343.7

経常経費 349.5 36.1 22.6 40.8 449.0

人件費 171.6 12.1 9.3 19.1 212.2
 
物件費 124.2 13.3 6.5 12.1 156.1

維持補修費 11.4 1.6 0.8 1.8 15.6
 
補助費等 42.3 9.1 5.9 7.8 65.1

 

扶助費 174.1 9.6 7.7 11.7 203.1

公債費 115.5 6.5 5.6 10.5 138.0

投資的経費 308.5 43.5 20.0 35.1 407.0 

その他 120.3 9.9 6.5 9.9 146.6

地方債現在高 1,238.8 92.8 58.2 105.1 1,494.9

積立金現在高 174.9 15.7 18.1 22.5 231.2
 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 計 

議員数(人) 42 16 16 20 94

※合併後の法定上限議員数 46 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 計 

職員数(人) 1,873 148 106 215 2,342 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

         (単位：億円) 

合併関係市町村 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

199 21 22 28 270

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

260

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

10

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

99 25 124 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約   29.4 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    6.9 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   497.5 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   472.6 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   330.8 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     40 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                             (単位：億円) 

合併関係市町村 宮崎市 清武町 田野町 佐土原町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
349 36 23 41 449 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
3.9%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

17 

※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 高次都市機能と豊かな自然を併せ持った快適な多自然型居住空間の地域づくりを図ると共に､

国際コンベンション･リゾート機能など国内外との交流の玄関としての機能の充実を図る。 

● 新しい産業や技術の創造を支援する学術･研究機能の強化を図る。 

● 一体化している市街地について､より広域的な視点からの整備充実が期待される。 
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パターン13 小林市、高原町、野尻町、須木村

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 小林市 高原町 野尻町 須木村 合併後(合計)
人口        (人) 40,344 11,255 8,921 2,431 62,951

0～14歳  (％) 16.4 14.5 13.8 14.7 15.6

15～64歳 (％) 61.6 58.5 59.5 55.1 60.5 

65歳以上 (％) 22.0 27.0 26.7 30.3 23.9

世帯数    (世帯) 14,863 3,988 3,239 897 22,987

面積     (ｋｍ2) 230.72 85.42 88.86 243.47 648.47

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 小林市 高原町 野尻町 須木村 計 

歳入    175.9 66.3 58.6 33.1 333.8

地方税 34.0 6.9 5.5 1.8 48.2

地方交付税 58.0 27.9 25.3 16.9 128.1

国庫支出金 23.6 7.0 5.5 2.3 38.3

地方債 19.5 8.6 9.8 4.0 42.0

 

その他 40.7 15.9 12.5 8.1 77.2

歳出 168.4 63.6 56.8 32.4 321.2

経常経費 57.4 22.9 18.6 12.7 111.7

人件費 31.4 12.7 9.9 5.7 59.7
 
物件費 12.7 4.6 4.5 3.3 25.1

維持補修費 0.4 0.2 0.2 0.0 0.9
 
補助費等 13.0 5.4 3.9 3.7 26.1

 

扶助費 30.8 6.0 4.7 2.0 43.5

公債費 18.4 8.4 6.8 3.4 37.0

投資的経費 43.0 19.1 20.0 11.5 93.5 

その他 18.8 7.1 6.8 2.8 35.5

地方債現在高 121.9 69.9 57.6 29.4 278.8

積立金現在高 25.4 20.3 30.9 5.0 81.6

 
ｃ)議員数(平成 12年 7月 1日 ) 
 小林市 高原町 野尻町 須木村 計 

議員数(人) 25 16 16 12 69

※合併後の法定上限議員数 30 人 

ｄ)職員数(平成 11年 4月 1日 ) 
   小林市 高原町 野尻町 須木村 計 

職員数(人) 358 141 115 61 675 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

         (単位：億円) 

合併関係市町村 小林市 高原町 野尻町 須木村 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

51 27 24 15 117

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

 
106

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

 
12

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

116 29 145 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    6.3 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    6.2 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   247.2 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   234.8 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   164.4 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     27 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                             (単位：億円) 

合併関係市町村 小林市 高原町 野尻町 須木村 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
57 23 19 13 112 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
16.1%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

18 

※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 恵まれた地域資源などを有効活用した地域振興を図り､県西地域の拠点都市としての充実を図

る。 

● 健康･スポーツ交流による活力ある地域を形成する。 

● 地域のイメージが向上し､宮崎フリーウェイ工業団地等への企業立地の促進が期待される。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者のパワーの発揮など､地域の自立的活

性化を図る。 
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パターン14 日南市、北郷町、南郷町

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 日南市 北郷町 南郷町 合併後(合計)
人口        (人) 45,998 5,360 12,064 63,442

0～14歳   (％) 14.8 14.7 14.9 14.8

15～64歳  (％) 60.9 58.8 62.1 61.0 

65歳以上  (％) 24.3 26.5 23.0 24.2

世帯数    (世帯) 17,552 1,789 4,012 23,353

面積     (ｋｍ2) 294.46 178.49 63.16 536.11

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 日南市 北郷町 南郷町 計 

歳入    191.8 42.6 58.1 292.5

地方税 43.2 5.2 9.0 57.4

地方交付税 61.4 20.0 24.8 106.2

国庫支出金 21.3 3.2 4.1 28.6

地方債 24.7 5.1 3.0 32.8

 

その他 41.2 9.1 17.1 67.4

歳出 186.2 42.0 57.1 285.3

経常経費 75.9 18.1 24.6 118.6

人件費 38.5 8.9 13.3 60.7
 
物件費 18.2 3.8 5.1 27.1

維持補修費 2.3 0.4 0.3 2.9
 
補助費等 17.0 5.0 6.0 27.9

 

扶助費 22.6 3.2 4.8 30.7

公債費 23.4 8.1 10.2 41.6

投資的経費 47.5 9.8 12.3 69.6 

その他 16.8 2.8 5.2 24.7

地方債現在高 216.5 62.2 60.8 339.4

積立金現在高 28.6 11.1 14.8 54.5

 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 日南市 北郷町 南郷町 計 

議員数(人) 26 14 16 56

※合併後の法定上限議員数 30 人 
ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   日南市 北郷町 南郷町 計 

職員数(人) 488 95 147 730
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

   (単位：億円) 

合併関係市町村 日南市 北郷町 南郷町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

58 19 24 100

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

91

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

9

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

90 23 113 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    5.4 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    5.9 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   206.2 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   195.9 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   137.1 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     21 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                        (単位：億円) 

合併関係市町村 日南市 北郷町 南郷町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
76 18 25 119 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 
11.5%

削減効果 Ａ×Ｂ 14 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 黒潮や亜熱帯性気候を生かした個性的な農林水産物づくりや観光スポットの連携により､エコ

ミュージアムづくりを進める。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など､地域の自立的活

性化を図る。 
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(3) 市制移行型 

パターン15 高鍋町、新富町、木城町、川南町、都農町 

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 高鍋町 新富町 木城町 川南町 都農町 合併後(合計) 
人口       (人) 22,749 19,059 5,759 17,631 12,322 77,520 

0～14歳  (％) 15.1 17.8 14.9 16.5 15.0 16.1 

15～64歳 (％) 65.2 65.0 60.7 62.2 61.8 63.6  

65歳以上 (％) 19.7 17.1 24.4 21.2 23.2 20.3 

世帯数    (世帯) 8,778 6,071 2,129 5,728 4,136 26,842 

面積     (ｋｍ2) 43.92 61.7 146.02 90.26 102.33 444.23 

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 高鍋町 新富町 木城町 川南町 都農町 計 

歳入    75.0 71.6 60.5 93.3 60.2 360.6 

地方税 19.8 12.6 6.5 12.4 7.3 58.7 

地方交付税 21.9 22.2 17.0 27.5 26.2 114.9 

国庫支出金 10.1 9.4 3.3 5.9 6.0 34.7 

地方債 6.7 9.7 3.6 21.5 8.9 50.4 

 

その他 16.6 17.6 30.1 26.0 11.7 101.9 

歳出 72.5 69.1 59.8 92.0 58.6 352.0 

経常経費 34.1 29.5 15.7 32.0 25.6 136.9 

人件費 17.9 14.7 7.6 17.3 13.6 71.1 
 
物件費 7.3 8.0 4.3 7.1 4.5 31.2 

維持補修費 0.3 0.1 0.4 0.3 0.4 1.6 
 
補助費等 8.6 6.6 3.4 7.3 7.2 33.1 

 

扶助費 8.0 8.1 4.1 6.0 5.0 31.3 

公債費 8.6 6.0 5.0 6.8 6.7 33.1 

投資的経費 16.5 21.4 9.4 38.0 17.4 102.8  

その他 5.2 4.0 25.7 9.1 3.9 47.9 

地方債現在高 77.3 55.3 32.9 87.7 66.9 320.1 

積立金現在高 13.7 13.0 38.0 13.0 8.3 86.0 
 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 高鍋町 新富町 木城町 川南町 都農町 計 

議員数(人) 20 18 14 18 18 88

※合併後の法定上限議員数 30 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   高鍋町 新富町 木城町 川南町 都農町 計 

職員数(人) 195 171 85 205 162 818 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

                                (単位：億円) 

合併関係市町村 高鍋町 新富町 木城町 川南町 都農町 計 

合併算定替後の
普通交付税額 Ａ

22 21 15 28 24 111 

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ

94 

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ

17 

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

171 43 213 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    8.5 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    9.3 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   410.8 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   390.3 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   273.2 億円  (借入限度額の70％) 
 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      36 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                                 (単位：億円) 

合併関係市町村 高鍋町 新富町 木城町 川南町 都農町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ
34 29 16 32 26 137  

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ
18.7% 

削減効果 Ａ×Ｂ 26  

        ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 
 

4)合併後のビジョンや課題 

● 東九州自動車道インターを中心とする交流・物流の拠点づくりなど新たなまちづくりの推進を

図る。 

● 延岡・日向地域と宮崎地域の中間に位置する拠点都市の形成を図る。 

● 市制移行による地域のイメージアップが期待される。 
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パターン16 佐土原町、新富町 

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 佐土原町 新富町 合併後(合計)
人口       (人) 32,500 19,059 51,559

0～14歳  (％) 16.1 17.8 16.7

15～64歳 (％) 67.2 65.0 66.4 

65歳以上 (％) 16.7 17.1 16.9

世帯数     (世帯) 11,222 6,071 17,293

面積     (ｋｍ2) 56.84 61.7 118.54

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 佐土原町 新富町 計 

歳入    113.9 71.6 185.5

地方税 27.6 12.6 40.2

地方交付税 28.3 22.2 50.5

国庫支出金 12.1 9.4 21.6

地方債 15.2 9.7 24.9

 

その他 30.7 17.6 48.3

歳出 108.0 69.1 177.1

経常経費 40.8 29.5 70.3

人件費 19.1 14.7 33.8
 
物件費 12.1 8.0 20.1

維持補修費 1.8 0.1 1.9
 
補助費等 7.8 6.6 14.4

 

扶助費 11.7 8.1 19.8

公債費 10.5 6.0 16.6

投資的経費 35.1 21.4 56.5 

その他 9.9 4.0 13.9

地方債現在高 105.1 55.3 160.4

積立金現在高 22.5 13.0 35.5

 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 佐土原町 新富町 計 

議員数(人) 20 18 38

※合併後の法定上限議員数 30 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   佐土原町 新富町 計 

職員数(人) 215 171 386 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

(単位：億円) 

合併関係市町村 佐土原町 新富町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

27 21 49

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

 
45

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

 
4

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

37 9 46 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    3.5 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    5.9 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   131.1 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   124.5 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約    87.2 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     15 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                   (単位：億円) 

合併関係市町村 佐土原町 新富町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
41 29 70 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
8.1%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

6 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 県都宮崎市に隣接している地理的特性を生かし､自然豊かな快適空間都市の形成を図る。 

● 東九州自動車道､宮崎テクノリサーチパーク等の工業集積を生かした新たな産業拠点の形成を

図る。 

● 市制移行による地域のイメージアップが期待される。 
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パターン17 高岡町、国富町、綾町 

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 
合併関係市町村 高岡町 国富町 綾町 合併後(合計)
人口       (人) 12,844 22,356 7,597 42,806

0～14歳  (％) 15.2 16.0 14.8 15.5

15～64歳 (％) 61.8 62.9 61.2 62.2 

65歳以上 (％) 23.1 21.2 24.0 22.2

世帯数    (世帯) 4,574 7,699 2,688 14,961

面積     (ｋｍ2) 144.58 130.71 95.21 370.50

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 高岡町 国富町 綾町 計 

歳入    70.9 87.8 48.8 207.4

地方税 10.6 15.6 5.2 31.4

地方交付税 24.6 31.8 22.8 79.2

国庫支出金 6.4 8.4 3.3 18.0

地方債 12.4 8.5 6.7 27.7

 

その他 16.9 23.5 10.8 51.2

歳出 68.9 84.3 47.2 200.3

経常経費 23.8 29.1 17.7 70.6

人件費 11.8 13.2 7.0 32.0
 
物件費 5.5 8.8 5.6 19.9

維持補修費 0.2 0.5 0.4 1.0
 
補助費等 6.3 6.6 4.8 17.7

 

扶助費 6.4 12.9 4.4 23.8

公債費 7.3 8.4 8.7 24.4

投資的経費 23.5 24.7 13.9 62.2 

その他 7.8 9.1 2.4 19.3

地方債現在高 52.6 87.9 67.6 208.0

積立金現在高 24.1 23.2 11.5 58.7
 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 高岡町 国富町 綾町 計 

議員数(人) 18 20 14 52

※合併後の法定上限議員数 26 人 
ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   高岡町 国富町 綾町 計 

職員数(人) 129 145 88 362
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

   (単位：億円) 

合併関係市町村 高岡町 国富町 綾町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

23 32 21 76

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

68

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

8

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

75 19 94 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    3.9 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    7.2 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   165.9 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   157.6 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約   110.3 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     20 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                        (単位：億円) 

合併関係市町村 高岡町 国富町 綾町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
24 29 18 71 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 
15.8%

削減効果 Ａ×Ｂ 11 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 県都宮崎市に隣接している地理的特性やゆとりある生活空間や豊かな自然を生かし､多自然型

居住空間の地域づくりを図る。 

● 個性的な農産物づくりや観光スポットの連携など恵まれた地域資源を有効活用した地域振興を

図る。 

● 市制移行による地域のイメージアップが期待される。 
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パターン18 清武町、田野町 

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 清武町 田野町 合併後(合計)
人口       (人) 28,755 12,319 41,074

0～14歳  (％) 18.7 16.7 18.1

15～64歳 (％) 69.6 64.8 68.1 

65歳以上 (％) 11.7 18.5 13.8

世帯数     (世帯) 11,681 4,222 15,903

面積      (ｋ㎡) 47.81 108.3 156.11

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 清武町 田野町 計 

歳入    112.8 65.1 177.9

地方税 28.5 9.2 37.7

地方交付税 16.4 22.0 38.3

国庫支出金 14.2 7.9 22.1

地方債 23.1 9.6 32.7

 

その他 30.6 16.5 47.1

歳出 105.5 62.4 167.9

経常経費 36.1 22.6 58.7

人件費 12.1 9.3 21.4
 
物件費 13.3 6.5 19.8

維持補修費 1.6 0.8 2.4
 
補助費等 9.1 5.9 15.0

 

扶助費 9.6 7.7 17.3

公債費 6.5 5.6 12.0

投資的経費 43.5 20.0 63.5 

その他 9.9 6.5 16.4

地方債現在高 92.8 58.2 151.0

積立金現在高 15.7 18.1 33.8

 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 清武町 田野町 計 

議員数(人) 16 16 32

※合併後の法定上限議員数 26 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   清武町 田野町 計 

職員数(人) 148 106 254 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

(単位：億円) 

合併関係市町村 清武町 田野町 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

21 22 42

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

 
38

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

 
4

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

38 9 47 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    3.0 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    5.6 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   106.5 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   101.2 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約    70.8 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     14 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                   (単位：億円) 

合併関係市町村 清武町 田野町 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
36 23 59 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
9.9%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

6 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 宮崎自動車道と東九州自動車道の結節点､宮崎空港､宮崎港への近接性といった地理的優位性

を生かした産業の振興を図る。 

● 都市機能とゆとりのある生活空間､豊かな自然を併せ持った多自然型居住空間の地域づくりを図

る。 

● 清武川の環境保全等に流域として一体的な取組を図る。 

● 市制移行による地域のイメージアップが期待される。 
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 (4) 行財政基盤強化型 

パターン19 東郷町、南郷村、西郷村、北郷村、諸塚村、椎葉村

1）合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）合併直後の姿 

 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 合併後(合計)
人口       (人) 5,190 2,604 2,836 2,069 2,402 3,769 18,870

0～14歳  (％) 13.5 13.6 12.0 12.3 15.4 14.1 13.5

15～64歳 (％) 55.7 54.0 53.2 51.1 55.3 56.3 54.6

65歳以上 (％) 30.8 32.4 34.9 36.5 29.3 29.6 31.8

世帯数     (世帯) 1,713 947 1,004 751 799 1,319 6,533

面積       (ｋｍ2) 218.73 190.23 138.32 120.17 187.59 536.2 1391.24

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

歳入    57.9 61.6 60.1 35.9 61.1 74.9 351.6 

地方税 3.6 1.7 4.2 1.3 2.3 4.4 17.4 

地方交付税 22.5 18.6 18.0 17.8 25.4 29.3 131.6 

国庫支出金 4.0 8.2 6.9 3.2 9.3 17.2 48.8 

地方債 8.3 8.8 16.4 4.1 6.5 8.6 52.6 

 

その他 19.5 24.5 14.6 9.6 17.6 15.4 101.2 

歳出 56.4 60.1 59.4 35.1 60.0 73.8 344.8 

経常経費 17.1 13.6 13.6 10.4 13.7 21.4 89.7 

人件費 8.0 6.6 6.9 4.9 5.2 10.0 41.6 
 
物件費 4.4 3.6 3.8 3.7 4.2 5.5 25.3 

維持補修費 0.1 0.1 0.2 0.2 0.4 0.9 1.8 
 
補助費等 4.5 3.2 2.7 1.7 3.9 4.9 21.0 

 

扶助費 3.4 1.7 2.1 1.6 1.8 2.0 12.6 

公債費 5.4 4.3 4.6 4.7 7.1 9.1 35.3 

投資的経費 25.7 36.8 35.7 15.0 31.8 37.2 182.3  

その他 4.9 3.7 3.4 3.3 5.6 4.0 24.9 

地方債現在高 46.6 41.7 55.2 39.8 57.8 76.8 317.8 

積立金現在高 14.1 4.5 10.9 14.2 10.7 11.6 66.1 

 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

議員数(人) 14 12 12 12 12 14 76 

※合併後の法定上限議員数 26 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

職員数(人) 89 76 80 52 69 125 491  
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

                                     (単位：億円) 

合併関係市町村 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

合併算定替後の
普通交付税額 Ａ

20 16 15 16 23 27 117

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ

 99

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ

 18

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

180 45 225 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    4.1 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    6.9 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約   132.3 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約   125.7 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約    88.0 億円  (借入限度額の70％) 
 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約      32 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                                     (単位：億円) 

合併関係市町村 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 諸塚村 椎葉村 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ
17 14 14 10 14 21 90 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ

 
33.9%

削減効果 Ａ×Ｂ
 

30 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 
 

4)合併後のビジョンや課題 

● 歴史・民俗､森林など多様で魅力的な文化交流資源を更に充実し､観光施設の強化を図る。 

● 国土保全奨励制度のモデル地域として農林業の振興を図ると共に､特に林業については､生産

基盤の整備や作業効率化､木材加工業の育成などにより一貫生産・流通体制の確立を図る。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など､地域の自立的活

性化を図る。 

● 面積が広大となるため､コミュニティの育成や地域の情報化､行政の情報化に努める。 
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パターン20 西都市、西米良村 

1)合併関係市町村行政区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)合併直後の姿 
 
ａ)合併関係市町村の人口、世帯数、面積 

合併関係市町村 西都市 西米良村 合併後(合計)
人口       (人) 35,380 1,481 36,861

0～14歳  (％) 17.0 13.1 14.9

15～64歳 (％) 62.2 55.0 61.0 

65歳以上 (％) 20.8 31.9 24.1

世帯数     (世帯) 12,199 675 12,874

面積      (ｋｍ2) 438.56 271.56 710.12

※人口、世帯数は国勢調査速報値(平成12年10月1日現在) 
※年齢構成は住民基本台帳に基づく数値(平成12年3月31日現在) 
※面積は平成11年10月1日現在 
 
ｂ)合併関係市町村の財政状況(平成10年度決算) 

(単位：億円) 

 西都市 西米良村 計 

歳入    179.7 34.1 213.8

地方税 26.8 1.2 28.0

地方交付税 65.4 14.8 80.2

国庫支出金 24.7 3.2 27.9

地方債 10.9 3.2 14.0

 

その他 51.9 11.8 63.7

歳出 176.7 32.9 209.6

経常経費 66.2 11.7 77.9

人件費 34.8 5.0 39.8
 
物件費 19.4 4.2 23.6

維持補修費 2.3 0.1 2.4
 
補助費等 9.8 2.4 12.2

 

扶助費 18.7 1.6 20.3

公債費 21.6 2.0 23.7

投資的経費 43.0 12.4 55.4 

その他 27.1 5.2 32.3

地方債現在高 162.6 17.1 179.7

積立金現在高 56.2 12.7 68.9

 
ｃ)議員数(平成12年7月1日) 
 西都市 西米良村 計 

議員数(人) 23 11 34

※合併後の法定上限議員数 26 人 

ｄ)職員数(平成11年4月1日) 
   西都市 西米良村 計 

職員数(人) 400 62 462 
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3) 合併効果のシミュレーション 

ａ)地方交付税に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 普通交付税の試算(合併算定替の効果：平成12年度予算で試算) 

(単位：億円) 

合併関係市町村 西都市 西米良村 計 

合併算定替後の 
普通交付税額 Ａ 

59 11 70

普通交付税の 
一本算定額  Ｂ 

 
68

合併算定替の 
効果 Ｃ＝Ａ－Ｂ 

 
2

        

合併後10年間の 

効果 Ｃ×10 

激変緩和期間(5年)

の効果 Ｃ×2.5 

合併後15年間の 

合計 

20 5 24 
 

② 合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置  約    2.9 億円  (5年間合計) 

③ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置    約    4.1 億円  (3年間合計) 

 

ｂ)地方債に関する財政支援措置の試算(平成17年3月末までの合併に限る) 

① 合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

標準全体事業費                   約    72.0 億円  (10年間の事業の合算額) 

借入限度額                     約    68.4 億円  (標準全体事業費の95％) 

普通交付税算入額                約    47.9 億円  (借入限度額の70％) 

 

② 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

標準基金規模の上限                          約     12 億円  

          ※ この95％に充当可。さらに、その70％を普通交付税算入。 

 

ｃ)経常経費(人件費、物件費、維持補修費、補助費等)の削減効果の試算 

       (平成10年度決算で試算) 

                   (単位：億円) 

合併関係市町村 西都市 西米良村 計 

各市町村の経常 

経費     Ａ 
66 12 78 

モデル式計算に 

よる削減率   Ｂ 

 
8.5%

削減効果 Ａ×Ｂ 
 

7 

         ※この削減効果の実現のためには、ある程度の期間が必要と考えられる。 

 

4)合併後のビジョンや課題 

● 西都原古墳群など豊富な歴史資源の活用や､東九州自動車道を生かした都市と農山村との交流

を図るグリーンツーリズムの推進など､地域資源を活用した地域振興を図る。 

● 過疎化が進行する地域においては､集落の活性化や高齢者パワーの発揮など､地域の自立的活

性化を図る。 

 



138 

 

 

第9 市町村合併に関する国、県及び市町村の取組 

1 国の支援策 

(1)市町村合併の支援に関する関係省庁間の連携強化等 

市町村合併の推進のための財政上の措置その他の措置について、関係省庁間

の連携強化等を図る。 

 

(2)市町村合併に関する情報提供 

    市町村合併の意義や必要性、メリット、合併特例法の内容、国会における市

町村合併の論議等について、積極的に情報提供を行う。また、市町村合併の実

現に向けた国民的合意の形成、気運の醸成を図るため、民間団体などとの密接

な連携を図りつつ、広報・啓発活動を積極的に推進する。 

 

(3)新たな「市町村合併の推進についての指針」の作成 

    全庁的な推進体制､合併重点推進地域など、「市町村の合併の推進についての

要綱」策定後の都道府県における合併推進に係る具体的な取組方針について、

新たな「市町村の合併の推進についての指針」を自治省において作成し、都道

府県に対して通知する。 

   

(4)地方財政措置 

① 普通交付税の算定の特例(合併算定替) 

     合併市町村(合併後の新市町村)の普通交付税の額は、合併が行われた日の

属する年度及びこれに続く10年度は、合併関係市町村(合併前の旧市町村)が

なお、合併前の区域をもって存続した場合に算定される額の合算額を下回ら

ないよう算定する額とし、その後の5年度で当該算定による増加額を段階的

に縮減する。 

② 合併後の市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例

債) 

     合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う以下に掲げる事業のうち、当

該市町村の合併に伴い特に必要と認められるものに要する経費について、合

併が行われた日の属する年度及びこれに続く10年度に限り、地方債をその財

源とすることができることとし、当該地方債に係る元利償還に要する経費の

一部について、普通交付税により措置する(充当率95％、元利償還金の7割を

普通交付税措置)。 
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ア 合併市町村の一体性の速やかな確立を図るため又は均衡ある発展に資

するために行う公共的施設の整備事業 

イ 合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推進するために行う公共的施

設の統合整備事業 

なお、合併後の市町村のまちづくりを推進するために都道府県が実施する

市町村建設計画に掲げられた合併に伴い臨時的に必要となる地方単独事業に

ついては、引き続き、地域総合整備事業債の対象とする。 

③ 合併後の市町村の振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

合併後の市町村における地域住民の連帯の強化又は旧市町村の区域におけ

る地域振興等のために設けられる基金の積立のうち、特に必要と認められる

ものに要する経費について、合併特例債を財源とすることができる。 

④ 合併直後の臨時的経費に対する財政措置 

以下に掲げるような経常経費に対して、普通交付税による包括的財政措置

を講じる。 

ア 行政の一体化(基本構想の策定・改訂、コンピュータ・システムの統一、

ネットワークの整備等) 

イ 行政水準・住民負担水準の格差是正(住民サービスの水準の調整等) 

⑤ 合併準備経費に対する特別交付税措置 

合併協議会設置経費等合併準備経費に対し、特別交付税措置を講じる。 

⑥ 過疎地域活性化のための地方債の特例 

過疎地域の市町村が含まれる合併市町村には、過疎地域であった区域を過

疎地域とみなして、過疎債の発行等の特別措置を適用する。 

⑦ 市町村合併推進補助金 

合併に向けての準備及び合併に伴い市町村が実施するモデル事業に補助を

行う。 

⑧ 合併市町村支援のための特別交付税措置 

合併を機に行われる新たなまちづくり、合併関係市町村間の公共料金の格

差調整、公債費負担格差の是正や土地開発公社の経営健全化等についての需

要に的確に対応するため、特別交付税による包括的な支援措置を講ずる(「合

併市町村支援」)。 

     また、合併に伴う電算システムの統一等の「合併移行経費」を特別交付税

により個別に措置する。 
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(5)広域行政アドバイザー制度 

地方公共団体における広域行政施策を推進するための具体的な方策に関する

助言、情報の提供等を行うために、派遣対象団体の依頼に基づき、広域行政ア

ドバイザ－を派遣する。 

 

(6)その他 

① 住民発議制度 

有権者の50分の1以上の署名をもって、市町村長に対し、法定の合併協議

会の設置を請求できる。 

全ての関係市町村で同一の住民発議が成立した場合には、全ての関係市町

村の長は、合併協議会設置の協議について、議会に付議しなければならない。 

② 地域審議会 

合併関係市町村の協議により、合併関係市町村の区域を単位として、必要

な地域審議会を設置することが出来る。地域審議会は新市町村長の諮問に応

じ、また、必要に応じて意見を述べることが出来る。 

③ 市となる人口の要件緩和 

町村が市となるための要件は、地方自治法第8条第1項で、人口5万人以

上、連たん戸数が6割以上等と定められているが、町村による合併の場合に

は、平成12年 12月 6日の「市町村の合併の特例に関する法律」の一部改正

(公布・施行)により、平成16年3月末までに合併が行われる場合に限り、人

口要件を3万人以上とするとともに、連たん要件等の人口以外の要件が廃止

された。 

また、平成16年 4月以降の合併については、合併特例法により、平成17

年 3月末までの合併に限り、地方自治法第8条第1項の市制要件の人口要件

が4万人以上となる。 

なお、新設合併のうち、市の区域の全部を含む区域で行う合併の場合は、市

の要件を備えていない場合も市となることが出来る。 

④ 合併市町村の議会議員定数特例、在任特例 

一定の範囲内で、新市町村の議会議員の定数を増加するか、又は合併関係

市町村の議員が新市町村の議会議員として在任することが出来る。 
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⑤ 議員年金に関する特例 

市町村合併の前日において合併関係市町村の議会議員であった者のうち、

合併がなければ議員の退職年金の在職期間(12年以上)の要件を満たすことと

なる者については、年金受給資格を認める。 

 

2 県の支援策 

(1)基本的な考え 

地方分権がいよいよ実行段階を迎え、住民に身近な総合的行政サービスを提

供する市町村の役割はますます重要になってきている中で、行財政基盤の強化

や広域的対応を図るために、市町村合併は有効な手段の一つである。 

従って、県は、市町村や住民の主体性、自主性を十分に尊重するとともに、各

地域の一体的発展にも配慮しながら、合併に向けての市町村、住民等の取組を

積極的に支援していく。 

支援に当たっては、市町村の意向、要望に十分配慮しながら、初期の合併検

討段階から合併後の新市町村の行財政運営に至るまで、総合的な支援を行って

いく。 

 

(2)具体的な支援策 

① 合併に向けた気運醸成 

・ 市町村、民間団体等が主催する研修会等への講師派遣や、シンポジウム

等の開催により、合併に向けての気運の盛り上げを図る。 

・ パンフ等の作成・配布やマスメディア、県庁ホームページ等を通じ、積

極的な情報提供を行う。 

② 合併に向けた市町村等の取組に対する支援 

・ 合併に向けた検討会、学習会等への参画や、合併協議会等への委員、ア

ドバイザーとしての参画、合併協議会への職員の派遣など、合併の検討に

際しての技術的、人的支援を行う。 

・ 市町村の合併に向けた動きを全庁的に支援するために、県庁内に各部局

の横断的な支援組織を設置するとともに、各地域に連絡組織を設置する。 

・ 関係市町村等による合併に向けた調査・研究に対する助成や、合併協議

会の運営に対する財政支援など、具体的な検討が円滑に進められるよう必

要な支援を行う。 
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③ 合併市町村への支援 

・ 市町村建設計画の策定過程から積極的に参画し計画の実現に向けて支援

を行うとともに、計画に掲げられた県事業については、重点的な実施を行

う。また、市町村事業についても、補助金の優先的採択を行う。 

・ また、合併市町村の建設を円滑に進めるために、合併市町村に対する本

県独自の支援制度の創設についても検討を行う。 

・ 合併市町村の実態に応じた権限委譲や、県の各種広域計画における区域

や出先機関の所管区域見直しについて、市町村の意向を踏まえながら適切

な処置を講じる。 

・ その他、あらゆる行政分野において合併市町村の建設、運営が円滑に実

施されるよう支援を行う。 

 

3 市町村の取組 

現在、県内においては、合併に向けての議論が十分に行われているとはいえない

状況にある。しかしながら、地方分権が実行段階を迎える一方で、国・地方自治

体を通じた厳しい財政状況や、少子・高齢化や広域行政への対応といった行政課

題など市町村を取り巻く状況が大きく変化しており、市町村合併の検討は、21世

紀の市町村のあり方に関わる重大な問題として、喫緊に取り組む必要のある課題

である。 

市町村においては、地域を取り巻く状況と地域の将来を見据え、中長期視点に

立っての真剣な議論、取組が行われることを期待する。特に、合併は地域住民の

生活に大きな影響を与える問題であることから、地域住民や民間団体等に十分な

情報提供を行うとともに、その意向の十分な把握を行い、地域全体での議論、取組

となるよう配慮が必要である。  
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市町村合併とは 
 市町村の合併の特例に関する法律にいう市町村の合併は、地方自治法に規定のある

市町村の配置分合のうち、少なくとも１つ以上の市町村数の減少を伴うものをいい、次

の2つの形態がある。 

 新設合併 

    2以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもって市町村を置くこと。 

 編入合併 

    市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入すること。 

  

また、市町村の合併によりその区域の全部又は一部が合併市町村の区域の一部とな

る市町村を「合併関係市町村」といい、市町村の合併により設置され、又は他の市町

村の区域の全部若しくは一部を編入した市町村を「合併市町村」という。 

 

 

 

 

 

 

旧Ａ町  旧Ｂ町  

新Ｃ町  

新設合併(いわゆる対等合併) 

合併関係市町村 
 旧Ａ町 
 旧Ｂ町 
 
合併市町村 
 新Ｃ町 

旧Ｄ町  旧Ｅ町  

新Ｅ町  

編入合併(いわゆる吸収合併) 

合併関係市町村 
 旧Ｄ町 
 旧Ｅ町 
 
合併市町村 
 新Ｅ町 
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市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法）の概要 

(昭和４０年法律第６号) 

(改正 平１１．７．１６法律第８７号、下記の下線部分) 

(最終改正 平１２．１２．６法律第１３８号、下記の二重下線部分) 

１ 趣旨 (第１条) 

市町村行政の広域化の要請に対処し、自主的な市町村の合併を推進し、あわせて合

併市町村の建設に資することを目的とする。 

 

２ 合併協議会 (第３条) 

 合併をしようとする市町村は、合併の是非を含め、市町村建設計画の作成やその他

合併に関する協議を行うための協議会を設置する。 

合 併協議会の会長及び委員は、関係市町村の議会の議員、長その他の職員

又 は 学 識 経 験 を 有 す る 者 の 中 か ら 選 任 す る 。  

 

３ 住民発議制度 (第４条・第４条の２） 

 有権者の５０分の１以上の者の連署をもって、市町村長に対して、合併協議会の設

置の請求を行うことができる。 

 全 て の 関係市町村で同一内容の直接請求が行われた場合には、全ての関 係

市町村長は、合併協議会設置協議について、議会にその意見を付して付議し

なければならない。  

 

４ 市町村建設計画 (第５条） 

 合併市町村がハード・ソフト両面の施策を総合的かつ効果的に推進するため、合併

市町村、都道府県が実施する事業等を内容とする計画を作成する。 

 合 併 後 に市町村建設計画を変更する場合には、あらかじめ都道府県との 協

議 を し 、 議 会 の 議 決 を 経 て 変 更 で き る 。  

 

５  市となるべき要件の特例 (第５条の２） 

(平成１６年３月３１日までに合併が行われる場合に限る) 

①市 制施行のため要件は、人口要件の３万人以上のみとする。  

②市 の 区 域 全 部 を 含 む 区 域 を も っ て 行 わ れ る 新 設 合 併 に あ っ て は 、 市 とな

るべき要件を備えていない場合でも、市となることができる。  
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(平成１６年４月１日から平成１７年３月３１までの間に合併が行われる場合に限る) 

 ①市制施行のための人口要件は、４万人以上とする。 

  ②市 の 区 域 全 部 を 含 む 区 域 を も っ て 行 わ れ る 新 設 合 併 に あ っ て は 、 市 とな

るべき要件を備えていない場合でも、市となることができる。  

 

６ 地域審議会の設置 (第５条の４） 

合 併前の関係市町村の協議により、期間を定めて旧市町村の区域ごとに、

新市町村長の諮問により審議又は意見を述べる審議会（地域審議会）を置く

ことができる。  

 

７ 議会の議員の定数・在任に関する特例 (第６条・第７条) 

（１）新設合併の場合 

  ①定数特例を活用する場合（設置選挙を実施） 

    合併市町村の議員定数の２倍まで定数増（最初の任期） 

  ②在任特例を活用する場合 

    合併前の議員が２年までの期間在任が可能 

（２）編入合併の場合 

  ①定数特例を活用する場合（増員選挙を実施） 

    増員選挙及び次の一般選挙による議員の任期まで定数増が可能 

     定数増：（編入先の旧定数）×（被編入の旧人口）／（編入先の旧人口） 

     増員選挙による任期：編入先の市町村の議員の残任期間 

  ②在任特例を活用する場合 

    編入先の議員の任期まで在任が可能 

    さらに次の一般選挙による議員の任期まで定数増が可能 

 

８ 議員の退職年金の特例 (第７条の２) 

合 併 がなければ地方議会議員の退職年金の受給資格を満たすこととなる者

については、当該要件を満たしているとみなす。  

 

９ 農業委員会の委員の任期等に関する特例 (第８条) 

選挙による委員は、一定数以内、一定期間に限り、引き続き在任することができる。 
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１０職員の身分の取扱い (第９条) 

 一般職の職員が引き続き職員の身分を保有するようにし、また公正に取り扱わなけ

ればならない。 

 

１１地方税の不均一課税 (第１０条) 

 合併の行われた日の属する年度及びこれに続く３年度に限り、不均一の課税を行う

ことができる。 

 

１２地方交付税の額の算定の特例 (第１１条) 

合 併 が 行われた日の属する年度及びこれに続く１０年度については、合併

前の合算額を下らないように算定をし、その後５年度については増加額を段階

的に縮減する。  

 

１３合併特例債の創設 (第１１条の２) 

（１）市町村建設計画に基づく次の事業で特に必要と認められているものは、合

併の行われた日の属する年度及びこれに続く１０年度に限り、地方債を充

当でき、元利償還金の一部は、基準財政需要額に算入する。  

①一体性の連やかな確立を図るため又は均衡ある発展のために行う公共的施設の 

整備事業等 

②建設を総合的かつ効果的に推進するために行う公共的施設の統合整備事業 

③地域住民の連帯の強化・旧市町村の区域の地域振興等のための基金の積立て 

            （充当率９５％・普通交付税措置率７０％） 

（２）市町村建設計画を達成するための事業に要する経費に充当する地方債について、

特別の配慮をする。 

 

１４災害復旧事業費の国庫負担等の特例 (第１３条) 

災害等に対する国の財政援助につき、合併市町村が不利益とならないようにする。 

 

１５都道府県の議会の議員の選挙区に関する特例 (第１４条) 

 一定期間に限り、従前の選挙区によるか、または合併市町村が従前に属していた郡

市の区域を合わせて一選挙区を設けることができる。 
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１ ６国、都道府県等の協力等  (第１６条 ) 

（１）国の役割  

①都道府県、市町村に対する助言、情報の提供等の実施。  

②合併市町村の建設に資するため必要な財政上の措置を講じること。  

③ 合 併の推進に伴う地方議会議員共済会の運営の状況を勘案し、健全な

運営のための措置を講じること。  

（２）都道府県の役割  

①市町村に対する助言、情報の提供等の実施。  

②市町村の求めに応じた市町村相互間の必要な調整。  

③ 合 併市町村の建設に資するため、市町村建設計画の達成のための事業

の実施。  

 

１７都道府県知事による合併協議会設置の勧告  (第１６条の２ ) 

  知 事 が公益上必要と認める場合に、関係市町村に合併協議会の設置の勧告

をする場合には、関係市町村の意見を聴き、勧告した場合には、その旨を 公

表しなければならない。  
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市町村合併手続きの流れ 
 

 
 
1 合併協議会の設置及び協議 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2 合併の申請及び処分 

 
 

合併に関する事前協議等 

Ａ市議会 
の議決 

Ａ市 

Ｂ町議会 
の議決 

(法定)合併協議会の設置 

市町村建設
計画の作成

(任意合併協議会)

合併関係市町村 都道府県知事 自治大臣 

届出の受理 

協議 
回答 

報告の受理 

報告の受理 

(省庁再編後は総務大臣)

Ｂ町議会の議決

合併申請書の作成 
申請書の受理 

都道府県議会 
の議決 

合併(廃置分

合)の決定 

協 議 
(同意を要する)

回 答 

届 出 

(市の廃置分合

の場合のみ)

合併（廃置分合）の効力発生 告 示 

合併に係る
協議 

市町村建設計画
に係る協議 

Ｂ町 

Ａ市議会の議決
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住民発議制度の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成7年度に創設された住民発議制度 

(議会付議は任意) すべての回答が付
議する旨の場合 

すべて可決した場合 

平成11年度に拡充された内容 

(すべての合併関係市町村に同一の

直接請求がなされた場合) 

すべて可決した場合 

(議会付議の義務化)

いずれかの合併関係市町村長へ
合併協議会設置の直接請求 
(有権者の1/50以上の署名) 

設置協議について議会に付議す
るかどうか、他の合併関係市町
村長に協議 

合併関係市町村の議会で設置協
議についての審議 

合併協議会の設置 

知事が、すべての直接請求が同
一のものであることを確認 

すべての合併関係市町村へ合
併協議会設置の直接請求 
(有権者の1/50以上の署名) 

合併関係市町村の議会で設置協
議についての審議 

合併協議会の設置 



8 

 

地方分権の動き 
 

１ 地方分権推進の基本理念 

 

国と地方公共団体とが分担すべき役割を明確にし、 

    地方公共団体の自主性・自立性を高め、 

     個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を図ること 

 

＜参考 地方分権推進法＞ 

 (地方分権の推進に関する基本理念) 

第２条 地方分権の推進は、国と地方公共団体とが共通の目的である国民福祉の増進に向か

って相互に協力する関係にあることを踏まえつつ、各般の行政を展開する上で国及び地方

公共団体が分担すべき役割を明確にし、地方公共団体の自主性及び自立性を高め、個性豊

かで活力に満ちた地域社会の実現を図ることを基本として行われるものとする。 

 

 

２ 今なぜ地方分権なのか  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来の中央集権型行政システムでは的確な対応が困難 

        

 

地方分権の推進が必要 
 

 
●変動する国際社会への対応  
国内問題に対する国の負担を軽減し、国際社会への対応能力を高める

必要  
●東京一極集中の是正  
決定権限を地方に移譲し、地域社会の活力を取り戻す必要  

●個性豊かな地域社会の形成  
国民の多様化した価値観・ニーズに応じた地域づくり、まちづくりの

必要  
●高齢社会・少子化社会への対応  
的確に対応できる仕組みづくりに向けて、住民に身近な市町村の創意

工夫の必要  

国際・国内環境の急激な変貌に伴う新たな時代の要請  
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これまでの地方分権の動き 

 

平成５年 ６月 地方分権の推進に関する決議（衆参両院） 

    １０月 第三次行革審最終答申（「規制緩和」と「地方分権」に重点） 

 

６年 ９月 地方分権の推進に関する意見書（地方六団体） 

      １１月 地方分権の推進に閣する答申（第２４次地方制度調査会） 

    １２月 地方分権の推進に関する大綱方針（閣議決定） 

 

７年 ５月 地方分権推進法成立 

     ７月 地方分権推進法施行 

      地方分権推進委員会発足 

 

８年 ３月 地方分権推進委員会中間報告 

    １２月 地方分権推進委員会第１次勧告 

・機関委任事務制度の廃止 

・国の関与の新たなルール 

・権限委譲 等 

国庫補助負担金・税財源に関する中間取りまとめ 

 

９年 ７月 第２次勧告 

・事務区分、国地方関係調整ルール、必置規制、都道府県と市町村

の関係、行政体制の整備、補助金・税財源等 

９月 第３次勧告 

    ・地方事務官、事務区分（駐留軍用地特措法） 

１０月 第４次勧告 

・係争処理手続、事務区分、国の関与、権限委譲 等 

１２月 機関委任事務制度の廃止後における地方公共団体の事務のあり方等

についての大綱 

 

１０年 ５月 地方分権推進計画閣議決定 

    １１月 第５次勧告 

       ・国直轄事業の縮減、統合補助金の新設 

 

１１年 ３月 第２次地方分権推進計画閣議決定 

     ７月 地方分権一括法成立 

 

１２年 ４月 地方分権一括法施行 

    １１月 地方分権推進委員会「市町村合併の推進についての意見」 
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市町村合併に関する国の動きと答申等の内容 

 

平成9年6月3日 「財政構造改革の推進について」閣議決定 

7月8日 地方分権推進委員会第２次勧告 

12月12日 地方制度調査会専門小委員会から総会に対する中間報告 

平成10年4月24日 地方制度調査会「市町村の合併に関する答申」 

5月29日 地方分権推進計画の閣議決定 

12月18日 「市町村の合併の特例に関する法律」の一部改正・施行 

          ※市制要件のうち人口要件を４万人以上に緩和 

平成11年3月29日 地方分権推進一括法の国会提出 

7月16日 合併特例法の改正法の公布・施行 

8月6日 自治省が「市町村の合併の推進についての指針」を通知 

 平成12年10月25日  地方制度調査会「地方分権時代の住民自治制度のあり方 

及び地方財源の充実確保に関する答申」 

11月22日 自治省が「市町村合併の推進に係る今後の取組」を発表 

11月27日 地方分権推進委員会が、「市町村合併の推進についての意見」 

を内閣総理大臣に提出 

12月1日 行政改革大綱の閣議決定 

12月6日 合併特例法の一部改正法が公布・施行 

          ※市制要件の人口要件：４万人以上→３万人以上 

          ※人口要件以外の要件(連たん性等)は不要 

 

 

● ｢財政構造改革の推進について｣(抄) 

 

 

12．地方財政 

 (5)なお、地方自治・地方分権を推進するに当たっては、その主体となる地方公共団

体の行政体制を並行して強化していく必要があり、このような観点から、市町村の

合併について、集中改革期間(注：平成10年度～12年度)中に実効ある方策を講じ、

積極的に支援していく必要がある。 

平 成 9年 6月 3日

閣 議 決 定 
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●地方分権推進委員会第2次勧告(抄)(平成9年7月8日) 

 

第 6 章 地方公共団体の行政体制の整備・確立 

Ⅰ 基本的考え方(略) 

Ⅱ 行政改革等の推進(略) 

 

◎市町村合併と広域行政の推進 

 国・地方を通じた厳しい財政状況の下、今後ともますます増大する市町村に対する

行政需要や住民の日常生活、経済活動の一層の広域化に的確に対応するためには、基

礎的自治体である市町村の行財政能力の向上、効率的な地方行政体制の整備・確立が

重要な課題となっている。このため、前述の「財政構造改革の推進について」におけ

る市町村合併の推進に関する指摘も踏まえつつ、今まで以上に積極的に自主的な市町

村合併を推進するものとする。 

 また、住民の日常生活や経済活動がますます広域化する一方で、多様化・高度化す

る住民ニーズに対応したより高度の行政サービスの提供が求められていることから、

今まで以上に積極的に広域行政の推進に取り組む必要がある。 

 このような観点から、国及び地方公共団体は、次の措置を講ずるものとする。 

 

1 市町村合併の推進 

 

1. 市町村合併の推進に当たっては、大都市圏、地方中心都市とその周辺地域、過疎地

域などの地域の実情に十分配慮した施策を講ずる必要がある。 

 この場合、市町村の規模と権限との関係が重要な位置を占めると考えられることか

ら、国は、政令市や中核市の権限の一層の拡大、中核市となる要件の緩和、広域市町

村圏の中心都市などを対象とする、中核市に準ずる市の特例の創設及びこれに委譲す

べき権限等について、地方分権推進計画に間に合うよう検討を行う。また、基準人口

など市となるための要件の見直しについて幅広く検討する。 

 

2. 都道府県は、広域市町村圏、モデル定住圏、地方生活圏、医療圏、老人保健福祉圏

域等を参考にして、当該都道府県内の地域の実態を反映した市町村合併のパターンの

提示、先進事例の紹介等合併の推進のために必要な助言、調整等に努めるものとする。

この場合、国は、必要な指針を策定する。 
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3. 国は、市町村の合併の特例に関する法律（以下、「合併特例法」という｡）に基づく地

方交付税等による財政上の支援措置については、必要な見直しを行った上で、継続す

るとともに、さらに、交付税算定に当たって、合併の推進等に伴う財政需要の反映等

について幅広く検討すべきである。 

 

4. 国は、議員の任期・定数の特例等の措置については、必要な見直しを行った上で、

継続するとともに、合併により中心地以外の合併地域がさびれる等の懸念に対処する

ため、例えば、合併市町村の執行機関に対する旧市町村の代表の参加など、旧市町村

単位を基礎とする組織又は仕組みの導入等合併対象市町村の活性化方策を検討する。 

また、地方公共団体は、既存の施設等を活用した行政サービスのネツトワーク化によ

るサービス水準の維持・向上を図るものとする。 

 

5. 合併特例法に基づく住民発議制度については、住民の意思をより一層尊重するとい

う観点から、国は、次の措置を講ずる。 

 合併関係市町村のすべてから合併協議会設置の請求があった場合、市町村長に合併

協議会設置の議案の付議を義務付ける等、住民発議制度の拡充を図ること。 

 合併協議会の設置が議会で否決された場合にあっても、住民投票の導入等を含めて

合併協議会の設置が促進されるよう制度の見直しを行うこと。 
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●地方制度調査会 専門小委員会から総会に対する中間報告 

     ｢市町村合併等に関する審議の状況について(概要)｣ 

平成9年12月12日 

地方制度調査会専門小委員会 

  

第 3 回総会（2月24日）において審議することが決定された市町村合併等について、

専門小委員会において4月16日以降12月 3日まで計8回審議。その間、全市町村、都

道府県の首長、議長を対象とするアンケート調査を実施。 

 なお検討を尽くすべき問題があるが、これまでの審議の状況をとりまとめ、総会に

対し中間報告。 

 

第１ 市町村合併についての基本的な考え方 

 

1. 今日における市町村合併の必要性 

 地方分権の推進に伴う自立性の強化、少子・高齢化の進展等に伴う高度かつ多様な

役割への対応、行政の効率化の要請等。 

 

2. 市町村合併のメリット 

 住民の利便性の向上、行財政基盤の強化、限られた資源の有効活用等。 

 わかりやすく情報提供することが重要。 

 

3. 市町村合併を進める上での障害、合併に消極的となる理由 

 地域格差等の懸念、諸格差調整の困難さ、メリットのわかりにくさ、歴史・文化ヘ

の愛着、合併に伴う新たな需要の発生、一定期間後の交付税の減少等。 

 

第2 市町村合併の進め方 

 

1. 自主的な市町村の合併の推進の必要性 

 

2. 市町村や住民の意向の尊重 

 市町村や住民が自らの問題として考えることが重要。市町村は、行財政の現状、将

来の見通しなどについて情報提供することに努めるべき。 

 住民の意見がより反映されることが重要。 
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3. 合併協議会の積極的な活用 

 合併すること自体の是非も含め協議する場であるとの理解に立った積極的な活用を

期待。 

 

4. 市町村建設計画の充実 

 計画の充実や計画に基づく事業の一層の推進が必要。 

 合併により活力が失われる懸念がある地域については特に配慮すべき。 

 

5. 地域の実情に応じた市町村のあり方 

事務事業全般・全ての地域を通じた一律の基準は容易でないとの考え。 

なお、事務事業ごとの望ましい市町村のあり方、地域の実情に応じた合併のあり方

が考えられる場合には合併の検討の参考になるとの意見。 

 

6. 国、都道府県の役割の重要性 

 特に、都道府県が自らの問題として市町村合併を考え、効果的な方策を講じること

を期待。 

 このため合併の検討を行う契機をつくる役割が重要。 

 

7. 市町村合併の推進のための行財政措置の充実 

 合併の障害の除去、合併市町村に対する支援、環境整備のための方策等について実

効性ある施策の充実強化が必要。 

 

8.広域行政の推進等 

 合併が容易に進まない地域については都道府県や広域行政制度による補完・支援の

充実の検討が必要。広域連合等の制度の活用とその充実が重要。 

 

第3 自主的な市町村合併の推進方策 

 次のような方策について、今後更に検討。 

 

1. 合併協議会設置の直接請求(住民発議)制度の充実 

 全ての関係市町村で住民発議が成立した場合、関係市町村長に合併協議会設置協議

の議案を付議することの義務づけの検討。 

 住民投票の導入については様々な意見。 
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2. 合併前の市町村の区域を単位とする施策 

 住民の意向の反映、きめ細かな事務の実施等のための方策について、機能、組織・

機関を含めて検討してはどうかとの考え。 

 

3．財政措置の拡充 

 合併算定替の延長、市町村建設計画に基づく事業に対する財政措置の拡充。 

 新たに、行政の一体化のために必要となる経費、合併準備経費、都道府県の取組に

要する経費等に対する財政措置を検討。 

 

4. 都道府県の役割の拡充 

 広域的な観点からの合併のパターンの作成等が効果的との考え。 

 必要な場合に合併協議会設置の勧告をしてはどうかとの考え方。 

 具体的な取組に対する都道府県の支援の検討。 

 市町村に合併を強制することのないよう留意すべき。 

 

5. 国の役割の拡充 

 パターンの作成に必要な指針等の提示など情報提供を充実すべき。事務事業、地域

の実態等に応じた市町村のあり方などについて幅広く検討することが重要。 

 国庫補助金等の配分等に当たっての配慮が必要。 

 

6. その他 

 議員特例(定数・在任、年金受給資格)、市となるべき要件を検討してはどうかとの

意見。 

 議員共済について検討が必要。 
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●「市町村の合併に関する答申」の概要 

平成10年４月24日 

地方制度調査会 

 

第1  市町村の合併についての基本的な考え方 

 

・自主的な市町村の合併を更に一層推進することが必要。 

 ・地方分権の成果を十分に生かすこと 

 ・本格的な少子高齢社会における高度かつ多様なサービスの水準の確保 

 ・極めて厳しい財政状況の中での効率的、効果的な行政の展開 

 

・市町村の合併の検討に当たっては、各地域の特性に応じた効果等が明らかにされる

ことが重要。 

 

・合併を進める上での障害や合併に消極的となる要因に対応することが必要。 

 

・すべての地域を通じた市町村の適正規模を一律に論ずることは困難。市町村数を初

めから定めることは不適当。 

 

・市町村行政の広域的展開が必要であり、市町村の合併が効果的。合併困難地域に対

する都道府県や広域行政制度による補完、代行、支援の検討が必要。 

 

・市町村の合併の推進に当たっては、市町村及び住民の自主的判断が重要。国、都道

府県は合併を強制することのないよう留意すべき。 

 

・都道府県は、地域全体の発展や住民生活の水準の確保という観点から、市町村の合

併を自らの問題として考え、積極的に支援することが重要。 

 国は、市町村の合併に関する地方公共団体の取組を支援すべき。 
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第２ 市町村の合併の推進のための方策 

 

・住民発議制度の充実 

 ・全合併関係市町村で住民発議が成立した場合、合併前の市町村長の合併協議会の

設置に関する議案を付議する措置 

・合併前の市町村の区域を単位とする施策 

 ・有識者等から成る組織等の設置 

 ・支所・出張所の設置や行政サービスのネットワークの活用 

 ・合併前の市町村の特別職の活用  等 

 

・新市町村の振興のための計画(市町村建設計画)の充実 

 ・作成に当たり、次の事項に配慮 

  ・各地域が有する自然、歴史、文化等の特性の活用 

  ・活力の低下が懸念される地域の活性化対策 

  ・計画の内容をわかりやすく提示  等 

 ・合併後に計画内容を変更できる措置 

 

・財政措置の拡充 

 ・普通交付税の算定における合併算定替の拡充 

 ・新市町村の振興のための計画に基づく事業その他旧市町村の振興に係る財政措置

の拡充 

 ・行政の一体化・住民の一体感の醸成等に要する経費に対する財政措置 

 ・合併前の市町村の公債費負担格差の縮減等の財政健全化に係る経費に対する財政

措置 

 ・合併準備に係る経費に対する財政措置・都道府県の情報提供、助言や合併後の市

町村に対する財政支援等に要する経費に対する財政措置 

 

・都道府県の役割の拡充 

 ・合併の検討の際の参考や目安となる合併のパターンや各種の情報等を内容とする

市町村の合併の推進についての要綱(市町村合併のすすめ)を作成・提示 

 ・必要と認めた場合に関係市町村に対し合併協議会の設置を勧告 

 ・合併後の市町村の円滑な行政運営に協力 
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・国の役割の拡充 

 ・気運の醸成の取組を更に一層工夫・充実 

 ・都道府県が合併のパターンを作成する際の参考となる指針の作成 

 ・関係省庁間の連携強化 

 

・その他 

 ・市を含む新設合併の場合における人口等の市となるべき要件に関する特例等の検 

討 

 ・市町村議会の議員に関する特例措置の検討 

 ・合併に関する住民投票制度を導入するとの結論には至らず。今後、合併に関する

住民投票については、住民投票制度全般の議論も踏まえ検討すべき。 
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●｢地方分権推進計画｣(抄) 

 

第６ 地方公共団体の行政体制の整備・確立 

 

2 市町村の合併等の推進 

 交通・情報通信手段の発達、日常社会生活圏の拡大や地域間の連携・協力の促進等

により、行政の広域化の必要性が高まってきている。これについては、広域行政機構

の活用等により一定の成果があげられてきたところであるが、総合的な行政主体とし

て、人材を確保し、かつ、地域の課題を包括的に解決する観点からは、市町村合併に

より、意思決定、事業実施等を一つの市町村が行うことが効果的であり、このような

視点に立ちつつ、次のような措置を講じる。 

 

(1)  市町村の合併の推進 

 自主的な市町村の合併を推進するため、次のような行財政措置を講じることとし、

このため、必要な法改正を行う。 

【平成11年の通常国会に所要の法律案を提出予定】 

  

市町村が合併を検討する際の参考や目安となる合併のパターン等を内容とする市町

村の合併の推進についての要綱を都道府県が作成し、周知するよう要請する。 

  

都道府県が合併のパターンを作成する際の参考となる事項を明らかにした市町村の

合併の推進についての指針を作成し、地方公共団体等に通知する。 

  

都道府県知事が必要と認めた場合に、関係市町村に対し合併協議会の設置を勧告す

るよう必要な措置を講じる。 

  

合併相談コーナー、広域行政アドバイザー制度等の活用による情報提供、助言、調

整等に一層積極的に取り組むとともに、必要な調査研究を行う。また、都道府県に対

し、必要な取組を行うよう要請する。 

【一部措置済み(平成9年1月合併相談コーナー設置、平成7年9月から広域行政アドバ

イザー実施、平成10年4月28日付け自治事務次官通知)】 

平成 10 年 5 月 29 日

閣 議 決 定
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 合併関係市町村の区域を単位として、既存制度の運用を多面的に行うなど、地域の

実情に応じた活性化方策が行われるよう必要な措置を講じる。 

  

市町村建設計画の作成に当たり、地域の特性を生かすこと、合併後に活力の低下が

懸念される地域の活性化方策を講じること、既存の公共施設等の活用やネットワーク

化を図るとともに住民が日常の行政サービスを身近に受けられるよう努めることなど

の点に配慮するよう要請し、必要な情報提供に努める。また、同計画の変更について

必要な措置を講じる。 

  

市町村建設計画に基づく都道府県事業等の重点的な実施、都道府県の各種計画にお

ける位置づけの見直し等を通じ、合併市町村の円滑な行政運営に協力するよう要請す

る。 

 

合併算定替の期間の延長、市町村建設計画に基づく事業その他旧市町村の振興、合

併市町村の行政の一体化及び住民の一体感の醸成、合併関係市町村の公債費負担格差

の縮減等の財政健全化、合併協議会の運営等の合併の準備並びに都道府県による情報

提供及び助言や合併市町村に対する財政支援等に要する経費に対する財政措置を講ず

る。 

  

合併市町村の発展に資するため、各種施策における配慮等関係省庁間の連携強化を

図る。 

  

すべての合併関係市町村において住民発議が成立した場合に、合併関係市町村の長

は合併協議会設置協議の議案を議会に付議することとする措置を講じる。なお、市町

村の合併の特例に関する法律上の合併協議会においては、合併自体の是非も含め、検

討・協議されるものであることを明らかにする。 

  

市町村議会の議員の在任・定数特例の制度を継続するとともに、合併の際の市町村

議会の議員等に係る特例措置を検討する。 

  

市を含む新設合併の場合における人口等の市となるべき要件に関する特例等につい

て検討する。 
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 昼夜間人口比率等中核市となる要件を見直すとともに、一定の人口規模等(20万以

上など)を有する市を当該市からの申し出に基づき指定することにより、権限をまとめ

て委譲するための所要の法制上の措置を講じる。 

【平成11年の通常国会に所要の法律案を提出予定】 
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●地方分権時代の住民自治制度のあり方及び地方税財源の充実確保に関する答申(抜すい) 

                            平成12年10月25日 

                               地方制度調査会 

 

第1  自己決定・自己責任の原則を踏まえた地方分権時代の住民自治制度のあり方 

1．住民自治の更なる充実方策 

(1)住民投票制度 

我が国の地方自治制度の根幹は代表民主制であり、住民の意思の反映手段とし

て、住民の直接選挙を通じて選ばれた長や議会が中心的な役割を果たすことを前

提としている。しかしながら、複雑化した現代社会において、多様な住民のニー

ズをより適切に地方公共団体の行政運営に反映させるためには、代表民主制を補

完する意味で、直接民主制的な手法を導入することも必要であり、このため様々

な住民意思の把握手法が活用されているところである。いくつかの地方公共団体

において実施されている住民投票も、こうした観点から行われているものと考え

られるが、住民が投票によりその意思を直接表明するという住民投票の制度化の

検討は、住民自治の充実を図るという観点から、重要な課題である。 

  

当調査会においては、こうした問題意識のもと、住民投票を代表民主制の補完

的な制度として構築できないか検討を行ったところであるが、その制度化に当

たっては、住民投票の対象とすべき事項、選挙で選ばれた長や議会の権限との関

係、投票結果の拘束力のあり方等、種々の検討すべき論点があり、一般的な住民

投票の制度化については、その成案を得るに至らなかった。これらの論点につい

ては、今後とも、引き続き検討することが必要である。 

  

ただ、市町村合併については、(1)まさに地方公共団体の存立そのものに関わる

重要な問題であること、(2)地域に限定された課題であることから、その地域に住

む住民自身の意思を問う住民投票制度の導入を図ることが適当である。その場合、

自主的な市町村合併の推進という観点を踏まえ｢市町村の合併の特例に関する法

律｣において位置付けることとし、制度化に当たっては関係団体の意見を十分聴

取の上、円滑な運用が図られるものとすることが適当である。 
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第2  地方税財源の充実確保 

1．地方税財源の充実確保についての基本的な考え方 

(5)市町村合併については、「市町村の合併の特例に関する法律」等により自主的な

合併を推進するために必要な措置が講じられているが、更に積極的に取組を支援

するため、税財政面において、必要な措置を検討すべきである。 
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●市町村合併の推進に係る今後の取組（自治省市町村合併推進本部決定） 

                            （平成12年11月22目） 

 

地方分権が実行の段階を迎え、住民に身近な総合的な行政サービスを提供する市町

村の役割は、今後ますます重要なものとなってくる。こうしたなか、住民の立場に立っ

て、市町村の行政サービスを維持し、向上させるとともに、行政としての規模の拡大

や効率化を図るという観点から、市町村合併をより一層積極的に推進することが必要

である。そこで、これまでの行財政措置に加え、このたび自治省として「市町村合併

の推進に係る今後の取組」を決定した。 

 

1 新たな「市町村の合併の推進についての指針」の作成と都道府県における推進体

制の整備 

 都道府県における「市町村の合併の推進についての要綱」（以下「要綱」という｡）の

策定状況を踏まえ、「要綱」がおおむね出揃った時期をとらえて、全庁的な推進体制、

合併重点推進地域など、「要綱」策定後の都道府県における合併推進に係る具体的な取

組方針について、新たな「市町村の合併の推進についての指針」を自治省において作

成し、都道府県に対して通知することとする。 

 

2  市町村合併についての住民投票制度の導入 

第26次地方制度調査会の「地方分権時代の住民自治制度のあり方及び地方税財源の

充実確保に関する答申」を踏まえ、自主的な市町村合併の推進において、地域住民の

意思を反映させる仕組みとして、住民投票の制度化を図ることとし、関係団体の意見

聴収等、諸般の準備を進めるものとする。制度化に当たってば、市町村合併の推進と

いう目的に限定したものとするとともに、長や議会の権限との関係にも十分配慮する

こととする。 

 

3  市町村合併に対する新たな特別交付税措置 

 合併を機に行われる新たなまちづくり、合併関係市町村間の公共料金の格差調整、

公債費負担格差の是正や土地開発公社の経営健全化等についての需要に的確に対応す

るため、平成17年３月までに合併を行う市町村に対し、平成12年度から特別交付税

による包括的な支援措置を講ずる（「合併市町村支援」）。 

 また、合併に伴う電算システムの統一等の「合併移行経費」を特別交付税により個

別に措置する。 
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4  合併後の地域対策の促進 

 住民の意見が施策に反映されにくくなるという懸念や行政サービスの水準が低下す

るのではないかという懸念に対処するため、次のような地域対策の促進を図る。 

 

(1) 合併後の市町村における支所・出張所、地域審議会及び郵便局の活用 

    従前の住民サービスの維持向上を図る見地から、旧市町村における支所・出張

所の機能の拡充や、郵便局の積極的な活用等を図ることにより、行政サービスの

充実強化を図るものとする。 

    また、地域の意向を反映させるため、重要な事務権限の執行に当たっては、当

該区域の地域審議会の審議を経ることとし、そこに地域のメンバーの参加を求め

るものとする。 

(2)「わがまちづくり支援事業」の活用 

    平成13年度新規施策である「わがまちづくり支援事業」を積極的に活用し、

小学校区単位程度の広がりの場において住民の主体的な参加による地域づくりを

進めることにより、住民と行政の連携を深め、合併後の円滑なまちづくりの推進

に資するものとする。 

(3) 合併に伴う市町村議会議員の選挙区の特例に関する規定の活用 

    旧市町村などの意向が合併後の市町村の議会において適切に反映されるよう、

市町村合併特例法や公職選挙法による選挙区の特例に関する規定の活用について

周知を図る。 

  

5  民間団体などとの連携による広報・啓発活動の推進 

市町村合併の実現に向けた国民的合意の形成、気運の醸成を図るため、民間団体な

どとの密接な連携を図りつつ、広報・啓発活動を積極的に推進する。 

 

6  平成13年度予算及び税制改正 

・ 平成13年度予算における合併促進策の強化（日本新生特別枠を活用）（要求中） 

・ 市町村合併特例法の改正による合併市町村に係る地方税の課税の特例の拡充（不

均一課税の期間延長、事業所税及び都市計画税の一定期間内の課税免除等）（税制

調査会などにおいて検討し、結論を得る｡） 
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●「市町村合併の推進についての意見」－分権型社会の創造－（抜すい） 

平成 12 年 11 月 27 日     

地方分権推進委員会 

Ⅱ 市町村合併の推進方策 

 合併特例法の期限である平成17年3月までに十分な成果が上がるよう、既に講じら

れている措置に加え、新たに次の措置を講ずることとする。なお、合併特例法の財政

措置は、原則として法の期限内に合併するものについてのみ適用されるものであるこ

とを関係者は認識して取り組む必要がある。 

 

(1)合併支援体制の整備 

   市町村の合併に対する取組を総合的に支援するため、政府部内において「市町

村合併支援本部」（仮称）を設置することとし、国民への啓発とともに、市町村合

併の推進の観点から、国の施策に関し、関係省庁間の連携を図る。 

 

(2)住民発議制度の拡充と住民投票制度の導入 

   合併協議会の設置を求める住民発議が行われた場合には、住民発議に係る議会

の議案審議に際して請求代表者の意見陳述を認めることとし、合併協議会が設置

される場合、合併協議会そのものへの参加も認めることとする。 

   また、住民発議が行われても合併協議会設置に至らない場合が多いことにかん

がみ、住民の意向がより反映されるよう、住民発議による合併協議会設置の議案

が議会で否決された場合に、合併協議会の設置を求める住民投票制度の導入を検

討する。 

   なお、住民発議により合併協議会が設置された場合には、一定期間内に市町村

建設計画を作成するものとする。 

 

(3)合併推進についての指針への追加 

   各都道府県が要綱を作成しつつある状況を踏まえ、国は現在の指針に、合併協

議会設置に係る知事の勧告の基準を示すことや、各都道府県に知事を長とする市

町村合併のための全庁的な支援体制を整備することの要請などを追加する。 

 

(4)財政上の措置 

   合併特例法の期限内に合併する市町村に対し、合併後の財政需要に対する交付

税措置を一層充実する。  
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また、地方税の不均一課税の適用期間の延長その他合併に伴う税制への配慮を

検討する。 

 

(5)旧市町村等に関する対策 

国は、住民サービスの維持向上を図り、住民の意向がより反映されるよう、地

域審議会の活用、当分の間旧市町村の意向が議会において反映される措置、災害

等緊急時の役場機能の維持など旧市町村等を単位とする多様な仕組みを検討する。 

 

(6)情報公開を通じた気運の醸成 

国は、都道府県知事に対し、要綱の周知を図るよう要請するとともに、市町村

に対し、住民が市町村合併の是非について的確な判断ができるよう行財政情報の

公開を徹底するよう要請する。 
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●行政改革大綱（抜すい） 

 

Ⅱ 地方分権の推進 

(1)市町村合併の推進 

ア 基本的考え方 

 地方分権の推進や少子・高齢化の進展、国・地方を通じる財政の著しい悪化など市

町村行政を取り巻く情勢が大きく変化している中にあって、基礎的地方公共団体であ

る市町村の行政サービスを維持し、向上させ、また、行政としての規模の拡大や効率

化を図るという観点から、与党行財政改革推進協議会における「市町村合併後の自治

体数を1000を目標とする」という方針を踏まえて、自主的な市町村合併を積極的に推

進し、行財政基盤を強化する。 

 

イ 合併促進のための行財政措置の拡充 

 更なる気運の醸成を図るとともに、地方分権推進委員会の意見（平成12年11月27

日）等を踏まえ、平成13年度予算における財政支援、合併支援体制の整備、住民発議

制度の拡充、交付税措置等財政上の措置、旧市町村等に関する対策等、合併促進のた

めの行財政措置の充実を図り、「市町村の合併の推進についての要綱」に基づく主体的

な取組を積極的に支援することにより、国、都道府県、市町村が一体となって、市町

村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第6号）の期限である平成17年 3月ま

でに十分な成果が挙げられるよう、市町村合併をより一層強力に推進する。 

 

ウ 市町村合併の推進のための住民投票制度の導入 

 地方制度調査会の答申（平成12年10月25日）及び地方分権推進委員会の意見（平

成12年11月27日）を踏まえ、自主的な市町村合併の推進において、地域住民の意思

を反映させる仕組みとして住民投票の制度化を図ることとし、市町村の合併の特例に

関する法律の改正案を次期通常国会に提出すべく、関係団体の意見聴収等、諸般の準

備を進めるものとする。 

 

平成 12 年 12 月 1 日

閣 議 決 定
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市町村の合併の推進についての指針 

平成11年8月6日 

     自治省 

 

第1 市町村合併の推進に当たっての基本的考え方 

1. 市町村合併を推進するための方策 

 市町村合併は、市町村のあり方に関わる重大な問題であることから、市町村の主体

的な取組が必要である。同時に、都道府県は、市町村を包括する広域の普通地方公共

団体として、市町村合併を自らの問題と捉えたうえで、積極的に働きかけ、市町村の

取組を促すことが期待されるが、これらの都道府県の支援等は、第2に掲げる「市町

村の合併の推進についての要綱」（以下「要綱」という｡）を定めて行うことが適切であ

る。その際、都道府県は、市町村が合併を検討する際の参考や目安となるものとして、

市町村合併のパターンを作成することとすることが重要である。 

 市町村及び都道府県は、平成11年の「市町村の合併の特例に関する法律」（以下「合

併特例法」という｡）の改正後も平成17年3月31日までの期限は延長されていないこ

とに十分留意し、早急に対応することが求められる。したがって、都道府県が、平成

12年中のできるだけ早い時期に要綱を策定し、全国的な取組を一定の期間内に推進す

ることによって、合併の気運の醸成が図られることが望まれる。 

 

2. 市町村合併と地域社会との関係 

 市町村合併には、総合的な地域づくり・まちづくり、住民サービスの維持・向上、行 

財政の運営の効率化と基盤の強化など、多くの効果が期待されるが、他面で市町村と

地域社会との関係について、市町村合併をすれば『住民の顔が見えるぬくもりのある

行政』が展開されにくくなるのではないかという懸念も聞かれるところである。しか

しながら、合併により市町村の規模が拡大する場合においても、行政が地域に密着し

た問題を住民の参加や住民との共働の下に解決していくための仕組みを作りあげてい

くこと等により、住民の帰属意識に基づく地域社会を形成・維持することができるも

のである。また、市町村の規模の拡大により、行政との距離が遠くなるとの懸念につ

いても、支所、出張所の設置、地域審議会の活用、公共施設等のネットワークの活用

など、地域社会の振興に配慮した様々な施策を展開していくことにより克服すること

ができるものである。なお、合併特例法において、市町村議会議員の選挙区を暫定的

に設定することができることとされているほか、公職選拳法においても、特に必要が 
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あるときは、条例で選挙区を設けることができることとされていることにも留意を要

する。 

 今後の市町村合併においては、合併後の市町村の一体性のみならず、市町村内の各

地域のまとまりも重視しながら、社会経済情勢の変化を踏まえた地域社会の振興のた

めの施策を展開し、個性豊かな地域社会の創造を目指すことが重要である。 

 

3. 市町村合併と広域行政との関係 

 市町村行政の広域化の要請に対処して、一部事務組合や広域連合などのような市町

村の枠組の変更を伴わない広域行政に関する諸制度を活用した特定の分野における事

務の共同処理が既に幅広く行われ、一定の成果もあがっているところであるが、やや

もすれば、責任の所在が不明確となりがちであり、また、関係団体との連絡調整に相

当程度の時間や労力を要するために迅速・的確な意思決定を行うことができず、事業

実施等に支障を生じる場合も見受けられる。 したがって、人材を確保し、かつ、地域

の課題を総合的に解決する観点からは、市町村合併により、意思決定、事業実施など

を単一の地方公共団体が行うことがより効果的である。 

 もっとも、広域にわたる行政課題に緊急に対応する必要が生じた場合などにおいて

は、広域行政制度が活用されることも想定されるが、このような場合において、広域

行政の実績を積み重ねることにより、結果的に地域の一体感がさらに醸成され、将来

市町村合併を検討するにふさわしい状況がつくりだされ、進んで市町村の合併が検討

されることが期待される。 

 

第2 ｢市町村の合併の推進についての要綱｣に関する事項 

1. 要綱の構成 

(1)要綱には、自主的な市町村合併が円滑に推進されるよう、以下に掲げる事項につい

て盛り込むことが適当である。 

ア 市町村の地域の現況と今後の展望((2)参照) 

イ 市町村の行財政の現状と今後の見通し((3)参照) 

ウ 市町村合併の効果や合併に際して懸念される事項への対処((4)参照) 

エ 市町村の合併のパターン(2参照) 

オ 市町村合併に関する都道府県及び市町村の取組(第3の2参照) 
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(2)市町村の地域の現況と今後の展望((1)のア) 

①市町村の地域の現況については、地理的条件や産業構造の状況等の地域的な特性を

踏まえたものとする。 

②市町村の地域の今後の展望については、人口の推移や少子・高齢化の進展、これら

に伴う地域の変化、集落の推移等の見通しを示すものとする。 

 

(3)市町村の行財政の現状と今後の見通し((1)のイ) 

①行政課題への対応、特に、高齢者福祉、教育、廃棄物処理などの住民の生活に密接

に関連する課題への対応についての今後の見通しを考慮する際には、これらに係る

サービスの一層の充実と安定化が求められ、高度で専門的な能力を有する職員の確保

等が必要とされることに配意するものとする。 

②財政の現状を踏まえ、より効率的な行財政運営が求められることも勘案して今後を 

見通すものとする。 

 

(4)市町村合併の効果や合併に際して懸念される事項への対処((1)のウ) 

①市町村合併の効果については、別紙1の｢市町村合併の一般的な効果｣が参考にな

るものである。また、個々の市町村の置かれている状況によって、それぞれ合併によ

り目指すべき目標も異なることから、市町村ごとに合併の必要性が理解できるよう配

慮するものとする。 

②合併に際して懸念される事項への対処方策として、合併特例法に規定する施策その

他の様々な方策等の活用が考えられる。 

 

2. 市町村の合併のパターン(1の(1)のエ) 

(1)作成主体 

 市町村の合併のパターンは、地域の実情を熟知している広域的な地方公共団体であ

る都道府県が作成するものとする。 

 なお、学識経験者等(研究者、地域の住民や団体の代表、市町村の代表等)で構成さ

れる研究会や外部の機関等に委託して検討することも考えられる。 

 

(2)パターンの内容 

①合併対象地域についての具体的な検討が容易となるよう、合併することが適当と考

えられるような市町村の組合せを分かりやすく、地図上に示すものとする。 
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②都道府県内のすべての市町村を視野に入れて、将来の市町村の区域を検討するとと

もに、今後の地域全体の発展を展望して作成するものとする。 

③①の場合、一通りの組合せを示すことが分かりやすいが、市町村の結びつきに関す

る要素((3)の③参照)等を勘案し、複数の組合せを示すことも考えられる。 

④パターンについては、合併の気運や熟度に応じ、適宜、適切な改訂を行うものとす

る。 

 

(3)作成に当たっての留意事項 

 市町村の合併のパターンの作成に当たっては、行政サービスの質・量に最も関係の

深い人口規模のほか、次の事項についても留意するものとする。 

 なお、一律の基準により市町村の適正規模を示すことは困難であるが、合併後の人

口規模と地域の特性を組み合わせた類型としては、別紙2の｢合併後の人口規模等に

着目した市町村合併の類型｣が参考となるものである。 

①合併を通じて実現すべき目標 

 市町村の合併を通じて実現すべき目標としては、以下の諸点が挙げられる。 

ア 基礎的地方公共団体としての基幹的サービスの充実 

 保健、福祉、医療、公的介護制度に関する施策の展開 

 生活環境関連施策の展開 

 学校教育(義務教育)の実施 など 

イ 地域における施策の一体的展開 

 一体的な都市計画の策定及び都市施設の一体的展開 

 地域振興施策・産業振興施策の展開 

 国土・環境保全施策の展開 など 

ウ 効率的な行政の運営 

 管理的な部門の統廃合による行政全体の効率化 

 事務の処理又は事業の遂行における規模の利益 

 公共施設等の効率的な配置 など 

 

②地方公共団体の規模、能力に応じた組織及び権能の差 

 人口等の一定の要件の充足を条件として、法令において規定された一定の権限等を

行使することとなる地方公共団体として、地方自治法上、指定都市、中核市、特例市

(平成12年4月1日から施行)及び市の制度が設けられていることに留意するものとす

る。 
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③市町村の結びつき 

ア 地域の実情に応じて次のような様々な市町村の結びつきを活用するものとする。 

 住民の日常社会生活圏(通勤通学圏、商圏等) 

 市町村行政相互の連携(事務の共同処理等(消防、廃棄物処理等)) 

 国・都道府県行政の地域のまとまり(各種圏域) 

 行政機関の効果的・効率的な配置 

 総合的広域行政(広域市町村圏等) 

 各種計画上の位置づけ 

 郡の区域 

 自然的・地理的条件(河川の流域等) 

 歴史的・文化的条件 

 市町村や住民の意識(帰属意識、連帯意識) 

イ 市町村においては、住民の連帯意識が重要な要素と考えられることから、｢歴史

的・文化的条件｣や ｢市町村や住民の意識｣のような主観的要素についても十分勘

案するものとする。 

 

④面積についての考え方 

 面積については、市町村のあり方を考えるうえで人口規模と同様には考え難いが、 

次のような条件の地域においては、十分に考慮することが適当である。 

ア 大都市圏又は地方の平野部の面積が小さな市町村 

 大都市圏又は地方の平野部には、一定の人口を有するが面積の狭小な市町村も存在

している。こうした地域では、既に、市町村、場合によっては都府県の区域を越える

通勤、通学等が一般的に行われていることなど、日常社会生活圏と行政区域が著しく

乖離している。また、区域が狭いため、まちづくりの展開にも限界がある。このよう

な地域では、合併の効果が大きいものと期待される。 

イ 中山間地域など人口密度が低い地域 

 人口密度が低い中山間地域などにおいては、合併により面積が広大になり、市町村

としての一体性が十分に確保できなかったり、合併による効率性が十分に発揮できな

い場合も想定される。このような地域においては、総面積だけでなく、例えば可住地

面積、集落の配置などにも配意して検討することが考えられる。 



34 

 

⑤合併への制約が大きい地域 

 地理的条件等市町村の状況によっては、合併について数多くの制約がある地域もみ

られることに留意を要する。これらの地域は、合併したとしても、住民の連帯意識が

育まれず、行政サービスの維持向上や行政の効率化があまり期待できないと思われる。

例えば、外海離島や山間奥地の町村がこれに該当しうる。しかしながら、こうした地

域についても、交通条件の改善や今後の情報通信手段の発達、ネットワークの整備な

ども考慮して合併の可能性の検討を行い、そのうえで合併の適否を判断することが適

当である。 

 

3. 市町村、住民等への要綱の説明等 

(1)都道府県は、要綱の作成に当たり、地域における幅広い意見を踏まえるとともに、

作成後は、それぞれの市町村において合併についての主体的な検討や関係市町村との

検討・研究が行われるよう、要綱の内容について市町村に十分説明するなど的確な情

報提供を行ったうえで、市町村合併についての要請や支援を行うことが重要である。 

(2)(1)と併せて、議会、住民、マスコミ等に要綱を公表して、その内容を関連情報と

ともに分かりやすく説明し、合併の気運の醸成を図ることが期待される。 

 

第3 市町村などに対する支援に関する事項 

1. 国による市町村合併の推進のための支援策 

 平成11年の合併特例法の改正により、｢国は、合併市町村の建設に資するため必要

な財政上の措置その他の措置を講ずるように努めなければならない｣(第16条第2項)

と規定されたことなどを踏まえ、国においては、市町村合併の推進のために次のよう

な支援策を講じることとしているので、都道府県は、市町村の合併に向けた取組につ

いて積極的に支援することが期待される。 

(1)市町村合併の支援に関する関係省庁間の連携強化等 

 市町村合併の推進のための財政上の措置その他の措置について関係省庁間の連携強

化等を図る。 

 

(2)地方財政措置 

 地方財政措置としては、合併特例法で規定されているもの(以下の①から③まで)の

ほか、④から⑥までの措置を講じる。 

①普通交付税の算定の特例(合併算定替)の期間の延長 

 合併関係市町村が合併前の区域をもって存続した場合に算定される額の合算額を下 
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回らないように算定する期間を、当該市町村の合併が行われた日の属する年度及びこ

れに続く10年度に延長し、その後の5年度で当該算定による増加額を段階的に縮減す

ることとした。 

②合併後の市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置(合併特例債) 

 合併後の市町村が市町村建設計画に基づいて行う以下に掲げる事業のうち、当該市

町村の合併に伴い特に必要と認められるものに要する経費について、地方財政法第5

条各号に規定する経費に該当しないものについても、合併が行われた日の属する年度

及びこれに続く10年度に限り、地方債をその財源とすることができることとし、当該

地方債に係る元利償還に要する経費の一部について、普通交付税により措置すること

とした(本地方債のことを、以下｢合併特例債｣という)。 

ア 合併後の市町村の一体性の速やかな確立を図るため又は均衡ある発展に資するた

めに行う公共的施設の整備事業 

イ 合併後の市町村の建設を総合的かつ効果的に推進するために行う公共的施設の統

合整備事業 

 なお、合併後の市町村のまちづくりを推進するために都道府県が実施する市町村建

設計画に掲げられた合併に伴い臨時的に必要となる地方単独事業については、引き続

き、地域総合整備事業債の対象とする。 

③合併後の市町村の振興のための基金造成に対する財政措置(合併特例債) 

合併後の市町村における地域住民の連帯の強化又は旧市町村の区域における地域振興

等のために設けられる基金の積立てのうち、当該市町村の合併に伴い特に必要と認め

られるものに要する経費について、合併特例債を財源とすることができることとした。 

④合併直後の臨時的経費に対する財政措置 

 従来の合併補正を再構成し、主として以下に掲げるような経常経費に対して、普通

交付税による包括的財政措置を講じる(なお、投資的経費については、②の合併特例債

により措置)。 

ア 行政の一体化(基本構想の策定・改訂、コンピュータ・システムの統一、ネットワー

クの整備等) 

イ 行政水準・住民負担水準の格差是正(住民サービスの水準の調整等) 

⑤合併関係市町村間の公債費負担格差是正のための財政措置 

 合併関係市町村間における起債制限比率の格差が市町村の合併の障害となると認め

られる場合には、全国平均起債制限比率(最も低い合併関係市町村の起債制限比率が全

国平均起債制限比率を上回る場合は、当該市町村の起債制限比率とする。以下同じ｡) 
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と全国平均起債制限比率を超える合併関係市町村に係る起債制限比率の差に相当する

利子相当分について、特別交付税措置を講じる予定である。 

⑥都道府県の行う合併支援経費に対する財政措置 

 合併後の市町村が行う事業に対して都道府県が交付する補助金・交付金等について、

特別交付税措置を講じる予定である。 

  

以上のほか、市町村における合併協議会設置経費等合併準備経費に対する特別交付

税措置及び都道府県の行う合併のための調査・研究、気運醸成等に要する経費に対す

る普通交付税措置を引き続き講じる。 

 

(3)市町村合併に関する情報提供 

 市町村合併の推進に当たっては、住民も含めた世論の喚起が重要であることから、

国においては、市町村合併の意義や必要性、メリット及び平成11年の改正後の合併特

例法の内容、国会における市町村合併の論議等について、積極的に情報提供を行うも

のとする。 

 

2. 都道府県による市町村合併に対する支援(第2の1の(1)のオ) 

 都道府県は、地域の実情も踏まえ、関係部局等の連携体制の確立を図りつつ、以下

のような各種の支援を積極的に行うことが期待される。 

(1)市町村建設計画を達成するための事業の実施 

 市町村建設計画に掲げられた都道府県事業を重点的に実施するとともに、合併に伴

う特別な補助金の交付又は補助金の優先採択など市町村事業に対する財政的な支援を

行う。 

(2)圏域設定の見直し 

 都道府県の総合計画をはじめとする各種計画等において、圏域の設定を見直す。 

(3)都道府県の出先機関の所管区域の見直し 

 合併後の市制施行に伴う福祉事務所の設置や中核市への移行に伴う保健所の設置な

どにより、合併後の市以外の地域における都道府県の機関の設置が非効率になる場合

には、都道府県から当該市への事務の委託も検討する。 

(4)あらゆる行政分野における支援 

 補助金など財政面について配慮することはもとより、あらゆる行政分野において、

市町村合併が円滑に推進されるよう配慮する。 
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(5)市への権限委譲 

 一定の人口規模を有する市に権限をまとめて委譲することが合併の促進に資すると

考えられることから、｢地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律｣

(平成 11年法律第 87号 )において改正された地方自治法第  252条の 17の 2に基づく

条例による事務処理の特例制度を積極的に活用する。 

 

 

(別紙1) 

【市町村合併の一般的な効果】 

 市町村合併の効果としては、次のようなことが挙げられる。 

 

1. 地域づくり・まちづくり 

 広域的な観点からのまちづくりの展開、重点的な投資による基盤整備の推進、総合

的な活力の強化、地域のイメージアップ、環境問題、観光振興など広域的な調整が必

要な施策の展開などが可能となる。 

［例］ 

 広域的視点に立って、道路や公共施設の整備、土地利用、地域の個性を活かしたゾー

ニングなど、まちづくりをより効果的に実施することができる。 

 環境問題や水資源問題、観光振興など、広域的な調整、取組等を必要とする課題に

関する施策を有効に展開できる。 

 より大きな市町村の誕生が、地域の存在感や「格」の向上と地域のイメージアップ

につながり、企業の進出や若者の定着、重要プロジェクトの誘致が期待できる。 

 

2. 住民サービスの維持、向上 

 住民にとってサービスの選択の幅が広がるとともに、現在のサービス水準を確保し

つつ、より高い水準のサービスを安定的に受けられるようになる。 

[例] 

 従来、採用が困難又は十分に確保できなかった専門職(社会福祉士、保健婦、理学療

法士、土木技師、建築技師等)の採用・増強を図ることができ、専門的かつ高度なサー

ビスの提供が可能になる。 

 医師などによる専門チームが組織でき、また、財政基盤が充実することによって、

様々な状況にある高齢者一人一人に応じた介護・福祉サービスを提供することが可能

となる。 
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 小規模市町村では設置困難な、都市計画、国際化及び情報化に関する施策並びに女

性に関する施策等の専任の組織・職員を置くことができ、より多様な個性ある行政施

策の展開が可能になる。 

 

3. 行財政の運営の効率化と基盤の強化 

 行財政運営の効率化により、少ない経費でより高い水準の行政サービスが可能にな

るとともに、総合的な行政が展開できる。 

[例] 

 総務、企画等の管理部門の効率化が図られ、相対的にサービス提供や事業実施を直

接担当する部門等を手厚くするとともに、職員数を全体的に少なくすることができる。 

 三役や議員、各市町村に置くこととされている委員会や審議会の委員、事務局職員

などの総数が減少し、その分の経費も節減される。 

 事務の処理又は事業の遂行に当たって、住民一人当たりの職員数や経費が節減され

るという規模の利益が働く。 

 広域的観点からスポーツ施設、文化施設等の公共施設が効率的に配置され、狭い地

域で類似施設の重複がなくなる。 

 

 

(別紙2) 

【合併後の人口規模等に着目した市町村合併の類型】 

1. 人口50万人超 

(1)想定される典型的な地域 

 ・複数の地方中核都市が隣接している場合 

 ・大都市圏において、複数の中小規模の市が隣接している場合 

(2)合併を通じて実現すべき目標 

 ・経済圏の確立 

 ・高次都市機能の集積 

 ・大都市圏における一極集中の是正 

 ・指定都市への移行による都道府県も含めたイメージアップ 

(3)人口規模と関連する事項 

 ・指定都市 
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2. 人口30万人・20万人程度 

(1)想定される典型的な地域 

 ・地方中核都市と周辺の市町村で一つの生活圏を形成している場合 

 ・大都市圏において、市街地が連たんした複数の小面積の市が隣接している場合 

(2)合併を通じて実現すべき目標 

 ・都市計画、環境保全行政等の充実、保健所の設置など 

 ・中核的都市機能の整備 

 ・急激な人口増加への広域的な対応 

 ・都道府県全体の発展の中核となる都市の育成 

 ・中核市・特例市への移行によるイメージアップ 

(3)人口規模と関連する事項 

 ・中核市(30万人以上) 

 ・特例市(20万人以上) 

 ・一般廃棄物処理((効率的なサーマルリサイクルが可能な)300t/日規模の施設の目

安：20～25万人) 

 ・老人保健福祉圏域(平均36万人) 

 ・二次医療圏(平均35万人) 

 ・広域市町村圏の実態(平均21万人) 

 

3. 人口10万人前後 

(1)想定される典型的な地域 

 ・地方圏において、人口の少ない市と周辺の町村で一つの生活圏を形成している場

合 

 ・大都市周辺において、人口の少ない市町村が隣接している場合 

(2)合併を通じて実現すべき目標 

 ・高等学校の設置や一般廃棄物の処理(焼却)など一定水準の質を有する行政サービ

スの提供 

 ・県下第2、第3の都市の育成による県全体の均衡ある発展 

(3)人口規模と関連する事項 

 ・広域市町村圏の設定基準(概ね10万人以上) 

 ・消防の体制整備(10万人程度) 

 ・高等学校の設置(10万人以上の市) 
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・一般廃棄物処理(焼却)(100t/日規模の施設の目安：7～9万人) 

・女性に関する施策を専ら担当する組織(課相当)の設置(10万人程度) 

 

4. 人口5万人前後 

(1)想定される典型的な地域 

 ・地方圏において、隣接している町村で一つの生活圏を形成している場合 

(2)合併を通じて実現すべき目標 

 ・福祉施策等の充実(福祉事務所の設置等) 

 ・グレードの高い公共施設の整備 

 ・計画的な都市化による圏域全体の発展 

 ・市制施行 

(3)人口規模と関連する事項 

 ・市制施行の要件(5万人(合併特例４万人))(福祉事務所の設置等) 

 ・市町村障害者社会参加促進事業の単位(｢厚生省関係障害者プランの推進方策につ 

 いて｣(平成8年11月15日付け厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知)参照) 

 ・特別養護老人ホーム2か所、デイ・サービス7か所、ホームヘルパー70人弱 

 ・環境政策一般部門の専任組織(課相当)の設置(3万人程度) 

 

5. 人口1万人～2万人程度 

(1)想定される典型的な地域 

 ・中山間地域等において、地理的条件や文化的条件によるまとまりなど、複数の町

村が隣接している場合 

 ・離島が、複数の市町村により構成されている場合 

(2)合併を通じて実現すべき目標 

 ・適切かつ効率的な基幹的行政サービスの提供 

(3)人口規模と関連する事項 

 ・町村合併促進法(昭和28年)における標準(最低)規模(概ね8,000人) 

 ・中学校の設置(標準法による基準での最小:13,200人程度で１校) 

  (1学校当たりの生徒数を480人 (1学級当たり生徒数40人×12学級 )とする等の

仮定を置いた場合(自治省試算)) 

 ・デイ・サービス／デイ・ケアの設置(新ＧＰ1.7万か所：7,300人程度に1か所) 

 ・在宅介護支援センターの設置(新ＧＰ1万か所:12,500人程度に1か所) 
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・特別養護老人ホームの整備(最小規模50床を基準(なお、大都市、過疎地等では例

外的に30床)：2万人程度) 

・2万人ではデイ・サービス3か所、ホームヘルパー30人弱 

・建築技師の設置(1万人程度) 

※ 新ＧＰ＝新・高齢者保健福祉推進10か年戦略(新ゴールド・プラン) 

  

なお、上述の(3)をみれば、保健福祉、学校教育といった基幹的な行政サービスを適

切・効率的に提供するためには、少なくともこの「5 人口1万人～2万人程度」とい

う類型の規模は期待される。 
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市町村合併の推進のための地方財政措置の拡充について(通知) 

平成11年8月19日自治振第100号･自治財第30号 

各都道府県総務部長(財政課･地方課扱い)あて自治省行政局振興課長・自治省財政局財政課長通知 

  

先般自治省において策定した｢市町村の合併の推進についての指針｣(｢市町村の合併

の推進についての指針の策定について｣(平成 11年 8月 6日自治振第95号各都道府県

知事あて自治事務次官通知)参照)においてお示しした市町村合併推進のための地方財

政措置について、別添のとおり、具体的内容をとりまとめましたのでお知らせします。 

 また、この旨を貴都道府県内の市町村に対しても通知されるとともに、その趣旨の

徹底をお願いします。 

(別添) 

1．普通交付税の算定の特例(合併算定替)の期間の延長 

 合併後の市町村に交付すべき普通交付税について、合併関係市町村がなお合併前の

区域をもって存続した場合に算定される額の合算額を下回らないように算定する期間

を、合併年度及びこれに続く5年度から、合併年度及びこれに続く10年度に延長する

とともに、その後の5年度について従前と同様の激変緩和措置(段階的な縮減措置)を

講じる。(別図参照)。 

 この措置は、平成11年度以降の市町村合併から適用するものとし、平成2年度から

平成10年度までに行われた市町村の合併については、激変緩和措置に係る期間を延長

する経過措置を講じるものとしている。 

 
 
別図 合併算定替の期間の延長 
 
【現在の合併算定替】 
 

      

      

      

      

      

      
                  5年         10年 
 
 
【改正後の合併算定替】 
 

    

    

    

    

    

    
                  5年      10年 
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2. 合併後の市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措

置(合併特例債) 

 合併後の市町村が市町村建設計画に基づいて行う一定の事業に要する経費について

は、合併年度及びこれに続く10年度に限り、地方財政法第５条各号に規定する経費に

該当しないものについても、地方債をもってその財源とすることができることとし、

当該地方債の元利償還金の一部について、普通交付税措置を行うものとする。 

 (本地方債のことを、以下｢合併特例債｣という｡) 

 (1) 対象事業 

合併後の市町村が市町村建設計画に基づいて行う次に掲げる事業のうち、特に

必要と認められるものに要する経費について、合併特例債を起こすことができる

ものとする。 

① 合併後の市町村のー体性の速やかな確立を図るために行う公共的施設の整備

事業 

    ・ 旧市町村の交流や連携が円滑に進むような施設の整備 

      (例：旧市町村相互間の道路、橋りょう、トンネル等の整備) 

    ・ 合併後の市町村の住民相互が一体感を持つために行われる施設の整備 

      (例：住民が集う運動公園等の整備) 

② 合併後の市町村の均衡ある発展に資するために行う公共的施設の整備事業 

    ・ 合併後の市町村内の行政サービスの水準の均衡を図るための施設の整備 

      (例：介護福祉施設が整備されていない地区への施設の整備) 

    ・ 同一内容の施設の重複を避けて行う施設の整備 

      (例：ある地域には文化施設があるため、他の地域に体育施設を整備する 

      などして、合併後の市町村全体としてのバランスのとれた発展を図る｡) 

③ 合併後の市町村の建設を総合的かつ効果的に推進するために行う公共的施設

の統合整備事業 

    ・ 類似の目的を有する公共的施設を統合する事業 

 (2) 標準全体事業費 

   (1)について、①から③までの事業に係る標準的な全体の事業費(以下｢標準全

体事業費｣という｡)を設定し、その事業量の目安とする。 

   具体的には、合併に伴い必要となる追加的な地方単独事業費及び国庫補助事業

費に係る地方負担額について、合併後人口、増加人口(合併関係市町村の人口の合

計から当該市町村の人口のうち最大のものを差し引いた人口)及び合併関係市町村

数の多寡に応じ、次の算式により算出する。 
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(算式) 

 

 

 

※ 180億円は、合併後人口が 10万人であり、かつ、増加人口が 1万人である

合併市町村について、合併市町村でない同規模の市町村の通常事業量の約3割

増の事業を行うことのできる地方単独事業費及び国庫補助事業費に係る地方負

担額の合計額を想定している。 

    また、算式中の係数は次のとおりである。 

・ａとｂは次の表の表側に定める区分ごとに同表に定める数値 
 

合併後人口数による区分 ａの数値 ｂの数値 

30,000人以下 1.000 0.200 

30,000人を超え   100,000人以下 0.714 0.286 

100,000人を超える 0.000 1.000 

 

・ｃとｄは次の表の表側に定める区分ごとに同表に定める数値 
 

増加人口数による区分 ｃの数値 ｄの数値 

10,000人以下 0.333 0.667 

10,000人を超え  50,000人以下 0.167 0.833 

50,000人を超え  100,000人以下 0.083 1.250 

100,000人を超え 200,000人以下 0.042 1.667 

200,000人を超え 400,000人以下 0.021 2.083 

400,000人を超える 0.000 2.917 

 

(3) 充当率及び普通交付税措置 

充当率は対象事業費のおおむね95％とし、その元利償還金の70％について後年

度において普通交付税の基準財政需要額に算入する予定である。 

 

3．合併後の市町村の振興のための基金造成に対する財政措置(合併

特例債) 

合併後の市町村が行う一定の基金の積立てに要する経費については、合併年度及び

これに続く10年度に限り、地方財政法第5条各号に規定する経費に該当しないものに

ついても、合併特例債をその財源とすることができるものとする。 

 

 

合併後人口 

10 万人 × ａ ＋ ｂ 
増加人口 

1 万人 × c ＋ d
       2 

合併関係市町村数
 2  －  180 億円  × × × 

(合併後人口補正) (増加人口補正) (合併関係市町村数補正 ) 



45 

 

(1)  基金の目的 

合併後の市町村が、地域住民の連帯の強化又は合併関係市町村の区域における

地域振興等(当該区域において過去に合併が行われたことがある場合には、当該過

去の合併の際の合併関係市町村の区域における地域振興等を含む｡)のために設け

る基金(以下｢合併市町村振興基金｣という｡)に対する積立てのうち、特に必要と

認められるものに要する経費については、合併特例債を起こすことができるもの

とする。 

・ 新市町村の一体感の醸成に資するもの 

     (例：イベント開催、新市町村のＣＩ、新しい文化の創造に関する事業の実

施、民間団体への助成等) 

・ 旧市町村単位の地域の振興(旧市町村において過去に合併が行われたことが

ある場合には、当該過去の合併の際の旧市町村を単位とする地域の振興を含

む｡) 

(例：地域の行事の展開、伝統文化の伝承等に関する事業の実施・民間団体

への助成、コミュニティ活動・自治会活動への助成、商店街活性化対策等) 

(2)  標準基金規模 

(1)の合併市町村振興基金の標準的な規模(標準基金規模)を設定し、基金積立額

の目安とする。 

具体的には、新市町村の一体感の醸成・旧市町村単位の地域の振興という合併

市町村振興基金の目的を踏まえ、合併関係市町村数、増加人口及び合併後人口の

多寡に応じ、次の算式により算出する。 

  (算式) 

  ３億円×合併関係市町村数＋１万円×増加人口＋５千円×合併後人口 

      (市町村数均等割)     (増加人口割)    (合併後人口割) 

ただし、合併市町村振興基金の積立てに際し、その必要がある場合には、算式

により算出される標準基金規模のおおむね５割増まで積立てを行うことができる

ものとするが、いずれの場合においても、40億円を合併市町村振興基金の上限と

する。 

(3)  充当率及び交付税措置 

充当率は対象事業費のおおむね95％とし、その元利償還金の70％について後年

度において普通交付税の基準財政需要額に算入する予定である。 
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4. 合併直後の臨時的経費に対する財政措置 

 合併直後に必要となる次のような臨時的経費について、普通交付税において包括的

な財政措置を行うものとし、その他の諸費(人口を測定単位とするもの・経常経費)に

新たに合併補正を新設している。 

 ・ 行政の一体化(基本構想等の策定・改訂、コンピュータシステムの統一、ネット

ワークの整備等)に要する経費 

・ 行政水準・住民負担水準の格差是正(住民サービスに水準の調整等)に要する経費 

具体的には、次の算式により算出した額を5年度間にわたり均等に普通交付税

の基準財政需要額に算入するものとする。 

 (算式) 

  (1億円 ＋ 5千円×合併後人口) × (1＋（合併関係市町村数－2）／4) 

   (固定経費)  (合併後人口に応じた経費)      (合併関係市町村数補正) 

   ただし、30億円を算入する額の上限とする。 

 

5. 合併関係市町村間の公債費負担格差是正のための財政措置 

 合併関係市町村間における起債制限比率の格差が市町村合併の障害となると認めら

れる場合には、全国平均起債制限比率と合併関係市町村に係る起債制限比率の差(合併

関係市町村の起債制限比率がすべて全国平均起債制限比率を上回る場合は、合併関係

市町村の起債制限比率のうち最も低い起債制限比率と合併関係市町村に係る起債制限

比率の差)に相当する公債費のうち利子相当分を対象として、合併関係市町村の財政状

況に応じ、特別交付税措置を講じる予定である。 

 ※当該財政措置にかえて、｢市町村合併に対する新たな特別交付税措置｣が講じられ

ることとなった｡(平成12年11月22日｢市町村合併の推進に係る今後の取組｣) 

 

6. 都道府県の行う合併支援経費に対する財政措置 

 合併後の市町村が行う事業に対して市町村合併の円滑な実施に資する観点から都道

府県が交付する補助金、交付金等を対象として、特別交付税措置を講じる予定である。 
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7. その他 

(1) 上記措置は、平成11年度以降の市町村の合併から適用するものとしている。 

(2) 市町村の合併を推進するために既に講じている次の措置についても、今後とも

引続き講じることとしている。 

   ① 市町村における合併協議会設置経費等合併準備経費に対する特別交付税措置 

   ② 都道府県の行う合併のための調査・研究、気運醸成等に要する経費に対する

普通交付税措置 
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市町村合併の推進のための補助金 

 

1. 趣旨 

 市町村合併特例法の期限である平成17年3月までに市町村の合併を円滑に推進する

ため、合併に向けての準備及び合併に伴い市町村が実施するモデル事業に対する補助

金制度を創設する。 

 

2. 平成12年度予算額 

 120百万円 

 

3. 事業の概要 

(1)合併準備補助金 

①対象団体： 

 平成11年度以降に設置され、市町村建設計画の作成等、市町村の合併に関し、先導

的な取組を積極的に行っている法定合併協議会の構成市町村 

②対象事業： 

 市町村建設計画の作成及びそのための準備等に要する経費 

③補助額： 

 1関係市町村につき5百万円を上限とする定額補助(1回限り補助) 

④平成12年度予算額： 

 5百万円 × 24地方公共団体 ＝ 120百万円 

 

(2)合併市町村補助金 

①対象団体： 

 平成17年3月31日までに合併した市町村で、下記の事業により先導的な取組を行っ

ている市町村 

②対象事業： 

 合併に伴い必要な事業として市町村建設計画に位置付けられたもので、かつ、別に

定める事業のうち、全国的な市町村合併の推進という観点からモデルとなる事業 
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③補助額： 

 下記の表に基づいて人口規模により算出される合併関係市町村毎の額の合算額を上

限として、合併成立年度から3か年度を限度として合併市町村に補助(定額補助、平

成12年度は補助対象団体の見込みなし）。 

 

関係市町村人口 (百万円) 

～  5,000（人） 20 

5,001 ～ 10,000（人） 30 

10,001 ～ 50,000（人） 50 

50,001 ～ 100,000（人） 70 

100,001 ～    （人） 100 

 

 

※国が特に必要と認める場合については、各年度の補助の合計額が単年度上限額の 

3倍の範囲内で、単年度に、上記の上限額を超えて補助をすることができる。 

 

＜注＞合併市町村補助を受けた市町村は、当該補助金に係る事業に関する実績報告書

を国に提出し、国は、全国の市町村の合併の参考に資するよう、当該報告書を公表す

ることとする。 

 

 

合併市町村補助金の対象事業 

 合併した市町村（以下「合併市町村」という）において次に掲げるような地域内の交

流・連携、一体性の強化のために必要な事業であって、合併により付加的に必要とな

るものであり、かつ、全国的な市町村合併の推進という観点からモデルとなる事業に

対して補助する。 

1. 合併市町村の統一した事業の遂行上、付加的に必要となり、かつ、行財政運営の合

理化、効率化に資する事業に要する経費 

○合併による出納、税務等の電算システムの変更 

○合併市町村の統一業務マニュアルの作成 

 

2. 住民への行政サービスの水準の確保、強化に資する事業に要する経費 

○議場、庁舎、支所等の改修等 
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3. 公共施設のネットワーク化等に要する経費(本庁・支所間、図書館、文化ホール、体

育施設等) 

○電話・防災行政無線の統一 

○ネットワーク回線増設に伴うＬＡＮ間接続器の改良 

○図書館貸出システムの統一 

○体育施設予約管理システムの統一 

 

4. 域内の人的・物的交流の促進に必要な経費 

○地域間連絡バス等の購入 

 

5. 合併市町村のアイデンティティを高め、一体感を醸成するための経費 

○合併記念式典開催事業 

○合併記念碑の建立 

○旧市町村単位のふるさと景観顕彰事業 

 

6. その他(今後検討) 

＜注＞国が別途定める国庫負担(補助)制度により、現に当該事業の経費の一部を負担

し、又は補助している事業については除く。 
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各政党等における市町村合併の位置付け 

 

○ 平成12年度予算編成大綱（自由民主党 自由党 公明党・改革クラブ 平成11年

12月） 

平成12年度予算編成大綱項目（抄） 

第２章 重要政策 

9. 行財政改革・地方分権の断行 

(3) 地方分権の断行 

 地方公共団体の自主性・自律性を高め、それぞれの地域が、それぞれの実状に沿っ

た個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を図るため、先の通常国会で成立した地方

分権一括法を円滑に施行し、分権改革の定着に努めるとともに、その一層の進展を図

るため、今後とも国から地方公共団体への事務権限の委譲や国庫補助負担金の積極的

な整理・合理化、地方税財源の拡充など地方分権を総合的かつ計画的に推進する。 

 また、地方分権の成果を十分にあげるためにも、自主的な地方行革や市町村合併を

推進し、約3000ある市町村を当面1000程度とするため、一般会計よりの支援措置及

び所要の地方交付税措置を講じるなど地方自治、地方分権の主体となる地方公共団体

の行政体制の整備を積極的に図る。その際、市町村合併を促進する見地から行財政上

の施策の強化を図る。 

 

○ 三党連立政権合意書（自由民主党、自由党及び公明党・改革クラブの三党派間、平

成11年10月4日） 

［三党連立政権合意書］（抄） 

 自由民主党、自由党および公明党・改革クラブの三党派は、連立政権発足にあたり、

次のとおり合意した。 

一. 三党派は、連立政権樹立にあたり、別紙の政治・政策課題につき合意を遂げた

ことを確認する。 

  ニ. (略) 

 三. (略) 

 

［三党連立政権 政治・政策課題合意書］（抄） 

◎ 政治行政改革 

   七、地方分権推進 

地方分権推進のため、補助金の統合化を一層進めるとともに、市町村合併

を促進する見地から財政上のインセンティブの強化を図る。 
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○ 自由民主党・公明党間の政策協議(平成11年9月3日) 

 [前文] 

 自由民主党および公明党は、政策責任者間で、連立政権樹立に向けて、8月20日以

来、7回にわたり広範な政策課題について意見の交換をしてきたが、その中で、基本的

な方向について下記の通り一致した。 

 

［記］(抄) 

その他の重要事項 

②行政改革と地方分権について 

・ 地方分権推進一括法を踏まえ、国から都道府県へ、さらに市町村へ、生活と関連

が深い行政を移行させるとともに、当面、1000自治体を目途に市町村合併を促

進する。なお、将来の都道府県のあり方についても検討する必要がある。 

 

○ 公明党 基本政策「中道政治がめざす21世紀日本の改革プラン－活力と安心の生

活大国」(平成11年7月24日 第２回公明党臨時全国大会)(抄) 

 第６章 硬直した政治・行政・社会システムの改革 

  2，行財政改革の推進で住民本位の地方主権を確立 

   (4)地方自治基本法の制定と300自治体への再編 

      現在の市町村の規模では、権限・財源の観点からも、住民に十分な行政

サービスを提供することは困難な状況となっています。このため、「地方自

治基本法」を制定し、住民の選択や自治体の意向を最大限に尊重しつつ、現 

在の政令都市に準じる行政能力を兼ね備える自治体として30万人から50万

人規模の自治体へ再編します。最終的な目標として、現在の3000自治体を

300程度への集約をめざします。 

 

○ 公明党 第42回衆院選重点政策『多様な生きかたを支える社会ヘ－人間性豊かな、

21世紀日本の構築－』(抄)(平成12年5月25日) 

 2  行革・分権化をすすめ透明で公正な社会システムを構築します 

  (4)市町村合併の推進と政令指定都市・中核市・特例市・市の要件緩和 

     現在の市町村の規模では、権限･財源の観点からも、住民に十分な行政サー

ビスを提供することは困難となっています。そこで、住民および自治体の意向

を最大限に尊重することを前提に市町村合併を推進します。現在約3000の自

治体を当面1000程度を目標に集約します。また、市町村合併を推進するため

に政令指定都市・中核市・特例市・市への指定が弾力的に行えるように要件を

緩和します。 



53 

 

 

○ 自由党『日本再興へのシナリオ－「国民が主役の社会」を目指して－』(平成10

年6月)(抄) 

 第二部 基本政策 

  Ｖ 国のしくみを変える（政治・行政・地方自治・司法・情報公開） 

   二 国及び地方を通じた行政改革 

    (3)地方分権の推進と地方自治体の統合 

     2 全国を300の市に 

地方公共団体が地域における行政を一貫して自主的、自律的に企画、立

案、調整するには、行財政基盤を強化し、あわせて行政経費を削減する必

要がある。したがって、新たな「市町村合併法」を制定し、現在全国3,     

232ある市町村を300程度を目標に段階的に統合する。 

それまでの経過措置として、広域連合、一部事務組合等の制度を活用

し、広域的、総合的な施策を行う。 

 

 

○ 民主党『日本を「最良の国」とするために－民主党政権政策の基本理念－』(平成  

11年8月） 

    国民主権を実現する「分権連邦型国家」への道 

     1.「分権連邦型国家」への転換 

      3)自治体の再編と合併手続きの確立 

連邦分権型国家においては、広域自治体を全国十前後の州に、基礎自治

体を千程度の市に、それぞれ再編することが望ましいと考える。しかし、

その再編プロセスについては、地域住民の自主的判断を尊重する。 

当面、住民意思の確認手続きを基礎に、合併手続きを容易にするととも

に、合併から5年間は、財政調整のための交付金を上乗せするなどインセ

ンティブを与える。また広域連合など合併に至らない自治体間の連携を容

易にする。 
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政令指定都市、中核市、特例市の比較 

 

 政令指定都市 中核市 特例市 

要 
件 

 
人口50万以上で政令で 
指定する市 
 
人口その他都市として
の規模、行財政能力等
において既存の指定都
市と同等の実態を有す
るとみられる都市が指
定されている。 

 

 
以下の要件を備え政令 
で指定する市 
①人口(30万以上) 
②面積(100km2以上) 
③人口50万未満の市の
場合にあっては、当該
地域における中核性(昼
夜間人口比率が100を超
えること) 
 

 
人口20万以上で政令で 
指定する市 

手 
続 
き 

 
「地方自治法第252条の
19第1項の指定都市の指
定に関する政令」で指
定する。 

 
｢地方自治法第252条の
22第1項の中核市の指定
に関する政令｣で指定す
る。 
自治大臣は市からの申出
(市議会の議決、都道府
県の同意が必要)に基づ
いて政令の立案を行う。 
 
 

  
「地方自治法第252条の
26の3第1項の特例市の指
定に関する政令」で指定
する。 
自治大臣は市からの申出
(市議会の議決、都道府
県の同意が必要)に基づ
いて政令の立案を行う。 
 
 

事 
務 
配 
分 
の 
特 
例 

 
都道府県が処理する事務
のうち、 
・民生行政に関する事務 
・保健衛生行政に関する
事務 
・都市計画に関する事務
などを処理する。 
(地方自治法第252条の19
第1項) 

 
指定都市が処理する事
務のうち都道府県が一
体的に処理することが
効率的な事務などを除
き処理する。 
 
・道路法に関する事務 
・児童相談所の設置 
などが除かれる。 
(地方自治法第252条の
22第1項) 
 

 
中核市に権限委譲され
ている事務のうち、特
例市が処理するよりも
都道府県が一体的に処
理することが効率的な
事務などを除く。 
 
・民間の社会福祉施設
の設置認可 
・飲食店等の営業許可 
・母子相談員の設置 
などが除かれる。 
(地方自治法第252条の
26の3第1項) 
 

財 
政 
上 
の 
特 
例 

 
・地方交付税の算定上所
要の措置が講じられる。 
・地方譲与税等の割増 
・地方債発行の許可権者
が都道府県知事から自治
大臣となる。 
・宝くじの発行が可能と
なる。 
 
 

 
地方交付税の算定上所要
の措置が講じられる。 

 
地方交付税の算定上所要
の措置が講じられる。 

上行 
の政 
特組 
例織 

 
市の区域を分け区を設置
することができる。 
 

 
行政組織上の特例は設け
られていない。 

 
行政組織上の特例は設け
られていない。 

関 
与 
の 
特 
例 

 
知事の承認、許可、認可
等の監督を要している事
務について、その監督の
必要をなくし、又は知事
の監督に代えて直接主務
大臣の監督となる。 

 

 
原則として関与の特例は
設けていない。 
ただし、福祉に関する事
務については指定都市と
同様に関与の特例が設け
られている。 

 
原則として関与の特例は
設けていない。 
ただし、行政監督の特例
を設けることができる旨
の根拠規定が整備されて
いる。 
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市と町村の比較 
 

 市 町村 

要件 

 
①人口5万以上を有すること。 
②当該普通地方公共団体の中心の市街地
を形成している区域内に在る戸数が、全
戸数の6割以上であること。 
③商工業その他の都市的業態に従事する
者及びその者と同一世帯に属する者の数
が、全人口の6割以上であること。 
④前各号に定めるものの外、当該都道府
県の条例で定める都市的施設その他の都
市としての要件を具えていること。 
(地方自治法第8条第1項) 
 
 
※合併による場合は要件が緩和される。 
・人口要件が3万以上となる。（H.16.3.31
までの合併に限る） 
(市町村の合併の特例に関する法律第5条の
2) 
・地方自治法第8条第1項の要件のいずれか
を備えていない場合であっても、備えてい
るとみなす。(市町村の合併の特例に関する
法律第5条の3) 
 
 

 
町となるべき普通地方公共団体は、当該
都道府県の条例で定める。（地方自治法第
8条第2項） 
 
「町としての要件を定める条例」(宮崎県) 
①人口5千以上を有すること。 
②当該普通地方公共団体の中心の市街地を
形成している区域内にある戸数が550戸以上
であること。 
③当該普通地方公共団体の中心の市街地を
形成している区域内にある商工業その他の
都市的業態に従事する者の戸数が、市街地
形成区域内にある全戸数の3分の2以上であ
ること。 
④税務署、公共職業安定所、保健所、営林
署、警察官署その他の官公署が、1以上設け
られ又は、工場、会社、金融機関等がある
こと。 
⑤商工業その他の都市的業態に従事する者
の戸数が、漸次増加の傾向にあること。 
⑥交通、通信及び宿泊施設並びに病院、診
療所、劇場、映画館等の施設が設けられて
いること。 
 

処理する 
事務 

 
・福祉事務所の設置が義務づけられて 
いる。 
・社会福祉主事を置き、生活保護等の 
事務を直接処理する。 
 

 
・福祉事務所の設置は任意とされてい
る。 
・生活保護等の事務は県が処理する。 

議員の 
定数 

 
・人口5万人以上15万人未満の市の場
合の議員定数(上限)は36人 
※H.15.1.1以降30人 
 

 
・人口2万人以上の町村の場合の議員
定数(上限)は30人 
 ※H.15.1.1以降26人 

選挙制度 

 
・選挙管理委員会に書記長、書記その
他の職員を置く。 
・指定都市以外の市の議員及び長の選
挙の期間は7日間 
 

 
・選挙管理委員会に書記その他の職員を
置く。 
・議員及び長の選挙の期間は5日間 

監査委員 
の定数 

 
・人口25万人未満の市は3人又は2人 
 

 
・2人 

地方交付税 

 
・福祉事務所の設置及び生活保護等に要
する経費について、地方交付税の基準財
政需要額に算入される。 
 

 
・福祉事務所の設置及び生活保護等に要
する経費については、地方交付税の基準
財政需要額に算入されない。 
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全国の市町村数の変遷等 

 
年 月 市 町 村 計 備考 

明治21年 
 
  22年 
 
 
 
 
 
 
大正11年 
 
昭和20年10月 
 
昭和22年 8月 
 
 
   28年10月 
 
 
 
 
 
 
 
  31年 4月 
 
 
  31年 9月 
 
 
  36年 6月 
 
 
  37年10月 
 
 
  40年 4月 
 
 
  45年 4月 
 
  50年 4月 
 
 
 
  55年 4月 
 
  60年 4月 
 
 
 
平成 2年 4月 
 
   7年 4月 
 
 
 
  10年10月 
 
  11年 4月 
 
  12年 7月 

－ 
 

 39 
 
 
 
 
 
 

 91 
 

 205 
 

 210 
 
 

 286 
 
 
 
 
 
 
 

 495 
 
 

 498 
 
 

 556 
 
 

 558 
 
 

 560 
 
 

 564 
 

 643 
 
 
 

 646 
 

 651 
 
 
 

 655 
 

 663 
 
 
 

 670 
 

 671 
 

 671 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,242 
 

1,797 
 

1,784 
 
 

1,966 
 
 
 
 
 
 
 

1,870 
 
 

1,903 
 
 

1,935 
 
 

1,982 
 
 

2,005 
 
 

2,027 
 

1,974 
 
 
 

1,991 
 

2,001 
 
 
 

2,003 
 

1,994 
 
 
 

1,994 
 

1,990 
 

1,991 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10,982
 
 8,518
 
 8,511
 
 
 7,616
 
 
 
 
 
 
 
 2,303
 
 
 1,574
 
 
   981
 
 
   913
 
 
   827
 
 
   689
 
   640
 
 
 
   618
 
   601
 
 
 
   587
 
   577
 
 
 
   568
 
   568
 
   567

71,314
 
15,859
 
 
 
 
 
 
12,315
 
10,520
 
10,505
 
 
9,868
 
 
 
 
 
 
 
4,668
 
 
3,975
 
 
3,472
 
 
3,453
 
 
3,392
 
 
3,280
 
3,257
 
 
 
3,255
 
3,253
 
 
 
3,245
 
3,234
 
 
 
3,232
 
3,229
 
3,229

 
 
市制町村制施行(明22. 4. 1) 
(明21.4.17 法律第 1号) 
 
町村合併標準提示 
(明21.6.13 内務大臣訓令第352号) 
 約300～500戸を標準規模 
 
 
 
 
 
地方自治法施行 
(昭22.5.3 法律第67号） 
 
町村合併促進法施行 
(昭28.10.1 法律第258号) 
 町村は、おおむね8000人以上の住民を有するのを標準 

 
町村合併促進基本計画決定 
(昭28.10.30 閣議決定) 
町村数を約3分の1に減少することを目途 
 
新市町村建設促進法施行 
(昭31.6.30 法律第164号) 
 
町村合併促進法失効 
(昭31.9.30) 
 
新市町村建設促進法一部失効 
(昭36.6.29) 
 
市の合併の特例に関する法律施行 
(昭37.5.10 法律第118号) 
 
市町村の合併の特例に関する法律施行 
(昭40.3.29 法律第 6号) 
 
 
 
市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する
法律施行 
(昭50.3.28 法律第 5号) 
 
 
 
市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する
法律施行 
(昭60.4.1 法律第 14号) 
 
 
 
市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する
法律施行 
(平 7.3.29 法律第 50号) 

 

 

(71,314)
 
(15,820)
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全国の昭和60年度以降の合併の状況 

 

合 併 年 月 日 新 市 町 村 名 合併関係市町村名 合併形態 

昭和62年 4月 1日 

昭和62年11月 1日 

昭和62年11月30日 

 

昭和63年 1月31日 

昭和63年 3月 1日 

昭和63年 3月 1日 

平成 3年 2月 1日 

平成 3年 2月 1日 

平成 3年 2月 1日 

平成 3年 2月 1日 

平成 3年 4月 1日 

 

平成 3年 5月 1日 

平成 4年 3月 3日 

平成 4年 4月 1日 

平成 5年 7月 1日 

平成 6年11月 1日 

平成 7年 9月 1日 

平成 7年 9月 1日 

平成11年 4月 1日 

 

藤橋村(岐阜県) 

仙台市 

つくば市 

 

つくば市 

仙台市 

仙台市 

熊本市 

熊本市 

熊本市 

熊本市 

北上市 

 

浜松市 

水戸市 

盛岡市 

飯田市 

ひたちなか市 

鹿嶋市 

あきる野市 

篠山市 

 

藤橋村、徳山村 

仙台市、宮城町 

桜村、谷田部町、

豊里町、大穂町 

つくば市、筑波町

仙台市、泉市 

仙台市、秋保町 

熊本市、北部町 

熊本市、河内町 

熊本市、飽田町 

熊本市、天明町 

北上市、和賀町、

江釣子村 

浜松市、可美村 

水戸市、常澄村 

盛岡市、都南村 

飯田市、上郷町 

勝田市、那珂湊市

鹿島町、大野村 

秋川市、五日市町

篠山町、西紀町 

丹南町、今田町 

編入 

編入 

新設 

 

編入 

編入 

編入 

編入 

編入 

編入 

編入 

新設 

 

編入 

編入 

編入 

編入 

新設 

編入 

新設 

新設 

 

計  38 編入14、新設5 

 

合併予定の状況 （平成12.12.1現在） 

○ 平成13年1月 1目 新潟県(新潟市・黒埼町)→新潟市 

○ 平成13年1月21日 東京都(田無市・保谷市)→西東京市 

○ 平成13年4月 1日 茨城県(牛掘町・潮来町)→未定 

○ 平成13年5月 1日 埼玉県(浦和市・大宮市・与野市)→さいたま市 
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宮崎県における市町村数の変遷等 
 

年 月 市 町 村 計 備考 

明治21年 

  22年 

 

大正11年 

 

昭和20年8月 

昭和22年5月 

 

昭和28年10月 

 

昭和31年6月 

 

昭和31年9月 

 

昭和36年6月 

 

昭和37年5月 

 

昭和40年3月 

 

昭和50年3月 

 

 

昭和60年4月 

 

 

平成 7年3月 

 

平成11年8月 

 

 

 

 

 

 

  3 

  3 

 

  6 

 

  7 

 

  7 

 

  8 

 

  8 

 

  8 

 

  9 

 

 

  9 

 

 

  9 

 

  9 

 

  43 

   5 

 

  18 

 

  22 

  22 

 

  26 

 

  25 

 

  26 

 

  26 

 

  26 

 

  27 

 

  28 

 

 

  28 

 

 

  28 

 

  28 

 

  350 

   95 

 

   82 

 

   63 

   63 

 

   47 

 

   32 

 

   26 

 

   18 

 

   16 

 

   14 

 

    7 

 

 

    7 

 

 

    7 

 

    7 

 

  393 

  100 

 

 100 

 

   88 

   88 

 

   79 

 

   64 

 

   59 

 

   52 

 

   50 

 

   49 

 

   44 

 

 

   44 

 

 

   44 

 

   44 

 

 

市制町村制施行(明22.4. 1) 

 

 

 

 

地方自治法施行 

(昭22.5.3 法律第67号) 

町村合併促進法施行 

(昭28.10.1 法律第258号) 

新市町村建設促進法施行 

(昭31.6.30 法律第164号) 

町村合併促進法失効 

(昭 31.9.30) 

新市町村建設促進法一部失効 

(昭 36.6.29) 

市の合併の特例に関する法律施行 

(昭 37.5.10 法律第118号) 

市町村の合併の特例に関する法律施行

(昭 40.3.29 法律第6号) 

市町村の合併の特例に関する法律の一

部を改正する法律施行 

(昭 50.3.28 法律第5号) 

市町村の合併の特例に関する法律の一

部を改正する法律施行 

(昭 60.4.1 法律第14号) 

市町村の合併の特例に関する法律の一

部を改正する法律施行 

(平 7.3.29 法律第50号) 
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市町村領域の変遷 資料)「宮崎県史 通史編 近・現代1」 付表 宮崎県市町村区域変遷表 
郡  東  諸  県  郡  北  那  珂  郡  宮  崎  郡  
明
治
２
２
年
５
月
１
日 

町
村
制
施
行 

旧
町
村
名 

○
印
は
町
村
役
場
位
置 

入

野

村 

北

俣

村 

○

南

俣

村 

伊

佐

生

村 

八

代

北

俣

村 

○

八

代

南

俣

村 

深

年

村 

○

木

脇

村 

岩

知

野

村 

塚

原

村 

三

名

村 

宮

王

丸

村

（

宮

崎

郡

） 

須

志

田

村 

十

日

町 

北

本

庄

村 

○

南

本

庄

村 

六

日

町 

森

永

村 

竹

田

村 

向

高

村 

田

尻

村 

嵐

田

村 

○

糸

原

村 

柳

瀬

町 

有

田

村 

吉

野

村 

堤

内

村

（

宮

崎

郡

） 

金

崎

村

（

宮

崎

郡

） 

上

倉

永

村 

下

倉

永

村 

宮

水

流

村 

○

小

山

田

村 

浦

之

名

村 

五

町

村 

○

内

山

村 

高

岡

町 

飯

田

村 

花

見

村 

高

浜

村 

城

ケ

崎

村 

○

恒

久

村 

田

吉

村 

本

郷

北

方

村 

本

郷

南

方

村 

郡

司

分

村 

加

江

田

村 

鏡

洲

村 

○

熊

野

村 

内

海

村 

○

折

生

迫

村 

山

崎

村 

江

田

村 

新

別

府

村 

○

吉

村 

広

原

村 

新

名

爪

村 

○

島

之

内

村 

芳

士

村 

塩

路

村 

○

西

上

那

珂

村 

東

上

那

珂

村 

○

上

田

島

村 

 

佐

土

原

町 

○

下

田

島

村 

広

瀬

町 

下

那

珂

村 

○

浮

田

村 

細

江

村 

長

嶺

村 

生

目

村 

跡

江

村 

小

松

村 

富

吉

村 

柏

原

村 

○

太

田

村 

中

村

町 

福

島

町 

大

塚

村 

古

城

村 

源

藤

村 

加

納

村 

○

船

引

村 

今

泉

村 

木

原

村 

 
 
 
 

○

田

野

村 

上

北

方

村 

大

瀬

町

村 

○

瓜

生

野

村 

柏

田

町 

○

花

ヶ

島

町 

大

島

町 

村

角

町 

下
北
方
町 

池
内
町 

南
方
村 

上

野

町 

川

原

町 

○

上

別

府

村 

 

瀬
頭
村(

北
那
珂
郡)

 

松
山
町(

北
那
珂
郡)

 

江
平
町 

明
治
２
２
年
５
月
１
日 

町
村
制
施
行 

 

新
町
村
名 

綾 

村 

八

代

村 

木

脇

村 

本

庄

村 

倉

岡

村 

穆

佐

村 

高

岡

村 

赤

江

村 

木

花

村 

青

島

村 

檍 

村 

住

吉

村 

那

珂

村 

佐

土

原

村 

広

瀬

村 

生

目

村 

大

淀

村 

北

清

武

村 

南

清

武

村 

田

野

村 

瓜

生

野

村 
大

宮

村 

宮

崎

町 

郡  東  諸  県  郡  宮   崎   郡  

明

治

２

２

年

～

昭

和

２

０

年

の

変

遷 

昭

和

２

０

年

以

降

の

市

町

村

の

変

遷

 

 

 

高
岡
町 

（
Ｓ 

・
３
・ 

） 

3 1

3 2

本
庄
町 

国
富
町 

綾
町 

宮
崎
市

宮
崎
市 

綾
町
（
Ｓ
７
・ 

・
１
） 

1 0  

国
富
町

（
Ｔ
８
・
３
・
１
） 

（
Ｓ 

・
９
・ 

） 

3 0

3 1

高
岡
町
（
Ｔ
９
・
４
・
１
）

赤
江
町
（
Ｔ 

・
４
・
１
）

1 5

大
淀
町 

清
武
町 

田
野
町 

清
武
町 

（
Ｓ 

・
５
・
３
） 

2 5

（
Ｓ 

・
５
・
３
）

2 5

（
Ｓ 

・
４
・
１
） 

3 8  

清
武
町
の
一
部 

（
Ｔ
６
・
２
・ 

） 

1 1

（
Ｓ 

・ 

・ 

）

2 9

3 0

1 0

（
Ｔ 

・
４
・
１
）

1 3  

佐
土
原
町 

（
Ｓ 

・
４
・
１
） 

3 0

（
Ｓ 

・
４
・
１
） 

2 6
広
瀬
町 

（
Ｓ 

・
４
・
１
） 

3 3

（
Ｓ 

・
４
・
１
）

3 0

佐
土
原
町
（
Ｍ 

・
７
・ 

）

3 4

1 2

清
武
村
（
Ｍ 

・
７
・
４
）

2 4

（
Ｓ
７
・
４
・ 

） 

2 0
（
Ｓ 

・
４
・
１
）

1 8  

（
Ｓ 

・
３
・ 

）

2 6  

2 5  

野
崎
地
区 

（
Ｓ 

・
４
・
１
）

2 3

（
Ｓ 

・ 

・
１
）

3 2

1 0
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郡

明

治

２

２

年

５

月

１

日

町

村

制

施

行

　

旧

町

村

名

○

印

は

町

村

役

場

位

置

○
都
井
村

　
大
納
村

○
市
木
村

○
本
城
村

　
崎
田
村

　
秋
山
村

○
北
方
村

　
南
方
村

　
串
間
村

　
一
氏
村

　
大
矢
取
村

○
大
平
村

　
奈
留
村

　
高
松
村

　
奴
久
見
村

○
西
方
村

○
宮
浦
村

　
伊
比
井
村

　
富
土
村

　
殿
所
村

　
松
永
村

　
東
分
弁
村

○
益
安
村

　
平
山
村

　
風
田
村

○
郷
之
原
村

　
大
藤
村

　
北
河
内
村

　
津
屋
野
村

　
谷
之
口
村

○
中
村

　
脇
本
村

　
潟
上
村

　
贄
波
村

　
大
窪
村

○
橋
之
口
村

　
毛
吉
田
村

　
萩
之
嶺
村

　
塚
田
村

　
上
方
村

○
下
方
村

○
油
津
町

　
星
倉
村

○
戸
高
村

　
西
弁
分
村

　
隈
谷
村

　
平
野
村

　
楠
原
村

　
本
町

　
吉
野
方
村

○
板
敷
村

　
今
町

○
酒
谷
村

明

治

２

２

年

５

月

１

日

町

村

制

施

行

 

新

町

村

名

都
井
村

市
木
村

本
城
村

北
方
村

大
束
村

福
島
村

鵜
戸
村

東
郷
村

北
郷
村

南
郷
村

榎
原
村

細
田
村

油
津
村

吾
田
村

飫
肥
村

酒
谷
村

郡

明

治

２

２

年
～

昭

和

２

０

年

の

市

町

村

の

変

遷

昭

和

２

０

年

以

降

の

市

町

村

の

変

遷

南　那　珂　郡

南　那　珂　郡

福
島
町
（

Ｔ
　
・
　
・
１
）

福
島
町

飫
肥
町
（

Ｍ
　
・
１
・
１
）

南
郷
町
（

Ｓ
　
・
　
・
１
）

細
田
町
（

Ｓ
　
・
１
・
１
）

（

Ｓ
　
・
1
・
1
）

串
間
市

北
郷
町

日
南
市

吾
田
町

（

Ｓ
　
・
　
・
3
）

（

Ｓ
　
・
２
・
　
）

（

Ｓ
　
・
１
・
１
）

（

Ｓ

　

・

1

・

1
）

（

Ｓ
　
・
5
・
3
）

南
郷
町

日
南
市

（

Ｓ
　
・
4
・
１
）

（

Ｓ
 
・
４
・
1
）

大

窪
地
区
の
一

部

橋

之

口

地

区

・

大

窪

地

区

の

一

部

（

Ｓ
　
・
４
・
1
）

15

10

26 

29

11

11

30

34

12

15 16 

23

33

25

31 
31 31
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郡

明

治

２

２

年

５

月

１

日

町

村

制

施

行

　

旧

町

村

名

○

印

は

町

村

役

場

位

置

　
東
霧
島
村

　
縄
瀬
村

○
大
牟
田
村

　
前
田
村

　
江
平
村

　
笛
水
村

　
富
吉
村

　
花
木
村

○
山
之
口
村

　
宮
村

　
長
田
村

　
餅
原
村

　
蓼
池
村

○
樺
山
村

　
梅
北
村

○
安
久
村

　
豊
満
村

　
横
市
村

○
五
十
町
村

　
西
岳
村

○
安
永
村

　
中
霧
島
村

○
山
田
村

　
岩
満
村

　
丸
谷
村

　
下
水
流
村

　
野
々
美
谷
村

○
上
水
流
村

　
宮
丸
村

○
下
長
飯
村

　
上
長
飯
村

　
西
町

　
上
町

　
中
町

　
下
町

　
郡
元
村

　
川
東
村

　
金
田
村

　
高
木
村

　
四
家
村

　
有
水
村

　
石
山
村

○
大
井
手
村

　
桜
木
村

　
穂
満
坊
村

　
高
城
町

明

治

２

２

年

５

月

１

日

町

村

制

施

行

 

新

町

村

名

高
崎
村

山
之
口
村

三
股
村

中
郷
村

五
十
市
村

庄
内
村

山
田
村

志
和
池
村

都
城
町

沖
水
村

高
城
村

郡

明

治

２

２

年
～

昭

和

２

０

年

の

市

町

村

の

変

遷

昭

和

２

０

年

以

降

の

市

町

村

の

変

遷

北　諸　県　郡

北　諸　県　郡

高
崎
町

高
城
町
　
（

Ｓ
9
・
2
・
　
）

山
之
口
町

高
崎
町

三
股
町

三
股
町

高
崎
町
の
一
部

（

Ｓ
　
・
5
・
1
）

（

Ｓ
　
・
2
・
　
）

（

Ｓ
　
・
　
・
3
）

（

Ｓ
　
・
5
・
3
）

（

Ｓ
　
・
5
・
　
）

西
岳
村
（

Ｍ
　
・
7
・
4
）

都
城
市
（

Ｔ
　
・
４
・
１
）

荘
内
町

庄
内
村

都
城
市

（

Ｓ
　
・
３
・
１
）

庄
内
町

山
田
町

山
田
町

（

Ｓ
　
・
2
・
１
）

（

Ｓ
　
・
7
・
　
）

三
股
町
の
一
部

（

Ｓ
　
・
4
・
１
）中

霧
島
と
庄
内
の

（

Ｓ
　
・
5
・
1
）

間
で
境
界
変
更

（

Ｓ
　
・
4
・
１
）

境
界
変
更

（

Ｓ
　
・
3
・
3
）

（

Ｔ

　

・

5

・

1
）

（

Ｓ
　
・
5
・
　
）

（

Ｓ
　
・
5
・
　
）

15 

11 
24

13

50

53 

20 

42 

31

15

27

33

48

40

32
・

11

20

11

20

11

39 23

13

11
・
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郡

明

治

２

２

年

５

月

１

日

町

村

制

施

行

　

旧

町

村

名

○

印

は

町

村

役

場

位

置

　

西

川

北

村

　

島

内

村

　

浦

村

　

柳

水

流

村

〇

水

流

村

　

亀

沢

村

　

向

江

村

　

昌

明

寺

村

　

内

堅

村

　

京

町

　

岡

松

村

　　

西

長

江

浦

村

　

東

長

江

浦

村

〇

小

田

村

　

栗

下

村

　

東

川

北

村

　

湯

田

村

　

西

郷

村

　

灰

塚

村

　

永

山

村

　

榎

田

村

〇

原

田

村

　

大

河

平

村

　

杉

水

流

村

　

前

田

村

　

坂

元

村

　

大

明

司

村

　

上

江

村

　

末

永

村

　

今

西

村

　

池

島

村

〇

須

木

村

〇

細

野

村

　

十

日

町

　

五

日

町

　

水

流

迫

村

　

堤

村

　

東

方

村

　

真

方

村

　

北

西

方

村

　

南

西

方

村

　

後

川

内

村

　

蒲

牟

田

村

〇

西

麓

村

　

広

原

村

　

紙

屋

村

　

三

ケ

野

山

村

〇

東

麓

村

明

治

２

２

年

５

月

１

日

町

村

制

施

行

 

新

町

村

名

真

幸

村

加

久

籐

村

飯

野

村

須

木

村

小

林

村

高

原

村

野

尻

村

郡

明

治

２

２

年

～

昭

和

２

０

年

の

市

町

村

の

変

遷

昭

和

２

０

年

以

降

の

市

町

村

の

変

遷

西　諸　県　郡

西　諸　県　郡

真

幸

町

高

原

町

　
（

Ｓ

9

・

　

・

5
）

小

林

町
（

Ｔ

元

・

　

・
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〔県庁文書「本県令達」明治22年(近・現代3-141)〕

郡

〔宮崎県総務部地方課「宮崎県市町村合併小史」

1984年〕

昭和28年（1953）10月

町村合併促進法により小規模町村の合併を実施

宮崎県総務部地方課「宮崎県市町村合併小史」1984

年、平凡社「郷土歴史大事典　日本歴史地名大系46

宮崎県の地名」1997年、角川書店「角川日本地名大辞

典　45　宮崎県」1986年
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明治29年（1896）

宮崎郡と北那珂郡が合併し、宮崎郡となり、8郡構成

になる

明治30年　（1897）

4月1日　郡制施行

9月1日　県制施行

大正12年（1923）

3月31日郡制廃止

大正15年（1926）

6月3日　郡長および郡役所の廃止

42町

351村

計393

明治22年(1889)3月29日

郡町村区域名称並びに町村役場位置改定布達

明治22年(1889)5月1日

宮崎県内に町村制施行
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宮崎県行政区画図 (合併関係市町村) 

(昭和24年3月31日現在) 

宮崎県行政区画図 
(平成12年4月1日現在) 

      9市28町7村 



 (単位：人) (単位：km2)
No. 都道府県名 市町村数 No. 都道府県名 平均人口 No. 都道府県名 平均面積
1 北海道 212 1 神奈川 224,983 1 北海道 393.64

2 長野 120 2 大阪 196,001 2 岩手 258.95

3 新潟 112 3 千葉 102,863 3 山形 211.89

4 岐阜 99 4 愛知 78,133 4 宮崎 175.77

5 福岡 97 5 埼玉 74,328 5 秋田 168.29

6 鹿児島 96 6 兵庫 62,510 6 福島 153.14

7 熊本 94 7 東京 60,249 7 青森 143.38

8 埼玉 92 8 京都 58,224 8 高知 134.05

9 福島 90 9 福岡 51,087 9 栃木 130.78

10 兵庫 88 10 静岡 50,740 10 富山 121.34

10 愛知 88 11 栃木 40,779 11 福井 119.67

12 広島 86 12 茨城 35,182 12 島根 113.68

13 茨城 85 13 広島 33,447 13 長野 113.21

14 長崎 79 14 宮城 32,960 14 新潟 112.34

15 岡山 78 15 富山 32,194 15 大分 109.27

16 静岡 74 16 奈良 30,798 16 山口 109.11

17 宮城 71 17 群馬 28,768 17 岐阜 107.05

18 愛媛 70 18 石川 28,671 18 静岡 105.13

18 群馬 70 19 山形 28,390 19 京都 104.83

20 三重 69 20 山口 27,506 20 宮城 102.60

20 秋田 69 21 宮崎 27,008 21 石川 102.07

22 青森 67 22 三重 26,897 22 広島 98.56

23 山梨 64 23 北海道 26,848 23 鹿児島 95.69

24 東京 63 24 滋賀 26,327 24 兵庫 95.35

25 岩手 59 25 岡山 25,108 25 和歌山 94.49

25 島根 59 26 沖縄 24,789 26 岡山 91.18

27 大分 58 27 岩手 24,203 27 群馬 90.90

28 千葉 57 28 香川 24,083 28 千葉 90.46

29 山口 56 29 福島 23,762 29 鳥取 89.93

30 高知 53 30 福井 23,660 30 三重 83.71

30 沖縄 53 31 青森 22,453 31 徳島 82.90

32 和歌山 50 32 新潟 22,214 32 愛媛 81.08

32 滋賀 50 33 和歌山 21,882 33 滋賀 80.35

32 徳島 50 34 愛媛 21,674 34 熊本 78.75

35 栃木 49 35 大分 21,353 35 奈良 78.53

35 佐賀 49 36 岐阜 21,298 36 茨城 71.69

37 奈良 47 37 熊本 19,899 37 山梨 69.77

38 宮崎 44 38 長崎 19,459 38 神奈川 65.27

38 大阪 44 39 鹿児島 18,650 39 愛知 58.57

38 山形 44 40 長野 18,337 40 長崎 51.79

38 京都 44 41 佐賀 18,040 41 福岡 51.23

42 香川 43 42 秋田 17,525 42 佐賀 49.78

43 石川 41 43 徳島 16,716 43 香川 43.62

44 鳥取 39 44 鳥取 15,868 44 大阪 43.02

45 神奈川 37 45 高知 15,494 45 沖縄 42.79

46 福井 35 46 山梨 13,810 46 埼玉 41.27

46 富山 35 47 島根 12,983 47 東京 24.93

合計 3,229 全国平均 36,536 全国平均 114.93

       (注) １.  市町村数は平成11年4月1日現在のものである。

            ２． 人口は平成11年3月31日現在の住民基本台帳による。

            ３． 面積は平成10年10月1日現在の「全国都道府県市区町村別面積調」による。

            ４． 特別区は除く。

全国の市町村数、平均人口、面積の比較
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宮崎市 305,004 286.7 1,064 151.7 2,011 52.9

都城市 133,367 306.2 436 163.0 818 53.2

延岡市 125,105 283.8 441 81.6 1,532 28.8

日南市 46,531 294.5 158 68.5 679 23.3

小林市 40,696 230.8 176 89.0 457 38.6

日向市 59,026 117.3 503 47.4 1,244 40.4

串間市 24,388 294.9 83 69.4 352 23.5

西都市 35,853 438.6 82 100.9 355 23.0

えびの市 25,275 283.0 89 79.5 318 28.1

清武町 28,186 47.8 590 25.2 1,118 52.7

田野町 12,276 108.3 113 31.4 391 29.0

佐土原町 32,495 56.8 572 40.6 801 71.3

北郷町 5,415 178.5 30 25.1 215 14.1

南郷町 12,387 63.2 196 23.8 521 37.6

三股町 23,925 110.0 217 30.2 792 27.5

山之口町 7,458 97.5 76 18.8 398 19.2

高城町 12,675 94.2 135 38.8 326 41.2

山田町 8,788 62.2 141 25.0 351 40.3

高崎町 11,791 93.2 127 46.3 255 49.7

高原町 11,444 85.4 134 41.4 276 48.5

野尻町 9,002 88.9 101 39.2 230 44.1

須木村 2,662 243.5 11 21.9 122 9.0

高岡町 12,936 144.6 89 41.9 309 29.0

国富町 22,396 130.7 171 53.1 422 40.6

綾町 7,505 95.2 79 19.2 390 20.2

高鍋町 22,779 43.9 519 35.6 640 81.1

新富町 18,563 61.7 301 49.5 375 80.2

西米良村 1,494 271.6 6 10.8 138 4.0

木城町 5,619 146.0 38 25.7 218 17.6

川南町 17,708 90.3 196 57.4 309 63.6

都農町 12,422 102.3 121 39.0 318 38.2

門川町 19,328 120.5 160 20.4 949 16.9

東郷町 5,362 218.7 25 27.8 193 12.7

南郷村 2,622 190.2 14 11.9 220 6.3

西郷村 2,967 138.3 21 13.8 215 10.0

北郷村 2,156 120.2 18 7.9 273 6.6

北方町 5,131 200.7 26 22.2 232 11.0

北川町 4,815 279.9 17 23.3 207 8.3

北浦町 4,619 103.5 45 9.5 485 9.2

諸塚村 2,514 187.6 13 9.3 271 4.9

椎葉村 3,910 536.2 7 20.7 189 3.9

高千穂町 16,153 237.2 68 30.5 529 12.9

日之影町 5,590 277.8 20 23.1 242 8.3

五ヶ瀬町 5,263 171.8 31 17.2 306 10.0

可住地面積＝総面積－林野面積－主要湖沼面積

資料)統計からみた宮崎県のすがた

可住地面積人口

密度(人／km2)
Ａ／Ｃ

可住地面積割
合(％)
Ｃ／Ｂ

県内市町村の人口、面積、人口密度(平成10年(1998年))

人口(人) Ａ 総面積(km
2)

Ｂ

総面積人口密

度(人／km2)
Ａ／Ｂ

可住地面積

(km2)  Ｃ
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  県内市町村の人口推移

国勢調査人口(人) 増加率(％)

1970～ 1975～ 1980～ 1985～ 1990～ 1995～
1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年

宮崎県 1,051,105 1,085,055 1,151,587 1,175,543 1,168,907 1,175,819 1,170,023 3.2 6.1 2.1 -0.6 0.6 -0.5

宮崎市 202,862 234,347 264,855 279,114 287,352 300,068 305,777 15.5 13.0 5.4 3.0 4.4 1.9

都城市 114,802 118,289 129,009 132,098 130,153 132,714 131,918 3.0 9.1 2.4 -1.5 2.0 -0.6

延岡市 128,292 134,521 136,598 136,381 130,624 126,629 124,762 4.9 1.5 -0.2 -4.2 -3.1 -1.5

日南市 53,288 52,171 52,949 51,966 49,178 47,595 45,998 -2.1 1.5 -1.9 -5.4 -3.2 -3.4

小林市 38,674 38,325 40,033 40,976 41,048 40,840 40,344 -0.9 4.5 2.4 0.2 -0.5 -1.2

日向市 47,420 53,448 58,347 59,163 58,442 58,801 58,996 12.7 9.2 1.4 -1.2 0.6 0.3

串間市 31,734 30,038 29,420 28,328 26,734 25,243 23,646 -5.3 -2.1 -3.7 -5.6 -5.6 -6.3

西都市 38,509 37,054 37,836 38,370 37,218 36,331 35,380 -3.8 2.1 1.4 -3.0 -2.4 -2.6

えびの市 28,972 27,241 27,246 28,034 26,826 25,874 24,906 -6.0 0.0 2.9 -4.3 -3.5 -3.7

清武町 10,678 11,765 14,528 16,629 22,507 27,127 28,755 10.2 23.5 14.5 35.3 20.5 6.0

田野町 9,780 9,856 10,806 11,417 11,645 12,428 12,319 0.8 9.6 5.7 2.0 6.7 -0.9

佐土原町 19,740 22,715 26,932 29,607 30,758 31,827 32,500 15.1 18.6 9.9 3.9 3.5 2.1

北郷町 6,229 5,638 5,929 5,862 5,756 5,598 5,360 -9.5 5.2 -1.1 -1.8 -2.7 -4.3

南郷町 12,714 12,959 13,907 13,707 13,242 12,616 12,064 1.9 7.3 -1.4 -3.4 -4.7 -4.4

三股町 14,699 15,789 17,713 18,832 21,011 22,941 24,057 7.4 12.2 6.3 11.6 9.2 4.9

山之口町 7,072 7,106 7,773 7,743 7,614 7,561 7,321 0.5 9.4 -0.4 -1.7 -0.7 -3.2

高城町 13,064 12,727 13,591 13,804 13,321 12,915 12,570 -2.6 6.8 1.6 -3.5 -3.0 -2.7

山田町 9,037 8,597 8,997 8,932 8,781 8,811 8,615 -4.9 4.7 -0.7 -1.7 0.3 -2.2

高崎町 13,614 12,902 13,285 13,151 12,724 12,053 11,382 -5.2 3.0 -1.0 -3.2 -5.3 -5.6

高原町 12,798 12,476 12,579 12,455 11,984 11,619 11,255 -2.5 0.8 -1.0 -3.8 -3.0 -3.1

野尻町 9,719 9,306 9,595 9,722 9,526 9,202 8,921 -4.2 3.1 1.3 -2.0 -3.4 -3.1

須木村 4,022 3,406 3,134 3,055 2,906 2,786 2,431 -15.3 -8.0 -2.5 -4.9 -4.1 -12.7

高岡町 12,828 12,474 12,630 12,698 12,818 12,941 12,844 -2.8 1.3 0.5 0.9 1.0 -0.7

国富町 19,037 19,050 19,864 21,161 21,339 22,130 22,365 0.1 4.3 6.5 0.8 3.7 1.1

綾町 7,748 7,339 7,261 7,309 7,385 7,419 7,597 -5.3 -1.1 0.7 1.0 0.5 2.4

高鍋町 19,777 21,494 22,950 23,239 22,970 22,886 22,749 8.7 6.8 1.3 -1.2 -0.4 -0.6

新富町 16,514 16,625 17,220 18,053 18,085 18,037 19,059 0.7 3.6 4.8 0.2 -0.3 5.7

西米良村 3,422 2,624 2,153 1,989 1,694 1,543 1,481 -23.3 -17.9 -7.6 -14.8 -8.9 -4.0

木城町 6,031 5,575 5,857 6,101 5,871 5,727 5,759 -7.6 5.1 4.2 -3.8 -2.5 0.6

川南町 16,707 16,940 18,026 18,480 18,371 18,053 17,631 1.4 6.4 2.5 -0.6 -1.7 -2.3

都農町 12,479 12,675 13,486 13,859 13,229 12,618 12,322 1.6 6.4 2.8 -4.5 -4.6 -2.3

門川町 15,540 16,708 18,533 18,941 18,894 19,155 19,288 7.5 10.9 2.2 -0.2 1.4 0.7

東郷町 7,115 6,804 6,601 6,384 5,989 5,539 5,190 -4.4 -3.0 -3.3 -6.2 -7.5 -6.3

南郷村 4,782 4,131 3,754 3,418 3,055 2,788 2,604 -13.6 -9.1 -9.0 -10.6 -8.7 -6.6

西郷村 4,898 4,346 4,181 3,802 3,435 3,160 2,836 -11.3 -3.8 -9.1 -9.7 -8.0 -10.3

北郷村 3,539 2,959 2,774 2,635 2,494 2,303 2,069 -16.4 -6.3 -5.0 -5.4 -7.7 -10.2

北方町 7,700 6,877 6,609 6,238 5,805 5,339 4,987 -10.7 -3.9 -5.6 -6.9 -8.0 -6.6

北川町 7,505 6,401 6,088 5,788 5,439 5,019 4,823 -14.7 -4.9 -4.9 -6.0 -7.7 -3.9

北浦町 6,070 5,633 5,586 5,428 5,121 4,764 4,604 -7.2 -0.8 -2.8 -5.7 -7.0 -3.4

諸塚村 4,582 3,872 3,470 3,212 2,917 2,687 2,402 -15.5 -10.4 -7.4 -9.2 -7.9 -10.6

椎葉村 7,616 6,267 5,478 5,131 4,611 4,160 3,769 -17.7 -12.6 -6.3 -10.1 -9.8 -9.4

高千穂町 22,131 20,523 19,957 19,170 18,093 16,780 15,843 -7.3 -2.8 -3.9 -5.6 -7.3 -5.6

日之影町 10,261 8,715 8,013 7,353 6,550 5,928 5,445 -15.1 -8.1 -8.2 -10.9 -9.5 -8.1

五ヶ瀬町 7,104 6,347 6,034 5,808 5,392 5,265 5,079 -10.7 -4.9 -3.7 -7.2 -2.4 -3.5

2000年
(速報値)

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
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 　  県内市町村の65歳以上人口推移

65歳以上国勢調査人口(人) 65歳以上割合(％)

宮崎県 88,772 102,923 120,638 140,747 166,539 204,222 8.4 9.5 10.5 12.0 14.2 17.4

宮崎市 13,083 16,219 20,555 24,754 30,866 39,647 6.4 6.9 7.8 8.9 10.7 13.2

都城市 9,613 11,514 13,739 16,343 18,998 23,174 8.4 9.7 10.6 12.4 14.6 17.5

延岡市 8,136 9,799 11,916 14,251 16,903 21,005 6.3 7.3 8.7 10.4 12.9 16.6

日南市 5,027 5,775 6,522 7,312 8,319 9,820 9.4 11.1 12.3 14.1 16.9 20.6

小林市 3,319 3,892 4,536 5,347 6,270 7,714 8.6 10.2 11.3 13.0 15.3 18.9

日向市 3,292 3,953 4,736 5,731 7,000 8,790 6.9 7.4 8.1 9.7 12.0 14.9

串間市 3,397 3,824 4,188 4,584 5,260 6,236 10.7 12.7 14.2 16.2 19.7 24.7

西都市 3,733 4,142 4,738 5,467 6,250 7,563 9.7 11.2 12.5 14.2 16.8 20.8

えびの市 3,077 3,656 4,209 4,851 5,600 6,521 10.6 13.4 15.4 17.3 20.9 25.2

清武町 996 1,126 1,372 1,563 1,977 2,583 9.3 9.6 9.4 9.4 8.8 9.5

田野町 929 1,099 1,197 1,392 1,602 1,960 9.5 11.2 11.1 12.2 13.8 15.8

佐土原町 1,897 2,208 2,577 3,128 3,806 4,596 9.6 9.7 9.6 10.6 12.4 14.4

北郷町 714 754 901 997 1,146 1,298 11.5 13.4 15.2 17.0 19.9 23.2

南郷町 1,272 1,432 1,616 1,778 2,124 2,544 10.0 11.1 11.6 13.0 16.0 20.2

三股町 1,427 1,621 1,954 2,385 3,034 3,721 9.7 10.3 11.0 12.7 14.4 16.2

山之口町 736 912 1,032 1,194 1,387 1,610 10.4 12.8 13.3 15.4 18.2 21.3

高城町 1,229 1,394 1,621 1,933 2,299 2,793 9.4 11.0 11.9 14.0 17.3 21.6

山田町 953 1,052 1,235 1,449 1,714 2,075 10.5 12.2 13.7 16.2 19.5 23.6

高崎町 1,303 1,524 1,771 2,052 2,322 2,745 9.6 11.8 13.3 15.6 18.2 22.8

高原町 1,257 1,443 1,652 1,884 2,187 2,711 9.8 11.6 13.1 15.1 18.2 23.3

野尻町 944 1,066 1,184 1,381 1,735 2,112 9.7 11.5 12.3 14.2 18.2 23.0

須木村 350 364 401 459 561 685 8.7 10.7 12.8 15.0 19.3 24.6

高岡町 1,365 1,452 1,678 1,951 2,252 2,649 10.6 11.6 13.3 15.4 17.6 20.5

国富町 1,826 2,077 2,413 2,865 3,348 4,136 9.6 10.9 12.1 13.5 15.7 18.7

綾町 734 858 919 1,035 1,198 1,502 9.5 11.7 12.7 14.2 16.2 20.2

高鍋町 1,745 1,980 2,278 2,644 3,077 3,758 8.8 9.2 9.9 11.4 13.4 16.4

新富町 1,399 1,524 1,743 2,001 2,315 2,767 8.5 9.2 10.1 11.1 12.8 15.3

西米良村 318 293 292 355 390 492 9.3 11.2 13.6 17.8 23.0 31.9

木城町 664 711 822 915 1,045 1,213 11.0 12.8 14.0 15.0 17.8 21.2

川南町 1,538 1,710 2,036 2,421 2,838 3,459 9.2 10.1 11.3 13.1 15.4 19.2

都農町 1,252 1,377 1,610 1,987 2,245 2,645 10.0 10.9 11.9 14.3 17.0 21.0

門川町 1,421 1,685 2,012 2,314 2,742 3,389 9.1 10.1 10.9 12.2 14.5 17.7

東郷町 918 1,018 1,068 1,125 1,249 1,452 12.9 15.0 16.2 17.6 20.9 26.2

南郷村 522 542 572 614 693 817 10.9 13.1 15.2 18.0 22.7 29.3

西郷村 611 627 667 696 788 921 12.5 14.4 16.0 18.3 22.9 29.1

北郷村 467 477 472 519 592 712 13.2 16.1 17.0 19.7 23.7 30.9

北方町 849 925 935 992 1,147 1,319 11.0 13.5 14.1 15.9 19.8 24.7

北川町 804 845 934 944 1,046 1,281 10.7 13.2 15.3 16.3 19.2 25.5

北浦町 626 613 670 725 866 1,059 10.3 10.9 12.0 13.4 16.9 22.2

諸塚村 424 451 483 531 568 662 9.3 11.6 13.9 16.5 19.5 24.6

椎葉村 722 727 734 771 849 985 9.5 11.6 13.4 15.0 18.4 23.7

高千穂町 2,106 2,344 2,593 2,806 3,301 4,060 9.5 11.4 13.0 14.6 18.2 24.2

日之影町 1,072 1,124 1,201 1,307 1,500 1,706 10.4 12.9 15.0 17.8 22.9 28.8

五ヶ瀬町 705 794 853 985 1,131 1,335 9.9 12.5 14.1 17.0 21.0 25.4

1970年1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 1995年1975年 1980年 1985年 1990年
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農業粗生産額 市町村内純生産額  (単位：百万円)

(1000万円) 林業 水産業

宮崎市 1,819 宮崎市 626 901

都城市 3,384 都城市 560 5

延岡市 449 延岡市 906 2,564

日南市 913 日南市 733 2,021

小林市 1,782 小林市 447 4

日向市 684 日向市 384 1,692

串間市 1,216 串間市 659 1,796

西都市 2,207 西都市 998 64

えびの市 1,356 えびの市 734 0

清武町 594 清武町 114 0

田野町 643 田野町 188 4

佐土原町 695 佐土原町 127 599

北郷町 499 北郷町 435 4

南郷町 326 南郷町 86 8,248

三股町 481 三股町 684 10

山之口町 355 山之口町 175 2

高城町 1,053 高城町 91 0

山田町 595 山田町 297 0

高崎町 1,177 高崎町 442 0

高原町 695 高原町 193 4

野尻町 912 野尻町 249 0

須木村 124 須木村 343 0

高岡町 716 高岡町 484 4

国富町 1,092 国富町 236 10

綾町 443 綾町 409 9

高鍋町 693 高鍋町 115 26

新富町 1,352 新富町 204 879

西米良村 27 西米良村 1,315 26

木城町 494 木城町 351 0

川南町 2,050 川南町 165 1,037

都農町 904 都農町 92 176

門川町 305 門川町 468 929

東郷町 507 東郷町 1,317 3

南郷村 92 南郷村 817 0

西郷村 141 西郷村 916 2

北郷村 71 北郷村 989 0

北方町 128 北方町 799 16

北川町 65 北川町 1,113 55

北浦町 108 北浦町 603 2,023

諸塚村 27 諸塚村 1,573 1

椎葉村 56 椎葉村 2,801 1

高千穂町 582 高千穂町 984 1

日之影町 144 日之影町 927 1

五ヶ瀬町 143 五ヶ瀬町 796 30
資料)生産農業所得統計 資料)宮崎県の市町村民所得

県内市町村の産業の現状

平成10年 農業粗生産額 平成9年度
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商店数 従業者数 年間商品販売額 売場面積
(店) (人) (小売業)(万円) (ｍ2)

宮崎市 3,890 21,402 41,418,030 374,945

都城市 1,820 9,401 17,531,754 205,858

延岡市 1,611 8,004 12,869,457 162,524

日南市 781 3,319 5,274,419 58,810

小林市 602 2,701 4,777,536 64,444

日向市 935 4,506 7,427,915 95,454

串間市 374 1,356 1,863,006 28,118

西都市 541 2,102 3,282,321 40,659

えびの市 360 1,332 2,105,020 34,364

清武町 213 1,206 2,199,990 23,902

田野町 108 445 709,552 7,207

佐土原町 302 1,466 2,293,949 28,584

北郷町 49 223 389,105 3,508

南郷町 167 583 864,527 7,512

三股町 225 1,128 2,078,087 21,122

山之口町 103 280 320,352 5,297

高城町 174 570 795,415 9,616

山田町 92 343 451,026 5,282

高崎町 149 595 981,994 9,956

高原町 139 443 624,152 9,470

野尻町 112 373 534,159 6,523

須木村 30 74 70,824 1,310

高岡町 140 465 661,443 8,816

国富町 267 1,081 1,702,592 17,469

綾町 88 246 462,763 6,936

高鍋町 315 1,671 3,029,408 25,173

新富町 183 689 1,115,277 10,791

西米良村 47 96 91,478 1,125

木城町 61 227 326,343 2,902

川南町 152 718 1,703,944 11,475

都農町 142 541 882,697 10,339

門川町 215 891 1,108,461 16,273

東郷町 53 X 206,527 2,863

南郷村 56 X X 1,794

西郷村 35 X X 1,339

北郷村 38 X X 2,170

北方町 61 X X 2,813

北川町 45 X X 1,672

北浦町 67 184 210,202 2,343

諸塚村 39 120 151,895 1,472

椎葉村 73 X X 2,945

高千穂町 256 978 1,619,158 16,101

日之影町 83 X X 3,905

五ヶ瀬町 62 X X 2,798

資料)商業統計表

Xは秘匿数値。

平成9年 商業の概要

事業所数 従業者数(人) 製造品出荷額等(万円)

宮崎市 346 5,820 7,879,256

都城市 297 9,559 22,103,016

延岡市 316 11,152 25,256,758

日南市 108 2,947 5,174,597

小林市 87 1,984 2,937,068

日向市 159 5,051 9,879,995

串間市 57 796 738,512

西都市 60 1,368 1,239,139

えびの市 48 1,310 1,024,188

清武町 44 4,315 16,285,507

田野町 39 1,207 1,742,836

佐土原町 69 3,842 5,818,454

北郷町 21 720 792,331

南郷町 21 411 623,990

三股町 77 1,385 1,756,457

山之口町 21 500 470,392

高城町 21 1,096 1,967,979

山田町 16 640 706,178

高崎町 24 832 2,537,154

高原町 38 675 691,248

野尻町 17 507 719,842

須木村 4 105 87,031

高岡町 30 740 1,011,242

国富町 45 1,875 3,242,617

綾町 18 683 1,565,366

高鍋町 30 919 1,034,156

新富町 43 1,833 2,301,181

西米良村 3 44 52,587

木城町 17 589 958,224

川南町 38 1,336 3,577,871

都農町 22 687 1,712,196

門川町 72 1,702 1,908,833

東郷町 19 386 760,686

南郷村 10 163 120,810

西郷村 4 84 78,118

北郷村 5 108 64,117

北方町 9 308 153,580

北川町 11 451 518,123

北浦町 13 210 197,896

諸塚村 6 87 101,407

椎葉村 7 86 110,741

高千穂町 31 548 1,080,127

日之影町 19 355 381,813

五ヶ瀬町 8 183 790,908

資料)工業統計表

平成10年 工業の概要



県外客比率 県内客比率
(％) (％)

宮崎市 3,478,000 2,457,000 5,935,000 58.6 41.4

都城市 633,477 692,564 1,326,041 47.8 52.2

延岡市 228,000 942,000 1,170,000 19.5 80.5

日南市 811,466 400,843 1,212,309 66.9 33.1

小林市 376,117 674,731 1,050,848 35.8 64.2

日向市 158,783 390,675 549,458 28.9 71.1

串間市 196,150 216,631 412,781 47.5 52.5

西都市 311,190 1,007,085 1,318,275 23.6 76.4

えびの市 999,032 822,630 1,821,662 54.8 45.2

清武町 14,329 44,655 58,984 24.3 75.7

田野町 32,982 131,623 164,605 20.0 80.0

佐土原町 51,307 336,988 388,295 13.2 86.8

北郷町 40,611 339,604 380,215 10.7 89.3

南郷町 36,275 149,536 185,811 19.5 80.5

三股町 19,910 101,200 121,110 16.4 83.6

山之口町 26,671 226,770 253,441 10.5 89.5

高城町 39,233 266,981 306,214 12.8 87.2

山田町 21,835 203,281 225,116 9.7 90.3

高崎町 24,700 231,900 256,600 9.6 90.4

高原町 494,324 407,540 901,864 54.8 45.2

野尻町 209,360 278,620 487,980 42.9 57.1

須木村 4,022 54,519 58,541 6.9 93.1

高岡町 28,543 299,884 328,427 8.7 91.3

国富町 12,171 172,649 184,820 6.6 93.4

綾町 672,600 448,400 1,121,000 60.0 40.0

高鍋町 33,677 464,244 497,921 6.8 93.2

新富町 58,909 423,303 482,212 12.2 87.8

西米良村 17,854 34,280 52,134 34.2 65.8

木城町 6,409 84,502 90,911 7.0 93.0

川南町 6,077 35,360 41,437 14.7 85.3

都農町 55,400 356,950 412,350 13.4 86.6

門川町 18,627 416,310 434,937 4.3 95.7

東郷町 6,085 156,855 162,940 3.7 96.3

南郷村 14,446 63,513 77,959 18.5 81.5

西郷村 8,006 85,260 93,266 8.6 91.4

北郷村 13,736 38,919 52,655 26.1 73.9

北方町 26,249 78,889 105,138 25.0 75.0

北川町 50,843 114,705 165,548 30.7 69.3

北浦町 27,449 144,173 171,622 16.0 84.0

諸塚村 2,734 6,737 9,471 28.9 71.1

椎葉村 96,443 105,545 201,988 47.7 52.3

高千穂町 948,600 140,500 1,089,100 87.1 12.9

日之影町 66,334 199,478 265,812 25.0 75.0

五ヶ瀬町 106,297 93,514 199,811 53.2 46.8

資料)観光動向調査結果

県内客 合計市町村

平成10年観光客数

県外客

73



       (単位：人)

　　　流 入
宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市 日向市 串間市 西都市 えびの市 清武町 田野町 佐土原町 北郷町 南郷町 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 高原町 野尻町 須木村 高岡町 国富町 綾町 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 北方町 北川町 北浦町 諸塚村 椎葉村 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 その他 県外 合計

宮崎市 135,208 664 234 501 229 194 37 600 33 4,488 593 1,974 37 35 34 33 53 38 38 36 13 820 1,177 266 524 519 44 115 52 16 13 39 462 149,119

都城市 846 56,745 50 192 31 7 41 108 39 1,779 266 761 547 385 69 18 24 16 11 38 2,107 64,080

延岡市 207 56,501 1,078 2 1 30 11 12 20 881 12 14 328 333 136 75 41 43 210 59,935

日南市 406 38 20,036 230 54 32 757 681 38 283 22,555

小林市 229 323 17,576 1,029 17 6 14 12 18 76 536 390 177 34 16 38 176 20,667

日向市 232 1,244 24,934 14 4 22 59 11 11 215 252 891 425 61 104 20 11 48 23 17 49 226 28,873

串間市 28 26 338 10,743 241 18 479 11,873

西都市 1,643 23 24 15,009 9 33 672 46 241 24 306 601 16 112 104 22 33 21 18,939

えびの市 43 50 762 11,298 3 59 15 41 599 12,870

清武町 5,131 101 17 45 14 12 15 7,560 301 84 10 16 10 45 48 24 10 48 48 13,539

流 田野町 1,180 45 22 482 4,358 11 13 17 51 25 44 9 6,257

佐土原町 4,837 38 35 15 8 44 517 150 10 9,239 44 126 20 245 844 34 64 25 35 37 16,367

北郷町 64 15 591 16 8 1,856 18 18 7 2,593

南郷町 52 8 1,145 131 55 4,313 15 480 6,199

三股町 176 4,603 12 30 13 33 17 5,474 165 190 47 39 10 17 34 162 11,022

山之口町 95 942 11 22 38 246 2,066 236 13 21 19 46 3,755

高城町 146 1,696 12 17 13 209 155 4,058 58 164 9 21 41 10 15 44 6,668

山田町 33 1,313 17 77 22 55 2,735 116 7 18 49 4,442

高崎町 64 922 131 9 6 4 71 25 123 99 4,707 127 47 13 12 45 6,405

高原町 60 250 925 58 5 10 12 163 4,389 126 15 25 72 6,110

野尻町 216 80 473 11 41 12 27 62 3,678 14 95 21 33 15 4,778

須木村 16 10 176 23 13 24 1,200 12 7 1,481

高岡町 1,784 45 11 13 23 119 38 46 24 42 4,143 208 127 8 32 22 6,685

国富町 2,422 40 17 138 91 30 114 255 7,805 331 27 31 60 21 11,382

綾町 576 17 28 13 24 136 287 2,864 37 12 3,994

高鍋町 922 12 37 69 297 26 270 26 7,021 949 313 516 147 11 39 47 10,702

新富町 1,020 9 11 454 23 632 11 22 491 6,652 64 96 20 32 24 9,561

西米良村 12 866 6 18 902

木城町 130 15 133 37 374 96 1,937 189 23 22 10 2,966

川南町 255 12 18 100 96 11 78 10 691 184 140 7,281 423 37 37 9,373

都農町 157 34 263 28 47 267 76 46 731 4,730 27 35 63 6,504

門川町 58 1,426 1,797 4 16 19 5,747 35 14 79 75 9,270

出 東郷町 11 38 697 10 11 19 90 22 1,755 20 20 22 13 2,728

南郷村 77 22 1,291 22 3 1,415

西郷村 4 143 13 42 1,441 18 44 20 12 1,737

北郷村 41 31 1,216 32 0 1,320

北方町 675 10 2,004 15 36 14 7 2,761

北川町 888 19 11 11 1,466 26 10 33 2,464

北浦町 139 15 2,057 13 71 2,295

諸塚村 10 23 1,322 18 4 1,377

椎葉村 13 2,154 19 10 2,196

高千穂町 53 8,003 217 82 20 80 8,455

日之影町 107 53 307 2,688 32 31 3,218

五ヶ瀬町 176 2,351 16 174 2,717

その他 16 39 55 45 25 42 36 26 38 18 28 46 28 33 26 19 32 16 38 16 25 21 44 48 58 25 38 19 28 17 11 41 30 16 30 11 40 17 20 31 34 20 17 19

県外 486 3,287 137 57 73 52 134 30 362 16 7 13 3 20 116 31 36 51 19 6 5 10 16 10 2 16 12 66 19 5 3 14 2 2 2 0 5 19 5 0 19 39 2 44 5,253

合計 158,749 71,327 61,692 22,868 20,684 29,622 11,342 17,433 12,954 13,335 5,535 13,309 2,759 5,351 8,054 2,815 5,600 3,596 5,793 5,341 4,427 1,450 5,835 10,086 3,692 10,129 10,034 980 2,759 9,380 5,837 7,647 2,350 1,390 1,620 1,293 2,441 1,861 2,244 1,445 2,230 8,665 3,001 2,496 6,351 582,549

       (単位：％)

　　　流 入
宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市 日向市 串間市 西都市 えびの市 清武町 田野町 佐土原町 北郷町 南郷町 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 高原町 野尻町 須木村 高岡町 国富町 綾町 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 北方町 北川町 北浦町 諸塚村 椎葉村 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 その他 県外 合計

宮崎市 90.7 0.4 0.2 0.3 0.2 0.1 0.0 0.4 0.0 3.0 0.4 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.8 0.2 0.4 0.3 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 100.0

都城市 1.3 88.6 0.0 0.1 0.3 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 2.8 0.4 1.2 0.9 0.6 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 3.3 100.0

延岡市 0.3 0.0 94.3 0.0 0.0 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.6 0.2 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 0.4 100.0

日南市 1.8 0.2 0.0 88.8 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.0 3.4 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 1.3 100.0

小林市 1.1 1.6 0.0 0.0 85.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 0.4 2.6 1.9 0.9 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.9 100.0

日向市 0.8 0.0 4.3 0.0 0.0 86.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.7 0.9 3.1 1.5 0.2 0.4 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.2 0.8 100.0

串間市 0.2 0.2 0.0 2.8 0.0 0.0 90.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 4.0 100.0

西都市 8.7 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 79.2 0.0 0.2 0.0 3.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 1.3 0.1 1.6 3.2 0.1 0.6 0.5 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 100.0

えびの市 0.3 0.4 0.0 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0 87.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 4.7 100.0

清武町 37.9 0.7 0.1 0.3 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 55.8 2.2 0.6 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.4 0.0 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.4 100.0

流 田野町 18.9 0.7 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 69.6 0.2 0.2 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.1 100.0

佐土原町 29.6 0.2 0.2 0.1 0.0 0.3 0.0 3.2 0.0 0.9 0.1 56.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.8 0.1 1.5 5.2 0.0 0.2 0.4 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.2 100.0

北郷町 2.5 0.6 0.0 22.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.3 0.0 71.6 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.3 100.0

南郷町 0.8 0.1 0.0 18.5 0.0 0.0 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 69.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 7.7 100.0

三股町 1.6 41.8 0.0 0.1 0.3 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.2 0.0 0.0 0.0 49.7 1.5 1.7 0.4 0.4 0.1 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 1.5 100.0

山之口町 2.5 25.1 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 6.6 55.0 6.3 0.3 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 1.2 100.0

高城町 2.2 25.4 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.2 0.0 0.0 0.0 3.1 2.3 60.9 0.9 2.5 0.1 0.3 0.0 0.6 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.7 100.0

山田町 0.7 29.6 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 0.5 1.2 61.6 2.6 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 1.1 100.0

高崎町 1.0 14.4 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 1.1 0.4 1.9 1.5 73.5 2.0 0.7 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.7 100.0

高原町 1.0 4.1 0.0 0.0 15.1 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.2 0.2 2.7 71.8 2.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 1.2 100.0

野尻町 4.5 1.7 0.0 0.0 9.9 0.0 0.0 0.2 0.9 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 1.3 77.0 0.3 2.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.3 100.0

須木村 1.1 0.7 0.0 0.0 11.9 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 1.6 81.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.5 100.0

高岡町 26.7 0.7 0.0 0.2 0.2 0.0 0.0 0.3 0.0 1.8 0.6 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 62.0 3.1 1.9 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3 100.0

国富町 21.3 0.4 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 1.2 0.0 0.8 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 68.6 2.9 0.2 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.2 100.0

綾町 14.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.7 0.3 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.4 7.2 71.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.3 100.0

高鍋町 8.6 0.1 0.3 0.0 0.0 0.6 0.0 2.8 0.0 0.2 0.0 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 65.6 8.9 0.0 2.9 4.8 1.4 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.4 100.0

新富町 10.7 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 4.7 0.0 0.2 0.0 6.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 5.1 69.6 0.0 0.7 1.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 100.0

西米良村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 96.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 2.0 100.0

木城町 4.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 4.5 0.0 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.6 3.2 0.0 65.3 6.4 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.3 100.0

川南町 2.7 0.1 0.2 0.0 0.0 1.1 0.0 1.0 0.0 0.1 0.0 0.8 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.4 2.0 0.0 1.5 77.7 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.4 100.0

都農町 2.4 0.0 0.5 0.0 0.0 4.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.1 1.2 0.0 0.7 11.2 72.7 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 1.0 100.0

門川町 0.6 0.0 15.4 0.0 0.0 19.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.2 62.0 0.4 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.8 100.0

出 東郷町 0.4 0.0 1.4 0.0 0.0 25.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.4 0.7 3.3 0.8 64.3 0.7 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.5 100.0

南郷村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 91.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.2 100.0

西郷村 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 8.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 2.4 0.0 83.0 1.0 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 0.7 100.0

北郷村 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 92.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0 100.0

北方町 0.0 0.0 24.4 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 72.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 1.3 0.0 0.5 0.3 100.0

北川町 0.0 0.0 36.0 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 59.5 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 1.3 100.0

北浦町 0.0 0.0 6.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 89.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 3.1 100.0

諸塚村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 96.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 0.3 100.0

椎葉村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 98.1 0.0 0.0 0.0 0.9 0.5 100.1

高千穂町 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 94.7 2.6 1.0 0.2 0.9 100.0

日之影町 0.0 0.0 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 9.5 83.5 0.0 1.0 1.0 100.0

五ヶ瀬町 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.5 0.0 86.5 0.6 6.4 100.0

その他 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

県外 9.3 62.6 2.6 1.1 1.4 1.0 2.6 0.6 6.9 0.3 0.1 0.2 0.1 0.4 2.2 0.6 0.7 1.0 0.4 0.1 0.1 0.2 0.3 0.2 0.0 0.3 0.2 1.3 0.4 0.1 0.1 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.4 0.1 0.0 0.4 0.7 0.0 0.8 0.0 0.0 100.0

平成７年国勢調査結果における市町村間通勤状況（実数、自市町村内通勤者を含む）

平成７年国勢調査結果における市町村間通勤状況（構成比、自市町村内通勤者を含む流入）
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      (単位：人)

　　　流 入
宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市 日向市 串間市 西都市 えびの市 清武町 田野町 佐土原町 北郷町 南郷町 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 高原町 野尻町 須木村 高岡町 国富町 綾町 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 北方町 北川町 北浦町 諸塚村 椎葉村 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 その他 県外 合計

宮崎市 20,705 117 7 11 3 1 69 2 546 92 197 5 1 1 92 37 1 37 21,924

都城市 245 7,874 3 10 1 4 1 85 115 220 1 110 1 14 4 1 168 8,857

延岡市 154 6,645 49 8 15 9 78 2 2 1 14 3 6,980

日南市 119 2 2,528 1 22 2 2 65 6 2,747

小林市 61 50 1,854 53 3 4 10 59 1 7 13 2,115

日向市 218 302 2,729 16 17 22 17 32 50 1 1 6 4 3,415

串間市 16 4 227 892 73 4 10 1,226

西都市 406 1,456 1 42 31 20 19 2 2 1,979

えびの市 13 23 448 759 7 37 2 14 1,303

清武町 2,227 13 1 5 1,136 17 10 2 1 2 3,414

流 田野町 427 9 27 622 7 7 1 1,100

佐土原町 1,165 2 3 1 212 74 12 772 1 18 1 1 2,262

北郷町 15 1 206 7 2 51 11 1 1 295

南郷町 27 3 407 3 253 5 698

三股町 53 837 22 35 457 50 4 3 6 1,467

山之口町 41 242 12 14 31 58 40 3 3 444

高城町 51 329 12 18 31 1 289 11 1 1 3 6 753

山田町 20 303 3 31 17 94 21 14 3 506

高崎町 31 314 50 2 6 13 32 25 111 30 2 4 620

高原町 26 31 317 18 5 185 6 1 589

野尻町 63 10 268 2 3 30 107 1 2 11 2 499

須木村 4 3 89 7 22 2 127

高岡町 446 4 27 7 11 143 90 4 6 738

国富町 533 4 16 43 5 29 552 6 1 1,189

綾町 215 4 18 3 104 80 5 429

高鍋町 247 1 4 4 102 29 21 2,301 2 2 48 4 4 2,769

新富町 248 2 290 34 24 318 171 1 5 1,093

西米良村 12 2 2 16

木城町 81 2 42 4 114 64 19 4 2 332

川南町 216 1 3 15 21 22 24 303 1 321 218 6 1,151

都農町 118 13 31 6 3 154 1 2 326 15 669

門川町 67 201 502 6 1 2 311 10 1 1,101

出 東郷町 7 25 181 7 5 4 33 10 5 277

南郷村 17 20 2 39

西郷村 11 74 11 22 2 120

北郷村 1 3 26 2 32

北方町 163 3 55 17 1 1 240

北川町 170 1 6 37 2 216

北浦町 54 1 31 1 87

諸塚村 5 22 27

椎葉村 29 2 2 33

高千穂町 19 821 3 843

日之影町 46 149 59 2 256

五ヶ瀬町 77 134 32 243

その他 4 6 1 18 1 3 11 2 30 47 10 12 1 22 1 5 1

県外 62 450 9 3 15 1 6 3 15 9 1 38 2 1 18 4 637

合計 28,331 10,633 7,676 3,403 3,061 3,620 906 2,270 841 2,247 1,017 1,166 53 402 879 60 532 96 113 399 107 23 146 862 80 3,353 177 12 65 328 651 465 34 22 22 26 57 40 31 22 29 1,069 60 134 337 75,220

      (単位：％)

　　　流 入
宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市 日向市 串間市 西都市 えびの市 清武町 田野町 佐土原町 北郷町 南郷町 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 高原町 野尻町 須木村 高岡町 国富町 綾町 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 北方町 北川町 北浦町 諸塚村 椎葉村 高千穂町 日之影町 五ヶ瀬町 その他 県外 合計

宮崎市 94.4 0.5 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 2.5 0.4 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 100.0

都城市 2.8 88.9 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.3 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0 1.2 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 100.0

延岡市 2.2 0.0 95.2 0.0 0.0 0.7 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 100.0

日南市 4.3 0.1 0.0 92.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.1 0.0 0.1 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 100.0

小林市 2.9 2.4 0.0 0.0 87.7 0.0 0.0 0.0 2.5 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.6 100.0

日向市 6.4 0.0 8.8 0.0 0.0 79.9 0.0 0.5 0.0 0.5 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 100.0

串間市 1.3 0.3 0.0 18.5 0.0 0.0 72.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.8 100.0

西都市 20.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 73.6 0.1 2.1 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 1.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 100.0

えびの市 1.0 1.8 0.0 0.0 34.4 0.0 0.0 0.0 58.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 1.1 100.0

清武町 65.2 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 33.3 0.5 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 100.0

流 田野町 38.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 56.5 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.1 100.0

佐土原町 51.5 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 9.4 0.0 3.3 0.5 34.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

北郷町 5.1 0.3 0.0 69.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.7 0.0 17.3 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 100.0

南郷町 3.9 0.4 0.0 58.3 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 36.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 100.0

三股町 3.6 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 2.4 0.0 0.0 0.0 31.2 0.0 3.4 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.4 100.0

山之口町 9.2 54.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.7 3.2 0.0 0.0 0.0 7.0 13.1 9.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.7 100.0

高城町 6.8 43.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 2.4 0.0 0.0 0.0 4.1 0.1 38.4 0.0 0.0 1.5 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.8 100.0

山田町 4.0 59.9 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.1 0.0 3.4 18.6 0.0 4.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.6 100.0

高崎町 5.0 50.6 0.0 0.0 8.1 0.0 0.0 0.0 0.3 1.0 2.1 0.0 0.0 0.0 5.2 0.0 4.0 0.0 17.9 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.6 100.0

高原町 4.4 5.3 0.0 0.0 53.8 0.0 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 31.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.2 100.0

野尻町 12.6 2.0 0.0 0.0 53.7 0.0 0.0 0.4 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 21.4 0.0 0.2 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.4 100.0

須木村 3.1 2.4 0.0 0.0 70.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.5 0.0 17.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0 100.0

高岡町 60.4 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.7 0.9 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 19.4 12.2 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 100.0

国富町 44.8 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 3.6 0.4 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 46.4 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 100.0

綾町 50.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 4.2 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 24.2 18.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 0.0 100.0

高鍋町 8.9 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 3.7 0.0 1.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 83.1 0.1 0.0 0.0 0.1 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 100.0

新富町 22.7 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 26.5 0.0 3.1 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 29.1 15.6 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 100.0

西米良村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 12.5 100.0

木城町 24.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 12.7 0.0 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 34.3 0.0 0.0 19.3 0.0 5.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 0.6 100.0

川南町 18.8 0.1 0.3 0.0 0.0 1.3 0.0 1.8 0.0 1.9 0.0 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 26.3 0.1 0.0 0.0 27.9 18.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 100.0

都農町 17.6 0.0 1.9 0.0 0.0 4.6 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 23.0 0.0 0.0 0.1 0.3 48.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 100.0

門川町 6.1 0.0 18.3 0.0 0.0 45.6 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 28.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.1 100.0

出 東郷町 2.5 0.0 9.0 0.0 0.0 65.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 1.4 11.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.6 1.8 100.0

南郷村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 43.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 51.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.1 0.0 100.0

西郷村 0.0 0.0 9.2 0.0 0.0 61.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.2 0.0 0.0 18.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 0.0 100.0

北郷村 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0 9.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 81.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 100.0

北方町 0.0 0.0 67.9 0.0 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 22.9 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 0.4 0.0 0.4 0.0 100.0

北川町 0.0 0.0 78.7 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 17.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 100.0

北浦町 0.0 0.0 62.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 35.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0 100.0

諸塚村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 81.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

椎葉村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 87.9 0.0 0.0 0.0 6.1 6.1 100.0

高千穂町 0.0 0.0 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 97.4 0.0 0.0 0.0 0.4 100.0

日之影町 0.0 0.0 18.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 58.2 23.0 0.0 0.8 0.0 100.0

五ヶ瀬町 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 31.7 0.0 55.1 0.0 13.2 100.0

その他 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

県外 9.7 70.6 1.4 0.5 2.4 0.2 0.9 0.0 0.5 2.4 1.4 0.2 0.0 0.0 6.0 0.0 0.0 0.3 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

平成７年国勢調査結果における市町村間通学状況（実数、自市町村内通学者を含む）

平成７年国勢調査結果における市町村間通学状況（構成比、自市町村内通学者を含む）
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(単位：上段 人、下段 ％)
合計 宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市 日向市 串間市 西都市 えびの市 清武町 田野町 佐土原町 北郷町 南郷町 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 高原町 野尻町 須木村 高岡町 国富町 綾町 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 北方町 北川町 北浦町 諸塚村 椎葉村 高千穂町日之影町五ヶ瀬町 自 その他 無回答

合計 2,405 392 107 130 46 72 131 2 21 8 11 3 15 1 16 1 3 2 2 2 8 46 2 3 3 7 1 2 10 1,019 92 247

100.0 16.3 4.4 5.4 1.9 3.0 5.4 0.1 0.9 0.3 0.5 0.1 0.6 0.7 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 1.9 0.1 0.1 0.1 0.3 0.1 0.4 42.4 3.8 10.3

宮崎市 427 4 1 2 9 3 2 1 6 355 7 37

100.0 0.9 0.2 0.5 2.1 0.7 0.5 0.2 1.4 83.1 1.6 8.7

都城市 203 26 2 8 132 7 28

100.0 12.8 1.0 3.9 65.0 3.4 13.8

延岡市 193 22 1 7 1 3 119 8 32

100.0 11.4 0.5 3.6 0.5 1.6 61.7 4.1 16.6

日南市 98 41 1 2 39 1 14

100.0 41.8 1.0 2.0 39.8 1.0 14.3

小林市 73 19 5 8 29 3 9

100.0 26.0 6.8 11.0 39.7 4.1 12.3

日向市 102 11 21 1 1 57 4 7

100.0 10.8 20.6 1.0 1.0 55.9 3.9 6.9

串間市 46 6 3 7 1 16 9 4

100.0 13.0 6.5 15.2 2.2 34.8 19.6 8.7

西都市 64 22 5 3 1 24 9

100.0 34.4 7.8 4.7 1.6 37.5 14.1

えびの市 50 3 20 17 4 6

100.0 6.0 40.0 34.0 8.0 12.0

清武町 60 38 1 15 1 5

100.0 63.3 1.7 25.0 1.7 8.3

田野町 35 20 2 6 1 6

100.0 57.1 5.7 17.1 2.9 17.1

佐土原町 65 42 4 1 15 3

100.0 64.6 6.2 1.5 23.1 4.6

北郷町 39 4 1 29 1 2 2

100.0 10.3 2.6 74.4 2.6 5.1 5.1

南郷町 12 1 1 5 1 3 1

100.0 8.3 8.3 41.7 8.3 25.0 8.3

三股町 54 2 32 15 1 4

100.0 3.7 59.3 27.8 1.9 7.4

山之口町 24 9 1 6 1 3 4

100.0 37.5 4.2 25.0 4.2 12.5 16.7

高城町 30 2 15 8 1 4

100.0 6.7 50.0 26.7 3.3 13.3

山田町 28 19 6 1 2

100.0 67.9 21.4 3.6 7.1

高崎町 28 2 13 3 3 1 6

100.0 7.1 46.4 10.7 10.7 3.6 21.4

高原町 26 1 1 16 6 2

100.0 3.8 3.8 61.5 23.1 7.7

野尻町 26 12 9 5

100.0 46.2 34.6 19.2

須木村 23 1 19 2 1

100.0 4.3 82.6 8.7 4.3

高岡町 26 20 4 1 1

100.0 76.9 15.4 3.8 3.8

国富町 46 34 1 2 7 2

100.0 73.9 2.2 4.3 15.2 4.3

綾町 26 15 1 1 1 6 2

100.0 57.7 3.8 3.8 3.8 23.1 7.7

高鍋町 48 22 3 18 5

100.0 45.8 6.3 37.5 10.4

新富町 44 17 6 6 4 1 10

100.0 38.6 13.6 13.6 9.1 2.3 22.7

西米良村 22 3 4 5 10

100.0 13.6 18.2 22.7 45.5

木城町 19 1 15 1 1 1

100.0 5.3 78.9 5.3 5.3 5.3

川南町 44 1 2 1 20 1 16 3

100.0 2.3 4.5 2.3 45.5 2.3 36.4 6.8

都農町 33 10 6 1 4 1 9 2

100.0 30.3 18.2 3.0 12.1 3.0 27.3 6.1

門川町 28 8 1 15 4

100.0 28.6 3.6 53.6 14.3

東郷町 22 20 1 1

100.0 90.9 4.5 4.5

南郷村 28 1 23 3 1

100.0 3.6 82.1 10.7 3.6

西郷村 19 18 1

100.0 94.7 5.3

北郷村 24 10 7 4 1 2

100.0 41.7 29.2 16.7 4.2 8.3

北方町 27 21 4 2

100.0 77.8 14.8 7.4

北川町 35 34 1

100.0 97.1 2.9

北浦町 19 12 2 5

100.0 63.2 10.5 26.3

諸塚村 26 1 23 1 1

100.0 3.8 88.5 3.8 3.8

椎葉村 25 1 8 1 2 1 10 2

100.0 4.0 32.0 4.0 8.0 4.0 40.0 8.0

高千穂町 40 15 1 9 8 7

100.0 37.5 2.5 22.5 20.0 17.5

日之影町 34 6 6 15 1 6

100.0 17.6 17.6 44.1 2.9 17.6

五ヶ瀬町 27 1 3 6 14 3

100.0 3.7 11.1 22.2 51.9 11.1

市町村間買い物状況　　　　平成11年度　宮崎県広域行政意識調査による
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(単位：上段 人、下段 ％)
合計 宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市 日向市 串間市 西都市 えびの市 清武町 田野町 佐土原町 北郷町 南郷町 三股町 山之口町 高城町 山田町 高崎町 高原町 野尻町 須木村 高岡町 国富町 綾町 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町 東郷町 南郷村 西郷村 北郷村 北方町 北川町 北浦町 諸塚村 椎葉村 高千穂町日之影町五ヶ瀬町 自 その他 無回答

合計 201 95 110 46 58 92 9 7 16 2 10 4 1 4 3 3 32 1 8 3 2 1 8 1 1,292 46 350

100.0 8.4 4.0 4.6 1.9 2.4 3.8 0.4 0.3 0.7 0.1 0.4 0.2 0.2 0.1 0.1 1.3 0.3 0.1 0.1 0.3 53.7 1.9 14.6

宮崎市 427 1 1 1 9 2 1 1 354 1 56

100.0 0.2 0.2 0.2 2.1 0.5 0.2 0.2 82.9 0.2 13.1

都城市 203 2 1 1 158 3 38

100.0 1.0 0.5 0.5 77.8 1.5 18.7

延岡市 193 6 1 1 149 4 32

100.0 3.1 0.5 0.5 77.2 2.1 16.6

日南市 98 6 1 2 67 1 21

100.0 6.1 1.0 2.0 68.4 1.0 21.4

小林市 73 1 2 7 1 48 14

100.0 1.4 2.7 9.6 1.4 65.8 19.2

日向市 102 1 11 1 1 76 1 11

100.0 1.0 10.8 1.0 1.0 74.5 1.0 10.8

串間市 46 2 12 23 1 8

100 4.3 26.1 50.0 2.2 17.4

西都市 64 17 2 2 1 34 8

100.0 26.6 3.1 3.1 1.6 53.1 12.5

えびの市 50 2 13 23 1 11

100.0 4.0 26.0 46.0 2.0 22.0

清武町 60 24 1 29 1 5

100.0 40.0 1.7 48.3 1.7 8.3

田野町 35 9 4 12 10

100.0 25.7 11.4 34.3 28.6

佐土原町 65 28 1 31 5

100.0 43.1 1.5 47.7 7.7

北郷町 39 1 1 27 1 5 4

100.0 2.6 2.6 69.2 2.6 12.8 10.3

南郷町 12 5 1 5 1

100.0 41.7 8.3 41.7 8.3

三股町 54 1 33 16 4

100.0 1.9 61.1 29.6 7.4

山之口町 24 10 1 2 6 5

100.0 41.7 4.2 8.3 25.0 20.8

高城町 30 19 1 5 5

100.0 63.3 3.3 16.7 16.7

山田町 28 1 14 11 2

100.0 3.6 50.0 39.3 7.1

高崎町 28 1 12 5 2 6 2

100.0 3.6 42.9 17.9 7.1 21.4 7.1

高原町 26 1 8 14 3

100.0 3.8 30.8 53.8 11.5

野尻町 26 1 10 1 8 6

100.0 3.8 38.5 3.8 30.8 23.1

須木村 23 19 1 1 2

100.0 82.6 4.3 4.3 8.7

高岡町 26 15 1 10

100.0 57.7 3.8 38.5

国富町 46 31 1 1 1 10 2

100.0 67.4 2.2 2.2 2.2 21.7 4.3

綾町 26 13 1 7 5

100.0 50.0 3.8 26.9 19.2

高鍋町 48 11 1 1 29 6

100.0 22.9 2.1 2.1 60.4 12.5

新富町 44 10 1 4 5 10 11 3

100.0 22.7 2.3 9.1 11.4 22.7 25.0 6.8

西米良村 22 3 8 9 2

100.0 13.6 36.4 40.9 9.1

木城町 19 2 1 1 8 2 3 2

100.0 10.5 5.3 5.3 42.1 10.5 15.8 10.5

川南町 44 3 1 1 9 3 17 10

100.0 6.8 2.3 2.3 20.5 6.8 38.6 22.7

都農町 33 4 1 1 3 3 17 4

100.0 12.1 3.0 3.0 9.1 9.1 51.5 12.1

門川町 28 6 11 11

100.0 21.4 39.3 39.3

東郷町 22 16 3 3

100.0 72.7 13.6 13.6

南郷村 28 2 17 4 1 4

100.0 7.1 60.7 14.3 3.6 14.3

西郷村 19 1 13 4 1

100.0 5.3 68.4 21.1 5.3

北郷村 24 7 10 4 3

100.0 29.2 41.7 16.7 12.5

北方町 27 18 4 5

100.0 66.7 14.8 18.5

北川町 35 28 1 4 2

100.0 80.0 2.9 11.4 5.7

北浦町 19 1 10 4 4

100.0 5.3 52.6 21.1 21.1

諸塚村 26 1 13 10 2

100.0 3.8 50.0 38.5 7.7

椎葉村 25 2 5 1 5 5 7

100.0 8.0 20.0 4.0 20.0 20.0 28.0

高千穂町 40 1 9 1 16 6 7

100.0 2.5 22.5 2.5 40.0 15.0 17.5

日之影町 34 14 7 8 5

100.0 41.2 20.6 23.5 14.7

五ヶ瀬町 27 1 10 10 6

100.0 3.7 37.0 37.0 22.2

市町村間通院状況　　　　　平成11年度　宮崎県広域行政意識調査による
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総合交通網の整備状況 
重要課題である総合交通網の整備を図るため、東九州自動車道をはじめとする高規格幹線道路や国県道などの整備による｢県内1

時間構想｣の実現、日豊本線の高速化、空港･港湾の整備に向けて、積極的な取り組みを行っている。 

宮崎空港整備 
●２年 ３ 月 滑走路(2,500ｍ)供用開始 

●６年 ９ 月 東京・大阪路線のトリプルトラック化

●８年 ７ 月 宮崎空港連絡鉄道開通 

●９年１２月 岡山路線の開設 

●１１年２月 国際線対応施設完成 

●１１年６月 旅客ターミナルビル拡張工事完成 

        (３４０万人→５００万人/年対応)

宮崎港整備 
●８年１０月 ５万トン級国際観光船ふ頭 

 暫定併用開始 

●１０年度 1万トン級内貿岸壁完成 

日豊本線の高速化 
●６年３月 宮崎～延岡間最短６０分実現 

 (最高速度110km/h化) 

●７年４月 宮崎～延岡間最短５９分に短縮

細島港整備 
●国際ターミナル 

 (１２年５月供用開始) 

●４万トン級外貿ふ頭 

 (１２年５月供用開始) 

●外貿定期コンテナ航路開設状況 

 韓国航路２便／週、台湾航路１便／週

延岡南道路
●延長4ｋｍ 

●２年２月開通

国道２１８号北方延岡道路
●延長11ｋｍ 

●８年度事業着手 

国道１０号延岡道路
●延長約20ｋｍ 

●６年度事業着手 

●１０年１２月工事着手 

高千穂鉄道の近代化設備
●電子閉そく装置の設置(７年度) 

●行違駅の増設～２箇所(７年度) 

●防災工事(８年度～) 

九州横断自動車道延岡線
●熊本県御船～延岡約95ｋｍ 

●８年１２月 基本計画(矢部～延岡間)

林道等の整備による新たな道路網の確保 
●ふるさと林道 中山・夜狩内線(１４年度完成予定) 

●ふるさと林道 渡川・尾八重線(１３年度完成予定) 

東九州自動車道 
●北九州～鹿児島間約436km 

●現在、南北約140kmにわたり事業中 

●12年度中、西都IC～宮崎西間(16.8km)併用開始予定 

＜近年の主な動き＞ 

● ７ 年 ５ 月  工事着工(西都～清武間) 

● ８ 年１２月  整備計画(門川～西都間、清武～北郷間) 

                基本計画(蒲江～延岡間、日南～串間間) 

● ９ 年１２月  施行命令(都農～西都間) 

●１０年１２月  施行命令(門川～都農間、清武～北郷間) 

                整備計画(北郷～日南間) 

●１２年 ３ 月  宮崎西IC～清武JCT間(10.1km)併用開始 

●１２年 ５ 月  工事着工(都農～西都間) 

九州縦貫自動車道 
●５６年１０月 宮崎線(82.5km)全線開通 

● ７ 年 ７ 月 人吉～えびの間(22.3km)開通 

●１１年 ５ 月 人吉～えびの間4車線化事業着工 

油津港整備 
●３万トン級及び１万トン級外貿ふ頭完成(１０年度) 

●堀川運河の保存・再生のため、護岸等を整備中(５年度着工) 

凡 例 

国土開発幹線自動車道  
     開通区間 
     事業中区間 
     整備計画区間 
     基本計画区間 
 

串間

鹿児島県 油津港 

宮崎空港 

宮崎港 

細島港 

熊本県 

えびの 

都城 
北郷 

日南 

清武

宮崎西 
宮崎

小林 

西都

高鍋

都農

日向

門川

延岡

大分県 

高千穂
熊本県

鹿児島市 
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111 

鹿 屋 市

2.45 

101 
志布志
2.30 

県 境 

85 

串 間 市

2.00 
99 

都井岬 
2.40 

130 

鹿児島市 

3.20 

76 
岩 川
1.50 

61 

南 郷 
1.40 

40 

鵜 戸
1.10 

57 

日 南 市 

1.30 

上熊 

67 
末 吉
1.40 

県 境 

国分 

45 
三  股
1.15 

57 

都 城 市

1.30 

53 

油 津
1.25 

16 

青 島
0.30 

県 庁 

宮 
インター 

63 
北 郷 
1.40 

39

山之口
1.00 

47 
高 城

1.10 
57 
山 田 

1.30 
庄内 

17
田 野
0.30 

御 池 

8 
清 武 
0.20 

16 
高 岡 
0.30 

38 
野 尻
1.00 

48 
高 崎

1.15 

48 
高 原

1.15 

52 

小 林 市

1.20 

68 
須 木 
1.45 

77 
西米良 
2.10 

25
綾 
0.50 

16
国 富
0.35 

14 

佐土原
0.30 

20 

新 富
0.40 

29 

高 鍋
0.50 

38 

川 南
1.00 

44 

都 農
1.10 

67 

日 向 市

1.45 

72 

門 川 
2.00 

87 

延 岡 市 

2.30 

127

北 浦
3.30 

107 

北 川 
3.00 

県 境 

210 

大 分 市 

5.00 

337 

北九州市

8.25 
222 

別 府 市 

5.20 

387 

福岡市 

9.20 

25 

西 都 市

0.50 
県 境 

35

木 城
1.00 

児洗 
112

南 郷
2.40 

80

東 郷
2.05 

96

西 郷
2.40 

108

北 郷
3.00 

106

北 方
3.00 

128

日 之 影
3.30 

47 

高 千 穂 

4.00 
169 

五 ヶ 瀬 
4.30 

116

諸 塚
3.05 

142 

椎 葉 
4.05 

367 

熊 本 市

8.20 

102 
加治木 
2.20 

71 

霧 島 

1.50 

102 
鹿空港 
2.30 

6 
横 川 
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丸 尾 
2.30 

県 境 

77 
えびの高原 

2.10 

160 
川 内 
4.50 

138 
水 俣 
4.05 

83 
吉 松 
2.30 

県 境 

県 境 

70 
えびの市 
2.00 

77 
小林インター 

1.27 

98 

人 吉 市 

2.45 

104 
湯ノ前 
2.40 

県 境 

153 

八 代 市 

4.15 
八 代 

180 
宇 土 
5.00 

196 

熊 本 市 

5.30 

300 

福 岡 市 

7.00 

201 

竹 田 市 

5.30 

190 
高  森 
4.50 

三 船 熊 空 港 

県 境 

岩戸 

犬飼 
見立 鹿川 

上祝子 

上赤 

有水 

一
ツ
葉
有
料
道
路 

5.6

0.10 

15

0.30 

5

0.15

18

0.35

127 

0.10 

35 

1.25 

30

1.10

15 

0.30 

32

1.10

93

2.15

95

2.20
22

0.35

41

1.00松山 

ダグリ荘 

5.05

1.10

63 

1.45 

31.6 

0.25 

13.9 

0.10 

6 

0.05 

14 

0.25 

12 

0.20 

12

0.15

13 

0.20

9

0.10

志和池 

1.06 

0.08 

17.9 

0.15 

13.7 

0.10 

80 

2.15 

79 
2.20 

京 町 

4 

0.07 

87 

2.40 

11

0.15

23.7

0.17

13

0.25 24

0.30

33.7

0.25

15 

0.20 

風田 

19

0.30

42

1.10

15 

0.25 

17

0.20
26

0.30

7

0.20

18.7

0.50

43

2.00

40 

1.40 

60 

1.40 27 

1.00 

44 
0.30 

 

20 

0.40 

5 

0.10

22

1.00

22

1.00 38

1.20

29 

0.50 

118 

3.15 

120 

3.20 

40

1.00

国
道
３
号
線

29 
 
0.40 

35 
 
0.55 

8

0.15 

24 
 
0.40 

30

0.50 

4

0.10 

8

0.15

10

0.15

8

0.20

(田代八重) 

3.3

1.20

3.0

1.20

10 

0.15 

14 

0.20 

6 

0.10 

36

1.00

１０号 

宗太郎駅宗太郎峠
ドライブイン 

３号 
105.3 

1.10 

35 

0.40 

栗  野 
インター 

27 

1.30 

距離(km) 

市町村名 

  時間(時、分) 

一 般 国 道 

一 般 県 道 

高 速 道 路 
40 

1.40 

40km 

1時間 40分 
は を示す 

※ 県庁・市町村役場起点 

7

0.15

九 州 管 内 所 要 時 間 表 

昭和５８年４月現在 

16 

0.20 
37

1.10

2.9 

0.50 

2 

0.10 

11 

0.20 

5 

0.10 

9 

0.20 

や ま 
な み 

ハ イ 
ウ ェ 
イ 
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90 

都井岬 

2.20 

km 

市町村名 

時間 

･････一般国道  

※県庁起点・各市町村役場起点 

13 

0.20 

290 

福岡市 

7.45 

190 

熊本市 

4.40 

149 

八代市 

3.35 

190 

竹田市 

4.50 

140

高千穂

3.20

367

熊本市

8.10

360 

福岡市 

8.50 204 

別府市 

4.50 

196

大分市

4.30

331

北九州市

8.05

89 

延岡市

2.10

67 

日向市

1.40

51 

日南市 

1.20 

79 

串間市 

1.50 

57 

都城市

1.15

125 

鹿児島市 

3.10 
120 

鹿屋市 

2.35 

49 

小林市

1.10

67 

えびの市 

1.45 

93 

人吉市 

2.25 

57

南 郷

1.25

48

油 津

1.10

99

志布志

2.20

75

岩 川

1.40

66

末 吉

1.30

45

三 股

1.15

47

高 城

0.55

39

山之口

1.00

17

田 野 

0.30 

63 

北 郷 

1.20 

40

鵜 戸

0.50

16

青 島

0.30

8 

清 武 

0.20 

14 

高 岡 

0.30 

36

野 尻

1.00

47

高 崎

1.15

77 

吉 松 

2.10 

133 

水 俣 

3.30 

47

高 原

1.15

156 

川 内 

3.55 

85 

丸 尾

2.10 

73 

えびの高原 

1.50 

69

霧島神宮 

1.50

102 

鹿空港 

2.30 

108 

加治木 

2.25 

56

山 田

1.10

96 

湯ノ前 

2.25 

66

須 木

1.35

75

西米良

1.50

25

綾

0.50

16

国 富

0.35

25 

西都市

0.50

142 

椎 葉 

3.35 

114

諸 塚

2.50

93

西 郷

2.20

110

南 郷

2.40

101

北 郷

2.35

74

門 川

1.50

78 

東 郷 

2.00 

38

川 南

1.00
35 
木 城 
1.00 

29

高 鍋

0.50

20

新 富

0.40

14

佐土原

0.30

46

都 農

1.10

103 

北 川 

2.30 

117

北 浦

3.00

107

北 方

2.40

127

日之影

3.05

156 

五ケ瀬 

3.45 

185 

高 森 

4.20 

20 

熊空港 

0.40 

176 

宇 土 

4.15 

御船 

･････一般県道  

･････高速道路  

福岡IC 

熊本IC 

御船IC 

八代IC 

人吉IC 

えびのIC 

小林IC 

高原IC 

都城IC 

田野IC 

宮崎IC 

県 庁 

鹿

児

島

鹿
児
島
北

吉
 
田
IC

加
治
木
IC

鹿
空
港
IC

横

川
IC

栗

野
IC

え
び
の
JCT

小

林
IC

高 

原
IC

都
 
城
IC

宮

崎
IC

(高速) 県境 
上赤 

上祝子 
鹿川見立

岩戸

犬飼

県境 

県境 

県境 

県境 

県境 

県境 

県境 

国分 

桜

島 

矢部

御池 

庄内 

児洗

中
小
屋

志和池

上熊

有水

やまめの里 

大河内 

那珂 

宗太郎駅宗太郎峠
ドライブイン 

29 

0.40 

25 

0.35 

35 

0.40 

15

0.20

4.7 

0.04 

6.6 17.3 7.7 

0.06 0.14 0.05 

13.8 6 13.7

0.10 0.05 0.10 0.10 0.08 0.15 

県境

11 

0.15 

28 

0.40 

34

0.50

26

0.40 

R448

R220

ダグリ荘

フェリー 

0.10 

0.15 0.10

15.9 10.6 20.4 21.1 12.5

36

1.106

0.10

8

0.15

11

0.15

R268京町 

3
号 

31

1.20
8

0.15

一
ツ
瀬
ダ
ム

(田代八重)
30

1.20

R219

10 

0.15 

14 

0.20 

6 

0.10 

4 

0.10

36 

1.00 

R326 

やまなみ 
ハイウェイ 

(平成１２年４月１日現在)

R503 

R327

R10

R265 

27 

1.10 

国
道
3
号
線 

7 

0.10 
0.40 

11

0.20

R10
R269

R222

風田

一
ツ
葉
有
料

屋
敷
野

25

0.40

R218

県 庁

4

0.10

6 

0.15

21.1 

0.15

20.4 

0.15

10.6 

0.08

12.5 

0.10

38.5 

0.35

22.3 

0.20

17.9 

0.12

11.9 

0.08

30.4 

0.19

102.9 

1.07 

87
2.05

89
2.10

22
0.35

53 
1.20

13 
0.20

38 
0.50

6
0.10

10 
0.15

50 
1.20

25 

0.30

74 

1.55

8 

0.20 17 

0.25

12 

0.20

10

0.15
6

0.10

13

0.20

9

0.10

9

0.10

9 

0.15

11 

0.15

13

0.25

24

0.40 

27

0.40

14

0.20

24 

0.40 

23 
0.40

11 
0.15

25 
0.30

31 
1.25

17 
0.30

25
0.30

17 
0.25

5 
0.10 

13 
0.25

19
0.30

22
0.30

15
0.20

34 

1.10 

15 

0.25

12 

0.20 
27

0.40

17 

0.20

22

0.30

16

0.25

13

0.25

15

0.30

16

0.40

38

1.20
17 

0.25

36 

1.20

38

1.20

25 

0.50 

13 

0.20 

43 

1.00

121 

3.00

7

0.15 

5

0.10

22

1.00

16

1.00

18.7

0.40

8

0.15

28

0.40

110

2.45

24

1.00

60

1.50

6

0.15

10 

0.20 

15

0.30

32

0.45

11

0.15

9

0.10

3

0.05

九州管内所要時間km表

（高速）  
田

野
IC



      (単位：千円、％)

(H.11.3.31)(人)

宮 崎 市 0.699 61,492,365 110,379,315 106,780,762 45.2 56.6 78.9 15.7 15.7 11.4 2.01 123,876,549 17,486,814 2,096,368 303,133 352.3

都 城 市 0.518 27,391,433 47,651,077 46,162,114 37.4 59.7 81.9 14.9 17.1 10.4 1.62 44,342,796 9,111,394 1,959,689 133,912 344.7

延 岡 市 0.592 24,024,166 46,457,053 44,947,357 42.2 53.2 84.1 14.9 14.3 10.9 1.89 45,346,059 7,188,201 1,434,094 127,325 353.0

日 南 市 0.437 10,361,701 19,179,453 18,618,064 34.2 58.5 89.1 18.6 17.8 13.4 2.09 21,646,672 2,860,161 50,806 47,492 392.0

小 林 市 0.396 9,329,736 17,585,098 16,836,876 31.6 56.7 84.4 13.1 16.2 8.9 1.31 12,188,706 2,536,619 478,364 41,358 407.1

日 向 市 0.541 11,664,180 23,654,279 22,574,880 37.9 52.3 82.6 14.3 16.6 9.8 1.93 22,562,634 4,445,000 313,856 59,753 377.8

串 間 市 0.241 7,249,312 13,119,428 12,691,929 20.7 61.4 87.9 20.3 23.8 15.2 2.06 14,951,647 1,955,647 50,878 24,961 508.5

西 都 市 0.322 9,024,807 17,968,733 17,666,469 31.7 55.2 86.0 16.4 17.1 13.6 1.80 16,260,509 5,623,986 517,016 36,610 482.6

えびの市 0.271 7,375,539 13,237,061 12,788,986 21.4 62.0 90.9 15.4 20.0 10.7 1.94 14,304,910 2,748,061 527,979 25,975 492.4

清 武 町 0.624 5,089,216 11,283,636 10,551,669 42.9 43.7 83.2 10.8 10.6 6.1 1.82 9,283,987 1,573,260 252,888 27,203 387.9

田 野 町 0.318 3,239,218 6,506,483 6,238,766 25.9 51.9 75.5 12.9 13.9 9.4 1.80 5,815,596 1,806,301 249,207 12,425 502.1

佐土原町 0.499 6,038,145 11,388,023 10,796,801 37.9 54.1 77.9 15.1 14.4 9.9 1.74 10,512,176 2,253,548 323,004 33,262 324.6

北 郷 町 0.211 2,476,246 4,259,034 4,198,651 23.5 62.7 84.4 16.8 24.8 12.8 2.51 6,215,004 1,108,457 100,344 5,595 750.4

南 郷 町 0.269 3,346,246 5,809,114 5,712,365 27.6 61.6 96.4 23.1 24.8 16.9 1.82 6,076,416 1,480,274 237,123 12,694 450.0

三 股 町 0.350 5,014,801 8,518,820 8,198,021 31.7 61.0 73.1 9.0 10.2 6.0 1.09 5,454,535 3,894,971 270,704 24,080 340.4

山之口町 0.183 2,672,246 4,520,312 4,353,612 22.5 62.4 80.3 21.0 20.2 13.8 1.64 4,369,274 1,254,498 231,758 7,732 563.1

高 城 町 0.292 3,780,442 6,309,964 6,105,365 25.2 61.8 77.6 12.0 15.9 9.5 1.36 5,133,105 1,394,025 96,000 13,088 466.5

山 田 町 0.228 2,744,566 5,222,316 4,999,398 23.1 55.1 81.9 13.6 17.3 8.7 1.94 5,326,094 2,774,897 100,000 9,058 551.9

高 崎 町 0.243 3,626,206 6,704,551 6,446,195 21.8 57.5 77.6 12.7 16.3 8.6 1.77 6,412,250 1,700,031 99,287 12,134 531.3

高 原 町 0.233 3,508,655 6,626,264 6,363,775 22.4 55.9 79.5 15.8 18.5 11.7 1.99 6,990,543 2,030,428 299,617 11,969 531.7

野 尻 町 0.209 3,045,033 5,857,945 5,678,562 20.5 55.6 76.7 12.1 18.9 8.4 1.89 5,759,526 3,089,052 280,000 9,329 608.7

須 木 村 0.122 1,783,007 3,311,384 3,243,757 18.0 58.4 79.6 11.5 16.3 8.0 1.65 2,938,898 499,632 31,550 2,642 1,227.8

高 岡 町 0.330 3,711,331 7,087,895 6,886,877 26.2 53.9 81.5 11.1 16.4 8.1 1.42 5,255,897 2,409,954 151,973 13,131 524.5

国 富 町 0.356 4,989,758 8,776,281 8,427,798 29.5 58.7 76.9 12.6 14.2 6.6 1.76 8,788,626 2,316,040 192,983 22,964 367.0

綾 町 0.214 2,720,879 4,879,608 4,719,311 23.5 60.4 82.3 18.2 22.5 8.8 2.48 6,757,001 1,148,299 106,503 7,774 607.1

高 鍋 町 0.477 4,557,859 7,503,295 7,245,462 38.0 60.7 84.4 15.3 15.3 13.3 1.70 7,733,038 1,369,463 255,160 22,501 322.0

新 富 町 0.398 3,726,431 7,159,239 6,911,891 28.9 56.7 79.1 12.1 11.0 9.1 1.48 5,526,313 1,298,681 89,379 19,114 361.6

西米良村 0.098 1,372,418 3,409,303 3,294,379 28.9 48.1 71.4 6.7 10.4 4.8 1.25 1,714,221 1,267,255 367,884 1,553 2,121.3

木 城 町 0.269 2,268,764 6,048,295 5,981,102 53.6 41.1 82.3 15.4 9.8 12.4 1.45 3,287,967 3,803,500 342,200 5,767 1,037.1

川 南 町 0.332 4,249,148 9,333,836 9,198,343 27.9 46.5 81.8 13.9 12.8 9.7 2.06 8,768,670 1,301,081 220,000 18,007 510.8

都 農 町 0.250 3,434,141 6,017,298 5,861,130 20.1 59.9 81.0 15.0 16.1 9.6 1.95 6,693,340 831,834 248,911 12,846 456.3

門 川 町 0.361 3,932,597 8,178,792 7,977,839 36.9 51.8 81.6 15.0 14.6 11.2 1.59 6,248,473 1,567,285 205,066 19,532 408.4

東 郷 町 0.161 2,529,471 5,786,282 5,644,825 18.9 47.7 79.7 11.2 17.2 8.2 1.84 4,662,184 1,409,995 109,155 5,543 1,018.4

南 郷 村 0.103 1,826,945 6,164,315 6,006,913 12.5 34.0 82.2 13.5 15.5 10.6 2.28 4,168,474 452,744 204,536 2,862 2,098.9

西 郷 村 0.193 1,983,279 6,010,248 5,940,438 15.3 38.5 73.3 10.7 17.2 6.7 2.78 5,522,896 1,092,688 80,538 3,053 1,945.8

北 郷 村 0.104 1,795,112 3,592,220 3,507,069 10.6 55.6 75.5 13.4 21.6 8.4 2.22 3,977,772 1,423,068 120,000 2,277 1,540.2

北 方 町 0.135 2,706,575 6,371,472 6,223,898 16.7 45.7 77.5 16.8 23.0 11.3 2.20 5,943,137 997,832 75,417 5,298 1,174.8

北 川 町 0.131 2,519,828 5,581,285 5,300,764 18.3 49.0 78.2 13.6 17.2 6.8 2.09 5,258,970 624,819 137,273 5,063 1,047.0

北 浦 町 0.131 2,356,753 5,199,322 5,123,794 25.5 48.9 82.8 22.5 34.5 15.3 3.21 7,573,935 1,290,491 92,486 5,137 997.4

諸 塚 村 0.138 2,662,482 6,113,130 6,004,403 9.4 48.6 73.3 14.4 22.5 10.6 2.17 5,776,807 1,073,150 107,098 2,658 2,259.0

椎 葉 村 0.145 3,288,138 7,494,095 7,380,848 13.1 47.4 73.2 17.3 23.3 11.8 2.33 7,676,800 1,160,589 189,480 4,113 1,794.5

高千穂町 0.235 4,756,355 9,265,547 9,035,139 22.7 55.1 80.2 13.0 17.5 9.3 1.44 6,865,608 2,227,022 270,727 16,186 558.2

日之影町 0.151 3,191,371 6,364,400 6,194,975 11.3 54.9 78.7 11.2 19.9 9.1 1.94 6,194,070 1,459,325 226,073 5,857 1,057.7

五ヶ瀬町 0.117 2,728,729 5,945,594 5,901,054 14.0 50.8 81.7 13.3 27.7 8.8 2.66 7,247,084 1,244,654 113,074 5,375 1,097.9

市 計 0.446 167,913,239 309,231,497 299,067,437 33.6 57.3 85.1 16.0 17.6 11.6 1.85 315,480,482 53,955,883 7,429,050 800,519 373.6

町 村 計 0.246 113,672,391 228,599,598 221,655,189 24.1 53.0 79.5 14.1 17.8 9.7 1.92 211,928,687 56,629,143 6,477,398 387,822 571.5

市町村計 0.287 281,585,630 537,831,095 520,722,626 26.1 53.9 80.6 14.5 17.7 10.1 1.91 527,409,169 110,585,026 13,906,448 1,188,341 438.2

積立金
現在高

住民基本台帳
人口

県内市町村の財政状況(平成10年度決算)

地方債
現在高

うち財調
残高

公債費
負担比
率

起債制
限比率

地方債
現在高
倍率

住民1人当
たり歳出
額

経常収
支比率

財政力
指数
標準財政規模 歳入 歳出

自主財
源比率

一般財
源比率

公債費
比率
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県内市町村の部門別職員数

合

部門 普 消

通 議 総 税 民 衛 労 農 商 土

会 社施 福所 そ民 清 その 林 土 そ農 土 そ 小 中 幼 そ

計 保 そ 会設 祉 の生 の衛 水 地 の林 木 の 学 学 稚 の

市町村 の   福 事   他 他生 産 改 他水 工 他 校 校 園 他

計 計 会 務 務 生 母 他   祉 務   の 生 掃 (保健所含む) 動 良 の産 工 木 夫 防 等

宮崎市 2,160 1,873 15 304 114 219 37 21 121 40 290 166 124 3 77 21 56 28 227 21 206 286 156 60 4 7 83

都城市 1,051 936 9 196 70 148 49 14 57 28 98 52 46 95 30 65 24 139 9 130 10 7 56 84

延岡市 1,313 1,179 10 195 60 175 69 16 4 75 11 150 101 49 55 18 37 19 128 12 116 168 100 20 22 4 73

日南市 539 488 7 88 31 90 40 10 4 26 10 38 18 20 43 9 34 8 40 40 75 29 8 31

小林市 530 358 6 75 24 62 12 5 12 24 9 43 24 19 45 13 32 6 35 1 34 28 6 2 26

日向市 538 490 6 85 29 63 19 6 30 8 66 46 20 26 9 17 10 57 57 75 11 6 25 31

串間市 420 311 6 72 18 63 30 8 22 3 15 15 33 5 28 8 23 23 35 1 3 9 25

西都市 438 400 7 67 27 88 43 11 27 7 16 16 40 12 28 7 47 47 41 1 1 21 37

えびの市 408 338 5 71 20 95 38 8 11 16 22 20 4 16 44 44 6 29 29 19 29

市　計 7,397 6,373 71 1,153 393 1,003 337 99 31 398 138 736 411 325 3 458 117 341 116 725 43 682 680 336 108 29 143 419

清武町 160 148 3 44 13 16 16 11 11 19 7 12 2 18 18 1 8 13

田野町 191 106 3 27 8 8 2 6 5 5 21 7 14 2 13 13 7 12

佐土原町 246 215 3 47 14 51 29 5 17 23 3 20 17 5 12 5 25 2 25 12 18

北郷町 98 95 1 26 7 17 6 3 8 5 5 14 14 3 9 9 2 1 10

南郷町 157 147 3 34 9 36 15 6 15 6 6 21 2 19 2 12 10 8 3 13

三股町 211 155 3 40 14 19 19 15 15 26 6 20 2 16 16 2 18

山之口町 116 104 2 23 6 31 11 5 6 9 6 6 17 5 12 7 7 3 1 8

高城町 171 155 3 31 11 41 11 2 12 16 8 8 22 4 18 2 11 11 5 5 16

山田町 129 123 2 25 9 39 14 5 7 13 7 7 20 6 14 1 8 8 4 8

高崎町 140 128 3 32 10 25 11 14 8 8 20 5 15 11 11 2 17

高原町 213 141 3 33 13 29 8 3 8 10 5 5 25 9 16 4 9 9 10 10

野尻町 123 115 2 26 6 31 19 3 9 5 5 21 7 14 6 6 6 2 3 7

須木村 65 61 2 12 4 17 8 2 7 4 4 9 1 8 1 5 5 3 4

高岡町 141 129 2 29 9 29 13 3 1 12 8 8 23 3 20 3 9 9 6 11

国富町 166 145 3 32 10 21 21 11 11 29 7 22 4 17 17 5 13

綾　町 92 88 2 19 7 20 11 2 7 7 7 11 8 3 4 8 8 1 1 8

高鍋町 213 195 3 40 12 62 26 9 12 15 12 2 10 16 2 14 2 19 19 9 20

新富町 181 171 3 36 12 38 16 10 12 10 10 20 7 13 1 22 22 11 5 13

西米良村 81 62 2 19 4 7 3 4 4 4 10 10 1 7 7 4 4

木城町 94 85 2 26 6 12 4 1 7 5 5 14 3 11 2 8 8 2 1 7

川南町 220 205 3 27 11 77 38 17 11 11 10 10 26 2 24 3 14 2 12 4 2 13 15

都農町 228 162 3 27 10 49 22 4 10 13 9 9 22 6 16 2 20 20 1 7 12

門川町 183 173 3 33 12 45 23 8 2 12 12 12 21 3 18 4 17 17 16 10

東郷町 125 89 2 20 5 19 9 10 5 5 16 3 13 7 7 1 3 4 7

南郷村 100 76 2 18 4 12 12 5 5 13 2 11 5 5 7 2 1 7

西郷村 111 80 2 14 3 18 3 1 9 5 6 6 19 2 17 1 5 5 1 1 2 3 5

北郷村 54 52 2 8 3 12 6 6 3 3 12 1 11 1 5 5 1 5

北方町 91 87 2 19 6 11 3 1 7 6 6 21 3 18 1 7 7 4 1 1 8

北川町 88 84 2 23 4 14 4 2 8 4 4 16 16 7 7 1 1 5 7

北浦町 84 65 2 15 4 6 6 6 6 12 12 2 4 4 1 1 3 9

諸塚村 90 69 2 19 3 6 6 4 4 14 1 13 8 8 2 1 4 6

椎葉村 163 125 2 24 5 18 7 11 6 6 22 22 11 11 15 12 10

高千穂町 314 196 3 54 11 39 15 3 8 13 2 2 32 11 21 7 13 13 11 7 2 15

日之影町 173 131 2 28 6 30 11 3 10 6 4 4 22 6 16 3 10 10 10 8 8

五ヶ瀬町 155 105 2 25 5 25 13 5 7 4 4 15 3 12 2 5 5 9 6 7

町村計 5,167 4,267 84 955 276 930 332 102 126 370 251 5 246 658 137 521 67 378 4 374 128 53 33 93 361

市町村計 12,564 10,640 155 2,108 669 1,933 669 201 157 398 508 987 416 571 3 1,116 254 862 183 1,103 47 1,056 680 464 161 62 236 780

           給与実態調査(平成11.4.1現在　単位：人)

普　　　　　　　　　　　　　　通　　　　　　　　　　　　　会　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　関　　　　　　　　　　　　　係　

保　育　所

学　校　関　係 学　校　以　外

教　　育　　関　　係一　　　　　　　　 　　　般　　　　　　 　　　　　行　　　　 　　　　　　政　　　　　　　　　 　　関　　　　　　 　　　　係

セ
ン
タ
ー

給
　
　
食
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 県内市町村の広域行政の取組状況

 1　一部事務組合

 (1) 単一の事務を共同処理する組合(15組合)

宮崎東諸県 日南・串間 都城北諸県 西　　諸 西都・児湯 日向・入郷 延岡・三北

　　 西臼杵

(1)し尿処理 都北衛生ｾﾝﾀｰ管理組合 小林・野尻・高原衛生  高鍋木城衛生組合  入郷地区衛生組合

 都城市　三股町 事業事務組合  高鍋町　木城町  南郷村　西郷村

 山之口町  小林市　高原町  北郷村　諸塚村

 高城町  野尻町  川南都農衛生組合  椎葉村

 高崎山田清掃施設組合  川南町　都農町

 高崎町　山田町

(2)ごみ処理  日南串間広域不燃物 霧島美化ｾﾝﾀｰ事務組合

 処理組合  高原町　野尻町

 日南市　串間市  須木村

 北郷町　南郷町
(3)病院の管 国民健康保険中部

　 理運営 病院組合

 日南市　南郷町
(4)消防 宮崎県東児湯消防組合

 高鍋町　新富町

 木城町　川南町

 都農町

(5)共同育成  都城市北諸県郡共同

　 牧場管理  育成牧場事務組合

　 運営  都城市　三股町

 山之口町

 高城町　山田町

 高崎町

(6)営農飲雑 一ツ瀬川営農飲雑用水

　 用水供給 広域水道企業団

 西都市　高鍋町

 新富町　木城町

(7)宮崎公立 宮崎公立大学事務組合

　 大学の管  宮崎市　清武町

　 理運営  田野町

 佐土原町

 国富町　高岡町

 綾町

(8)ふるさと

　 市町村圏  日向市　門川町  延岡市　北方町

　 計画の策  東郷町　南郷村  北川町　北浦町

　 定・実施  西郷村　北郷村  高千穂町

 諸塚村　椎葉村  日之影町

 五ヶ瀬町

(9)自治会館

　 の管理運営

宮崎県北部広域行政事務組合

宮崎県自治会館管理組合

県下全市町村
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(2) 複数の事務を共同処理する組合(9組合)

日南・串間 都城北諸県 西　　諸 西都・児湯 日向・入郷 延岡・三北

　　 西臼杵

(1)  宮崎県中部地区 日向地区衛生施設組合

・ごみ処理  衛生組合  日向市　門川町

・し尿処理  清武町　田野町  東郷町

 高岡町　国富町  (し尿処理は

 (ごみ処理は  門川町を除く)

 国富町を除く)

(2)  西都児湯環境整備

・ごみ処理  事務組合

・火葬場の  西都市　高鍋町

　管理運営  新富町

 西米良町

 木城町　川南町

 都農町

 (火葬場は川南町・

 都農町を除く)

(3)  日南地区衛生ｾﾝﾀｰ 西臼杵郡衛生組合

・ごみ処理  管理組合  高千穂町

・し尿処理  日南市　北郷町  日之影町

・火葬場の  南郷町  五ヶ瀬町

　管理  (ごみ処理は

 南郷町を除く)

宮崎東諸県 日南・串間 都城北諸県 西　　諸 西都・児湯 日向・入郷 延岡・三北

　　 西臼杵

・町村常勤職員の退職手当

　支給

・非常勤消防団員等の損害

　補償

・非常勤消防団員の退職

　報奨金支給

・非常勤消防団員の賞じゅつ

　金支給

・町村議会議員等の公務

　災害

・交通災害共済事業

・ごみ処理  小林市

・消防、救急  えびの市

・火葬場の管理  高原町　野尻町

・職員合同研修  須木村

・道路維持管理センターの

　管理運営

・視聴覚ライブラリーの

　管理運営

・広域にわたる総合的な

　計画の策定実施

・ふるさと市町村圏計画の

　策定実施

・ごみ処理  市町村圏事務組合

・消防  都城市　三股町

・救急医療施設の管理運営  山之口町

・認定職業訓練施設の  高城町　山田町

　管理運営  高崎町

・自治センター設置管理

　運営

・総合保険センターの設置

　管理運営

・武道館の管理運営

・ふるさと市町村圏計画

　の策定実施

・地方拠点都市に関する

　こと

(5) 西諸広域行政事務組合

(6)  都城北諸県広域

県下全町村

(4)

宮崎東諸県

宮崎県町村総合事務組合
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2　事務の委託

宮崎東諸県 日南・串間 都城北諸県 西　　諸 西都・児湯 日向・入郷 延岡・三北

　　 西臼杵

(1)消防 宮崎市 日南市 日向市 延岡市

 清武町　田野町  北郷町　南郷町  門川町　東郷町  北方町　北川町

 佐土原町

 高岡町　国富町

 綾町

(2)救急 宮崎市 日南市 えびの市 日向市 延岡市

 清武町　田野町  北郷町　南郷町 西諸広域行政事務組合  門川町　東郷町  北方町　北川町

 佐土原町 　(高速自動車道路)  北浦町

 高岡町　国富町 高原町

 綾町 西諸広域行政事務組合

　(高速自動車道路)

(3)ごみ処理 日南市 延岡市

 北郷町  北方町　北川町

 北浦町

(4)し尿処理 延岡市

 北方町　北川町

 北浦町

(5)火葬場の 宮崎市 日向市

　 管理運営  清武町　田野町  門川町　東郷町

 佐土原町

国富町

 高岡町　綾町

(6)視聴覚ライ 宮崎市

　 ブラリーの  清武町　田野町

　 管理運営  佐土原町

 高岡町　国富町

 綾町

(7)給食 北方町

 日之影町

(8)共有財産 東郷町

　 の管理  日向市　門川町

 南郷村　西郷村

 北郷村　諸塚村

 椎葉村

(9)病院、診 宮崎市 日南市 日向市

　 療所、夜  清武町　田野町  北郷町　南郷町  門川町　東郷町

　 間救急セ  佐土原町  南郷村　西郷村

　 ンターの  高岡町　国富町  北郷村　諸塚村

　 管理運営  綾町  椎葉村

(10)土地改良 西都市

　  事業  高鍋町　新富町

 木城町

(11)公共下水 高城町

　　道事業  三股町

 山之口町

 山田町　高崎町

(12)都城斎場  三股町

　　の事務委  山之口町

　　託  高崎町　山田町

 都城市

(13)農業集落 山田町

　　排水事業  都城市
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3　協議会

宮崎東諸県 日南・串間 都城北諸県 西　　諸 西都・児湯 日向・入郷 延岡・三北

　 　西臼杵

(1)  日南市　串間市  都城市　三股町  西都市　高鍋町  日向市　門川町  延岡市　北方町

　視聴覚教育  北郷町　南郷町  山之口町  新富町  東郷町　南郷村  北川町　北浦町

 高城町　山田町  西米良村  西郷村　北郷村  高千穂町

 高崎町  木城町　川南町  諸塚村　椎葉村  日之影町

 都農町  五ヶ瀬町

(2)  宮崎市　清武町  日南市　串間市  西都市　高鍋町

　広域市町村  田野町  北郷町　南郷町  新富町

　圏計画の策  佐土原町  西米良村

　定実施  高岡町　国富町  木城町　川南町

 綾町  都農町

4　機関の共同設置

宮崎東諸県 日南・串間 都城北諸県 西　　諸 西都・児湯 日向・入郷 延岡・三北

　　 西臼杵

(1)  都城市　三股町  門川町　東郷町  北方町　北川町

　公平委員会  山之口町  南郷村　西郷村  北浦町

 高城町　山田町  北郷村　諸塚村  高千穂町

 高崎町  椎葉村  日之影町

入郷地区衛生組合  五ヶ瀬町

(2)  宮崎市　清武町  日南市　串間市  都城市　三股町  小林市  西都市  日向市　門川町  延岡市　北方町

　介護認定  田野町  北郷町　南郷町  山之口町  えびの市  西米良村  東郷町　南郷村  北川町　北浦町

　審査会  佐土原町  高城町　山田町  高原町　野尻町  高鍋町　新富町  西郷村　北郷村  高千穂町

 高岡町　国富町  高崎町  須木村  木城町  諸塚村　椎葉村  日之影町

 綾町  川南町　都農町  五ヶ瀬町
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各種圏域設定の状況 地域指定 各種圏域設定

宮崎市 宮崎東諸県 ○ ○ ＊ ＊ 大淀川 ○ 宮崎・東諸県 宮崎東諸県 宮崎・東諸県 県央

清武町 宮崎郡 〃 ○ ○ ＊ ＊ 〃 ○ 〃 〃 〃 〃

田野町 宮崎郡 〃 ○ ○ ＊ ＊ 〃 ○ 〃 〃 〃 〃

佐土原町 宮崎郡 〃 ○ ○ ＊ ＊ 〃 ○ 〃 〃 〃 〃

高岡町 東諸県郡 〃 ○ ＊ ＊ 〃 ○ 〃 〃 〃 〃

国富町 東諸県郡 〃 ○ ＊ ＊ 〃 ○ 〃 〃 〃 〃

綾町 東諸県郡 〃 ＊ ○ ＊ ＊ 〃 ○ 〃 〃 〃 〃

都城市 都城北諸県 ○ ＊ ＊ ○ 〃 ◇ 都城北諸県 都城北諸県 都城・北諸県 県南

三股町 北諸県郡 〃 ○ ＊ ＊ ○ 〃 ◇ 〃 〃 〃 〃

山之口町 北諸県郡 〃 ○ ＊ ＊ ＊ ○ 〃 ◇ 〃 〃 〃 〃

高城町 北諸県郡 〃 ○ ＊ ＊ ○ 〃 ◇ 〃 〃 〃 〃

山田町 北諸県郡 〃 ○ ＊ ＊ ○ 〃 ◇ 〃 〃 〃 〃

高崎町 北諸県郡 〃 ○ ＊ ＊ ＊ ○ 〃 ◇ 〃 〃 〃 〃

延岡市 宮崎県北部 ● ＊ ＊ ○ ● 五ヶ瀬川 △ 宮崎県北部 延岡 延岡・西臼杵 県北

北方町 東臼杵郡 〃 ● ＊ ＊ ＊ ○ ● 〃 △ 〃 〃 〃 〃

北川町 東臼杵郡 〃 ● ＊ ＊ ＊ ○ ● 〃 △ 〃 〃 〃 〃

北浦町 東臼杵郡 〃 ● ＊ ＊ ＊ ○ ● 〃 △ 〃 〃 〃 〃

高千穂町 西臼杵郡 〃 ● ○ ＊ ＊ ＊ 〃 ＊ 〃 西臼杵 〃 〃

日之影町 西臼杵郡 〃 ● ○ ＊ ＊ ＊ 〃 ＊ 〃 〃 〃 〃

五ヶ瀬町 西臼杵郡 〃 ● ○ ＊ ＊ ＊ 〃 ＊ 〃 〃 〃 〃

日向市 〃 ● ＊ ○ ● 耳川 ■ 日向入郷 日向入郷 日向・入郷 〃

門川町 東臼杵郡 〃 ● ＊ ○ ● 〃 ■ 〃 〃 〃 〃

東郷町 東臼杵郡 〃 ● ＊ ＊ ＊ ○ ● 〃 ■ 〃 〃 〃 〃

南郷村 東臼杵郡 〃 ● ＊ ＊ ＊ 〃 ■ 〃 〃 〃 〃

西郷村 東臼杵郡 〃 ● ＊ ＊ ＊ 〃 ■ 〃 〃 〃 〃

北郷村 東臼杵郡 〃 ● ＊ ＊ ＊ ○ ● 〃 ■ 〃 〃 〃 〃

諸塚村 東臼杵郡 〃 ● ○ ＊ ＊ ＊ 〃 ■ 〃 〃 〃 〃

椎葉村 東臼杵郡 〃 ● ○ ＊ ＊ ＊ 〃 ■ 〃 〃 〃 〃

日南市 日南串間 ○ ＊ ＊ 広瀬川 ● 日南串間 日南串間 日南・串間 県南

北郷町 南那珂郡 〃 ○ ＊ ＊ ＊ 〃 ● 〃 〃 〃 〃

南郷町 南那珂郡 〃 ○ ＊ ＊ 〃 ● 〃 〃 〃 〃

串間市 〃 ○ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 〃 ● 〃 〃 〃 〃

小林市 西諸 □ ＊ 大淀川 ※ 西諸 西諸 西諸 〃

高原町 西諸県郡 〃 □ ＊ ＊ 〃 ※ 〃 〃 〃 〃

野尻町 西諸県郡 〃 □ ＊ ＊ 〃 ※ 〃 〃 〃 〃

須木村 西諸県郡 〃 □ ＊ ＊ 〃 ※ 〃 〃 〃 〃

えびの市 〃 □ ＊ ＊ 〃 ※ 〃 〃 〃 〃

西都市 西都児湯 ＊ ＊ 一ツ瀬川 ▽ 西都児湯 西都児湯 西都・児湯 県央

高鍋町 児湯郡 〃 ＊ 〃 ◆ 〃 〃 〃 〃

新富町 児湯郡 〃 ＊ 〃 ◆ 〃 〃 〃 〃

西米良村 児湯郡 〃 ＊ ＊ 〃 ▽ 〃 〃 〃 〃

木城町 児湯郡 〃 ＊ ＊ 〃 ◆ 〃 〃 〃 〃

川南町 児湯郡 〃 〃 □ 〃 〃 〃 〃

都農町 児湯郡 〃 〃 □ 〃 〃 〃 〃
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過疎地域
振興山村
地域

離島振興
地域

半島振興
対策実施
地域

高度技術
産業集積
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集積促進
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広域行政

宮崎市 宮崎東諸県 ◎

清武町 宮崎郡 〃 ◎ ◎

田野町 宮崎郡 〃 ◎ ◎

佐土原町 宮崎郡 〃 ◎

高岡町 東諸県郡 〃 ◎ ◎

国富町 東諸県郡 〃 ◎(ごみ処理は除く) ◎

綾町 東諸県郡 〃 ◎

都城市 都城北諸県 ◎ ◎ ◎

三股町 北諸県郡 〃 ◎ ◎ ◎

山之口町 北諸県郡 〃 ◎ ◎ ◎

高城町 北諸県郡 〃 ◎ ◎ ◎

山田町 北諸県郡 〃 ◎ ◎ ◎

高崎町 北諸県郡 〃 ◎ ◎ ◎

延岡市 宮崎県北部 ◎

北方町 東臼杵郡 〃 ◎

北川町 東臼杵郡 〃 ◎

北浦町 東臼杵郡 〃 ◎

高千穂町 西臼杵郡 〃 ◎ ◎

日之影町 西臼杵郡 〃 ◎ ◎

五ヶ瀬町 西臼杵郡 〃 ◎ ◎

日向市 〃 ◎ ◎

門川町 東臼杵郡 〃 ◎ ◎

東郷町 東臼杵郡 〃 ◎ ◎

南郷村 東臼杵郡 〃 ◎ ◎

西郷村 東臼杵郡 〃 ◎ ◎

北郷村 東臼杵郡 〃 ◎ ◎

諸塚村 東臼杵郡 〃 ◎ ◎

椎葉村 東臼杵郡 〃 ◎ ◎

日南市 日南串間 ◎ ◎ ◎

北郷町 南那珂郡 〃 ◎ ◎

南郷町 南那珂郡 〃 ◎ ◎ ◎

串間市 〃 ◎

小林市 西諸 ◎ ◎

高原町 西諸県郡 〃 ◎ ◎ ◎

野尻町 西諸県郡 〃 ◎ ◎ ◎

須木村 西諸県郡 〃 ◎ ◎

えびの市 〃 ◎

西都市 西都児湯 ◎ ◎

高鍋町 児湯郡 〃 ◎ ◎ ◎ ◎

新富町 児湯郡 〃 ◎ ◎ ◎

西米良村 児湯郡 〃 ◎

木城町 児湯郡 〃 ◎ ◎ ◎ ◎

川南町 児湯郡 〃 ◎ ◎ ◎

都農町 児湯郡 〃 ◎ ◎ ◎

宮崎県東
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県出先機関 国出先機関 民間団体

宮崎市 宮崎東諸県 宮崎 中部 宮崎 宮崎市 宮崎市 県庁 宮崎 宮崎 宮崎 宮崎 宮崎 宮崎市生目 宮崎中央 宮崎中央

清武町 宮崎郡 〃 〃 〃 〃 中部 中央 〃 〃 〃 〃 〃 － 清武町 〃 〃

田野町 宮崎郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 田野町 〃 〃

佐土原町 宮崎郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 高鍋 〃 － 佐土原町 〃 〃

高岡町 東諸県郡 〃 高岡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 宮崎 〃 － 高岡町 〃 〃

国富町 東諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 国富町 〃 〃

綾町 東諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 綾町 綾町 〃

都城市 都城北諸県 都城 北諸県 都城 都城市 都城 都城 北諸県 都城 都城 都城 都城 荘内・中郷 都城 都城

三股町 北諸県郡 〃 〃 〃 〃 北・西諸県 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 三股町 〃 〃

山之口町 北諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 山之口町 〃 〃

高城町 北諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 高城町 〃 〃

山田町 北諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 山田町 〃 〃

高崎町 北諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 高崎町 〃 〃

延岡市 宮崎県北部 延岡 東臼杵 延岡 延岡市 延岡 延岡 東臼杵 延岡 延岡 延岡 延岡 － 延岡 延岡地区

北方町 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 東臼杵 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 北方町 〃 〃

北川町 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 北川町 〃 〃

北浦町 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 北浦町 〃 〃

高千穂町 西臼杵郡 〃 西臼杵支庁 西臼杵支庁 〃 西臼杵支庁 高千穂 延岡・西臼杵支庁 西臼杵 〃 〃 〃 － 高千穂町 高千穂地区 〃

日之影町 西臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 延岡・西臼杵支庁 〃 〃 〃 〃 － 日之影町 〃 〃

五ヶ瀬町 西臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 延岡・西臼杵支庁 〃 〃 〃 〃 － 五ヶ瀬町 〃 〃

日向市 〃 日向 東臼杵 日向 日向市 日向 延岡 東臼杵 〃 〃 日向 日向 － 日向 耳川広域

門川町 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 東臼杵 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 門川町 〃 〃

東郷町 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 東郷町 〃 〃

南郷村 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 南郷村 〃 〃

西郷村 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 西郷村 〃 〃

北郷村 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 北郷村 〃 〃

諸塚村 東臼杵郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 諸塚村 〃 〃

椎葉村 東臼杵郡 〃 〃※1 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 椎葉村 〃 〃

日南市 日南串間 日南 南那珂 日南 日南市 日南 日南 南那珂 日南 宮崎 日南 日南 － はまゆう 日南地区

北郷町 南那珂郡 〃 〃 〃 〃 中部 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 北郷町 〃 〃

南郷町 南那珂郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 南郷町 〃 〃

串間市 〃 串間 〃 〃 串間市 〃 〃 〃 〃 都城 〃 串間 － はまゆう・串間市大束 串間市

小林市 西諸 小林 西諸県 小林 小林市 小林 都城 西諸県 小林 〃 小林 小林 － こばやし 小林市

高原町 西諸県郡 〃 〃 〃 〃 北・西諸県 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 高原町 〃 高原町

野尻町 西諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 野尻町 〃 野尻町

須木村 西諸県郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 須木村 〃 須木村

えびの市 〃 〃 〃 〃 えびの市 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － えびの市 えびの市 えびの市

西都市 西都児湯 西都 児湯 高鍋 西都市 高鍋 県庁 児湯 高鍋 高鍋 高鍋 西都 西都市三財 西都 西都市

高鍋町 児湯郡 〃 高鍋 〃 〃 児湯 〃 〃 〃 〃 〃 〃 高鍋 － 児湯 児湯

新富町 児湯郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 新富町 〃 〃

西米良村 児湯郡 〃 西都 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 西米良村 西都 西米良村

木城町 児湯郡 〃 児湯 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 木城町 児湯 児湯

川南町 児湯郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 川南町 尾鈴 〃

都農町 児湯郡 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 － 都農町 〃 〃

※1：椎葉村の大字大河内は西都土木事務所管内

農林振興局
県税事
務所
福祉事務
所

市町村名 郡 広域市町村圏 土木事務所 保健所 商工労政事務所 教育事務所 税務署 ＪＡ 森林組合
社会保険
事務所

公共職業
安定所

商工会議
所

商工会
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90 

市町村別人口推計の概要について 

シンクタンク宮崎 

 

1 推計方法 

コーホート要因法により行った。「コーホート」とは同期間に出生した集団という

意味である。 

コーホート要因法はある年次の男女・年齢(5歳階級)別人口を基準として、これに

出生率、生残率、純移動率を適用して、5歳階級ごとの人口の変化を5年おきに追い

ながら、将来人口を推計する方法である。 

例えば 10～ 14歳の人口が 5年後に 15～ 19歳の人口として何人になっているかと

いう計算を全年齢階級において数年次にわたって行い、人口総数を推計するものであ

る。 

5年おきの年齢階級別の人口の変化(増減)は自然増減と社会増減とに分解して把握

する。自然増減は出生(自然増)と死亡(自然減)からなるが、出生数は女子(15歳～49

歳)の人数と出生率とから推計し、死亡数は各年齢階級が5年後に生存している率(生

残率)から推計する。 

社会増減とは、転入・転出による人口増減を意味している。社会増減の状況は将来

も一定と仮定しており、その仮定値の計算方法は以下のとおりである。 

推計期間の直前における5年間(1995年～2000年 )の人口増減から各年齢階級ごと

に自然増減によるものを差し引いた残りを社会増減とし、この社会増減の1995年の

人口に対する割合を純移動率としている。 

各年齢階級別の5年おきの人口は以下のように求める。 

図1 コーホート要因法における人口変化の把握 

(基準年)

2000年  

(実績) 

1995年  

(推計)

2005年  

Ａ  

0～4歳 

5～9歳 

10～14歳 

15～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

・ 

・ 

・ 

Ｃ   Ｂ’  
Ｂ  

社会移動数①＝Ｂ’－(Ａ×生残率①)

純移動率①＝社会移動数①／Ａ 

Ｃ＝(Ｂ×生残率②)＋(Ｂ×純移動率①) 

※ 1 : Ａは 1995年の 15～ 19歳人口、Ｂは2000年の 15～ 19歳人口、 

Ｂ’は2000年の 20～ 24歳人口、 Cは2005年の 20～ 24歳人口。 

※ 2 : 社会移動数①、純移動率①は1995年→ 2000年にかけての｢15～ 19歳 ｣→ ｢20～ 24歳 ｣の場合。 

※ 3 : 生残率①は1995年→ 2000年にかけての｢15～ 19歳 ｣→ ｢20～ 24歳 ｣の場合。 

※ 4 : 生残率②は2000年→ 2005年にかけての｢15～ 19歳 ｣→ ｢20～ 24歳 ｣の場合。  



91 

 

 
なお、コーホート要因法による推計には、基準人口、出生率、出生性比、生残率、

純移動率の仮定値が必要となる。(｢3 基本とした前提条件｣を参照。) 

 

 

 

 

2 推計期間と推計範囲 

推計期間は2000年(平成12年)から2020年(平成32年)までとした。 

推計範囲については、市町村ごとに推計を行った。 

 

 

 

 

3 基本とした前提条件 

推計は以下の仮定のもとに行った。 

(1)基準人口 

2000年国勢調査の速報値(男女別)による人口を基準人口とした。ただし、年齢

5歳階級別人口については、2000年国勢調査の数値がまだ公表されていないので、

直近の人口構成の状況を表わす 1999年の ｢宮崎県の人口 ｣(10月 1日の推計人口 )

による男女別の年齢5歳階級別構成比等をもとに按分した。 
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(2)女子の年齢別出生率 

｢都道府県別将来推計人口(平成9年5月推計)｣(国立社会保障・人口問題研究所

編集)における宮崎県の仮定値を元に、出生率の格差を相対化し、この格差が将来

も一定として、市町村ごとの出生率の差を反映させた。 

具体的には、｢人口動態保健所・市区町村別統計｣(厚生省大臣官房統計情報部)

の各市町村ごとの合計特殊出生率(昭和63～平成9年)をもとに、(ある市町村の合

計特殊出生率／県の合計特殊出生率)を出生率の格差とし、この値を表1の各年・

各年齢の出生率に乗ずることによって、市町村ごとの出生率を調整した。 

なお、女子の年齢別出生率は(ある年齢階級の女子における出生数／ある年齢階

級の女子人口)である。15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの

が合計特殊出生率で、1人の女子が一生の間に産むとした時の子ども数に相当す

る。 

 

 

   表1 女子の年齢別出生率(宮崎県の仮定値) 

年齢 2000～2005年 2005～2010年 2010～2015年 2015～2020年 

15～19歳 0.00433 0.00447 0.00461 0.00473 

20～24歳 0.04934 0.04898 0.04958 0.05025 

25～29歳 0.12015 0.11865 0.12047 0.12253 

30～34歳 0.10578 0.10745 0.10959 0.11173 

35～39歳 0.03660 0.04355 0.04774 0.04968 

40～44歳 0.00813 0.01301 0.01746 0.02016 

45～49歳 0.00026 0.00076 0.00158 0.00235 

合計特殊 

出生率 1.62 1.68 1.76 1.81 

    資料)『都道府県別将来推計人口(平成9年5月推計)』(国立社会保障・人口問題研究所 編集) 

 

 

(3)出生性比 

出生時の男女の割合(出生性比)は、すべての市町村について、｢都道府県別将来

推計人口(平成9年5月推計)｣(国立社会保障・人口問題研究所 編集)における出

生性比を用いた。(男：女＝105.6：100.0) 
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(4)男女・年齢別生残率 

すべての市町村について、｢都道府県別将来推計人口(平成9年5月推計)｣(国立

社会保障・人口問題研究所 編集)における宮崎県の仮定値を用いた。 

生残率とは、ある年齢階級の人口が5年後に生存している率である。 

 

 表2 男女年齢別出生率(宮崎県の仮定値) 

  男 

年齢 

5年後の 

生残率 

1995～2000年

5年後の 

生残率 

2000～2005年

5年後の 

生残率 

2005～2010年

5年後の 

生残率 

2010～2015年

5年後の 

生残率 

2015～2020年
出生→0～4 0.99453 0.99490 0.99506 0.99517 0.99524 

0～4→5～9 0.99802 0.99817 0.99826 0.99833 0.99839 
5～9→10～14 0.99924 0.99933 0.99938 0.99941 0.99943 

10～14→15～19 0.99813 0.99826 0.99835 0.99842 0.99848 

15～19→20～24 0.99556 0.99586 0.99605 0.99622 0.99637 

20～24→25～29 0.99472 0.99508 0.99532 0.99554 0.99575 

25～29→30～34 0.99519 0.99554 0.99578 0.99599 0.99618 

30～34→35～39 0.99483 0.99522 0.99546 0.99568 0.99588 
35～39→40～44 0.99247 0.99288 0.99312 0.99336 0.99359 

40～44→45～49 0.98721 0.98787 0.98826 0.98863 0.98899 

45～49→50～54 0.97904 0.98007 0.98062 0.98116 0.98168 

50～54→55～59 0.97082 0.97199 0.97243 0.97286 0.97328 

55～59→60～64 0.95251 0.95459 0.95534 0.95594 0.95646 

60～64→65～69 0.92287 0.92695 0.92880 0.93024 0.93136 
65～69→70～74 0.88594 0.89243 0.89556 0.89796 0.89982 

70～74→75～79 0.81957 0.82999 0.83520 0.83917 0.84222 

75～79→80～84 0.70707 0.72272 0.73139 0.73802 0.74314 

80～84→85～89 0.55073 0.57504 0.58791 0.59788 0.60567 

85～→90～ 0.33135 0.35266 0.36504 0.37470 0.38228 

 

女 

年齢 

5年後の 

生残率 

1995～2000年

5年後の 

生残率 

2000～2005年

5年後の 

生残率 

2005～2010年

5年後の 

生残率 

2010～2015年

5年後の 

生残率 

2015～2020年
出生→0～4 0.99524 0.99566 0.99587 0.99601 0.99612 

0～4→5～9 0.99875 0.99887 0.99894 0.99899 0.99902 

5～9→10～14 0.99943 0.99950 0.99953 0.99956 0.99959 

10～14→15～19 0.99929 0.99936 0.99939 0.99942 0.99944 

15～19→20～24 0.99880 0.99890 0.99895 0.99900 0.99903 

20～24→25～29 0.99855 0.99869 0.99877 0.99884 0.99891 
25～29→30～34 0.99830 0.99850 0.99862 0.99872 0.99881 

30～34→35～39 0.99759 0.99782 0.99796 0.99808 0.99819 

35～39→40～44 0.99643 0.99672 0.99688 0.99704 0.99720 

40～44→45～49 0.99347 0.99397 0.99428 0.99458 0.99487 

45～49→50～54 0.98932 0.99011 0.99058 0.99103 0.99146 

50～54→55～59 0.98600 0.98692 0.98738 0.98784 0.98828 
55～59→60～64 0.98042 0.98193 0.98265 0.98324 0.98373 

60～64→65～69 0.96947 0.97199 0.97316 0.97400 0.97461 

65～69→70～74 0.94844 0.95244 0.95426 0.95556 0.95649 

70～74→75～79 0.90927 0.91669 0.92013 0.92255 0.92425 

75～79→80～84 0.83841 0.85066 0.85712 0.86158 0.86466 

80～84→85～89 0.71465 0.73862 0.75011 0.75809 0.76362 
85～→90～ 0.44134 0.46488 0.47759 0.48650 0.49272 

 資料)『都道府県別将来推計人口(平成9年5月推計)』(国立社会保障・人口問題研究所 編集) 
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(5)男女・年齢別純移動率 

市町村ごとに、コーホート生残率法により、1995年～2000年の男女・年齢別

純移動率(社会移動率)を算出し、将来もこの純移動率を一定とした。 

この推計では、人口数の増減のうち、自然増減によるものを除いたものを社会

移動数とし、純移動率の計算を行っている。 

具体的には図1のように純移動率を計算している。 
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クラスター分析の概要 
 
(1)クラスター分析 

クラスター分析とは、サンプル間の類似性を距離によって表現し、類似する

サンプル同士が同じグループにまとまるように類型化していく多変量解析手法

である。 

クラスター分析にあたっては、各市町村ごとに、広域的な結びつきをあらわ

していると考えられる指標を用いた。 

なお、クラスター分析の結果は樹形図によってあらわすことができ、その結

果は後に示した。 

具体的な分析の手法は次のとおりである。 
 

①クラスター分析に用いたデータは、生活圏の一体性、行政サービスの一体性、

各種計画・政策上の一体性、経済面の一体性の4つの観点からみて、市町村

の広域的なつながりをあらわしていると考えられる25の指標を用いた。 
 

分析に用いた指標 

1 通勤10％圏(国勢調査) 

2 通学10％圏(国勢調査) 

3 商圏30％以上(広域行政意識調査) 
生活圏の一体性 

4 医療圏30％以上(広域行政意識調査) 

5 一部事務組合及び共同処理 

6 土木事務所 

7 農林振興局 

8 保健所 

9 税務署 

10 社会保険事務所 

行政サービスの一

体性 

11 公共職業安定所 

12 広域市町村圏 

13 総合保養地域(リゾート法) 

14 フォレストピア地域 

15 高度技術産業集積地域(テクノポリス圏域) 

16 新産業都市 

17 地方拠点都市地域 

18 2次医療圏 

19 高齢者保健福祉圏域 

各種計画・政策上

の一体性 

20 ごみ処理広域化計画(ブロック) 

21 ＪＡ 

22 森林組合 

23 ＮＴＴ市外局番 

24 九州電力営業所 

経済面の一体性 

25 宮崎日日新聞(支社・支局) 
 



クラスター分析使用指標
生活圏の一体性 行政サービスの一体性(一部事務組合等)

宮崎市 ○ ○ ○ ○ ◎

清武町 ○ ○ ○ ○ ◎ ◎

田野町 ○ ○ ○ ◎ ◎

佐土原町 ○ ○ ○ ○ ◎

高岡町 ○ ○▽ ○ ○ ◎ ◎

国富町 ○ ○▽ ○ ○ ◎ ◎

綾町 ○ ○▽ ○ ○ ◎

都城市 × × × × ◎ ◎ ◎

三股町 × × × × ◎ ◎ ◎

山之口町 × × × × ◎ ◎ ◎

高城町 × × × × ◎ ◎ ◎

山田町 × × × × ◎ ◎ ◎

高崎町 × × × × ◎ ◎ ◎

延岡市 ◇ ◇ ◇ ◇ ◎

北方町 ◇ ◇ ◇ ◇ ◎

北川町 ◇ ◇ ◇ ◇ ◎

北浦町 ◇ ◇ ◇ ◇ ◎

高千穂町 □ ◇ ◎ ◎

日之影町 ◇□ ◇ ◎ ◎

五ヶ瀬町 □ ◎ ◎

日向市 ● ● ● ● ◎ ◎

門川町 ◇● ◇● ● ● ◎ ◎

東郷町 ● ● ● ● ◎ ◎

南郷村 ● ● ● ◎ ◎

西郷村 ● ● ◎ ◎

北郷村 ◇ ● ◎ ◎

諸塚村 ● ● ◎ ◎

椎葉村 ● ◎ ◎

日南市 △ △ ○△ △ ◎ ◎ ◎

北郷町 △ △ △ △ ◎ ◎

南郷町 △ △ △ △ ◎ ◎ ◎

串間市 △ ◎

小林市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

高原町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

野尻町 ○◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

須木村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

えびの市 ◎ ◎ ◎

西都市 ○◆ ○ ◎ ◎

高鍋町 ■ ■ ○■ ■ ◎ ◎ ◎ ◎

新富町 ○ ○◆■ ○ ◎ ◎ ◎

西米良村 ◎

木城町 ■ ○◆■ ■ ■ ◎ ◎ ◎ ◎

川南町 ▼ ○■▼ ■ ◎ ◎ ◎

都農町 ▼ ○■▼ ○ ◎ ◎ ◎

霧島美化
センター
事務組合

小林・野
尻・高原
衛生事務
組合

西臼杵郡
衛生組合

入郷地区
衛生組合

日向地区
衛生施設
組合(複
合事務組
合)

日南串間
広域不燃
物処理組
合

宮崎県中
部地区衛
生組合
(複合事
務組合)

都北衛生
センター
管理組合

日南地区
衛生セン
ター管理
組合(複
合事務組
合)

西都児湯
環境整備
事務組合
(複合事
務組合)

市町村名 通勤圏
医療圏
(通院)

都城北諸
県広域市
町村圏事
務組合

通学圏 商圏
宮崎県東
児湯消防
組合

宮崎公立
大学事務
組合

西諸広域
行政事務
組合(複
合事務組
合)

宮崎県北
部広域行
政事務組
合

都城市北
諸県郡共
同育成牧
場事務組
合

一ツ瀬川
営農飲雑
用水広域
水道企業
団

国民健康
保険中部
病院組合

高鍋・木
城衛生組
合

川南・都
農衛生組
合

高崎・山
田清掃施
設組合
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行政サービスの一体性(出先機関) 各種計画・政策上の一体性 経済面の一体性

宮崎市 宮崎 中部 宮崎市 宮崎 宮崎 宮崎 宮崎東諸県 ○ ○ 宮崎・東諸県 宮崎東諸県 宮崎・東諸県 宮崎中央 宮崎中央 0985 宮崎支店・営業所 宮崎本社

清武町 〃 〃 中央 〃 〃 〃 〃 ○ ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

田野町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

佐土原町 〃 〃 〃 〃 高鍋 〃 〃 ○ ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 西都営業所 〃

高岡町 高岡 〃 〃 〃 宮崎 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 宮崎支店・営業所 東諸支局

国富町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

綾町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 綾町 〃 〃 〃 〃

都城市 都城 北諸県 都城 都城 都城 都城 都城北諸県 ○ 都城北諸県 都城北諸県 都城・北諸県 都城 都城 0986 都城営業所 都城支社

三股町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

山之口町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

高城町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

山田町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

高崎町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

延岡市 延岡 東臼杵 延岡 延岡 延岡 延岡 宮崎県北部 ○ ● 宮崎県北部 延岡 延岡・西臼杵 延岡 延岡地区 0982 延岡営業所 延岡支社

北方町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ ● 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

北川町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ ● 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

北浦町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ ● 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

高千穂町 西臼杵支庁 西臼杵支庁 高千穂 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 西臼杵 〃 高千穂地区 〃 〃 高千穂営業所 高千穂支局

日之影町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 延岡・高千穂 〃

五ヶ瀬町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 高千穂営業所 〃

日向市 日向 東臼杵 日向 〃 〃 日向 〃 ○ ● 日向入郷 日向入郷 日向・入郷 日向 耳川広域 〃 日向営業所 日向市局

門川町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ ● 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

東郷町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ ● 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

南郷村 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

西郷村 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

北郷村 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ ● 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

諸塚村 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

椎葉村 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

日南市 日南 南那珂 日南 日南 宮崎 日南 日南串間 ○ 日南串間 日南串間 日南・串間 はまゆう 日南地区 0987 日南営業所 日南支社

北郷町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

南郷町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

串間市 串間 〃 〃 〃 都城 〃 〃 ○ 〃 〃 〃 はまゆう・串間市大束 串間市 〃 〃 串間支局

小林市 小林 西諸県 小林 小林 〃 小林 西諸 西諸 西諸 西諸 こばやし 小林市 0984 小林営業所 小林市局

高原町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 高原町 〃 〃 〃

野尻町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 野尻町 〃 〃 〃

須木村 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 須木村 〃 〃 〃

えびの市 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 えびの市 えびの市 〃 〃 えびの支局

西都市 西都 児湯 高鍋 高鍋 高鍋 高鍋 西都児湯 西都児湯 西都児湯 西都・児湯 西都 西都市 0983 西都営業所 西都支局

高鍋町 高鍋 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 児湯 児湯 〃 高鍋営業所 高鍋支局

新富町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 新富支局

西米良村 西都 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 西都 西米良村 〃 西都営業所 西都支局

木城町 高鍋 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 児湯 児湯 〃 高鍋営業所 高鍋支局

川南町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 尾鈴 〃 〃 〃 都農支局

都農町 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

九州電力営業所
宮崎日日新
聞社支社・
支局

ＪＡ 森林組合
ＮＴＴ
市外局番

市町村名 土木事務所
公共職業
安定所
広域市町村圏農林振興局

社会保険
事務所

税務署保健所

総合保養
地域(リ
ゾート
法)

フォレス
トピア地
域

高度技術
産業集積
地域(テ
クノポリ
ス圏域)

新産業都
市

地方拠点
都市地域

2次医療圏
高齢者保健
福祉圏域

ごみ処理広
域化計画(ブ
ロック)
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②25の広域的なつながりの指標をもとに、44市町村×44市町村のクロス表(次

ページ)を作成した。このクロス表においては、ある2市町村が互いに同じ圏

域に含まれる場合には1としてカウントし、積み上げた結果を自市町村×自

市町村の欄が100になるように調整した。数値が100に近いほど市町村相互

の広域的なつながりが強いということができる。 



25指標からみた市町村の結びつき(クラスター分析データ表)
宮崎
市
清武
町
田野
町
佐土
原町
高岡
町
国富
町
綾町
西都
市
西米
良村
高鍋
町
新富
町
木城
町
川南
町
都農
町
都城
市
三股
町
山之
口町
高城
町
山田
町
高崎
町
延岡
市
北方
町
北川
町
北浦
町
高千
穂町
日之
影町
五ヶ
瀬町
日向
市
門川
町
東郷
町
南郷
村
西郷
村
北郷
村
諸塚
村
椎葉
村
日南
市
北郷
町
南郷
町
串間
市
小林
市
高原
町
野尻
町
須木
村
えび
の市

宮崎市 100.0 97.8 95.5 90.9 84.4 84.4 81.8 9.5 4.3 13.3 4.3 4.4 8.9 13.0 9.1 8.9 5.0 4.5

清武町 97.8 100.0 95.5 88.9 88.9 88.9 80.0 4.3 4.4 4.3

田野町 95.5 95.5 100.0 86.4 88.9 84.4 77.3 4.3 4.5 4.4

佐土原町 90.9 88.9 86.4 100.0 75.6 75.6 72.7 9.5 10.5 4.3 4.4 4.3 4.4 4.4

高岡町 84.4 88.9 88.9 75.6 100.0 100.0 93.3 4.3 4.4 4.3

国富町 84.4 88.9 84.4 75.6 100.0 100.0 93.3 4.3 4.4 4.3

綾町 81.8 80.0 77.3 72.7 93.3 93.3 100.0 4.3 4.5 4.4

西都市 9.5 9.5 100.0 83.3 59.1 69.8 62.2 55.8 60.5

西米良村 10.5 83.3 100.0 55.0 56.4 53.7 56.4 56.4

高鍋町 4.3 4.3 59.1 55.0 100.0 80.9 93.9 72.3 72.3

新富町 13.3 4.4 69.8 56.4 80.9 100.0 83.3 73.9 78.3

木城町 4.3 4.3 62.2 53.7 93.9 83.3 100.0 75.0 70.8

川南町 4.4 4.4 55.8 56.4 72.3 73.9 75.0 100.0 95.7

都農町 8.9 4.4 60.5 56.4 72.3 78.3 70.8 95.7 100.0

都城市 100.0 100.0 100.0 100.0 95.7 95.7 4.9 4.5 4.4 4.4 4.5 4.9

三股町 100.0 100.0 100.0 100.0 95.7 95.7 4.9 4.5 4.4 4.4 4.5 4.9

山之口町 100.0 100.0 100.0 100.0 95.7 95.7 4.9 4.5 4.4 4.4 4.5 4.9

高城町 100.0 100.0 100.0 100.0 95.7 95.7 4.9 4.5 4.4 4.4 4.5 4.9

山田町 95.7 95.7 95.7 95.7 100.0 100.0 4.9 4.5 4.4 4.4 4.5 4.9

高崎町 95.7 95.7 95.7 95.7 100.0 100.0 4.9 4.5 4.4 4.4 4.5 4.9

延岡市 100.0 100.0 100.0 97.6 48.8 55.8 45.0 32.6 40.0 32.6 29.3 29.3 39.0 29.3 30.0

北方町 100.0 100.0 100.0 97.6 48.8 55.8 45.0 32.6 40.0 32.6 29.3 29.3 39.0 29.3 30.0

北川町 100.0 100.0 100.0 97.6 48.8 55.8 45.0 32.6 40.0 32.6 29.3 34.1 39.0 29.3 30.0

北浦町 97.6 97.6 97.6 100.0 50.0 57.1 46.2 33.3 36.4 33.3 30.0 30.0 35.0 30.0 30.8

高千穂町 48.8 48.8 48.8 50.0 100.0 90.5 97.4 23.8 22.7 23.8 25.0 25.0 30.0 30.0 30.8

日之影町 55.8 55.8 55.8 57.1 90.5 100.0 92.7 22.7 26.1 22.7 23.8 23.8 23.8 28.6 29.3

五ヶ瀬町 45.0 45.0 45.0 46.2 97.4 92.7 100.0 24.4 23.3 24.4 25.6 25.6 25.6 30.8 31.6

日向市 32.6 32.6 32.6 33.3 23.8 22.7 24.4 100.0 95.7 100.0 90.5 90.5 85.7 85.7 82.9

門川町 40.0 40.0 40.0 36.4 22.7 26.1 23.3 95.7 100.0 95.7 86.4 86.4 81.8 81.8 79.1

東郷町 32.6 32.6 32.6 33.3 23.8 22.7 24.4 100.0 95.7 100.0 90.5 90.5 85.7 85.7 82.9

南郷村 29.3 29.3 29.3 30.0 25.0 23.8 25.6 90.5 86.4 90.5 100.0 100.0 90.0 95.0 92.3

西郷村 29.3 29.3 34.1 30.0 25.0 23.8 25.6 90.5 86.4 90.5 100.0 100.0 90.0 95.0 92.3

北郷村 39.0 39.0 39.0 35.0 30.0 23.8 25.6 85.7 81.8 85.7 90.0 90.0 100.0 90.0 87.2

諸塚村 29.3 29.3 29.3 30.0 30.0 28.6 30.8 85.7 81.8 85.7 95.0 95.0 90.0 100.0 97.4

椎葉村 30.0 30.0 30.0 30.8 30.8 29.3 31.6 82.9 79.1 82.9 92.3 92.3 87.2 97.4 100.0

日南市 13.0 4.3 4.3 4.3 4.3 4.3 100.0 95.7 97.9 66.7

北郷町 9.1 4.4 4.5 4.4 4.4 4.5 95.7 100.0 97.8 70.0

南郷町 8.9 4.3 4.4 4.3 4.3 4.4 97.9 97.8 100.0 68.3

串間市 5.0 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 66.7 70.0 68.3 100.0

小林市 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 100.0 93.0 88.4 90.5 76.9

高原町 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 93.0 100.0 90.9 93.0 75.0

野尻町 4.5 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 88.4 90.9 100.0 88.4 75.0

須木村 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 90.5 93.0 88.4 100.0 76.9

えびの市 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 76.9 75.0 75.0 76.9 100.0
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③44市町村×44市町村のクロス表をクラスター分析にかけた結果は、下の樹

形図のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

クラスター分析樹形図 
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クラスター分析の結果結びつきが強いと考えられる地域  

0 10 20km 
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シミュレーションの具体的な方法  
 
 ａ 地方交付税に関する財政支援措置の試算 

①普通交付税の試算(合併算定替の効果) 

ア 財政優遇措置の内容  
｢市町村の合併の特例に関する法律｣ 第11条 第2項 

合併市町村に交付すべき地方交付税の額は、当該市町村の合併が行われ

た日の属する年度及びこれに続く10年度については、地方交付税法等に定

めるところにより、合併関係市町村が当該年度の4月 1日においてなお当

該市町村の合併の前の区域をもつて存続した場合に算定される額の合算額

を下らないように算定した額とし、その後5年度については、当該合算額

に自治省令で定める率を乗じた額を下らないように算定した額とする。 

 

 

    

    

    

    

    

    

 

   

イ 計算方法(平成12年度予算で試算) 

合併算定替による交付税額は、市町村ごとの平成12年度基準財政需要額

から、市の生活保護費（経常経費）を除き、合併市町村一本で計算した生

活保護費（経常経費）を加えた額から、平成12年度基準財政収入額を除い

た額とした。町村が合併して、市制移行する場合も、生活保護費（経常経

費）を計算し算入した。 

 

 

 

  ＝         －        ＋               － 

 

 

普通交付税額の一本算定額(算定替を行わない合併市町村の交付税額)は、

合併市町村の基準財政需要額と基準財政収入額との差額とした。合併市町

村の基準財政需要額は、経常経費については12年度の係数等を基に一本で

計算し、それに、市町村ごとの平成12年度の基準財政需要額の投資的経費、

公債費、農山村地域活性化対策費を加えたものとした。基準財政収入額は、

各市町村ごとの基準財政収入額の合計とした。 

0.9 

0.7 

0.5 

0.3 
0.1 

合併算定替

による交付

税の増加額

5年 10年 

合併算定替による交付税額  

合併関係市町村の

基準財政需要額  Ａ市生活保護費  合併市町村の

生活保護費  
合併関係市町村の

基準財政収入額  

15年 
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               ＝         － 

 

             ＝          ＋ 

 

                         ＋ 

 

             ＝          ＋ 

 

合併算定替と算定替を行わない場合の差額を、合併算定替の効果とし、

その10年間分と段階的に縮減される5年間分を算出した。 

 

          ＝            － 

普通交付税の一本算定額 

(合併算定替を行わない交付税額) 
合併市町村の  
基準財政収入額  

Ａ市基準財政収入額

合併市町村の  
基準財政需要額  

合併市町村の 

基準財政需要額  経常経費一本算定 

Ｂ町基準財政収入額

Ａ市投資的経費・公債費・  
農山村地域活性化対策費  

Ｂ町投資的経費・公債費・  
農山村地域活性化対策費  

合併市町村の  
基準財政収入額  

普通交付税の一本算定額 

(合併算定替を行わない交付税額)
合併算定替の効果 合併算定替による交付税額 



ウ　計算過程
(千円）

A B C D E F G H I J K L M N O

延岡市 127,042 14,379,496 4,972,694 1,495,541 12,000 20,859,731 822,115 886,470 20,924,086 11,425,480 9,498,606

北方町 5,267 1,460,032 716,035 421,352 26,000 2,623,419 36,752 2,660,171 333,229 2,326,942

北川町 5,010 1,459,505 675,787 266,475 21,000 2,422,767 34,959 2,457,726 333,990 2,123,736

北浦町 5,034 1,240,907 619,146 432,474 25,000 2,317,527 35,126 2,352,653 292,440 2,060,213

計 142,353 18,539,940 6,983,662 2,615,842 84,000 28,223,444 822,115 993,307 28,394,636 17,299,901 26,983,405 12,385,139 16,009,497 14,598,266 1,411,231 993,307

高千穂町 16,057 2,895,185 1,192,922 425,129 27,000 4,540,236 4,540,236 1,032,208 3,508,028

日之影町 5,737 1,734,188 789,979 489,762 26,000 3,039,929 3,039,929 454,401 2,585,528

五ケ瀬町 5,302 1,382,496 679,573 573,035 26,000 2,661,104 2,661,104 305,785 2,355,319

計 27,096 6,011,869 2,662,474 1,487,926 79,000 10,241,269 0 10,241,269 5,163,128 9,392,528 1,792,394 8,448,875 7,600,134 848,741 0

日向市 59,844 6,963,254 2,347,945 793,324 14,000 10,118,523 320,285 367,906 10,166,144 5,208,061 4,958,083

門川町 19,754 2,565,324 843,433 145,418 16,000 3,570,175 121,443 3,691,618 1,296,768 2,394,850

東郷町 5,517 1,519,674 580,445 276,589 25,000 2,401,708 33,917 2,435,625 398,046 2,037,579

南郷村 2,813 1,031,117 550,377 208,945 22,000 1,812,439 17,294 1,829,733 187,431 1,642,302

西郷村 2,993 1,026,771 508,471 330,596 24,000 1,889,838 18,400 1,908,238 350,287 1,557,951

北郷村 2,236 878,246 557,782 291,496 23,000 1,750,524 13,746 1,764,270 174,985 1,589,285

諸塚村 2,590 1,185,615 976,922 416,957 24,000 2,603,494 15,923 2,619,417 341,862 2,277,555

椎葉村 4,038 1,667,102 1,076,114 452,784 25,000 3,221,000 24,825 3,245,825 481,656 2,764,169

計 99,785 16,837,103 7,441,489 2,916,109 173,000 27,367,701 320,285 613,454 27,660,870 14,867,149 25,397,747 8,439,096 19,221,774 16,958,651 2,263,123 613,454

西都市 36,530 5,515,184 2,460,678 412,561 29,000 8,417,423 229,388 190,164 8,378,199 2,579,028 5,799,171

高鍋町 22,554 2,831,797 1,030,976 125,326 20,000 4,008,099 117,409 4,125,508 1,867,926 2,257,582

新富町 19,295 2,483,863 780,018 97,598 27,000 3,388,479 100,444 3,488,923 1,332,326 2,156,597

西米良村 1,545 715,457 432,940 104,701 21,000 1,274,098 8,043 1,282,141 135,042 1,147,099

木城町 5,735 1,350,557 534,481 121,478 25,000 2,031,516 29,855 2,061,371 560,329 1,501,042

川南町 17,997 2,665,080 1,163,649 72,619 28,000 3,929,348 93,687 4,023,035 1,244,345 2,778,690

都農町 12,699 2,121,387 855,530 152,916 27,000 3,156,833 66,105 3,222,938 785,399 2,437,539

計 116,355 17,683,325 7,258,272 1,087,199 177,000 26,205,796 229,388 605,707 26,582,115 15,734,877 24,257,348 8,504,395 18,077,720 15,752,953 2,324,767 605,707

宮崎市 303,785 35,612,558 15,842,450 2,082,858 14,000 53,551,866 2,192,985 1,935,938 53,294,819 33,473,447 19,821,372

清武町 27,628 3,074,243 1,160,406 123,347 20,000 4,377,996 176,066 4,554,062 2,425,593 2,128,469

田野町 12,525 1,983,871 795,163 175,866 26,000 2,980,900 79,818 3,060,718 881,697 2,179,021

佐土原町 33,461 3,749,568 1,430,687 164,756 20,000 5,365,011 213,238 5,578,249 2,793,257 2,784,992

高岡町 13,153 2,187,648 817,371 298,391 26,000 3,329,410 83,820 3,413,230 1,065,983 2,347,247

国富町 22,999 3,149,329 1,147,629 317,141 27,000 4,641,099 146,566 4,787,665 1,573,005 3,214,660

綾町 7,825 1,449,460 744,514 368,352 25,000 2,587,326 49,867 2,637,193 528,710 2,108,483

計 421,376 51,206,677 21,938,220 3,530,711 158,000 76,833,608 2,192,985 2,685,313 77,325,936 49,522,933 75,149,864 42,741,692 34,584,244 32,408,172 2,176,072 2,685,313

小林市 41,296 5,737,952 2,167,343 438,050 29,000 8,372,345 271,187 248,532 8,349,690 3,195,282 5,154,408

えびの市 25,717 4,402,914 1,791,435 571,130 28,000 6,793,479 196,733 154,773 6,751,519 1,793,950 4,957,569

高原町 11,851 2,119,208 814,265 343,380 27,000 3,303,853 71,323 3,375,176 720,048 2,655,128

野尻町 9,239 1,811,418 670,130 404,163 27,000 2,912,711 55,603 2,968,314 582,526 2,385,788

須木村 2,594 1,014,346 490,745 175,114 23,000 1,703,205 15,612 1,718,817 193,522 1,525,295

計 90,697 15,085,838 5,933,918 1,931,837 134,000 23,085,593 467,920 545,843 23,163,516 13,221,769 21,221,524 6,485,328 16,678,188 14,736,196 1,941,992 545,843

都城市 133,575 15,685,380 7,613,934 809,356 20,000 24,128,670 479,879 520,585 24,169,376 11,571,390 12,597,986

三股町 24,323 3,246,841 1,305,708 167,802 20,000 4,740,351 94,795 4,835,146 1,577,813 3,257,333

山之口町 7,676 1,562,117 800,287 111,232 23,000 2,496,636 29,916 2,526,552 452,312 2,074,240

高城町 13,037 2,280,103 969,060 240,703 26,000 3,515,866 50,809 3,566,675 958,373 2,608,302

山田町 8,955 1,690,330 640,458 264,643 26,000 2,621,431 34,901 2,656,332 571,731 2,084,601

高崎町 11,960 2,184,133 854,327 293,176 27,000 3,358,636 46,611 3,405,247 794,791 2,610,456

計 199,526 26,648,904 12,183,774 1,886,912 142,000 40,861,590 479,879 777,617 41,159,328 24,009,836 38,222,522 15,926,410 25,232,918 22,296,112 2,936,806 777,617

日南市 47,158 6,315,609 2,533,886 532,598 19,000 9,401,093 208,993 233,749 9,425,849 3,645,245 5,780,604

串間市 24,603 4,432,777 1,583,110 692,528 28,000 6,736,415 155,519 121,950 6,702,846 1,591,743 5,111,103

北郷町 5,485 1,344,622 566,671 421,440 23,000 2,355,733 27,188 2,382,921 482,755 1,900,166

南郷町 12,597 1,949,552 932,139 213,094 27,000 3,121,785 62,440 3,184,225 819,459 2,364,766

計 89,843 14,042,560 5,615,806 1,859,660 97,000 21,615,026 364,512 445,327 21,695,841 12,590,251 20,162,717 6,539,202 15,156,639 13,623,515 1,533,124 445,327

日向市 59,844 6,963,254 2,347,945 793,324 14,000 10,118,523 320,285 371,255 10,169,493 5,208,061 4,961,432

門川町 19,754 2,565,324 843,433 145,418 16,000 3,570,175 122,548 3,692,723 1,296,768 2,395,955

東郷町 5,517 1,519,674 580,445 276,589 25,000 2,401,708 34,226 2,435,934 398,046 2,037,888

計 85,115 11,048,252 3,771,823 1,215,331 55,000 16,090,406 320,285 528,029 16,298,150 10,099,804 15,141,958 6,902,875 9,395,275 8,239,083 1,156,192 528,029

日向市 59,844 6,963,254 2,347,945 793,324 14,000 10,118,523 320,285 373,340 10,171,578 5,208,061 4,963,517

門川町 19,754 2,565,324 843,433 145,418 16,000 3,570,175 123,237 3,693,412 1,296,768 2,396,644

計 79,598 9,528,578 3,191,378 938,742 30,000 13,688,698 320,285 496,577 13,864,990 9,155,111 13,315,231 6,504,829 7,360,161 6,810,402 549,759 496,577

西都市 36,530 5,515,184 2,460,678 412,561 29,000 8,417,423 229,388 188,957 8,376,992 2,579,028 5,797,964

佐土原町 33,461 3,749,568 1,430,687 164,756 20,000 5,365,011 173,082 5,538,093 2,793,257 2,744,836

新富町 19,295 2,483,863 780,018 97,598 27,000 3,388,479 99,807 3,488,286 1,332,326 2,155,960

西米良村 1,545 715,457 432,940 104,701 21,000 1,274,098 7,992 1,282,090 135,042 1,147,048

計 90,831 12,464,072 5,104,323 779,616 97,000 18,445,011 229,388 469,838 18,685,461 11,283,919 17,264,858 6,839,653 11,845,808 10,425,205 1,420,603 469,838

宮崎市 303,785 35,612,558 15,842,450 2,082,858 14,000 53,551,866 2,192,985 2,014,367 53,373,248 33,473,447 19,899,801

清武町 27,628 3,074,243 1,160,406 123,347 20,000 4,377,996 183,198 4,561,194 2,425,593 2,135,601

田野町 12,525 1,983,871 795,163 175,866 26,000 2,980,900 83,052 3,063,952 881,697 2,182,255

佐土原町 33,461 3,749,568 1,430,687 164,756 20,000 5,365,011 221,877 5,586,888 2,793,257 2,793,631

計 377,399 44,420,240 19,228,706 2,546,827 80,000 66,275,773 2,192,985 2,502,494 66,585,282 43,736,217 65,591,750 39,573,994 27,011,288 26,017,756 993,532 2,502,494

小林市 41,296 5,737,952 2,167,343 438,050 29,000 8,372,345 271,187 241,468 8,342,626 3,195,282 5,147,344

高原町 11,851 2,119,208 814,265 343,380 27,000 3,303,853 69,296 3,373,149 720,048 2,653,101

野尻町 9,239 1,811,418 670,130 404,163 27,000 2,912,711 54,023 2,966,734 582,526 2,384,208

須木村 2,594 1,014,346 490,745 175,114 23,000 1,703,205 15,168 1,718,373 193,522 1,524,851

計 64,980 10,682,924 4,142,483 1,360,707 106,000 16,292,114 271,187 379,955 16,400,882 9,634,832 15,244,022 4,691,378 11,709,504 10,552,644 1,156,860 379,955

日南市 47,158 6,315,609 2,533,886 532,598 19,000 9,401,093 208,993 228,532 9,420,632 3,645,245 5,775,387

北郷町 5,485 1,344,622 566,671 421,440 23,000 2,355,733 26,581 2,382,314 482,755 1,899,559

南郷町 12,597 1,949,552 932,139 213,094 27,000 3,121,785 61,046 3,182,831 819,459 2,363,372

計 65,240 9,609,783 4,032,696 1,167,132 69,000 14,878,611 208,993 316,159 14,985,777 8,815,525 14,084,353 4,947,459 10,038,318 9,136,894 901,424 316,159

高鍋町 22,554 2,831,797 1,030,976 125,326 20,000 4,008,099 106,459 4,114,558 1,867,926 2,246,632

新富町 19,295 2,483,863 780,018 97,598 27,000 3,388,479 91,076 3,479,555 1,332,326 2,147,229

木城町 5,735 1,350,557 534,481 121,478 25,000 2,031,516 27,070 2,058,586 560,329 1,498,257

川南町 17,997 2,665,080 1,163,649 72,619 28,000 3,929,348 84,949 4,014,297 1,244,345 2,769,952

都農町 12,699 2,121,387 855,530 152,916 27,000 3,156,833 59,941 3,216,774 785,399 2,431,375

計 78,280 11,452,684 4,364,654 569,937 127,000 16,514,275 369,495 16,883,770 10,114,265 15,175,856 5,790,325 11,093,445 9,385,531 1,707,914 369,495

佐土原町 33,461 3,749,568 1,430,687 164,756 20,000 5,365,011 152,909 5,517,920 2,793,257 2,724,663

新富町 19,295 2,483,863 780,018 97,598 27,000 3,388,479 88,173 3,476,652 1,332,326 2,144,326

計 52,756 6,233,431 2,210,705 262,354 47,000 8,753,490 241,082 8,994,572 6,102,819 8,622,878 4,125,583 4,868,989 4,497,295 371,694 241,082

高岡町 13,153 2,187,648 817,371 298,391 26,000 3,329,410 60,924 3,390,334 1,065,983 2,324,351

国富町 22,999 3,149,329 1,147,629 317,141 27,000 4,641,099 106,530 4,747,629 1,573,005 3,174,624

綾町 7,825 1,449,460 744,514 368,352 25,000 2,587,326 36,245 2,623,571 528,710 2,094,861

計 43,977 6,786,437 2,709,514 983,884 78,000 10,557,835 203,699 10,761,534 6,235,719 10,007,117 3,167,698 7,593,836 6,839,419 754,417 203,699

清武町 27,628 3,074,243 1,160,406 123,347 20,000 4,377,996 116,318 4,494,314 2,425,593 2,068,721

田野町 12,525 1,983,871 795,163 175,866 26,000 2,980,900 52,732 3,033,632 881,697 2,151,935

計 40,153 5,058,114 1,955,569 299,213 46,000 7,358,896 169,050 7,527,946 4,850,666 7,151,448 3,307,290 4,220,656 3,844,158 376,498 169,050

東郷町 5,517 1,519,674 580,445 276,589 25,000 2,401,708 2,401,708 398,046 2,003,662

南郷村 2,813 1,031,117 550,377 208,945 22,000 1,812,439 1,812,439 187,431 1,625,008

西郷村 2,993 1,026,771 508,471 330,596 24,000 1,889,838 1,889,838 350,287 1,539,551

北郷村 2,236 878,246 557,782 291,496 23,000 1,750,524 1,750,524 174,985 1,575,539

諸塚村 2,590 1,185,615 976,922 416,957 24,000 2,603,494 2,603,494 341,862 2,261,632

椎葉村 4,038 1,667,102 1,076,114 452,784 25,000 3,221,000 3,221,000 481,656 2,739,344

計 20,187 7,308,525 4,250,111 1,977,367 143,000 13,679,003 0 13,679,003 5,506,929 11,877,407 1,934,267 11,744,736 9,943,140 1,801,596 0

西都市 36,530 5,515,184 2,460,678 412,561 29,000 8,417,423 229,388 248,327 8,436,362 2,579,028 5,857,334

西米良村 1,545 715,457 432,940 104,701 21,000 1,274,098 10,503 1,284,601 135,042 1,149,559

計 38,075 6,230,641 2,893,618 517,262 50,000 9,691,521 229,388 258,830 9,720,963 6,064,295 9,525,175 2,714,070 7,006,893 6,811,105 195,788 258,830

算定替後の基準
財政需要額（世
活保護費算入）
H=E-F+G

経常経費(一本
算定)

一本算定の基
準財政需要額
J=I+B+C+D

合併算定替の基準財政需要額 一本算定の基準財政需要額

生活保護費
の基準財政
需要額(12
年度)

生活保護費の基
準財政需要額
(一本算定時)市
町村に人口によ
る按分額 G=0

住民基本台帳
人口(人)
(H.12.4.1)

基準財政需要額(12年度)

経常経費 投資的経費 公債費
農山村地域活
性化対策費

基準財政需要額
計

生活保護費の
基準財政需要
額(一本算定
時)

12年度基準財政
収入額の合計

合併直後の交付
税額 L=H-K

一本算定の交付
税額 M=J-K

合併算定替の
効果
N=L-M

  104



105 

 

 

②合併直後の臨時的経費に対する普通交付税措置 

ア 財政優遇措置の内容 

合併直後に必要となる次のような臨時的経費について、普通交付税におい    

て包括的な財政措置を行うものとし、その他の諸費(人口を測定単位とするも

の・経常経費)に新たに合併補正が新設されている。 

・行政の一体化(基本構想等の策定・改訂、コンピュータシステムの統一、     

ネットワークの整備等)に要する経費 

・行政水準・住民負担水準の格差是正(住民サービスに水準の調整等)に要     

する経費 

 
 

イ 計算方法 

次の式により算出した。なお、30億円を超える場合には、30億円で上限と   

なり、5年間で均等に措置される。なお、人口は平成7年国勢調査の結果を用

いた。 

 

＝(1億円＋5千円×          )×(1＋（         -2）÷4) 

 

③市町村合併に対する新たな特別交付税措置 

ア 財政優遇措置の内容 

平成17年3月までに市町村合併を行った団体について、合併年度又はその

翌年度から3ヶ年にわたり特別交付税措置が講じられる。 

支援内容は以下のとおりである。 

(1)新しいまちづくり 

合併を機に行う新たなまちづくりの財政需要を包括的に措置。 

(例) 施設間ネットワーク化、コミュニティ施設整備、総合交通計画の

策定、個性ある学校づくり、医療・福祉ネットワークシステム 等 

(2)公共料金格差是正 

合併関係市町村間における公共料金の統一に要する一般会計負担を包    

括的に措置。 

(3)公債費負担格差是正 

合併関係市町村間における公債費負担格差について、利子相当額を包    

括的に措置。 

(4)土地開発公社の経営健全化 

土地開発公社について、合併を機に経営健全化を図ろうとする設立・    

出資市町村の取り組みを包括的に支援。     

財政措置額 合併後市町村人口  合併関係市町村数
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イ 計算方法 

次の式により算出した。合併年度又はその翌年度から3ヶ年にわたり措置さ

れる。なお、人口は平成７年国勢調査の結果を用いた。 

＝ ( 4億円 ＋ 4千円×      ) × 補正係数 

増加人口は､(合併後人ロ－各旧市町村人口)のうち最小のもの。上限10万人。 

 

補正係数 

増加人口／合併後人口 係数 

20％未満 1.0

20％以上40％未満 1.25

40％以上 1.5

 

 

 

 

ｂ 地方債に関する財政支援措置の試算 

①合併市町村まちづくりのための建設事業に対する財政措置 

ア 財政優遇措置の内容 

合併後の市町村が市町村建設計画に基づいて行う一定の事業に要する経費

については、合併年度及びこれに続く10年度に限り、地方財政法第5条各号

に規定する経費に該当しないものについても、地方債をもってその財源とす

ることができることとし、当該地方債の元利償還金の一部について、普通交

付税措置が行われる。(本地方債のことを、以下｢合併特例債｣という｡) 

＜対象事業＞ 

合併後の市町村が市町村建設計画に基づいて行う次に掲げる事業のうち、    

特に必要と認められるものに要する経費について、合併特例債を起こすこ

とができる。 

① 合併後の市町村の一体性の速やかな確立を図るために行う公共的施     

設の整備事業 

・ 旧市町村の交流や連携が円滑に進むような施設の整備 

(例：旧市町村相互間の道路、橋りょう、トンネル等の整備) 

・ 合併後の市町村の住民相互が一体感を持つために行われる施設の整備 

(例：住民が集う運動公園等の整備) 

特別交付税措置額  増加人口  



107 

 

 

② 合併後の市町村の均衡ある発展に資するために行う公共的施設の整

備事業 

・ 合併後の市町村内の行政サービスの水準の均衡を図るための施設の整

備 

         (例：介護福祉施設が整備されていない地区への施設の整備) 

・ 同一内容の施設の重複を避けて行う施設の整備 

         (例：ある地域には文化施設があるため、他の地域に体育施設を整備

するなどして、合併後の市町村全体としてのバランスのとれた発展を

図る｡) 

③ 合併後の市町村の建設を総合的かつ効果的に推進するために行う公 

共的施設の統合整備事業 

・ 類似の目的を有する公共的施設を統合する事業 

 

イ 計算方法 

次の式により標準全体事業費を算出した(自治省ホームページ上の試算を参

照｡)。なお、人口は平成7年国勢調査の結果を用いた。 

 

＝ 180億円×(     ÷10万人×a＋b)×(      ÷ 1万人×c＋d)×e 

 ※a～e：係数 

・ａとｂは次の表の表側に定める区分ごとに同表に定める数値 
 

合併後人口数による区分 ａの数値 ｂの数値 

30,000人以下 1.000 0.200 
30,000人を超え 100,000人以下 0.714 0.286 
100,000人を超える 0.000 1.000 

 

・ｃとｄは次の表の表側に定める区分ごとに同表に定める数値 
 

増加人口数による区分 ｃの数値 ｄの数値 

10,000人以下 0.333 0.667 
10,000人を超え 50,000人以下 0.167 0.833 
50,000人を超え 100,000人以下 0.083 1.250 
100,000人を超え 200,000人以下 0.042 1.667 
200,000人を超え 400,000人以下 0.021 2.083 
400,000人を超える 0.000 2.917 

 

・e＝2－2÷合併関係市町村数 

標準全体事業費 合併後人口 増加人口  
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②合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置 

   ア 財政優遇措置の内容 

     合併後の市町村が行う一定の基金の積立てに要する経費については、合併  

年度及びこれに統く10年度に限り、地方財政法第5条各号に規定する経費に  

該当しないものについても、合併特例債をその財源とすることができる。 

    ＜基金の目的＞ 

      合併後の市町村が、地域住民の連帯の強化又は合併関係市町村の区域に   

おける地域振興等(当該区域において過去に合併が行われたことがある場合

には、当該過去の合併の際の合併関係市町村の区域における地域振興等を

含む｡)のために設ける基金(以下｢合併市町村振興基金｣という｡)に対する

積立てのうち、特に必要と認められるものに要する経費については、合併

特例債を起こすことができる。 

      ・ 新市町村の一体感の醸成に資するもの 

       (例：イベント開催、新市町村のＣＩ、新しい文化の創造に関する事業

の実施、民間団体への助成等) 

      ・ 旧市町村単位の地域の振興(旧市町村において過去に合併が行われた     

ことがある場合には、当該過去の合併の際の旧市町村を単位とする地域

の振興を含む｡) 

       (例：地域の行事の展開、伝統文化の伝承等に関する事業の実施・民間

団体への助成、コミュニテイ活動・自治会活動への助成、商店街活性

化対策等) 

 

 

イ 計算方法 

     次式により、標準基金規模を算出した。但し、億円単位で四捨五入され、上

限は40億円(自治省ホームページ上の試算を参照。)。なお、人口は平成7年

国勢調査の結果を用いた。 

 

＝3億円×         ＋1万円×     ＋5千円× 

 

                   ＝      × 1.5 

標準基金規模  増加人口合併関係市町村数 合併後市町村人口

標準基金規模の上限の目安  標準基金規模
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ｃ 経常経費の削減効果の試算 

 ア 計算方法 

  市町村の経常経費（人件費、物件費、維持補修費、補助費等の合計額）と、人

口、面積との間には、重回帰分析を行った結果、高い相関関係がみられた。従っ

て、全国の市町村のデータを基に、経常経費と人口・面積の重回帰式（モデル  

式）を算出したところ、以下のようなモデル式となった。 

 

経常経費と人口・面積の重回帰モデル式: 

      Ｚ ＝ 0.001333 Ｘ ＋ 0.024442 Ｙ ＋ 7.009996 

       Ｘ：人口(人)   Ｙ：面積(ｋｍ2)   Ｚ：経常経費(億円) 

 

重回帰式       目的変数：経常経費 

説明変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 Ｆ値 Ｐ値 

人口(人) 0.001333 0.982803 132051.473 0 

面積(km2) 0.024442 0.037047 187.637106 0 

定数項 7.009996  
 
自由度修正済決定係数 0.976864

自由度修正済重相関係数 0.988364
 

[分散分析表] 

変動 偏差平方和 自由度 不偏分散 分散比(Ｆ値) Ｐ値 

全体変動 24737266 3219  

回帰による変動 24165300 2 12082650 67958.442 0

回帰からの残差変動 571966 3217 178  

 

 

経常経費削減効果は、市町村ごとの経常経費のモデル値の合計額と合併後の

市町村の経常経費のモデル値から削減率を算出し、その削減率を実際の各市町

村の経常経費合計額に乗じることよって、算出した。 



イ　計算過程

延岡市 127,325 283.78 157.60788 183.70821
北方町 5,298 200.70 15.75474 18.97935
北川町 5,063 279.91 17.41084 20.60208
北浦町 5,137 103.49 12.10976 16.38866
計 142,823 867.88 202.88322 ←合算 A 239.67830 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 218.64832 ←B 　　　↑ 21.02998 0.088 17.80149 185.08173
      C =D

高千穂町 16,186 237.20 36.93213 34.38842
日之影町 5,857 277.80 21.94227 21.60915
五ケ瀬町 5,375 171.77 19.94508 18.37490
計 27,418 686.77 78.81948 ←合算 A 74.37247 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 60.35248 ←B 　　　↑ 14.01999 0.189 14.85830 63.96118
      C =D

日向市 59,753 117.34 78.97222 89.54653
門川町 19,532 120.48 29.96141 35.99674
東郷町 5,543 218.73 17.06580 19.74670
南郷村 2,862 190.23 13.55443 15.47552
西郷村 3,053 138.32 13.57149 14.46139
北郷村 2,277 120.17 10.41951 12.98313
諸塚村 2,658 187.59 13.69184 15.13901
椎葉村 4,113 536.20 21.40603 25.59974
計 99,791 1,629.06 198.64273 ←合算 A 228.94876 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 179.87878 ←B 　　　↑ 49.06998 0.214 42.57457 156.06816
      C =D

西都市 36,610 438.56 66.21812 66.54135
高鍋町 22,501 43.92 34.14870 38.08401
新富町 19,114 61.70 29.48087 34.00271
西米良村 1,553 271.56 11.68827 15.71812
木城町 5,767 146.02 15.66017 18.26816
川南町 18,007 90.26 32.01337 33.22482
都農町 12,846 102.33 25.62719 26.63869
計 116,398 1,154.35 214.83669 ←合算 A 232.47786 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 190.41790 ←B 　　　↑ 42.05996 0.181 38.86831 175.96838
      C =D

宮崎市 303,133 286.96 349.45833 418.19019
清武町 27,203 47.81 36.14976 44.44825
田野町 12,425 108.30 22.56665 26.22330
佐土原町 33,262 56.84 40.79046 52.74741
高岡町 13,131 144.58 23.84784 28.05137
国富町 22,964 130.71 29.06562 40.82266
綾町 7,774 95.21 17.73030 19.70218
計 419,892 870.41 519.60896 ←合算 A 630.18536 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 588.12538 ←B 　　　↑ 42.05998 0.067 34.67986 484.92910
      C =D

小林市 41,358 230.72 57.43434 67.79178
えびの市 25,975 283.00 56.83174 48.55951
高原町 11,969 85.42 22.94640 25.05608
野尻町 9,329 88.86 18.55650 21.62025
須木村 2,642 243.47 12.74649 16.48350
計 91,273 931.47 168.51547 ←合算 A 179.51112 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 151.47115 ←B 　　　↑ 28.03997 0.156 26.32243 142.19304
      C =D

都城市 133,912 306.21 162.09882 193.03888
三股町 24,080 110.01 30.97483 41.80467
山之口町 7,732 97.50 17.15155 19.70216
高城町 13,088 94.21 26.01685 26.76288
山田町 9,058 62.20 20.28018 20.60730
高崎町 12,134 93.19 23.06209 25.46599
計 200,004 763.32 279.58432 ←合算 A 327.38188 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 292.33189 ←B 　　　↑ 35.04999 0.107 29.93271 249.65161
      C =D

日南市 47,492 294.46 75.87261 77.52817
串間市 24,961 294.91 48.64937 47.49866
北郷町 5,595 178.49 18.07572 18.83247
南郷町 12,694 63.16 24.60861 25.47863
計 90,742 831.02 167.20631 ←合算 A 169.33793 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 148.30795 ←B 　　　↑ 21.02998 0.124 20.76526 146.44105
      C =D

日向市 59,753 117.34 78.97222 89.54653
門川町 19,532 120.48 29.96141 35.99674
東郷町 5,543 218.73 17.06580 19.74670
計 84,828 456.55 125.99943 ←合算 A 145.28997 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 131.26997 ←B 　　　↑ 14.02000 0.096 12.15853 113.84090
      C =D

日向市 59,753 117.34 78.97222 89.54653
門川町 19,532 120.48 29.96141 35.99674
計 79,285 237.82 108.93363 ←合算 A 125.54327 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 118.53327 ←B 　　　↑ 7.01000 0.056 6.08256 102.85107
      C =D

西都市 36,610 438.56 66.21812 66.54135
佐土原町 33,262 56.84 40.79046 52.74741
新富町 19,114 61.70 29.48087 34.00271
西米良村 1,553 271.56 11.68827 15.71812
計 90,539 828.66 148.17772 ←合算 A 169.00959 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 147.97961 ←B 　　　↑ 21.02998 0.124 18.43786 129.73986
      C =D

宮崎市 303,133 286.96 349.45833 418.19019
清武町 27,203 47.81 36.14976 44.44825
田野町 12,425 108.30 22.56665 26.22330
佐土原町 33,262 56.84 40.79046 52.74741
計 376,023 499.91 448.96520 ←合算 A 541.60915 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 520.57916 ←B 　　　↑ 21.02999 0.039 17.43274 431.53246
      C =D

小林市 41,358 230.72 57.43434 67.79178
高原町 11,969 85.42 22.94640 25.05608
野尻町 9,329 88.86 18.55650 21.62025
須木村 2,642 243.47 12.74649 16.48350
計 65,298 648.47 111.68373 ←合算 A 130.95161 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 109.92163 ←B 　　　↑ 21.02998 0.161 17.93568 93.74805
      C =D

日南市 47,492 294.46 75.87261 77.52817
北郷町 5,595 178.49 18.07572 18.83247
南郷町 12,694 63.16 24.60861 25.47863
計 65,781 536.11 118.55694 ←合算 A 121.83927 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 107.81929 ←B 　　　↑ 14.01998 0.115 13.64228 104.91466
      C =D

高鍋町 22,501 43.92 34.14870 38.08401
新富町 19,114 61.70 29.48087 34.00271
木城町 5,767 146.02 15.66017 18.26816
川南町 18,007 90.26 32.01337 33.22482
都農町 12,846 102.33 25.62719 26.63869
計 78,235 444.23 136.93030 ←合算 A 150.21839 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 122.17842 ←B 　　　↑ 28.03997 0.187 25.55960 111.37070
      C =D

佐土原町 33,262 56.84 40.79046 52.74741
新富町 19,114 61.70 29.48087 34.00271
計 52,376 118.54 70.27133 ←合算 A 86.75012 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 79.74013 ←B 　　　↑ 7.00999 0.081 5.67839 64.59294
      C =D

高岡町 13,131 144.58 23.84784 28.05137
国富町 22,964 130.71 29.06562 40.82266
綾町 7,774 95.21 17.73030 19.70218
計 43,869 370.50 70.64376 ←合算 A 88.57621 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 74.55622 ←B 　　　↑ 14.01999 0.158 11.18161 59.46215
      C =D

清武町 27,203 47.81 36.14976 44.44825
田野町 12,425 108.30 22.56665 26.22330
計 39,628 156.11 58.71641 ←合算 A 70.67155 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 63.66155 ←B 　　　↑ 7.01000 0.099 5.82415 52.89226
      C =D

東郷町 5,543 218.73 17.06580 19.74670
南郷村 2,862 190.23 13.55443 15.47552
西郷村 3,053 138.32 13.57149 14.46139
北郷村 2,277 120.17 10.41951 12.98313
諸塚村 2,658 187.59 13.69184 15.13901
椎葉村 4,113 536.20 21.40603 25.59974
計 20,506 1,391.24 89.70910 ←合算 A 103.40549 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 68.35550 ←B 　　　↑ 35.04999 0.339 30.40751 59.30159
      C =D

西都市 36,610 438.56 66.21812 66.54135
西米良村 1,553 271.56 11.68827 15.71812
計 38,163 710.12 77.90639 ←合算 A 82.25947 C-B↓ (C-B)/C↓ A×D↓

理論値→ 75.24948 ←B 　　　↑ 7.00999 0.085 6.63903 71.26736
      C =D

理論値に
よる減少
率

経常経費計×減
少率＝削減効果
(億円)

合併後の経
常経費
(億円)

団体名 経常経費（億円）
理論値（全国市
町村モデル）

理論値同士
による削減
額(億円)

面積(km
2
)

住民基本台
帳人口
(H．11．3．31)
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宮崎県市町村合併懇談会設置要綱 

                        平成１２年 ５月１８日 

                      総 務 部 地 方 課 

（目的） 

第１条 県が作成する「市町村の合併の推進についての要綱（仮称)」（案）  

（以下「要綱案」という。）について、市町村関係者や学識経験者等か

ら幅広く意見を求め、市町村の将来的なあるべき姿について議論を深め

ることを目的として、宮崎県市町村合併懇談会（以下「懇談会」という。)

を設置する。 

 

（組織） 

第２条 懇談会は、市町村関係者や県内有識者の中から知事が依頼する委

員若干名をもって組織する。 

 

（座長) 

第３条 懇談会に座長をおき、委員の互選によりこれを定める。 

２ 座長は、懇談会を主宰する。 

３  座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、委員のうちから互

選された者がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 懇談会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて知事が

招集し、座長がその議長となる。 

２  座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ

ることができる。 

３ 委員は、要綱案について自由に意見を述べることができる。 

 

（庶務) 

第５条 懇談会の庶務は、総務部地方課において処理する。 

 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか､懇談会の運営に関し必要な事項は、

知事が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１２年５月１８日から施行し、平成１３年３月３１日

限り、その効力を失う。 
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宮崎県市町村合併懇談会委員名簿 

 

（五十音順、敬称略） 

氏   名 役  職  名 

甲 斐 重 勝
か い し げ か つ

 耳川広域森林組合長 

小 坂 善治郎
こ さ か ぜ ん じ ろ う

 九州保健福祉大学社会福祉学部教授 

佐 藤 寿 美
さ と う と し み

 ＮＨＫ宮崎放送局長 

佐 藤 博 祥
さ と う ひ ろ よ し

 宮崎県農業協同組合中央会常務理事 

須 藤 明 裕
す ど う あ き ひ ろ

 宮崎県総務部地方課長 

武 井 周太郎
た け い し ゅ う た ろ う

 宮崎日日新聞社論説委員会委員長 

立 山 恵 子
た て や ま け い こ

 有限会社アートアマネ専務取締役 

長 友 將 靖
な が と も ま さ や す

 宮崎県市長会事務局長 

根 本 俊 雄
ね も と と し お

 宮崎産業経営大学経済学部長 

野 川 喜美子
の が わ き み こ

 福祉作業所ひなたぼっこ所長 

野 崎 由希子
の ざ き ゆ き こ

 日章学園宮崎ユニバーサル・カレッジ国際ボランティアコーディネーター学科長 

松 川 英 雄
ま つ か わ ひ で お

 宮崎県町村会事務局長 

松 﨑 芳 三
ま つ ざ き よ し ぞ う

 宮崎県商工会議所連合会専務理事 

森 腰 英 信
も り こ し ひ で の ぶ

 日本青年会議所九州地区宮崎ﾌﾞﾛｯｸ協議会会長 
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用語の解説 

あ 

一部事務組合 

 2以上の普通地方公共団体又は特別区が、事務の一部を共同処理するために設ける組合で

ある。一部事務組合によって共同処理するとされた事務は、関係普通地方公共団体の権能か

ら除外され、一部事務組合に引き継がれる。なお、昭和49年から、共同処理する事務が構成

団体すべてに共通している必要がない複合的一部事務組合が制度化されている。 

 

か 

過疎地域 

 人口の著しい減少に伴って、地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活機能の整

備等が他の地域に比較して低位にある地域で､過疎地域自立促進特別措置法に示される人口

減少率などの要件を満たす市町村の区域が「過疎地域」として指定される。過疎地域市町村

においては、過疎地域自立促進市町村計画が策定されるとともに、国・県の様々な特別措置

が施される。 

 

合併協議会 

 市町村が合併をしようとする場合に、市町村建設計画の作成、新市町村の名称、合併後の

職員の身分や地方税の取扱など合併に関連する協議を行うために設置される協議会で、関係

市町村の長､議会の議員､学識経験者等で構成される。(市町村の合併の特例に関する法律 第

3条) 

 

合併特例債 

 合併後の市町村建設計画に基づいて行う事業又は基金の積立てのうち、市町村のー体性の

速やかな確立を図るための事業などについては､地方財政法第5条各号に規定する経費(適債

事業)に該当しないものについても、地方債を財源にあてることができる制度であり、平成

11年の合併特例法の改正により創設された。 

 充当率は対象事業費のおおむね95％で、その元利償還金の70％について後年度において、

普通交付税の基準財政需要額に算入される。 

 

起債制限比率 

 地方公共団体の純粋な独自財源から捻出しなければならない公債費負担の割合を見る指標

で､将来の公債費負担の軽減に通ずる繰上償還額及び普通交付税により措置されることとな

る償還額等については除かれる。 

 また、年度間の動きを平準化するために、一般的には当該年度を含む三ヵ年の平均値によ

ることとされている。 

 なお、比率が20％を超えると一部の地方債の発行が制限されることとなる。 

 

経常収支比率 

 財政構造の弾力性を表す指標である。 

 人件費、公債費などの経常経費で地方税(普通税)、普通交付税を中心とする一般財政がど

の程度使われたかを表す比率で、この比率が低いほど、建設事業などの臨時的経費に充当で

きる一般財源が豊かで財政構造が弾力性に富んでいることを示す。 

 現実的にみて、75％程度であればまずまずといえる。 
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広域市町村圈  
 都市と周辺の農山漁村地域を一体として、日常的な生活圏に即して広域的かつ総合的な市

町村の行政を推進する圏域として、昭和44年に国(自治省)により創設された制度。県内には

6圏域があり、すべての市町村がいずれかの圏域に属している。 

 
広域連合  
 広域行政の推進とともに地方分権の受け皿ともなれるよう、平成6年に制度化された特別

地方公共団体。国・都道府県からの権限委譲を受けることができることや住民からの直接請

求もできるなど、従来の一部事務組合などと比べて機能の強化とともに、民意の反映にも配

慮された広域行政制度である。 

 
合計特殊出生率  
 合計特殊出生率とは、15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、１人

の女子が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとした時の子ども数に相当する。 

 
公債費  
 地方債の元利償還金及び一時借入金利子の支払いに要する経費。 

 
公債費比率  
 公債費(地方債の元利償還金)負担が適量かどうかをみて、地方債発行の適量を判断する指

標である。 

 公債費に充てられる一般財源の額が標準財政規模に対しどの程度の割合を占めているかを

表す比率で、経常収支比率とともに財政構造の弾力性をみる上で重要なものである。 

 通常、10％未満が財政構造をおびやかさない目安とされる。 

 
公債費負担比率  
 当該年度において公債費に充当された一般財源が、当該年度に収入された一般財源総額に

対してどの程度のウエイトを占めているかを見る指標。 

 この比率には、当該年度に実施した繰上償還等の公債費比率の算定上において控除するこ

ととされている要素も含んで算出されることから、一般的には、公債費比率よりも高くなる

傾向にある。 

 
さ  
財政力指数  
 基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去三ヵ年の平均値をいい、当該団

体の財政力（体力）を表す指標である。 

「1」に近く、また「1」を超えるほど財源に余裕があることを示す。 
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自主財源と依存財源 

 自主財源とは、自主的に収入しうるもの、依存財源とは、国(県)の意思により定められた

額を交付させたり、割り当てられたりする収入をいう。 

 自主財源が多いほど、行政活動の自主性と安全性が確保される。 

 前者は、地方税、分・負担金、使用料などが、後者は、地方交付税、国庫(県)支出金、地

方債などが代表的なものである。 

 

市町村合併 

 市町村の合併の特例に関する法律(合併特例法)では、2以上の市町村の区域の全部若しく

は一部をもって市町村を置き、又は市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入す

ることで市町村の数の減少を伴うものをいう。(市町村の合併の特例に関する法律 第2条) 

 なお、同様の規定として地方自治法においては廃置分合があり、合併特例法にいう市町村

合併は廃置分合の一形態と位置付けられる。 

 

市町村建設計画 

 合併協議会において作成される計画で、概ね合併市町村の建設の基本方針、合併市町村又

は合併市町村を包括する都道府県が実施する合併市町村の建設の根幹となるべき事業に関す

る事項、公共的施設の統合整備に関する事項、合併市町村の財政計画について定められる。

(市町村の合併の特例に関する法律 第5条) 

 

市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法） 

 昭和40年に10年間の時限立法として施行された。その後、昭和50年、60年及、平成7

年にそれぞれ10年間の有効期限の延長が行われており、現在の法律の有効期限は平成17年

3月31日である。最近では平成11年7月の改正で、特例措置等の拡充がなされ、平成12年

12月の改正では、合併による町村の市制移行要件が平成16年3月までの合併に限り、人口

要件の3万人以上だけに緩和された。 

 

実質収支 

 決算収支を表すもので、官庁会計の累年による黒字又は赤字の額を示す。 

 一定の黒字を出すのが財政運営の基本である。 

 

実質収支比率 

 実質収支の額の適否を判定する指標である。 

 実質収支が黒字の場合は正数、赤字の場合は負数で表される。 

 経験的には、おおむね3～5％程度が望ましいとされる。 
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た 
地域審議会  
 合併後も地域住民の声を反映させ、地域の実情に応じた政策が実施できるよう、旧市町村

の区域を単位として置くことができる審議会｡(市町村の合併の特例に関する法律 第5条の

4) 

 合併市町村の長の諮問に応じて審議し､又は必要と認める事項について合併市町村の長に

意見を述べることができる。  
 
地方債  
 地方公共団体が建設事業等の財源として調達する長期借入金で、市町村が発行する場合は

知事の許可が必要である。  
 
中核市  
 指定都市以外の都市で規模能力が比較的大きな都市について、その事務権限を強化し、で

きる限り住民の身近で行政を行うことができるようにして、地域行政の充実に資するべく設

けられたもので、指定の要件は、人口30万人以上で面積100km2以上などとなっている。 

 
特別地方公共団体  
 特別区、地方公共団体の組合(一部事務組合、広域連合など)、財産区及び地方開発事業団

をいう。(地方自治法 第1条の3 第3項) 

 
特例市  
 地方分権推進計画に基づき、平成12年度から制度化されたもので、中核市に権限委譲され

ている事務のうち、特例市が処理するよりも都道府県が一体的に処理するほうがより効率的

な事務を除き、特例市に対しても権限が委譲される。指定のための要件は人口20万人以上で

ある。 

 

は 
廃置分合  
 市町村の法人格の変動を伴う区域の変更で、地方自治法第7条に規定されており、合体・

編入・分割・分立の4種がある。 

 
パブリック・コメント制度  
 政策立案過程において、広く一般国民(住民)に対して、媒体を通じて、政策の在り方、政

策案に対する意見を受け付ける機会を確保し､受け付けた意見を考慮して政策案の修正を含

め政策の検討を行う、という一連の政策立案過程上の手続き。 

 
標準財政規模  
 当該団体における一般財源の標準規模を示す額 

 
普通地方公共団体  
 都道府県と市町村が普通地方公共団体である。(地方自治法第1条の3 第2項) 
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